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はじめに
　マネー・ローンダリング（Money Laundering：資金洗浄）とは、一般に犯罪による収益の出所や帰属
を隠そうとする行為を言いますが、このような行為を放置すると、犯罪収益が将来の犯罪活動や犯罪組織の
維持・強化に使用されたり、犯罪組織がその資金を元に合法的な経済に介入して悪影響を及ぼすおそれがあ
ります。そのため、犯罪による収益のこのような移転を防ぐことが重要です。
　特定事業者は、顧客等の確認やその記録保存等を行い、犯罪収益の追跡可能性を確保するとともに、マ
ネー・ローンダリングの疑いのある取引等を疑わしい取引として所管行政庁に届出を行います。疑わしい取
引は、国家公安委員会に集約され、整理・分析を経て、各捜査機関等に提供され犯罪捜査等に活用されます。
この疑わしい取引の届出制度は、法律の変遷を経て、現在は犯罪による収益の移転防止に関する法律（以下、
「犯罪収益移転防止法」という。）に基づき運用されています。
　犯罪収益移転防止法の全面施行から５年、我が国における疑わしい取引の届出制度の誕生から数えれば既
に20年が経過しましたが、その仕組みの発展や、疑わしい取引の届出件数やこれを端緒とした事件検挙数
の増加など、我が国の疑わしい取引の届出制度の成長ぶりには著しいものがあります。また、平成25年４
月には改正犯罪収益移転防止法が施行され、我が国のマネー・ローンダリング対策は一層の成長を遂げるこ
ととなります。
　一方、マネー・ローンダリングの手口や犯罪情勢は絶えず変化しており、これに対応するため、24年２月、
マネー・ローンダリング対策を担う国際組織であるFATF（Financial Action Task Force:金融活動作業部
会）は、各国がとるべき措置をまとめた勧告を改訂しました。同様に我が国のマネー・ローンダリング対策
も、国内外の情勢を的確に把握しつつ、多くの方々の提言を頂きながら、今後も検討を加え更に発展させる
ことが必要です。
　同時に、マネー・ローンダリング対策の効果的な推進のためには、捜査機関等による取締りとともに、特
定事業者やその顧客等となる国民の皆様の理解と協力が不可欠であることは、疑わしい取引の届出制度の誕
生当時から変わりありません。
　マネー・ローンダリング対策について、毎年本報告書で公表しているところですが、これが、国民の皆様
の理解と協力を得る一助となり、ひいては、犯罪による収益の移転防止等を図り、国民の安全と平穏の確保、
経済活動の健全な発展へ寄与するという、犯罪収益移転防止法の目的達成につながることを願うものであり
ます。

（注） 犯罪収益移転防止法の施行に係る事務的作業は、厳密に言えば職名である犯罪収益移転防止管理官及び同官付の職員が処
理しているところであるが、本書では、特段の断りがない限り、便宜上、同官付の職員を含めた組織を「犯罪収益移転防
止管理官」と記載することとする。

　　 なお、この組織は、国際的には、JAFIC（Japan Financial Intelligence Center）との通称で呼ばれている。

 平成25年２月
 警察庁刑事局組織犯罪対策部
 犯罪収益移転防止管理官

 河合　信之
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第１節　国際社会におけるマネー・ローンダリング対策
１　麻薬対策としてのマネー・ローンダリング対策
　1980年代までに、国際社会では麻薬汚染の国際的な広がりが危機感をもって受け止められ、麻薬汚染に
対して様々な角度から取組が行われていたが、要因の一つとして、生産と消費の連環を成す国際的な薬物密
売組織による不正取引の存在があった。こうした組織に対しては、資金基盤への打撃、すなわち薬物密造・
密売収益の没収やマネー・ローンダリングの取締りを行うことで、所期の目的を果たさせないことが重要で
あると考えられた。このため、昭和63年（1988年）12月に採択された麻薬及び向精神薬の不正取引の
防止に関する国際連合条約（以下「麻薬新条約」という。）は、薬物犯罪による収益の隠匿等の行為を犯罪
化することや、これを剝奪するための制度を構築することを締約国に義務付け、国際社会の一致した取組を
鮮明にするものであった。     
　さらに平成元年（1989年）７月のアルシュ・サミットで、薬物犯罪に関するマネー・ローンダリング対
策における国際協力の強化のため、先進主要国を中心としてFATF（Financial Action Task Force：金融
活動作業部会）が設立された。FATFは、２年（1990年）４月、各国における対策を調和させる必要から、
法執行、刑事司法及び金融規制の分野において各国がとるべきマネー・ローンダリング対策の基準として
「40の勧告」を策定した。「40の勧告」は、麻薬新条約の早期批准やマネー・ローンダリングを取り締ま
る国内法制の整備、金融機関による顧客の本人確認及び疑わしい取引報告等の措置を求めるものであった。

２　組織犯罪対策としてのマネー・ローンダリング対策
　1990年代には、組織犯罪の国際的な広がりが国の安全を脅かす存在として認識され、国連を中心として
条約の検討が行われる一方で、平成７年（1995年）６月、ハリファクス・サミットでは、国際的な組織犯
罪対策の成否を握るものとして、薬物取引だけでなく重大犯罪から得られた収益の隠匿を効果的に防止する
ための対策も必要であるとされた。FATFは、８年（1996年）６月、こうした動きに呼応して「40の勧告」
を一部改訂し、前提犯罪（不法な収益を生み出す犯罪であって、その収益がマネー・ローンダリング行為の
対象となるもの）を従来の薬物犯罪から重大犯罪に拡大すべきだとした。
　また、疑わしい取引に関する情報を犯罪捜査に有効活用できるようにするための方策として、10年
（1998年）５月、バーミンガム・サミットでは、各国にマネー・ローンダリング情報を一元的に集約し、
整理・分析して捜査機関等に提供するFIU（ Financial Intelligence Unit：資金情報機関）を設置すること
が参加国間で合意された。FIU相互の情報交換等の場として７年（1995年）に発足したエグモント・グルー

第1章

　犯罪による収益の出所や帰属を隠そうとするマネー・ローンダリングは、極めて潜在性が高く、その解明

には困難を伴う。

　国際社会は、これまでマネー・ローンダリングを予防して摘発するための制度を工夫し発展させ、連携し

てこれに対抗し、我が国も、国際社会と歩調を合わせてマネー・ローンダリング対策の強化を図ってきた。

　本報告書に掲載された様々な制度や活動も、こうしたマネー・ローンダリング対策における国際社会との

協調と、国内での対策の発展の成果と位置付けることができる。
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プは、FIUについて「国のマネー・ローンダリング対策を支えるべく、金融機関等からの届出情報を受理・
処理し、当局に通知する中央機関であり、法執行機関に重要な情報交換の道筋を提供するものである」と表
現している。

３　テロ資金供与への対応
　テロへの対応においては未然防止が特に重要であり、テロ組織の活動を支える資金供給の遮断と資金供給
ルートの解明、国際的な連携が必要なことはマネー・ローンダリング対策と同様であると考えられた。
　平成11年（1999年）12月に採択された「テロリズムに対する資金供与の防止に関する国際条約」（以
下「テロ資金供与防止条約」という。）は、このような考え方に基づき、テロ資金提供・収集行為の犯罪化、
テロ資金の没収、金融機関による本人確認・疑わしい取引の届出等の措置を締約国に求めるものであった。
　その後、13年（2001年）９月の米国同時多発テロ事件の発生を受けて、FATFは翌10月に臨時会合を
開催し、その任務にテロ資金供与対策を含めるとともに、テロ資金供与対策の国際的な標準として、テロ資
金供与の犯罪化やテロリストに関わる資産の凍結措置等を内容とする「８の特別勧告（テロ資金に関する
FATF特別勧告）」を策定した。16年（2004年）には、８の特別勧告に国境を越える資金の物理的移転を
防止するための措置に関する項目が追加され、「９の特別勧告」となった。

４　マネー・ローンダリングの変化への対応
　マネー・ローンダリング対策の進展に応じ、マネー・ローンダリングそのものの傾向にも変化がみられる
ようになった。FATFの検討において最も重視されたのは、金融機関以外の業態を利用した隠匿行為である。
そこで、FATFは、平成15年（2003年）６月、非金融業者・職業的専門家に対する勧告の適用等を内容
とする「40の勧告」の改訂を行った。さらに24年（2012年）２月、大量破壊兵器の拡散や、公務員に
係る贈収賄や公務員による財産の横領等の腐敗などの脅威にも的確に対処すること等を目的として、「40の
勧告」と「９の特別勧告」を一本化、新「40の勧告」として改訂した。
　FATFは、勧告の履行状況を審査するため、加盟国により構成される審査団を審査対象国に派遣して、当
該国のマネー・ローンダリングやテロ資金法制、FIUの体制、マネー・ローンダリング事犯やテロ資金提供
罪等の検挙状況等について相互審査を行っている。
　またFATFは、新たな決済システムを利用したマネー・ローンダリング、代替的送金システム、貿易型マ
ネー・ローンダリング等世界各国・地域における新たなマネー・ローンダリングの手口を研究しており、報
告書の公表等を通じて対策の在り方に関し提言を重ねている。

第２節　我が国のマネー・ローンダリング対策
１　麻薬特例法の施行等
　我が国のマネー・ローンダリング対策は、国際社会の動きに合わせ段階的な進展をみてきた。まず、平成
２年６月に、当時の大蔵省銀行局長名で金融団体に対して、顧客の本人確認実施を要請する旨の通達が発出
された。次に、麻薬新条約の国内担保法の一つとして、薬物犯罪から得られた収益への対策を主眼に、４年
７月に「国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神
薬取締法等の特例等に関する法律」（以下「麻薬特例法」という。）が施行された。この法律では、薬物犯罪
におけるマネー・ローンダリングが我が国で初めて犯罪化されるとともに、「40の勧告」に対応して、金融
機関等による薬物犯罪収益に関する疑わしい取引の届出制度が創設された。
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２　組織的犯罪処罰法の施行
　マネー・ローンダリングの前提犯罪を薬物犯罪に限定していたことに対し、平成６年の第１次FATF対日
相互審査でその改善が望まれた。現実の運用でも、金融機関等が疑わしい取引の届出を行うに当たり、それ
が薬物犯罪に関するものであるかどうか判断することは極めて困難であり、結果的に疑わしい取引の届出が
活発に行われず、また、届出情報の集約と捜査機関への提供を行う仕組みもなく、疑わしい取引の届出制度
が有効に機能しない要因となっていた。
　そこで、我が国では、８年６月の「40の勧告」の改訂を踏まえ、12年２月に「組織的な犯罪の処罰及び
犯罪収益の規制等に関する法律」（以下「組織的犯罪処罰法」という。）が施行された。この法律では、いく
つかの点で犯罪収益対策における前進がみられた。その１点目はマネー・ローンダリングの前提犯罪を薬物
犯罪だけでなく重大犯罪にも拡大したこと、２点目は疑わしい取引の届出の対象犯罪も同様に拡大したこと、
３点目は我が国のFIUを金融監督庁（後の金融庁）に置くこととし、金融監督庁内に特定金融情報室（Japan 
Financial Intelligence Office：JAFIO）が設立された。

３　テロ資金供与処罰法・金融機関等本人確認法の施行と組織的犯罪処罰法の改正
　米国の同時多発テロ後の動きとしては、まず未締結であったテロ資金供与防止条約を批准するため、その
国内担保法として、平成14年７月、「公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金の提供等の処罰に関する法律」
（以下「テロ資金供与処罰法」という。）が施行され、テロ資金提供・収集行為が犯罪化された。また、テ
ロ資金供与処罰法の制定と同時に組織的犯罪処罰法の一部が改正され、テロ資金提供・収集罪が前提犯罪に
追加されるとともに、テロ資金そのものが犯罪収益として捉えられるようになったため、テロ資金の疑いが
ある財産に係る取引についても疑わしい取引の届出の対象となった。
　さらに、同条約を実施し、合わせて勧告における本人確認と取引記録の保存の措置を法制化するため、「金
融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律」が制定された（15年１月施行）。
　なお、同法は、他人名義や架空名義の預貯金口座等が振り込め詐欺等の犯罪に悪用されることが多いこと
から、16年12月の改正により、預貯金通帳等の譲受・譲渡やその勧誘・誘引行為等が処罰されることとな
り、題名も「金融機関等による顧客等の本人確認等及び預金口座等の不正な利用の防止に関する法律」（以
下「金融機関等本人確認法」という。）に改められた。

４　犯罪収益移転防止法の施行と改正
　平成15年にFATFが「40の勧告」を再改訂し、本人確認等の措置を講ずべき事業者の範囲を非金融業者・
職業的専門家にも拡大したこと等を踏まえ、16年12月、内閣官房長官を本部長とする国際組織犯罪等・国
際テロ対策推進本部において、同勧告の実施の検討を盛り込む「テロの未然防止に関する行動計画」が決定
された。17年11月には同推進本部において、警察庁が同勧告を実施するための法律案を作成すること、
FIUを金融庁から国家公安委員会に移管すること、業所管行政庁が疑わしい取引の届出等に関する関係業界
への指導・監督を行うことが決定された。
　警察庁は関係省庁と協力して、金融機関等本人確認法と組織的犯罪処罰法の一部を母体とした法律案を策
定し、19年２月、第166回国会に提出、翌３月には犯罪収益移転防止法が成立した。同法は翌４月、FIU
の移管等を内容とする部分が施行され、本人確認等の措置を講ずべきとされる事業者の範囲の拡大等、残余
の部分については、20年３月から施行された。
　その後も、警察庁と関係省庁においては、社会情勢の変化やFATF対日相互審査における指摘に適切に対
応するため、犯罪収益移転防止法等のマネー・ローンダリングやテロ資金供与対策に関連する法律やその下
位法令、及びその他各種規定について、その改正を適時に行っている。
　23年４月には、第３次FATF対日相互審査での指摘事項に関する議論、国内での振り込め詐欺等の被害
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状況等を踏まえ、特定事業者の取引時の確認事項の追加、電話転送サービス事業者の特定事業者への追加、
取引時確認等を的確に行うための措置の追加、預貯金通帳の不正譲渡等に係る罰則の強化等を内容とする、
犯罪収益移転防止法の改正が行われたほか、24年には、下位法令について所要の改正が行われた。
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国際的な動き 日本国内の動き

平成2年4月

平成8年6月

平成10年5月

平成13年9月

平成13年10月

 平成15年6月

昭和63年12月

平成元年7月 アルシュ・サミット
（FATF 設置の採択）

平成16年10月

平成20年10月

平成24年2月

バーミンガム・サミット
（FIUの設置について合意） 

米国における同時多発テロ事件の発生

平成19年3月
犯罪収益移転防止法が成立

麻薬新条約の採択（薬物犯罪収益に関する
マネー・ローンダリング行為の犯罪化を義
務付け）

FATF「40の勧告」を策定
○　金融機関による顧客の本人確認
○　疑わしい取引の金融規制当局への報告

FATF「40の勧告」を一部改訂
○　前提犯罪を重大犯罪に拡大すること

を義務付け

FATF「8の特別勧告」を策定
○　テロ資金供与の犯罪化、テロ関係の

疑わしい取引の届出の義務付け等

FATF「40の勧告」を再改訂
○　非金融業者（不動産業者、貴金属

商、宝石商等）・職業的専門家（弁
護士、会計士等）への勧告の適用

FATF「8の特別勧告」を「9の特別勧告」
に改訂

○　国境を越える資金の物理的移転を防止
するための措置に関する項目の追加

FATF第３次対日相互審査の結果公表
○　顧客管理に関する勧告5他9項目に

ついて、「不履行（NC）」との評価
を受ける

FATF「40の勧告」「9の特別勧告」を改訂
○　「40の勧告」及び「9の特別勧告」

を一本化、新「40の勧告」に改訂

平成2年6月
大蔵省から各金融団体宛に通達を発出
（金融機関等による顧客等の本人確認等実施の要請）

平成12年2月
組織的犯罪処罰法の施行
（前提犯罪を重大犯罪に拡大、日本版FIUを金
融監督庁に設置等）

平成14年7月
テロ資金供与処罰法・改正組織的犯罪処罰法の施行
（前提犯罪にテロ資金提供・収集罪を追加等）

平成15年1月
金融機関等本人確認法の施行
（金融機関等による顧客等の本人確認義務の法
定化）

平成16年12月
国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部
（「テロの未然防止に関する行動計画」を決定）

平成17年11月
国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部
（「FATF勧告実施のための法律の整備」を決定）

平成19年4月
犯罪収益移転防止法の一部施行
（FIUの移管（金融庁→国家公安委員会・警察庁））

平成20年3月
犯罪収益移転防止法の全面施行
（非金融業者等に対する本人確認義務等の施行）

平成22年4月
資金決済法制定に伴う犯罪収益移転防止法の一
部改正法の施行
（資金移動業者を特定事業者に追加等）

平成23年4月
改正犯罪収益移転防止法の成立
（取引時の確認事項の追加、特定事業者への追加、
取引時確認等を的確に行うための措置の追加、預
貯金通帳の不正譲渡等に係る罰則の強化）

平成25年4月
改正犯罪収益移転防止法の全面施行
（取引時の確認事項の追加、取引時確認等を的確
に行うための措置の追加、特定事業者の追加）

平成23年5月
改正犯罪収益移転防止法の一部施行
（預貯金通帳の不正譲渡等に係る罰則の強化）

平成4年7月
麻薬特例法の施行
（薬物犯罪に関するマネー・ローンダリングの犯
罪化、疑わしい取引の届出制度の創設）

図1-1【マネー・ローンダリング対策の主要な経緯】 
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第３節　犯罪収益移転防止管理官の設置
１　設置の背景
　犯罪収益移転防止法が、マネー・ローンダリングの防止措置を講ずべき事業者の範囲を、従来の金融機関
等から宅地建物取引業者、宝石・貴金属等取扱事業者等に拡大するのに伴い、
　○ 　これら義務の対象となる事業者、又は当該事業者の業務内容が、必ずしも金融庁だけの所管対象とは

いえなくなったこと
　○ 　暴力団その他の組織犯罪対策、テロ対策等において中核的な役割を担い、以前にも増して的確な情報

分析が期待できること
などの観点から、FIUの機能については警察庁が担当することが適当であると考えられた。
　そこで、同法は、警察庁を管理しその補佐を受ける国家公安委員会が、特定事業者により届け出られた疑
わしい取引に関する情報の迅速かつ的確な集約、整理・分析、提供を行うことなどの責務を有することを明
らかにするとともに、同委員会に対し、疑わしい取引に関する情報の外国FIUへの提供を含む取扱いに係る
機能のほか、特定事業者の監督上の措置を補完する機能等を併せて付与した。そして、同法の施行に関する
事務を処理する機構として、平成19年４月１日、同法の一部施行と合わせて警察庁刑事局組織犯罪対策部
に設置されたのが犯罪収益移転防止管理官（JAFIC：Japan Financial Intelligence Center）である。

２　任務及び組織
　犯罪収益移転防止管理官は、犯罪収益移転防止法が国家公安委員会の責務として明記する
　〇　疑わしい取引に関する情報の集約、整理及び分析並びに捜査機関等への提供
　〇　外国FIUに対する情報の提供
　〇　特定事業者による措置を確保するための情報の提供や行政庁による監督上の措置の補完
のほか、マネー・ローンダリング対策の法制度や、犯罪収益対策推進要綱等の各種施策の立案・調査、マネー・
ローンダリング対策に関する国際的な規範の策定に対する参画等の業務に当たっている。
　犯罪収益移転防止管理官の組織概要は図１-２のとおりであり、現在、犯罪収益移転防止管理官（課長級）
の下、約100人の職員により構成されている。
　一方、都道府県警察では、犯罪による収益の追跡やマネー・ローンダリング事犯の取締り等を担当する「犯
罪収益解明班」が設置されている。
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３　関係機関
  犯罪収益移転防止法においてマネー・ローンダリングを防止するための最初の措置を講ずるのは、特定事
業者である。犯罪収益移転防止管理官では、資金情報の集約、整理・分析、提供というFIU固有の業務に加え、
特定事業者が顧客管理等の措置を的確に講じ、またその際国民の協力が十分に得られるように、マネー・ロー
ンダリングの実態や法制度に関し広く情報提供を行うなどの支援に努めている。また、各業界を所管する省
庁においても、単に本法上の義務履行に関する監督権限を行使するだけでなく、疑わしい取引に関する参考
事例を公表したり、業界団体と協力して研修会を開催するなどの支援を行っている。他方、警察を始めとす
る捜査機関等は、それぞれの所掌の範囲において、マネー・ローンダリング事犯やその前提犯罪の摘発、犯
罪による収益の剝奪を行っている。
　これら関係省庁は、それぞれの立場で業務を遂行するとともに、有用な情報を交換し、またマネー・ロー
ンダリング対策上の課題を協議するなど相互に協力して対策を進めている。
　なお、内閣には、平成15年９月の閣議了解により発足した「犯罪対策閣僚会議」において、マネー・ロー
ンダリング対策が随時議題として取り上げられているほか、16年８月以来、国際組織犯罪と国際テロに対
する有効適切な対策を総合的かつ積極的に推進することを目的として、「国際組織犯罪等・国際テロ対策推
進本部」が設けられている。

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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情報提供

犯罪収益移転防止管理官（課長級）

国際連携対策官総括分析官

官房長 刑事局長

組織犯罪対策部長

国家公安委員会

警察庁長官

審　議　官
（犯罪収益対策担当）

制度・施策の立案、
調査事務、国民の理
解の促進を担当する
部門

疑わしい取引の届出
の集約・分析･提供を
担当する部門

外国FIU、国際機関等
との国際連携・協力
を担当する部門

都道府県警察等

図1-2【犯罪収益移転防止管理官の組織概要】
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４　犯罪収益対策推進要綱
　警察では、従来から暴力団の資金獲得活動に伴う各種違法行為の取締り等、特に犯罪組織の資金基盤に打
撃を与える観点から犯罪収益対策を推進してきた。犯罪収益移転防止法は、犯罪による収益を取り扱う可能
性のある幅広い事業者の協力により、この対策に一層の効果をもたらすことが期待されるが、同法の施行を
機に、その中心となる警察庁では、全国警察が一丸となって犯罪収益対策を強化すべく、平成19年４月、
警察庁次長通達により「犯罪収益対策推進要綱」を制定した。
　犯罪収益対策推進要綱により示された犯罪収益対策を行うに当たっての基本的事項は、以下のとおり、基
本姿勢４点と推進事項６点である。　
（１）　犯罪収益対策の基本姿勢
　ア　犯罪収益移転防止法に規定する特定事業者の自主的な取組及び国民の理解の促進
　イ　犯罪による収益に関する情報の分析及び活用
　ウ　犯罪収益関連犯罪の取締り及び犯罪による収益の剝奪の推進
　エ　犯罪収益対策に関する国際的な連携の推進
（２）　犯罪収益対策の推進事項
　ア　推進体制の整備

　警察庁及び都道府県警察においては、犯罪収益対策のための所要の体制を整備すること。都道府県警
察では、犯罪収益解明班を設置するとともに、各部門に犯罪収益関連犯罪の捜査体制を整備すること。

　イ　特定事業者の自主的な取組及び国民の理解の促進
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国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部

本部長　内閣官房長官　副本部長　国家公安委員会委員長
本部員　内閣官房副長官、法務副大臣、外務副大臣、財務副大臣、
　　　　厚生労働副大臣、経済産業副大臣、国土交通副大臣　

任務・構成員

テロの未然防止を図り、国民の安全を確保するため、急増している国際組織犯罪等及び国民の
不安が増しつつある国際テロに対して、関係行政機関の緊密な連携を確保するとともに、有効
適切な対策を総合的かつ積極的に推進する。

都道府県警察

麻薬取締部

税関

海上保安庁

証券取引等監視委員会

検察庁

金融庁 総務省

法務省 財務省

厚生労働省

経済産業省

農林水産省

国土交通省

特定事業者による措置の的確な実施と
国民の理解の確保

特定事業者

マネー・ローンダリング関連犯罪の取締り

国家公安委員会・警察庁
（疑わしい取引に関する情報の分析・提供）

図1-3【政府各部のマネー・ローンダリング対策】
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　特定事業者に対し、犯罪による収益の移転に係る手口に関する情報の提供や指導及び助言を行うほか、
犯罪収益対策の重要性に関する国民の理解を深めるための広報啓発活動を行うこと。

　ウ　犯罪による収益に関する情報の集約、整理及び分析
　警察庁は、犯罪による収益に関する情報の集約、整理、分析及び提供を行うこと。都道府県警察は、
各部門が緊密に連携し、犯罪収益対策を効果的に推進するため必要な情報を収集すること。

　エ　犯罪収益対策の観点からの取締りの推進
　警察庁は、犯罪収益関連犯罪の捜査指導及び調整並びに犯罪組織等の実態解明を行うこと。都道府県
警察は、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法等各種法令を適用して、犯罪組織等の資金源を遮断するため、
疑わしい取引に関する情報を活用した捜査を推進し、積極的に事件化を図るとともに、情報収集活動を
推進すること。

　オ　犯罪による収益の剝奪の推進
　単に被疑者の逮捕だけでなく、犯罪による収益の発見に努め、起訴前の没収保全請求を実施するなど、
犯罪による収益の移転防止措置を的確に実施すること。また、犯罪による収益の剝奪について検察庁と
の緊密な連携を強化すること。

　カ　国際的な連携の推進
　外国FIUとの情報交換、犯罪収益対策に係る国際勧告の改訂への対応及び外国による国際勧告の履行
のための支援等の様々な側面での国際連携の強化に努めること。

9

犯罪収益関連犯罪の捜査体制の整備

広報啓発

犯罪収益対策を推進するための情報収集

疑わしい取引に関する情報を活用した捜査の推進、積極的な事件化

保秘の徹底、漏えいの防止

情報の提供、捜査指導・調整

国際連携・
協力の推進

特定事業者の自主的取組
への援助、広報啓発

警察庁

保秘の徹底・
漏えいの防止

犯罪収益対策を推進するために
必要な情報の報告

犯罪収益解明班の設置

都道府県警察

犯罪収益対策推進要綱

犯罪による収益に関する
情報の集約・整理・分析

犯罪による収益の剝奪を推進するための措置の的確な実施

図1-4【犯罪収益対策推進要綱の概要】
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　我が国のマネー・ローンダリング対策に関する法制度は、1980年代から段階的な発展を遂げているが、

現在では次の３点を目的としている。　

　①　マネー・ローンダリングを刑事罰の対象とすること

　②　犯罪により得られた収益を剝奪し得るものとすること

　③　一定の範囲の事業者に顧客管理その他の防止措置を義務付けること

　このうち、①と②は、犯罪を通じて形成された財産に着目して、特に犯罪組織の資金基盤に打撃を与える

上で直接的な効果を狙うものであるのに対し、③はこうした不正な資金が移転された場合の追跡を容易にし、

訴追や剝奪を免れようとする行為を困難にすることにより、マネー・ローンダリングそのものを抑止する効

果を狙うものである。

　上記のうち、①と②は主に麻薬特例法及び組織的犯罪処罰法で、③は犯罪収益移転防止法でそれぞれ措置

されている。

第2章
マネー・ローンダリング対策に関する法制度

図2-1【犯罪収益移転防止法、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の関係】

国民生活の安全と平穏を確保
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マネー・ローンダリングの処罰
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顧客等の取引時確認

犯罪収益移転防止法

疑わしい取引の届出

（薬物）犯罪収益等の剝奪

麻薬特例法組織的犯罪処罰法
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第１節　犯罪収益移転防止法の概要
　犯罪収益移転防止法は、FATFによる平成15年（2003年）の「40の勧告」の改訂や、最近におけるマ
ネー・ローンダリングの変化等を踏まえ、金融機関等本人確認法の全部及び組織的犯罪処罰法の一部を母体
として制定された法律である。
　この法律は、一定の範囲の事業者による顧客等の取引時確認、取引記録の作成・保存、疑わしい取引の届
出等の措置を中心に、犯罪による収益の移転防止のための制度を定めることを内容とするもので、平成23
年には、取引時の確認事項の追加、電話転送サービス事業者の特定事業者への追加、取引時確認等を的確に
行うための措置、預貯金通帳の不正譲渡等に係る罰則の強化等を内容とする、19年の同法制定以来初とな
る改正が行われた。
　以下ではそのうちの重要な部分を紹介する。
　なお、法律の基本構造は図2-2を参照していただきたい。

１　法律の目的（第１条）
　本法は、３にある特定事業者による本人特定事項等の確認、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出等の
措置を講ずることにより、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法による措置と相まって、犯罪による収益の移転

図2-2【犯罪収益移転防止法の概要】

※１�　金融機関等のうち為替取引に関わる事業者は、上記のほか送金人情報の通知義務を負う。
※２�　司法書士、行政書士、公認会計士及び税理士による取引時確認については、①のみの確認である。
※３�　弁護士による取引時確認、確認記録・取引記録等の作成・保存、取引時確認等を行うための措置に相当する措置に
　　ついては、犯罪収益移転防止法に定める司法書士等の例に準じて、日本弁護士連合会の会則で定める。
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１年以下の懲役又は100万円以下の罰金（併科も可）
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JAFIC: Japan Financial Intelligence Center

1211

CW6_A2258D02.indd   11 2013/03/22   10:49:15



防止を図り、併せてテロ資金供与防止条約等の的確な実施を確保し、もって国民生活の安全と平穏を確保す
るとともに、経済活動の健全な発展に寄与することを目的とする。

２　犯罪による収益（第２条第１項）
　本法において「犯罪による収益」とは、「犯罪収益等」（組織的犯罪処罰法第２条第４項）及び「薬物犯罪
収益等」（麻薬特例法第２条第５項）をいう。

３　特定事業者（第２条第２項）
　本法で取引時確認等の措置を講ずることとなる事業者は、「特定事業者」と呼称されるが、その範囲は、
FATFの勧告や我が国における事業者の活動状況を踏まえ定められている。
　なお、金融機関等は、従来から金融機関等本人確認法（犯罪収益移転防止法の施行により廃止）等により
同様の措置を義務付けられていた。

特定事業者
○　金融機関等（１～36号）（改正前の１～33号）
　�　銀行、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、信用協同組合、信用協同組合連合
会、農業協同組合、農業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合、
水産加工業協同組合連合会、農林中央金庫、株式会社商工組合中央金庫、株式会社日本政策投資銀行、
保険会社、外国保険会社等、少額短期保険業者、共済水産業協同組合連合会、金融商品取引業者、証
券金融会社、特例業務届出者、信託会社、自己信託会社、不動産特定共同事業者、無尽会社、貸金業
者、　短資業者、資金移動業者、商品先物取引業者、振替機関、口座管理機関、電子債権記録機関、
独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構、両替業者
○　ファイナンスリース事業者（37号）（改正前の34号）
○　クレジットカード事業者（38号）（改正前の35号）
○　宅地建物取引業者（39号）（改正前の36号）
○　宝石・貴金属等取扱事業者（40号）（改正前の37号）
○　郵便物受取サービス業者、電話受付代行業者、電話転送サービス事業者（41号）

　　　　　（改正前の38号（電話転送サービス事業者は平成23年法改正により追加））
○　弁護士又は弁護士法人（42号）（改正前の39号）
○　司法書士又は司法書士法人（43号）（改正前の40号）
○　行政書士又は行政書士法人（44号）（改正前の41号）
○　公認会計士又は監査法人（45号）（改正前の42号）
○　税理士又は税理士法人（46号）（改正前の43号）

4　国家公安委員会の責務とFIU（第３条）
　本法は、国家公安委員会の責務として、特定事業者による本人特定事項等の確認等の措置が的確に行われ
ることを確保するため、特定事業者に対し犯罪による収益の移転に係る手口に関する情報の提供その他の援
助を行うとともに、犯罪収益移転防止の重要性について国民の理解を深めるように努めることのほか、特定
事業者により届け出られた疑わしい取引に関する情報その他の犯罪による収益に関する情報が、犯罪捜査や
国際協力に有効活用されるよう、迅速かつ的確にその集約、整理及び分析を行うものとすることを明らかに
している。
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５  特定事業者による措置
　本法上特定事業者の義務とされる措置の内容は次のとおりである。
　なお、特定事業者と、義務の対象となる「特定業務」、取引時確認義務の対象となる　「特定取引」、及び
義務の対応状況は表２のとおりである。

（１）　取引時確認（第４条）
　�　一定の取引（特定取引及びなりすましが疑われるなどマネー・ローンダリングのリスクが高い取引）を
行うに際して、運転免許証の提示を受けるなどして顧客の氏名、住居等の本人特定事項、取引を行う目的、
職業又は事業の内容、実質的支配者の有無等を確認すること（司法書士、行政書士、公認会計士、税理士
のいわゆる士業者は本人特定事項のみ確認）。
　�　また、マネー・ローンダリングのリスクが高い取引については、取引時確認に係る事項をより厳格な方
法で確認すること並びに資産及び収入の状況を確認すること（平成23年法改正によって新設）（詳細は犯
罪収益移転防止管理官のウェブサイトを確認されたい。）。
　　なお、取引時確認の方法は図2-3のとおりである。
 （２）　確認記録の作成・保存（第６条）
　�　取引時確認に係る事項、取引時確認のためにとった措置等を記録し、取引終了日から７年間保存するこ
と。

 （３）　取引記録等の作成・保存（第７条）
　　取引の期日・内容等を記録し７年間保存すること。
 （４）　疑わしい取引の届出（第８条）（改正前の第９条）
　　犯罪による収益に関わりがある疑いが認められる取引について行政庁に届出を行うこと。
　　司法書士等のいわゆる士業者は対象外となっている。
 （５）　外国為替取引に係る通知（第９条）（改正前の第10条）
　　海外送金において送金先に氏名、口座番号等一定の事項を通知すること。
　　為替取引を行い得る金融機関等のみが対象となっている。
 （６）　取引時確認等を的確に行うための措置（第10条）（新設）
　　取引時確認事項に係る情報の更新のための措置を講じたり、その他必要な体制の整備を行うこと。
 （７）　弁護士による措置（第11条）（改正前の第８条）
　�　特定事業者のうち弁護士については特則が設けられており、上記の（１）から（３）及び（６）に相当
する措置を司法書士等の例に準じて日本弁護士連合会の定める会則により行うこととされている。

　�　上記のうち、取引時確認、確認・取引記録等の作成・保存（（１）から（３）まで）については、犯罪
による収益の移転を行おうとする者に対する牽制の効果と事後的な資金トレースを可能にする効果が期待
される。疑わしい取引の届出（（４））については、これをマネー・ローンダリング事犯及び前提犯罪の捜
査に役立てるほか、金融システムを含む合法経済が犯罪者に悪用されることを防止してその健全性を確保
する効果が期待される。取引時確認等を的確に行うための措置（（６））については、取引時確認等の措置
がより的確に行われ、事業者自身がマネー・ローンダリングのリスクを従来以上に網羅的かつ効率的に認
識する効果が期待される。
　�　また、外国為替取引に係る通知（（５））については、外国との間で犯罪による収益の移転が行われる場
合に備え、国際的な資金トレースを可能にするための措置である。
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表2【特定事業者、特定業務、特定取引と義務の対応状況】
特定事業者
　【２条２項】

特定業務
（義務の対象）

特定取引
（取引時確認が必要）（注１）

義　　務

金融機関等
　【１号～36号】

金融機関等が行う業務
（金融に関する業務に限られる）

預貯金契約（預金又は貯金の受入れを
内容とする契約）の締結、200万円を
超える大口現金取引、10万円を超える
現金送金等

取引時確認
　【４条】

�確認記録の作成・
保存
　【６条】

�取引記録等の作成・
保存
　【７条】

�疑わしい取引の届出
　【８条】

�取引時確認等を的確
に行うための措置
　【10条】
　　　（注２）

ファイナンス
リース事業者
　【37号】

ファイナンスリース業務
（途中解約できないもの、賃貸人が賃
貸物品の使用に伴う利益を享受し、か
つ、費用を負担するものに限られる）

１回のリース料が10万円を超える物品
のファイナンスリース契約の締結

クレジットカード
事業者
　【38号】

クレジットカード業務 クレジットカード契約の締結

宅地建物取引業者
　【39号】

宅地建物の売買又はその代理若しくは
媒介業務

宅地建物の売買契約の締結又はその代
理若しくは媒介

宝石・貴金属等
取扱事業者
　【40号】

貴金属（金、白金、銀及びこれらの合金）、
宝石（ダイヤモンドその他の貴石、半
貴石及び真珠）の売買業務

代金の支払が現金で200万円を超える
貴金属等の売買契約の締結

郵便物受取
サービス業者
　【41号】

郵便物受取サービス業務 役務提供契約の締結

電話受付代行業者
　【41号】

電話受付代行業務

役務提供契約の締結
　※�電話による連絡を受ける際に代行
業者の商号を明示する条項を含む
契約の締結は除く

　※�コールセンター業務等の契約締結
は除く

電話転送サービス
事業者
　【41号】

電話転送サービス業務 役務提供契約の締結

司法書士
　【43号】
行政書士
　【44号】
公認会計士
　【45号】
税理士
　【46号】

以下の行為の代理又は代行に係るもの
　○�宅地又は建物の売買に関する行為
又は手続

　○�会社等の設立又は合併等に関する
行為又は手続

　○�現金、預金、有価証券その他の財
産の管理又は処分

　※�租税、罰金、過料等の納付は除く
　※�成年後見人等裁判所又は主務官庁
により選任される者が職務として
行う他人の財産の管理・処分は除
く

以下の行為の代理等を行うことを内容
とする契約の締結
　○�宅地又は建物の売買に関する行為
又は手続

　○�会社等の設立又は合併等に関する
行為又は手続

　○�200万円を超える現金、預金、有
価証券その他の財産の管理又は処
分

　※�任意後見契約の締結は除く

取引時確認
　【４条】
　　　(注３)

�確認記録の作成・
保存
　【６条】

�取引記録等の作成・
保存
　【７条】

�取引時確認等を的確
に行うための措置
　【10条】

弁護士
　【42号】

弁護士による取引時確認、確認記録・取引記録等の作成・保存、取引時確認等を的確に行うための措置
に相当する措置については、犯罪収益移転防止法に定める司法書士等の例に準じて、日本弁護士連合会
の会則で定めるところによる【11条】。

注１：取引時確認済みの顧客等との取引は除く。ただし、なりすまし等の疑いがある場合は除かれない。
　２：金融機関等のうち為替取引に係る事業者は、送金人情報の通知義務を負う【９条】。
　３：司法書士、行政書士、公認会計士、税理士のいわゆる士業者は本人特定事項のみ確認。

※本表及び注に記載の条等は、改正後の犯罪収益移転防止法の条等を示す。
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６　疑わしい取引に関する情報の提供（第12条及び第13条）（改正前の第11条及び第12条）
　疑わしい取引に関する情報を国内外の捜査等に活用し得るようにするため、FIUである国家公安委員会は、
疑わしい取引に関する情報を、犯罪捜査を行う検察官、検察事務官若しくは司法警察職員（警察官、麻薬取
締官、海上保安官）又は犯則事件の調査を行う税関職員若しくは証券取引等監視委員会の職員に提供するほ
か、一定の要件の下で外国のFIUに提供することができる。

７ 　監督上の措置（第14条から第18条、第24条、第25条、第29条）（改正前の第13条から第17条、
第23条、第24条、第28条）
　本法では、特定事業者による義務の履行を担保するための手続として、特定事業者の所管行政庁による報
告徴収及び立入検査のほか、指導、助言及び勧告、さらには違反があった場合の是正命令についての規定等
が置かれている。
　報告や資料提出をしなかった者、虚偽の報告や資料の提出をした者、立入検査を拒んだ者等は１年以下の
懲役又は300万円以下の罰金（併科も可）に、是正命令に違反した者は２年以下の懲役又は300万円以下
の罰金（併科も可）に処せられる場合がある。
　また、国家公安委員会には、所管行政庁による監督上の措置を補完する立場から、特定事業者の義務違反
を認めた場合の所管行政庁に対する意見陳述の権限とそのために必要な調査権限が付与されている。

８ 　預貯金通帳、為替取引カード等の譲受け等に関する罰則（第27条及び第28条）（改正前の第26条及
び第27条）
　売買された預貯金通帳、キャッシュカード等がマネー・ローンダリングに使用されるなど様々な犯罪に不
正利用されていることから、この防止を図る目的で、本法は、預貯金通帳等の有償又は無償の譲受け、譲渡
し等をした者を１年以下の懲役又は100万円以下の罰金（併科も可）に処することとし、また、業として
これらの行為をした者を３年以下の懲役又は500万円以下の罰金（併科も可）に処することとしている。
　また、預貯金通帳等の有償又は無償の譲受け、譲渡し等をするよう人を勧誘し、又は誘引した者を１年以
下の懲役又は100万円以下の罰金（併科も可）に処すこととしている。
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第２節　麻薬特例法及び組織的犯罪処罰法の概要

第１項　麻薬特例法

　麻薬特例法は、昭和63年（1988年）に採択された麻薬新条約と、FATFが平成２年（1990年）に策
定した「40の勧告」を直接の契機として、薬物犯罪から生じる収益の循環を遮断すること等を目的に制定
され、４年７月から施行された。薬物犯罪収益対策に関するものとしては次の２点がある。
　なお、麻薬特例法には、制定当初疑わしい取引の届出に関する規定が設けられていたが、組織的犯罪処罰
法、犯罪収益移転防止法に順次引き継がれている。

１　マネー・ローンダリングの処罰（第６条、第７条）
　麻薬特例法は、マネー・ローンダリングには、更なる（薬物）犯罪を助長するなどの側面があるとし、こ
れを新たに犯罪として定義した。

（１）　薬物犯罪収益等隠匿罪（第６条）
　�　①「薬物犯罪収益等の取得若しくは処分につき事実を仮装」する行為、②「薬物犯罪収益等を隠匿」す

図2-3【取引時確認の方法】

※�　マネー・ローンダリングのリスクの高い取引の場合は、取引時確認に係る事項のより厳格な方法での確認のほか、
200万円を超える取引の場合は資産及び収入の状況の確認も必要です。

住民票の写し、顔写真のない官公庁発行書類等の提示
並びに取引を行う目的及び職業の申告

本人確認書類に記載の住所に取引関係文書を転送不
要郵便等で送付

取引時確認の方法

対面取引では・・・

非対面取引（インターネット、郵送等）では・・・

本人確認書類に記載の住所に取引関係文書を転送不
要郵便等で送付

法人の場合 法人の本人特定事項（名称、本店又は主たる事務所）、取引を行う目的、事業の内容及び実質的支
配者の確認を行います。あわせて、実際に取引を行っている取引担当者の本人特定事項の確認が必
要となります。

対面取引では・・・

非対面取引（インターネット、郵送等）では・・・

実際に取引を行っている取引担当者の本人特定事項
の確認

対面取引のみ

個人の場合 顧客の本人特定事項（氏名、住居、生年月日）、取引を行う目的及び職業の確認を行います。なお、代理人取引
の場合には、実際に取引を行っている取引担当者の本人特定事項の確認も合わせて必要となります。

運転免許証、健康保険証等の提示並びに取引を行う目的及び職業の申告

本人確認書類又はその写しの送付並びに取引を行う目
的及び職業の申告

日本国内に住居を有しない短期滞在者（観光者等）であって、旅券等で本国における住居を確認するこ
とができない場合

法人の登記事項証明書、印鑑登録証明書等の提示
取引の目的の申告
定款等事業の内容が確認できる書類の提示
実質的支配者がある場合は、その者の本人特定事項
の申告

＋＋

＋

＋

＋

取
引
時
確
認
完
了

住居の確認ができない限り、取引時確認が必要な取引は原則として行うことはできませんが、外貨両替、宝石・貴金
属等の売買等については、氏名・生年月日に加え国籍・番号の記載のある旅券、乗員手帳の提示を受けることで本人
特定事項の確認が可能です。
※　上陸許可の証印等により、その在留期間が90日間を超えないと認められるときは、日本国内に住居を有しないことに該当します。

実際に取引を行
っている取引担
当者の本人確認
書類又はその写
しの送付

法人と実際に取引を行っている取
引担当者の両方の本人確認書類記
載の住所等に、取引関係文書を転
送不要郵便等で送付

法人の登記事項証明書、印鑑登録証明書等の本人
確認書類又はその写しの送付
取引の目的の申告
定款等事業の内容が確認できる書類又はその写し
の送付
実質的支配者がある場合は、その者の本人特定事
項の申告
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る行為及び③「薬物犯罪収益の発生の原因につき事実を仮装」する行為が罪とされている。
　�　①のうち「取得につき事実を仮装する行為」には、薬物犯罪収益等を他人名義で預金する行為や合法事
業による収益を装って帳簿を操作する行為等が含まれる。
　�　①のうち「処分につき事実を仮装する行為」には、薬物犯罪収益等を用い他人名義で物品を購入する行
為等が含まれる。
　�　②の「隠匿」には、天井裏に隠すなどの物理的隠匿のほか、資金の追跡が著しく困難となる国や地域へ
の送金等が含まれる。
　�　③の「発生の原因につき事実を仮装する行為」には、薬物の譲受人がその代金について架空債務の返済
金を装う行為等が含まれる。

（２）　薬物犯罪収益等収受罪（第７条）
　�　「情を知って、薬物犯罪収益等を収受」する行為が罪とされている。
　�　例えば暴力団幹部が薬物犯罪により得た金であることを知りながらこれを上納金として受け取る行為等
が考えられる。

２　没収・追徴及び保全措置（第11条から第13条、第19条、第20条）
　薬物犯罪収益は没収される。しかし、既に費消されたり権利が移転されているなどの理由で没収できない
ときは追徴される。それ以前からあった刑法の没収・追徴の制度に比べ、対象が有体物に限られず預金債権
等も含まれることや必要的な没収・追徴であるなどの点で強化されている。さらに、薬物犯罪収益の剝奪を
確実にするため、没収すべき財産について、判決が言い渡される前に、当該財産が処分されてしまうことが
ないように裁判所の命令によりこれを禁ずる措置をとることができる。捜査の開始を犯人が察知することで
処分の危険が高まることから、裁判所は、起訴前においても警察官等の請求により30日の期限付き（更新可）
で保全命令を発することができる。

第２項　組織的犯罪処罰法

　組織的犯罪処罰法は、平成８年にFATFによる「40の勧告」の改訂に伴う前提犯罪の拡大や、FIUの設置
に関する国際的合意等を契機に制定され、12年２月から施行された。犯罪収益規制の面では、前提犯罪を
薬物犯罪以外の一定の重大犯罪に拡大したことが特徴である。
　なお、組織的犯罪処罰法には、制定当初FIUに関する規定が設けられていたが、犯罪収益移転防止法に引
き継がれている。

１　マネー・ローンダリングの処罰（第９条から第11条）
　組織的犯罪処罰法では、マネー・ローンダリングの類型として、麻薬特例法に定める仮装・隠匿及び収受
のほか、不法収益等を用いることにより法人等の事業経営を支配する手段として役員等の変更を行うことを
新たに処罰することとしている。
　なお、前提犯罪の範囲については、組織的犯罪処罰法の別表で定められているが、同別表への前提犯罪の
追加が適宜に行われている。

２　没収・追徴及び保全措置（第13条から第16条、第22条、第23条、第42条、第43条）
　組織的犯罪処罰法の没収・追徴制度は、麻薬特例法と異なり裁判所の任意の判断によるものであるが、対
象が金銭債権にも拡大されている点、犯罪収益の果実として得た財産等もその対象とされている点及び保全
手続を設けている点等において刑法の規定に比べ強化が図られている。
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　なお、組織的犯罪処罰法の制定当初、財産に対する罪等により得られたいわゆる犯罪被害財産については、
被害者からの損害賠償請求等に配慮し没収・追徴することができないとされていたが、平成18年12月施行
の同法の一部改正により、犯罪の組織性が強い等の理由で犯人に対する損害賠償請求権その他の請求権の行
使が困難である場合や、マネー・ローンダリングが行われた場合には、没収・追徴することができるように
改められた。
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第１節　特定事業者における自主的な取組
１　銀行業界の取組
    国内で活動する民間銀行のほとんどが加盟している一般社団法人全国銀行協会（以下「全銀協」という。）
では、平成２年に、協会内に「マネー・ローンダリング問題検討部会」を設置し、マネー・ローンダリング
及びテロ資金供与問題への対応として、確認手続、疑わしい取引の届出手続に関する留意事項の通達の作
成・周知のほか、全銀協会員のための研修用のハンドブックの作成・配布、会員向け研修会の開催等を行っ
ている。また、顧客に提供するための確認手続に関するチラシ、ポスターの作成等を行っている。さらに、
FATFのマネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策の検討状況を常時フォローし、海外の銀行協会等と
の情報交換・共有を継続的に行うとともに、FATF対日相互審査への対応を行うなど、国内外のマネー・ロー
ンダリング及びテロ資金供与防止に係る問題について組織的な対策を進めている。そして、全銀協の「行動
憲章」（17年11月改定）には、マネー・ローンダリング防止を含めた法令遵守や反社会的勢力との対決等
を盛り込み、会員に実践させるなど業界の取組を先導してきている。

２　信用金庫業界の取組
　信用金庫業界では、平成９年に一般社団法人全国信用金庫協会（以下「全信協」という。）が制定した「信
用金庫倫理綱領」（17年に ｢信用金庫行動綱領｣ と改題）の一つに「反社会的勢力の排除」を掲げ、犯罪収
益の移転防止に関する法令遵守や暴力団等との取引排除などに取り組んでいる。
　このうちマネー・ローンダリングの防止について全信協では、信用金庫の窓口担当者が犯罪収益移転防止
法に基づく正確な知識を身につけるため、確認や疑わしい取引の届出に関する研修教材としてガイドブック
「金融犯罪・トラブルは窓口で防ぐ」を作成・提供している。
　また、業界における暴力団等に関する排除条項の整備について、全信協では融資取引や預金取引など各種
約定書等に加え、協同組織金融機関の独自の取組として、24年に信用金庫の出資会員から反社会的勢力を
排除する定款例の一部改正をとりまとめており、ほとんどの信用金庫で定款変更の対応が進んでいる。

３　信用組合業界の取組
　全ての信用組合が会員となっている一般社団法人全国信用組合中央協会では、マネー・ローンダリング防
止を図るため、確認に関する取扱い、疑わしい取引の届出に関する取扱いについて、事務手続きの参考例の
作成・周知のほか、説明会・研修も行っている。また、顧客に対して確認手続きを周知するため、ポスター

第3章

　犯罪収益移転防止法の構造に示されるとおり、マネー・ローンダリング対策を推進するためには、特定事

業者に義務づけられた措置が適切に履行されることが重要である。これを確保するため、各業界団体におい

て様々な取組が進められているほか、所管行政庁と国家公安委員会・警察庁は、特定事業者を対象とした研

修会やウェブサイト等を利用して、犯罪収益移転防止法に関する理解と協力の促進に努めている。

　また、特定事業者が義務を履行していないと認められた場合には、国家公安委員会・警察庁による所管行

政庁に対する意見陳述、所管行政庁による特定事業者に対する是正命令等が行われている。
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やリーフレットを作成し、会員信用組合に配布等を行っている。その他、テロ資金供与対策に係る資産凍結
対象者の会員信用組合向け通知を行うなど、信用組合業界におけるマネー・ローンダリング及びテロ資金供
与防止の徹底と情報共有を図っている。

４　生命保険業界の取組 
　国内で活動する全生命保険会社が加盟する社団法人生命保険協会では、「行動規範」において、マネー・ロー
ンダリング及びテロ資金供与への対応並びに反社会的勢力への対応について盛り込み、会員会社の適切な業
務運営に努めている。
　マネー・ローンダリング及びテロ資金供与への対応については、会員会社の役職員等を対象とした「マネー・
ローンダリング／テロ資金供与対策ハンドブック」及び「マネー・ローンダリング／テロ資金供与対策Ｑ＆
Ａ」を作成し、会員会社の取組を支援している。また、確認に関するポスターを作成するとともにウェブサ
イトに留意事項を掲載している。
　反社会的勢力への対応については、「生命保険業界における反社会的勢力への対応指針」を策定するとと
もに、反社会的勢力及び反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者との保険
契約の解消に向けて、会員会社の参考の用に供するよう「反社会的勢力への対応に関する保険約款の規定例」
を策定している。また、反社会的勢力に関する業界データベースの構築、警察等の外部専門機関との連携等
の対応も行っている。

５　損害保険業界の取組
　損害保険業界では、マネー・ローンダリングを防止する観点から、マネー・ローンダリングに利用される
可能性がある積立保険や大口現金取引等に関して平成２年から本人確認手続きを行ってきた。一般社団法人
日本損害保険協会（以下「損保協会」という。）では、本人確認に係る事務要領や店頭掲示用ポスターの共
同作成、あるいは損害保険の主要販売チャンネルである代理店向け周知レターの作成等を通じて、業界とし
て本人確認を徹底する態勢を整備してきた。
　また、改正犯罪収益移転防止法により、特定取引時に確認する事項が拡大されるなどの大幅な改正を受け、
損保協会で「事務参考資料」を作成し、業界において均質かつ網羅的な取引時確認や確認記録の作成・保存
が行えるように取り組んでいる。さらに、新しく導入された取引時確認について、損保協会ウェブサイトに
新たに特設ぺージを設置するとともに、顧客配布用のリーフレットを作成した。

６　証券業界の取組
　証券業界においては、平成３年に日本証券業協会（以下「日証協」という。）が暴力団等との取引の抑制
を決議し、マネー・ローンダリング防止のための本人確認の徹底を行うなど、業界からの暴力団排除やマネー・
ローンダリング防止に取り組んできた。
　また、日証協及び証券取引所は、金融庁、警察庁等の関係機関とともに、18年11月に「証券保安連絡会」
及び「証券保安連絡会実務者会議」を発足させ、業界からの暴力団排除等の更なる検討を進め、19年７月、
実務者会議の検討結果の中間報告として「証券取引及び証券市場からの反社会的勢力の排除について」を公
表し、また、20年２月には、日証協において、届出の実効性を確保するために「疑わしい取引の届出に関
する考え方」を取りまとめるなど、疑わしい取引の速やかな届出等のマネー・ローンダリング対策を一層強
化すべきこと等を明らかにした。
　さらに、証券会社をはじめ、日証協、証券取引所、財務局、都道府県警察、暴力追放運動推進センター及
び弁護士会の関係機関は、都道府県ごとに「証券警察連絡協議会」を設置し、現場レベルでの情報交換や研
修会の実施を通じて、業界からの暴力団排除やマネー・ローンダリング防止について実効性を高めている。
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　加えて、日証協は、21年３月、「証券保安対策支援センター」を設置するとともに、国家公安委員会・警
察庁から暴力団対策法上の不当要求情報管理機関としての登録を受け、証券会社からの照会・相談等を受け
付ける業務を行っているほか、22年５月には、「反社会的勢力との関係遮断に関する規則」を制定し、各会
員に対して①取引約款等への暴力団排除条項の導入、②新規及び既存顧客の審査、③口座開設時において「反
社会的勢力でない旨の確約」を受ける表明確約条項の導入等をそれぞれ義務化した。

７　貸金業界の取組
　貸金業界の自主規制機関である日本貸金業協会においては、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与並
びに反社会的勢力による被害の防止への対応として、自主規制規則において、協会員の社内態勢整備の柱と
なる社内規則に当該項目を設け策定するべきことを明定している。
　また、協会員が社内規則を策定するに際してのガイドライン及びモデル規程に、当該項目に係る具体的記
載例等を明示し、当該項目の協会員の社内規則への導入の参考に供している。
　自主規制の実効性確保策として、平成23年度の協会員の社内規則の全量点検時に、当該項目の導入状況
を点検し、不備等があった場合は策定等の指導を実施した。この結果、ほぼすべての協会員が適正な社内規
則を策定していた。
　加えて、同年度９月には、協会員に販売している業務用書式の契約関係書式に暴力団排除条項を追記する
改訂を実施するとともに、当該書式等を協会ウェブサイトに掲載し、協会員のみならず、全ての貸金業者の
閲覧を可能とし、貸金業者における暴力団排除条項の導入を促した。
　また、協会員に対して実施している監査（書類監査・実地監査等）においては、社内規則に定められた「マ
ネー・ローンダリング及びテロ資金供与問題並びに反社会的勢力による被害の防止への対応」に基づいて、
適切な社内態勢が整備されているかを監査項目としている。
　その他、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与並びに反社会的勢力による被害の防止への対応に関連
する情報について、適宜協会ウェブサイト等に掲載し協会員に対し周知徹底を図っている。

８　資金移動業界の取組
　前払式支払手段発行業及び資金移動業の健全な発展と利用者の保護を目的とした資金決済事業者協会であ
る一般社団法人日本資金決済業協会（以下「決済協」という。）においては、会員である資金移動業者に対し、
平成22年に本人確認や疑わしい取引の届出を的確に行うための態勢整備等を定める自主規制規則の制定、
23年３月に社内規程モデルを策定しているほか、金融庁から提供された資産凍結対象者等の情報を周知徹
底するなどしている。
　また、決済協は改正犯罪収益移転防止法の施行に向けて、同改正法に関する様々な情報について、会員向
けの速報（決済協速報）及び協会ウェブサイトでの周知に加え、協会主催のセミナーを開催するなどして、
マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に取り組んでいる。

９　リース業界の取組
  リース事業を営む企業による業界団体である社団法人リース事業協会において、平成20年３月に犯罪収
益移転防止法に関するリース顧客向けの啓発パンフレットを作成・配布した。24年９月には改正犯罪収益
移転防止法に関する啓発パンフレットを作成・配布するとともに、協会ウェブサイトに同パンフレットや関
連資料を掲載して、その周知を図っている。
  加えて、毎年開催されるリース事業協会の研修事業（専門講座）において、主にリース会社の管理者を対
象に犯罪収益移転防止法に関する研修を行っている。
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10　クレジット業界の取組
　社団法人日本クレジット協会では、平成21年12月に策定した包括信用購入あっせんに係る自主規制規則
等に、犯罪収益移転防止法に基づく本人確認に関する事項及び疑わしい取引の届出に関する事項を盛り込み、
会員企業に対応を要請した。

11　不動産業界の取組
　不動産業界では、犯罪収益の移転防止や反社会的勢力の排除のための取組を業界が一体となって推進して
いくため、平成19年12月に設立した「不動産業における犯罪収益移転防止及び反社会的勢力による被害防
止のための連絡協議会」において、各事業者における責任体制の構築に係る申し合わせや普及啓発用の冊子
等の作成・頒布がなされ、犯罪収益移転防止法等の制度の運用に関する情報共有等の取組を進めている。
　また、今般の改正犯罪収益移転防止法の施行を控え、同協議会が宅地建物取引業者向けに作成しているハン
ドブックについて、改正法を踏まえた内容とするとともに、Ｑ＆Ａを充実させるなどの改訂作業を進めている。

12　古物商業界の取組
　古物営業許可を有しチケット類売買業を営む業者等で構成される日本チケット商協同組合において、貴金
属取引や外貨両替を行う際における関係法令（犯罪収益移転防止法及び古物営業法）上の義務を取りまとめ
たマニュアルを作成するなどし、マネー・ローンダリング対策等について組合員への周知を図っている。

13　弁護士業界の取組
　日本弁護士連合会（以下「日弁連」という。）では、従来から、マネー・ローンダリング対策の取組の重
要性を認識しつつ、弁護士の職務との関わりについて検討を重ねてきたが、平成19年３月、総会決議をもっ
て「依頼者の身元確認及び記録保存等に関する規程」を制定し、一定の業務に関して依頼者の身元確認や記
録の保存を行うこと、犯罪収益の移転に利用される疑いのある場合には受任を避けること等の措置を弁護士
の義務として定め、同年７月から施行している。
　また、日弁連は、同規程に関する研修の映像や配付資料をインターネットで配信しているほか、研修用の
ビデオやＱ＆Ａ等の教材を全国の弁護士会に提供し、各弁護士会においては、毎年２回の新人研修及び倫理
研修の機会において上記教材を使用した研修を開催し、同規程の周知徹底を図っている。
　その他、同規程の解説書を会員用ウェブサイトや全会員に配送される機関誌に掲載するなどしている。
　顧客管理措置及びその他の予防措置を強化するための改正犯罪収益移転防止法に対応するため、日弁連は、
依頼者の身元確認及び記録保存等に関する規程の改正を準備中である。

14　司法書士業界の取組
　日本司法書士会連合会（以下「日司連」という。）では、マネー・ローンダリング対策と司法書士の職務
との関わりについて検討を重ねた結果、平成19年10月に「本人確認及び記録保存に関する司法書士会会則
基準」の一部改正を、20年２月に「依頼者等の本人確認等に関する規程基準」の制定を理事会において決
議し、依頼者等の本人であることの確認及び依頼された事務内容に関する記録の作成並びにこれらの保存等
の重要性を会員に周知するよう各司法書士会に通知した。また、22年３月に「犯罪による収益の移転防止
に関する執務指針」の制定を理事会において決議し、各司法書士会へ会員に周知するよう通知した。これら
により、マネー・ローンダリングに利用される疑いがある場合には受任を避けるなどの措置を執ることが司
法書士の執務の指針として定められている。
　また、日司連、ブロック司法書士会及び司法書士会が会員及び新人に対して行っている研修等においては、
司法書士の職責としての本人確認事務に関するものが含まれており、その研修においては、司法書士の事務
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にも適用される犯罪収益移転防止法における本人確認記録及び取引記録の作成についても周知を図っている。
　改正犯罪収益移転防止法が成立したこと等を受けて、日司連はその改正の趣旨及びマネー・ローンダリン
グ事犯の動向等を各司法書士会を通じて各司法書士会会員に周知するとともに、会員用ウェブサイトにも掲
載する予定である。

15　行政書士業界の取組
　日本行政書士会連合会では、犯罪収益の移転防止のための取組を推進するため、「犯罪収益移転防止法　
本人確認ハンドブック」を作成し、全会員に配布した。また、同会のウェブサイト上の会員用ページに犯罪
収益移転防止法に関する情報を掲載し、会員へ周知している。

16　公認会計士業界の取組
　日本公認会計士協会では、犯罪収益移転防止法、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止に関する
情報を会員報及び当会ウェブサイトに掲載し、会員に対する周知徹底を図っている。そのほか、犯罪収益移
転防止法の概要、マネー・ローンダリング対策等に関する研修会を会員に対して実施している。

第２節　特定事業者等に向けた取組

第１項　平成24年中における特定事業者を対象とする研修会及び情報提供等

1　金融機関対象の研修会における説明
　平成24年９月から11月までの間、全国12箇所
において、金融庁及び警察庁の共催による金融機関
対象の「疑わしい取引の届出」研修会を合計14回
にわたって開催し、捜査機関による疑わしい取引の
届出の活用事例や届出の際の留意事項等を説明する
とともに、金融機関の実務担当者の質疑に答えるな
どして疑わしい取引の届出に関連する情報の提供に
努めた。

２　銀行業界対象の説明会における説明
　平成24年６月、東京都内で開催された一般社団
法人全国銀行協会主催のセミナーにおいて、金融庁が改正犯罪収益移転防止法の概要や留意事項等について
説明を行った。

３　信用金庫対象の説明会における説明
　平成24年２月、東京都内で開催された信金中央金庫主催のセミナーにおいて、金融庁が改正犯罪収益移
転防止法の概要や留意事項等について説明を行った。

４　「犯罪収益移転防止法に関する留意事項について」の策定・公表
　平成24年10月、金融庁が金融機関向けに、同年11月、経済産業省がファイナンスリース事業者及びク
レジットカード事業者向けに、改正犯罪収益移転防止法の確認義務の履行及びマネー・ローンダリングやテ

【研修会における説明状況】
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ロ資金供与を防止する上での留意事項を示した「犯罪収益移転防止法に関する留意事項について」をそれぞ
れ策定・公表した。
　また、同年12月、国土交通省が宅地建物取引業者向けに、同趣旨の「犯収法の改正概要及び改正犯収法
の施行に当たり宅地建物取引業者が留意すべき事項」を策定・公表した。

５　監督についての指針整備等
　経済産業省は、平成24年10月に策定・公表した「割賦販売法（後払分野）に基づく監督の基本方針」に
おいて、クレジットカード事業者の検査項目として、犯罪収益移転防止法に基づく本人確認及び本人確認記
録の作成等に関する事項並びに疑わしい取引の届出に関する事項について明記した。
　金融庁は、改正犯罪収益移転防止法を踏まえ、マネー・ローンダリングやテロ資金供与を巡る犯罪への対
策の一層の強化を図るなどの観点から、同年24年11月、「主要行等向けの総合的な監督指針」及び「金融
検査マニュアル」等の一部改正を行った。

６　ポスター・リーフレットによる広報
　改正犯罪収益移転防止法の施行により、平成25年４月から取引時の確認事項が追加されることなどから、
国民への協力を呼びかけるためポスターやリーフレットを作成し、特定事業者及びその業界団体の施設、全
国の警察署、公共施設等で掲示・配布した。

【ポスター】
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７　ウェブサイトによる広報
　警察庁のウェブサイト内に犯罪収益移転防止管理官（JAFIC）のページを作成し、年次報告書や活動状況、
犯罪収益移転防止法の内容等を広報している。
　○　警察庁ウェブサイト
　　　http://www.npa.go.jp
　○　犯罪収益移転防止管理官ウェブサイト

http://www.npa.go.jp/sosikihanzai/jafic/index.htm

【犯罪収益移転防止管理官（JAFIC）年次報告書】

【リーフレット】

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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第２項　国際連合安全保障理事会決議等を受けて特定事業者に対し行う要請

　警察庁では、国際連合安全保障理事会等においてテロ等への関連が認められる個人・団体を対象とする資
産凍結措置等について決議等がなされた場合、関係省庁と連携の下、金融機関等の特定事業者に対して、そ
の内容の周知を図るとともに、資産凍結等の対象となる疑いがあると認められる個人・団体に関する確認義
務、疑わしい取引の届出義務等の履行を徹底するよう要請しており、また、当該措置の対象者をウェブサイ
トに掲載している。

１　国際連合安全保障理事会決議に基づく措置
　我が国では、国際連合安全保障理事会決議に基づいて、タリバーン関係者等を資産凍結措置等の対象とし
ているが、警察庁では、これら対象者のリストが改正される都度、関係省庁を通じて、特定事業者に対し、
犯罪収益移転防止法に基づく確認義務等の履行及び疑わしい取引の届出の徹底を図るよう要請しており、平
成24年中は、合計９回の要請を行った。

２　FATF声明に基づく措置
　平成24年２月に開催されたFATF全体会合において、イラン・イスラム共和国及び北朝鮮に係る声明が
採択され、これらの国・地域から生ずるマネー・ローンダリングやテロ資金供与リスクから国際金融システ
ムを保護するために対抗措置を適用するよう要請された。これを受け、警察庁は、関係省庁を通じて、特定
事業者に対し、これらの国・地域について犯罪収益移転防止法に基づく確認義務等の履行及び疑わしい取引
の届出の徹底を図るよう要請した。
　また、同年６月及び10月に開催されたFATF全体会合においても、マネー・ローンダリングやテロ資金
供与対策上、戦略的欠陥を有する国・地域に係る声明が採択されたことから、警察庁では、関係省庁を通じ
て、同様の要請を行った。

第３節　平成24年中における報告徴収・意見陳述等の実施状況
１　国家公安委員会・警察庁による報告徴収・意見陳述等
　国家公安委員会・警察庁（犯罪収益移転防止管理官）では、都道府県警察が行う振り込め詐欺等の捜査の
過程で犯罪収益移転防止法に規定する本人確認義務等に違反している疑いが認められた特定事業者に対して
報告徴収や、都道府県警察に対する調査の指示を行っている。
　平成24年中、郵便物受取サービス業者等を対象として、９件の報告徴収を行ったほか、都道府県警察に
対して３件の調査の指示を行った。また、これまで行った報告徴収等の結果に基づき、同年中、郵便物受取
サービス業者の所管行政庁である経済産業大臣に対して８件、電話受付代行業者の所管行政庁である総務大
臣に対して１件及び行政書士の所管行政庁である県知事に対して１件の「特定事業者の犯罪収益移転防止法
違反を是正するために必要な措置をとるべき」とする意見陳述を行った。
　なお、立入検査の実施はなかった。
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２　意見陳述に基づく所管行政庁による是正命令
　国家公安委員会・警察庁がこれまで行った意見陳述を受け、平成24年中、経済産業大臣が郵便物受取サー
ビス業者に対して８件、広島県知事が行政書士に対して１件の是正命令を発した。
　行政書士に関する意見陳述及び是正命令は、犯罪収益移転防止法の施行後初となるものである。

【行政書士に対する是正命令】
　行政書士の男は、架空の会社を設立して銀行口座を騙し取ろうとした者の依頼を受けて、架空法人の
設立事務の代理をした際に、犯罪収益移転防止法に規定する顧客等の本人確認等の措置を履行しなかっ
たことから、国家公安委員会・警察庁は、当該行政書士の所管行政庁である広島県知事に対して是正命
令等を行うべき旨の意見陳述を行い、広島県知事は、当該行政書士に対して法令遵守等を求める是正命
令を発した。
　また、当該行政書士は、行政書士法に規定する帳簿を備えていなかったことなどから、行政書士法違
反でも検挙した。 （福岡）

3　是正命令違反事件の検挙
　経済産業大臣が発した是正命令に違反した郵便物受取サービス業者を、犯罪収益移転防止法違反（是正命
令違反）で検挙した。
　是正命令違反による検挙は、犯罪収益移転防止法の施行後初となるものである。

【郵便物受取サービス業者による是正命令違反事件】
  郵便物受取サービス業者の男が、犯罪収益移転防止法に規定する顧客等の本人確認義務等を怠ってい
たことから、国家公安委員会・警察庁は、郵便物受取サービス業者の所管行政庁である経済産業大臣に
対して是正命令等を行うべき旨の意見陳述を行い、同人は、経済産業大臣から法令遵守等を求める是正
命令を受けていたところ、是正命令後においても本人確認等の措置を適正に履行していなかったことか
ら、犯罪収益移転防止法違反（是正命令違反）で検挙した。 （警視庁）

表3【国家公安委員会・警察庁による報告徴収等の実施件数】

年
区分 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

報告徴収実施件数 11 16 7 5 9

都道府県警察に対する調査の指示件数 1 2 10 3 3

所管行政庁に対する意見陳述の実施件数 4 9 13 10 10
注：平成20年は、３月１日以降の件数
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第１節　制度の概要　
１　趣旨
　疑わしい取引の届出制度は、特定事業者が届け出た情報をマネー・ローンダリング事犯及びその前提犯罪
の捜査等に役立てるとともに、特定事業者の提供するサービスが犯罪者に利用されることを防止し、経済活
動の健全性とその信頼を確保することを目的とする制度である。

２　疑わしい取引の届出の流れ
　特定事業者が届け出た情報は、それぞれの所管行政庁を経由して、国家公安委員会・警察庁（犯罪収益移
転防止管理官）に集約される。犯罪収益移転防止管理官では、まず、疑わしい取引に関する情報を整理・分
析して、都道府県警察、検察庁等の捜査機関等へ提供すべき情報を選定し、これを各機関へ提供している。
　疑わしい取引に関する情報の提供を受けた捜査機関等は、当該情報を犯罪捜査等の端緒とするほか、犯罪
による収益の発見や暴力団等の犯罪組織の資金源の実態解明等の組織犯罪対策へも活用している。また、疑
わしい取引に関する情報のうち、外国との取引に関する情報等は、必要に応じて犯罪収益移転防止管理官か
ら外国FIUへも提供され、国際的な犯罪による収益の移転状況の解明等に役立てられることとなる。
　さらに、犯罪収益移転防止管理官においては、警察に蓄積された情報を活用して疑わしい取引に関する情
報の詳細な分析を行っており、その結果を関係する捜査機関等へ提供している。

　犯罪収益移転防止法の特定事業者は、犯罪による収益との関係が疑われる取引と判断した場合、これを所

管の行政庁に届け出ることが義務付けられている。このような措置は、国際的なマネー・ローンダリング対

策の動向も踏まえ、麻薬特例法において初めて制度化され、組織的犯罪処罰法を経て犯罪収益移転防止法に

引き継がれた。

疑わしい取引
の発見

疑わしい取引の
届出の受理

国家公安委員会・
警察庁（犯罪収益
移転防止管理官）

特定事業者 所管行政庁 捜査機関等

都道府県警察
検察庁
海上保安庁
麻薬取締部
税関
証券取引等
監視委員会

届出 通知 提供

外国FIU

疑わしい取引の
届出のデータ
ベースへの登
録、整理・分析

取締りに活用

図4-1　【疑わしい取引の届出から捜査機関等への提供の流れ】

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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３　届出が必要な場合
　特定事業者（いわゆる士業者を除く。）は、犯罪収益移転防止法第８条（改正前の第９条）により、取引
時確認の結果その他の事情を勘案して、特定業務において収受した財産が犯罪による収益である疑い、又は
顧客等が特定業務に関し犯罪による収益の隠匿罪（組織的犯罪処罰法第10条若しくは麻薬特例法第６条の
罪）に該当する行為を行っている疑いがあると認められる場合には、速やかに所管行政庁に届出を行う義務
が課されている。

４　疑わしい取引の参考事例
　疑わしい取引に該当するかどうかの判断は、特定事業者が、その業界における一般的な知識と経験とを前
提として、取引の形態や顧客の属性、取引時の状況等を踏まえて総合的に判断するものである。すなわち、
個々の取引の事情に応じて特定事業者自身が判断すべきものであるが、特定事業者の全てが犯罪による収益
の移転が疑われる取引の形態を十分に理解しているとは限らず、疑わしさの判断に困難を来す場合も予想さ
れる。したがって、我が国ではそれぞれの業務の特徴を踏まえ、所管行政庁が特定事業者ごとに「疑わしい
取引の参考事例」を公表している。
　なお、これらに記載された取引の例はあくまで参考事例であって、個別具体的な取引が疑わしい取引に該
当するか否かについては、顧客等の属性、取引時の状況その他当該取引に係る情報を総合的に勘案して特定
事業者において判断する必要がある。また、これらの参考事例は、特定事業者が日常の取引の過程で疑わし
い取引を発見又は抽出する際の参考とするものであるが、これらの事例に形式的に合致するものが全て疑わ
しい取引に該当するものではない一方、これらの事例に該当しない取引であっても、特定事業者が疑わしい
取引に該当すると判断したものは、届出の対象となることに注意を要する。

５　犯罪利用口座の特徴点分析
　犯罪収益移転防止管理官では、犯罪収益移転防止法第３条に規定されている、国家公安委員会による特定
事業者への情報提供の一環として、また、犯罪収益移転防止管理官が疑わしい取引に関する情報を整理・分
析する際に活用するため、都道府県警察等と協力しつつ、犯罪に利用された口座の特徴点を統計的に抽出す
る作業を進めている。

特定事業者

特定業務において
収受した財産が

顧客等が特定業務に関し

犯罪による収益の隠匿罪に該当する行為
犯罪による収益 組織的犯罪処罰法

第10条の罪
麻薬特例法
第6条の罪

認められる場合

を行っている疑い
である疑い

速やかに
届　出

図4-2　疑わしい取引の届出が必要な場合
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６　セキュリティ対策
　疑わしい取引に関する情報は、プライバシーや企業活動に関する機微な情報を含んでいることから、犯罪
収益移転防止管理官は、情報の取扱要領を定めた国家公安委員会規則に基づいて、その漏えい、滅失又は毀
損の防止を図るなど情報管理に万全を期している。
　特に、疑わしい取引を管理するデータベースシステムには、膨大な情報が保管されることから、十分なセ
キュリティ対策をとる必要がある。そこで、犯罪収益移転防止管理官では、以下のような様々なセキュリティ
対策を講じている。
（1）　入退室管理

犯罪収益移転防止管理官のデータベースシステムに蓄積された情報にアクセスできる端末は、出入口を
生体認証による認証システムで管理された部屋に設置されている。この部屋への入退室は、必要最低限の
業務関係者のみが許可されており、情報にアクセスする必要のない者が入室できないように対策がとられ
ている。

（2）　３段階の認証
犯罪収益移転防止管理官のデータベースシステムの情報にアクセスするためには、３段階の認証が必要
である。つまり、３回の異なる方法で認証を行い、初めて情報にアクセスすることができる。この認証に
おいて複数回の認証ミスが発生した場合、端末からのアクセスをできなくすることにより、許可されてい
ない者による不正利用を防止している。

（3）　端末監視
ファイルの照会、印刷等、端末で行われた全ての操作を、監視ソフトウェアにより監視、記録している。
これにより不正な操作等が発生した場合に追跡調査を可能にするとともに、内部の者による情報の不正な
取扱いを抑止している。

（4）　端末の物理的対策
各端末は盗難防止のためセキュリティワイヤーにより固定されている。

（5）　サーバ管理の強化
届出情報を管理するサーバは、十分なセキュリティを有するサーバ室において管理されており、関係者
以外が立ち入ることができないようになっている。

（6）　端末のハードディスクドライブ情報の暗号化
データベースシステムにアクセスするための端末に搭載しているハードディスクドライブは、全体が暗
号化されている。これにより、ハードディスクドライブが抜き取られて外部に持ち出されても、ハードディ
スクドライブ内に記録されている情報や関連プログラムを不正に読み取ることができないようになってい
る。

（7）　回線の暗号化
サーバから情報を取得する場合の端末とサーバ間の通信は全て専用回線で暗号化されている。

第２節　平成24年中における届出状況
１　届出件数の推移
　疑わしい取引の届出制度は、平成４年の麻薬特例法の施行により創設されたが、当初は届出の対象が薬物
犯罪により得られた収益に限られていたこと等から、届出件数は、４年から10年までは毎年20件未満で、
必ずしも十分に機能しているとは言い難い状況であった。しかし、11年に組織的犯罪処罰法が制定され、
疑わしい取引の届出の対象犯罪が薬物犯罪から重大犯罪に拡大されることになったところ、同年における届
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出件数は1,000件を超えた。組織的犯罪処罰法が施行された12年以降、届出件数は年々増加し、19年の
犯罪収益移転防止法の一部施行後、届出件数は更に急増している。24年中の届出件数は、36万4,366件で、
前年に比べ２万7,025件（8.0％）増加した（表4-1及び図4-3参照）。
　なお、24年中に、犯罪収益移転防止管理官が疑わしい取引に関する情報を抹消した件数は０件であった。

図4-3【疑わしい取引の届出受理及び提供件数（平成15年～24年）】

注１：�年間受理件数とは、19年３月までは金融庁が、19年４月からは国家公安委員会・警察庁が受理した件数であり、19年
の受理件数は金融庁の受理件数と国家公安委員会・警察庁の受理件数の合計である。

　２：�年間提供件数とは、19年３月までは金融庁が警察庁へ、19年４月からは国家公安委員会・警察庁が捜査機関等へ提供
した件数であり、19年の提供件数は金融庁の提供件数と、国家公安委員会・警察庁の提供件数の合計である。
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364,366

281,475

43,768 95,315 98,935 113,860 158,041 235,260 272,325 294,305 337,341

30,090 64,675 66,812 71,241 98,629 146,330 189,749 208,650 234,836

　届出件数の増加の背景には、
　○�　社会全体のコンプライアンス意識の向上に伴い、金融機関等が反社会的勢力や不正な資金の移動に対

する監視姿勢を強化していること
　○�　金融機関等を対象とする研修会において、疑わしい取引の参考事例等を周知してきた効果が出ていること
等があるものと考えられる。また、金融機関等は、ハード、ソフトの両面から様々な対策を講じており、特
に、多数届出する金融機関は、マネー・ローンダリング対策担当者の増強や不正検知システムの導入によっ
て、疑わしい取引を発見する態勢の強化を行うことで、業務内容に応じて疑わしい顧客や取引等を検出・監
視・分析するとともに、職員に対してハンドブック等の資料を基にマネー・ローンダリング対策等に関する
教育を徹底し、個々の職員の能力向上を図っている。

表4-1【疑わしい取引の届出受理件数（平成4年～14年）】

平成4年 平成5年 平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年

年間受理件数 12 17 6 4 5 9 13 1,059 7,242 12,372� 18,768

注：平成4年の年間受理件数は、届出制度が実施された7月以降の件数である。
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２　業態別の届出件数
　平成24年中の疑わしい取引の届出件数を届出事業者の業態別に見ると、銀行等が33万3,868件で届出
件数全体の91.6％と最も多く、次いで信用金庫・信用協同組合（１万3,521件、3.7％）、金融商品取引
業者（5,998件、1.6％）の順となっている（表4-2参照）。
　20年３月に犯罪収益移転防止法が全面施行されたことに伴い、新たに疑わしい取引の届出が義務付けら
れた事業者（ファイナンスリース事業者、クレジットカード事業者、宅地建物取引業者、宝石・貴金属等取
扱事業者、郵便物受取サービス業者及び電話受付代行業者）の届出件数は、合計3,853件で、前年に比べ
1,415件（58.0％）増加した。

表4-2　【業態別の疑わしい取引の届出件数】

年

区分

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

件数 件数 件数 件数 件数
％ ％ ％ ％ ％

金融機関等 234,745� 270,628� 292,529� 334,903� 360,513�99.8% 99.4% 99.4% 99.3% 98.9%

預金取扱機関 230,700� 265,051� 283,971� 324,600� 348,831�98.1% 97.3% 96.5% 96.2% 95.7%

銀行等 216,828� 253,668� 272,215� 311,298� 333,868�92.2% 93.1% 92.5% 92.3% 91.6%

信用金庫・信用協同組合 13,218� 10,941� 11,156� 12,453� 13,521�5.6% 4.0% 3.8% 3.7% 3.7%

労働金庫 234� 161� 243� 248� 357�0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%

農林等 420� 281� 357� 601� 1,085�0.2% 0.1% 0.1% 0.2% 0.3%

保険会社 113� 183� 202� 677� 1,837�0.0% 0.1% 0.1% 0.2% 0.5%

金融商品取引業者 3,264� 3,821� 5,666� 6,758� 5,998�1.4% 1.4% 1.9% 2.0% 1.6%

貸金業者 509� 1,148� 634� 581� 1,628�0.2% 0.4% 0.2% 0.2% 0.4%

資金移動業者 73� 344� 380�0.0% 0.1% 0.1%

商品先物取引業者 57� 7� 13� 5� 3�0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

両替業者 102� 418� 1,970� 1,937� 1,835�0.0% 0.2% 0.7% 0.6% 0.5%

電子債権記録機関 0� 0� 0� 1� 1�0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ファイナンスリース事業者 64� 60� 83� 45� 109�0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

クレジットカード事業者 365� 1,510� 1,617� 2,350� 3,664�0.2% 0.6% 0.5% 0.7% 1.0%

宅地建物取引業者 21� 33� 21� 5� 10�0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

宝石・貴金属等取扱事業者 8� 0� 19� 4� 28�0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

郵便物受取サービス業者 57� 92� 36� 34� 42�0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

電話受付代行業者 0� 2� 0� 0� 0�0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 235,260� 272,325� 294,305� 337,341� 364,366�100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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３　方法別の届出件数
　疑わしい取引の届出を届出方法別に見ると、オンラインによる電子政府の窓口（e-Gov）を利用した電子
申請による届出とそれ以外の届出（文書等を所管行政庁に郵送する方法等）の状況は、表4-3のとおりであ
る。

　平成24年中の電子申請による届出率は65.0％で、前年に比べ10.2ポイント増加した。
　犯罪収益移転防止管理官では、今後も、届出者の負担軽減を図るため、特定事業者を対象とした研修会等
において、電子申請による届出の広報に努めていく。

第３節　平成24年中における提供・活用状況

第１項　提供状況

　犯罪収益移転防止管理官においては、特定事業者から届け出られた疑わしい取引に関する情報の集約、整
理及び分析を行い、マネー・ローンダリング事犯若しくはその前提犯罪に係る刑事事件の捜査又は犯則事件
の調査に資すると判断されるものを、都道府県警察、検察庁、麻薬取締部及び海上保安庁の捜査機関並びに
税関及び証券取引等監視委員会に提供している。
　捜査機関等に対する疑わしい取引の届出に関する情報の提供件数は毎年増加しており、平成24年中は28
万1,475件で、前年に比べ、４万6,639件（19.9％）増加した（図4-3参照）。
　なお、捜査機関等から疑わしい取引に関する情報の記録の写しの送付請求が２件あったことから対応して
いる。

第２項　都道府県警察における活用状況

　疑わしい取引に関する情報を端緒として都道府県警察が検挙した事件（以下「端緒事件」という。）の数は、
毎年増加しており、平成24年中は886件で、前年に比べ316件（55.4%）増加した。
　罪種別の端緒事件数は、表4-4のとおりである。

表4-3　【方法別の届出件数】
年

届出方法

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

電子申請 111,921 47.6% 156,291 57.4% 172,394 58.6% 184,774� 54.8% 236,882� 65.0%
電子申請以外 123,339 52.4% 116,034 42.6% 121,911 41.4% 152,567� 45.2% 127,484� 35.0%
合計 235,260 100.0% 272,325 100.0% 294,305 100.0% 337,341�100.0% 364,366�100.0%
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注１：法律の正式な名称は以下のとおり。
･　携帯電話不正利用防止法は、「携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の
防止に関する法律」

　　 ･　入管法は、「出入国管理及び難民認定法」
　　 ･　出資法は、「出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」
　　 ･　風営適正化法は、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」
　　 ･　労働者派遣法は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」
　　 ･　自動車リサイクル法は、「使用済自動車の再資源化等に関する法律」
　２：犯罪収益移転防止法違反には、金融機関等本人確認法違反を含む。

年
端緒事件の罪種 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

詐欺 132 265 258 360 470
犯罪収益移転防止法違反 15 48 76 145 239
詐欺及び金融商品取引法違反 0 0 0 0 1
詐欺及び覚せい剤取締法違反 0 0 0 0 1
電子計算機使用詐欺及び犯罪収益移転防止法違反 0 0 0 0 1
携帯電話不正利用防止法違反 0 0 0 0 1
携帯電話不正利用防止法及び犯罪収益移転防止法違反 0 0 0 0 1
入管法違反 3 4 5 6 106
覚せい剤取締法違反 0 0 16 17 16
私文書偽造・同行使及び詐欺 0 0 0 0 4
偽造公文書行使及び詐欺 0 0 0 0 2
偽造公文書行使・私文書偽造・同行使及び詐欺 0 0 0 0 2
公正証書原本不実記載及び同行使 0 0 0 0 1
電磁的公正証書原本不実記録及び同供用 2 0 3 3 1
電磁的公正証書原本不実記録・同供用及び詐欺 0 0 0 0 1
不正作出支払用カード電磁的記録供用及び詐欺 0 0 0 1 1
旅券法違反 0 0 1 0 1
風営適正化法違反 1 0 0 0 4
風営適正化法及び入管法違反 0 0 0 0 2
古物営業法違反 0 0 0 0 1
貸金業法及び出資法違反 6 5 2 5 3
貸金業法違反 3 1 2 3 2
出資法違反 3 3 5 2 1
労働者派遣法違反 0 0 1 4 2
建設業法違反 0 0 0 0 1
商標法違反 1 0 2 1 1
著作権法違反 0 0 0 0 1
不正競争防止法違反 0 0 0 0 1
会社法違反 1 0 0 0 1
強制執行妨害 0 0 0 0 1
背任 0 0 0 0 1
行政書士法違反 0 0 0 0 1
弁護士法違反 0 0 0 0 1
銀行法違反 3 1 2 3 1
窃盗 0 2 1 0 2
贈賄・収賄及び詐欺 0 0 0 0 1
自殺幇助 0 0 0 0 1
恐喝 1 2 2 2 1
組織的犯罪処罰法違反（組織的な賭博場開張等図利） 0 0 0 0 1
詐欺及び組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿） 0 0 0 0 2
電子計算機使用詐欺及び組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿） 0 0 0 0 1
貸金業法、出資法及び組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿） 0 0 0 0 1
自動車リサイクル法及び組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等収受） 0 0 0 0 1
組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿） 0 1 0 0 1
その他 4 5 14 18 0
合計 175 337 390 570 886

表4-4【罪種別の端緒事件数】
第
４
章　

疑
わ
し
い
取
引
の
届
出

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center

3433

CW6_A2258D04.indd   34 2013/03/22   12:01:53



　　これを類型別にみると、以下のとおりである。
　　○�　詐欺関連事犯（詐欺及び電子計算機使用詐欺並びに犯罪収益移転防止法、金融商品取引法及び携帯

電話不正利用防止法違反）は計714件と全体の80.6％を占めて最も多く、預貯金通帳等の詐欺又は
譲受・譲渡、インターネットオークションを利用した詐欺、暴力団員による生活保護不正受給詐欺、
未公開株等の購入を名目とした詐欺事件等を検挙している。

　　○�　不法滞在関連事犯（入管法違反）は106件であり、在留期間が経過した来日外国人、資格外活動
を行った来日外国人に係る事件等を検挙している。

　　○�　薬物事犯（覚せい剤取締法違反）は16件であり、覚せい剤の所持、密売等に係る事件を検挙して
いる。

　　○�　偽造関連事犯（私文書偽造・同行使、偽造公文書行使、公正証書原本不実記載・同行使、電磁的公
正証書原本不実記録・同供用、不正作出支払用カード電磁的記録供用及び旅券法違反等）は計13件
であり、虚偽の商業登記申請、偽装結婚等の事件を検挙している。

　　○�　許認可関連事犯（風営適正化法、古物営業法違反等）は計７件であり、禁止区域内で性風俗店を営
んだ風営適正化法違反、無許可で古物商を営んだ古物営業法違反事件等を検挙している。

　　○�　ヤミ金融事犯（貸金業法及び出資法違反）は計６件であり、無登録営業及び高金利貸付による貸金
業法・出資法違反事件を検挙している。

　　○�　建設関連事犯（労働者派遣法及び建設業法違反）は計３件であり、派遣が禁止されている建設業務
に従事させた労働者派遣法違反、虚偽の申告に基づいて建設業許可を受けた建設業法違反事件を検挙
している。

　　○�　知的財産権侵害事犯（商標法、著作権法及び不正競争防止法違反）は計３件であり、偽ブランド品
を販売した商標法違反、無許可でキャラクターグッズを販売した著作権法違反、衣類の生産地を偽装
した不正競争防止法違反事件を検挙している。

　　○�　会社関連事犯（会社法違反、強制執行妨害及び背任）は計３件であり、会社株式取得の際の不正経
理を行った会社法違反、強制執行を免れるため売掛代金を隠匿した強制執行妨害事件等を検挙してい
る。

　　○�　士業者関連事犯（行政書士法及び弁護士法違反）は計２件であり、書類作成に当たり相手方の確認
を怠り、法定の帳簿に記載しなかった行政書士法違反、資格外で報酬を得て法律事務を行った弁護士
法違反事件を検挙している。

　　○�　地下銀行事犯（銀行法違反）は１件であり、来日外国人が無許可で海外送金業務を行った銀行法違
反事件を検挙している。

　　○�　窃盗は２件であり、不正に入手した他人名義のキャッシュカードを使用してATMから現金を盗ん
だ払出盗、連続して店頭の化粧品を盗んだ万引きを検挙している。

　　○　不良公務員に係る贈収賄１件を検挙している。
　　○　自殺幇助１件を検挙している。
　　○　恐喝は１件であり、暴力団員による債権取り立て名目の恐喝事件を検挙している。
　　○�　賭博事犯（組織的犯罪処罰法違反（組織的な賭博場開張等図利））は１件であり、暴力団による組

織的な賭博事件を検挙している。
　　○�　マネー・ローンダリング事犯（組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）、組織的犯罪処罰法違反（犯

罪収益等収受））は計６件であり、各種犯罪収益を隠匿又は収受した事件を検挙している。

24年中に、疑わしい取引に関する情報を端緒としてマネー・ローンダリング事犯の検挙に至った事件
数は15件で、これを前提犯罪の罪種別にみると、詐欺、貸金業法違反及び出資法違反が計10件で全体の
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66.7％を占めた（表4-5参照）。

　24年中に、疑わしい取引に関する情報を端緒として没収・追徴に至った事件数は４件である（表4-6参照）。

　端緒事件の捜査以外の場合においても、疑わしい取引に関する情報は、都道府県警察が組織犯罪対策を推
進する上で重要な情報として活用されている。
　都道府県警察の捜査において活用された疑わしい取引に関する情報数は、毎年増加しており、24年中は
18万8,321件で、前年に比べ８万2,544件（78.0%）増加した（表4-7参照）。

　また、犯罪収益移転防止管理官においては、
　　○　過去に届け出られた、同一顧客に係る疑わしい取引に関する情報
　　○　警察が蓄積した情報
　　○　公刊情報

年
前提犯罪

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

詐欺 2 4 10 9 6
貸金業法・出資法 6 4 5 5 3
貸金業法 0 0 0 0 1
窃盗 0 0 0 0 2
電子計算機使用詐欺 0 0 0 0 1
覚せい剤取締法 0 0 0 0 1
商標法 1 1 0 1 1
その他 0 0 2 2 0
合計 9 9 17 17 15

表4-5【疑わしい取引に関する情報を端緒としてマネー・ローンダリング事犯の検挙に至った事件数】

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

没収 3 0 5 5 4
追徴 （1） 0 （4） 1（4） （1）
合計 3（1） 0 5（4） 6（4） 4（1）

表4-6【疑わしい取引に関する情報を端緒として没収・追徴に至った事件数】

注１：追徴の括弧内の数字は没収と重複した事件数であり外数である。
　２：事件の検挙年で計上している。

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

端緒事件の捜査に活用した情報数 668� 1,261� 1,642� 2,674 3,811
端緒事件以外の捜査に活用した情報数 44,199� 68,680� 86,418� 103,103 184,510
合計 44,867� 69,941� 88,060� 105,777 188,321

表4-7　【捜査において活用された疑わしい取引に関する情報数】

注１：�端緒事件の捜査に活用した情報数には、端緒事件を検挙した際に活用した疑わしい取引に関する情報数を計上している。
　２：�疑わしい取引に関する情報を端緒として捜査を開始したが依然として検挙に至っていない場合には、当該疑わしい取引

に関する情報は、端緒事件の捜査以外に活用した情報数として計上している。
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等を活用して当該顧客に係る疑わしい取引に関する情報を総合的に分析し、暴力団等の反社会的勢力の関係
する資金の動きの把握に努めている。
　これまでの分析で、反社会的勢力が、関係企業、投資事業組合等を利用しつつ、様々な形で資金を運用し
ている状況や海外との間で多額の資金をやりとりしている状況等が判明している。反社会的勢力が運用して
いる資金には、犯罪による収益を原資とするものも多く含まれるとみられるが、様々な資金操作を経てその
出所が不明確になっていたり、さらに様々な方法で繰り返し運用されることで、前提犯罪との関連が希薄に
なっている場合が多い。また、近年における検挙事例等をみると、反社会的勢力は、関係企業等を隠れ蓑と
して、表面上は反社会的勢力との関係を隠しつつ、様々な情報や専門知識等を有する者の協力を得ながら資
金を運用しており、これが反社会的勢力の資金獲得活動を不透明化する主な要因の一つとなっている。
　これら不透明化する反社会的勢力による資金獲得活動の実態を把握するため、分析結果を活用し、各捜査
機関、税関、証券取引等監視委員会、外国FIU等の関係当局と緊密に連携しつつ、反社会的勢力の資金の動
きを継続的に監視することで、資金獲得活動の実態を解明するとともに、各種違法行為の取締りを強化する
ことが重要である。

第３項　国の捜査機関等における活用状況

１　検察庁における活用状況
　検察庁においては、独自の内偵捜査で疑わしい取引に関する情報を活用するほか、捜査機関から送致を受
けた事件について、被疑者、関係者等の供述の裏付け、犯罪に利用されたと思料される銀行口座の特定等に
より、余罪や共犯者等の洗い出しをするにあたり疑わしい取引に関する情報を活用するなどして、犯罪の事
実解明に役立てている。
　また、疑わしい取引に関する情報を活用することにより、恒常的に暴力団や特定の団体に関連する金の動
きや情報に注意するなどして、犯罪に関与する可能性の高い団体等の動向にも配意している。

２　麻薬取締部における活用状況
　厚生労働省地方厚生局麻薬取締部においては、疑わしい取引に関する情報を活用し、薬物密売人の使用口
座、取引先、関係者、取引の状況等の把握や、入手した資料から判明した情報に関する調査を行い、被疑者
の検挙や薬物犯罪収益の没収等の薬物犯罪捜査を推進している。

３　海上保安庁における活用状況
　海上保安庁においては、疑わしい取引に関する情報を活用し、不審な取引との関連性を精査のうえ、組織
的に敢行される密輸・密航等の抑止、犯罪捜査その他各種違法行為の取締り等を推進している。
　密輸ぐ犯者情報について、金融機関における口座及び取引の有無、高額の海外送金など不審な取引の有無、
ぐ犯会社の海外送金の状況、取引会社の有無等を疑わしい取引に関する情報を用いて確認するなどし、その
結果、犯罪収益と思われる資金の移転状況を認知することができた。
　また、密輸ぐ犯者について、警察庁を通じて外国FIUへの情報提供要請を行ったところ、同人と関係を有
する者及び法人に関する情報の提供を受け、新たな関係先を認知することができた。　

４　税関における活用状況
　税関においては、疑わしい取引に関する情報をデータベース化して情報共有しており、疑わしい取引に関
する情報と、税関が別途入手した各種情報の照合、関連付けを行うことなどにより、関税法違反の犯則調査
に活用し、国民の安全・安心を脅かす物品等の密輸出入水際阻止の一層の強化を図っている。
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５　証券取引等監視委員会における活用状況
　証券取引等監視委員会では、虚偽有価証券報告書等の提出（いわゆる粉飾決算）や内部者取引（いわゆる
インサイダー取引）、株価操縦、偽計等、金融商品取引等の公正性を害する悪質な行為について刑事訴追を
求めるべく、犯則事件の調査を行っている。
　犯則調査の過程において、関係する銀行口座や証券口座を独自に特定・分析し、不公正取引等の実態解明
を行っているところであるが、さらに、疑わしい取引に関する情報を活用し、犯則事件の真相解明に役立て
ている。
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第１節　平成24年中における犯罪収益移転防止法違反の検挙状況
　犯罪収益移転防止法では、特定事業者の所管行政庁による監督上の措置の実効性を担保するための罰則及
び預貯金通帳等の売買等に対する罰則が規定されており、警察では、これらの行為の取締りを強化している。
多くのマネー・ローンダリング事犯において、他人名義の預貯金通帳が悪用されているが、平成24年中に
おける預貯金通帳の不正譲渡等の検挙件数は1,544件であった（表5-1参照）。
  なお、郵便物受取サービス業者による是正命令違反を検挙しているが、これは犯罪収益移転防止法の施行
以降、初となるものである。

表5-1【犯罪収益移転防止法に係る罰則の適用状況】

年
区分 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

預 貯 金 通 帳 等 の 譲 渡 等（業） 56 68 30 18 32 

預 貯 金 通 帳 等 の 譲 渡 等（非 業） 474 851 727 1,221 1,487 

勧 誘 ・ 誘 引 9 25 8 22 24 

是 正 命 令 違 反 0 0 0 0 1 

合 計 539 944 765 1,261 1,544 
注：平成20年３月１日より前にした行為については、金融機関等本人確認法の適用

第5章

　効果的なマネー・ローンダリング対策を講ずるためには、その規模や手口を把握することが必要となる。

　我が国では、組織的犯罪処罰法に定める法人等経営支配（９条）、犯罪収益等隠匿（10条）及び犯罪収益

等収受（11条）並びに麻薬特例法に定める薬物犯罪収益等隠匿（６条）及び薬物犯罪収益等収受（７条）

がマネー・ローンダリングとして犯罪化されている。これらは犯罪による収益を移転する行為の全てを捉え

るものではないが、資金追跡が困難な場所への送金や他人名義口座への入金等、マネー・ローンダリングの

典型とされる行為が含まれる。

　また、特定事業者の所管行政庁による監督措置に反した場合の罰則や、預貯金通帳等の譲受・譲渡に関す

る罰則が、犯罪収益移転防止法に規定されている。

　これらマネー・ローンダリング関連事犯の検挙状況は、我が国のマネー・ローンダリング対策の成果を知

る手掛かりとなる。また、犯罪者の手元にあった犯罪による収益の剝奪状況も、同様にマネー・ローンダリ

ング対策の成果を知る手掛かりとなる。
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第２節　平成24年中におけるマネー・ローンダリング事犯の検挙状況

第１項　組織的犯罪処罰法に係るマネー・ローンダリング事犯の検挙状況

１　検挙状況
　平成24年中における組織的犯罪処罰法に係るマネー・ローンダリング事犯の検挙事件数は、犯罪収益等
（注）隠匿事件158件、犯罪収益等収受事件80件の合計238件であった（表5-2参照）。

　（注） 犯罪収益等とは、犯罪収益、犯罪収益に由来する財産又はこれらの財産とこれらの財産以外の財産が混和した財産をい
う（組織的犯罪処罰法第２条第２項から第４項）。

　組織的犯罪処罰法に係るマネー・ローンダリング事犯を前提犯罪別に見ると、空き巣等の窃盗に係るもの
が73件と最も多く、続いて、詐欺に係るものが65件、出資法・貸金業法違反であるヤミ金融事犯に係るも
のが27件、わいせつ物頒布等に係るものが20件と続いている。          

２　検挙事例からみるマネー・ローンダリングの手口
（１）　犯罪収益等の隠匿方法の例

　平成24年中の犯罪収益等隠匿事件は、他人名義口座への振込入金の手口を用いるものが多くを占めて
おり、他人名義口座がマネー・ローンダリングの主要な犯罪インフラとなっている。
　このほか、偽名使用等により盗品等を売却する手口、犯罪収益の取得原因につき事実を仮装する手口等
がみられ、様々な方法によって捜査機関等からの追及を回避しようとしている状況がうかがわれる。

【事例１】（株式譲渡に係る多額詐欺事件に係る犯罪収益等隠匿）
　会社役員の男は、化粧品製造業の許可を受けずに化粧品の成分表示を行うなどして化粧品を製造する
とともに、化粧品の品質管理等を行わないまま販売するなど薬事法に違反する行為を繰り返していたが、
それらの違法行為が発覚した際には販売した化粧品の回収措置が必要となり、会社に多大な損害が生じ
ることを知りながら、それを隠して男が所有する同社の株式を売却し、株式を購入した会社から約６億
8,000万円を騙し取り、そのうちの約４億1,000万円を元部下の口座に入金して隠匿していたことか
ら、組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙した。 （１月　島根）

表5-2【組織的犯罪処罰法に係るマネー・ローンダリング事犯の検挙事件数】

年
区分

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

法人等経営支配（ ９ 条） 0
（0）

0
（0）

0  
（0）

1  
（0）

0  
（0）

1  
（1）

0  
（0）

1  
（0）

1  
（0）

0  
（0）

犯罪収益等隠匿（10条） 45  
（25）

50  
（29）

65  
（21）

91  
（18）

137  
（35）

134  
（41）

172  
（49）

139  
（46）

150  
（43）

158  
（27）

犯罪収益等収受（11条） 11  
（10）

15  
（11）

42  
（27）

42  
（35）

40  
（25）

38  
（21）

54  
（41）

65  
（44）

92  
（38）

80  
（28）

合 計 56  
（35）

65  
（40）

107  
（48）

134  
（53）

177  
（60）

173  
（63）

226  
（90）

205  
（90）

243  
（81）

238  
（55）

注：括弧内は、暴力団構成員等によるものを示す。
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【事例２】（盗難記念硬貨に係る盗品等有償処分あっせん及び犯罪収益等隠匿）
　無職の男は、知人から盗難被害に係る多数の記念硬貨の両替依頼を受け、偽名を記載した両替依頼書
を銀行に提出して現金約17万円に両替していたことから、盗品等有償処分あっせん及び組織的犯罪処
罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙した。 （７月　埼玉）

【事例３】（高額窃盗事件に係る犯罪収益等隠匿）
　無職の男らは、会社経営者の家から現金約１億6,000万円を盗み、そのうちの約１億5,000万円を
山林内の土中に埋めて隠匿していたことから、組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙した。
 （９月　熊本）

（２）　犯罪収益等の収受方法の例
　平成24年中の犯罪収益等収受事件は、売春防止法違反、窃盗、詐欺等に係る犯罪収益を収受する事件
等がみられ、犯罪者が入手した犯罪収益等が、様々な方法で別の者の手に渡っている状況がうかがわれる。

【事例４】（盗難自動車等に対する盗品等有償譲受け及び犯罪収益等収受）
　無職の男は、知人に自動車を盗むことを依頼し、盗難被害に係る自動車及びナンバープレート２枚を
５万円で買い受けて収受していたことから、盗品等有償譲受け及び組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等
収受）で検挙した。 （２月　警視庁）

【事例５】（売春防止法違反事件に係る犯罪収益等収受）
　無店舗型性風俗店の元経営者の男は、顧客との連絡用携帯電話等を引き渡した謝礼として、売春によ
り得られた収益であることを知りながら、現経営者から現金約46万円を収受していたことから、組織
的犯罪処罰法違反（犯罪収益等収受）で検挙した。 （７月　滋賀）

3　暴力団構成員等が関与するマネー・ローンダリング事犯
　平成24年中に組織的犯罪処罰法に係るマネー・ローンダリング事犯で検挙されたもののうち、暴力団構
成員等（暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者をいう。以下同じ。）が関与したものは、犯罪収益等隠
匿事件で27件及び犯罪収益等収受事件で28件の合計55件で、全体の23.1％を占めている。
　暴力団構成員等が関与したマネー・ローンダリング事犯を前提犯罪別に見ると、詐欺に係るものが17件、
窃盗に係るものが10件、ヤミ金融事犯に係るものが７件、売春事犯に係るものが６件等となっており、暴
力団構成員等が多様な犯罪に関与し、マネー・ローンダリング事犯を敢行している実態がうかがわれる。

（１）　暴力団構成員等が関与した犯罪収益等の隠匿方法の例  
　平成24年中の暴力団構成員等による犯罪収益等隠匿事件については、詐欺に係るものが９件、ヤミ金
融事犯に係るものが６件、窃盗に係るものが４件等となっている。
　犯罪収益等の隠匿の手口としては、詐欺やヤミ金融等で犯罪収益を得る際に、他人名義口座を利用する
などして犯罪収益の帰属を仮装するものが多い。
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【事例６】（医薬品無許可販売の薬事法違反事件に係る犯罪収益等隠匿）
　六代目山口組傘下組織構成員の男らは、薬局の開設や医薬品の販売の許可を受けずに代金引換郵便を
利用して医薬品を販売し、複数の客から、郵便局員を介して販売代金約2,000万円を他人名義の口座
に振込入金させていたことから、組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙した。 （３月　千葉）

【事例７】（大規模な貸金業法等違反事件に係る犯罪収益等隠匿）
　無登録で貸金業を営んでいた男らは、資金繰りに窮した中小企業の経営者を対象に違法な高金利で金
銭の貸付けを行い、複数の借受人に、返済金合計約３億7,000万円を営業実態のない法人名義の口座
に振込入金させていたことから、組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙するとともに、前記
口座に残存していた約200万円の預金債権に対して起訴前の没収保全命令の発出を受けた。
　前記口座は、六代目山口組、五代目工藤会等複数の暴力団の構成員が、返済金を振込入金させるため、
多数の営業実態のない法人の名義で開設した数百の口座の一部であり、それら口座を金融機関から騙し
取っていたことから、当該暴力団構成員を口座詐欺で検挙した。
　また、暴力団構成員らが口座開設に利用した法人の設立事務の手助けを行った行政書士は、犯罪収益
移転防止法に規定する顧客等の本人確認等の措置を履行していなかったことから、国家公安委員会・警
察庁の意見陳述を受けて広島県知事から是正命令が発出されるとともに、行政書士法に定められた帳簿
を備えていなかったことから同法違反で検挙した。 （８月　福岡）

金融機関

ヤミ金融業者
③架空法人名義の
　通帳等を詐取

④架空法人名義口座
　（口座詐欺被害）

⑥高金利貸付 ⑤架空法人名義
　口座の供給 口座詐欺に

利用
②本人確認を経ず
　設立された法人
　（架空法人）

暴力団関係者

⑦営業実態のない法人名義の口座に
返済金を振込ませる

①架空法人設立依頼
→本人確認等の不履行

設立事務
代理帳簿等の不備

行政書士

多数の借受人

貸金業法等違反

口座詐欺

預金債権約200万円に
起訴前の没収保全命令

組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）

行政書士法違反

犯罪収益移転防止法に基づく
是正命令
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【事例８】（国際的な多額詐欺事件に係る犯罪収益等隠匿）
　極東会傘下組織幹部及びナイジェリア人の男らは、米国内で発生した詐欺事件の被害金約2,400万
円が、日本国内に開設された銀行口座に国外から振り込まれた際、銀行担当者に対し商品の買付代金等
と虚偽の説明をし、その後、払戻手続をするに当たり、商品の買付代金等と記載された虚偽の取引明細
書を提出するなどして、これらの被害金が正当な事業収益であるように装ったことから、組織的犯罪処
罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙した。 （12月　新潟・警視庁）

（２）　暴力団構成員等が関与した犯罪収益等の収受方法の例
　平成24年中の暴力団構成員等による犯罪収益等収受事件については、詐欺に係るものが８件、売春事
犯に係るもの及び窃盗に係るものがそれぞれ６件等となっている。
　犯罪収益等の収受の形態としては、みかじめ料や上納金名目で犯罪収益を収受している事件等がみられ、
暴力団がその組織や威力を背景に犯罪収益を獲得している状況がうかがわれる。

【事例９】（売春防止法違反事件に係る犯罪収益等収受）
　六代目山口組傘下組織幹部の男は、配下組員が経営する派遣型売春クラブの収益から約３万8,000
円を受け取っていたことから、組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等収受）で検挙した。 （３月　大阪）

4　来日外国人によるマネー・ローンダリング事犯
　平成24年中に組織的犯罪処罰法に係るマネー・ローンダリング事犯で検挙されたもののうち、来日外国
人によるものは17件で、全体の7.1％を占めている。
　その内訳は、犯罪収益等隠匿事件が12件、犯罪収益等収受事件が５件であった。事件態様別に見ると、
地下銀行事犯に係るもの及び窃盗に係るものがそれぞれ５件、詐欺に係るものが４件、商標法違反に係るも
のが２件等となっており、来日外国人犯罪の犯人らが、日本国内に開設された他人名義口座を利用するなど、
様々な手口を使ってマネー・ローンダリング事犯を行っている実態がうかがわれる。

【事例10】（偽ブランド品販売事件に係る犯罪収益等隠匿）
　韓国人の男らは、偽ブランド品を代金引換郵便を利用して販売し、その客から、郵便局員を介して代
金約１万9,000円を他人名義の口座に振込入金させていたことから、組織的犯罪処罰法違反（犯罪収
益等隠匿）で検挙した。 （５月　大阪）

【事例11】（海外で発生した身代金目的略取事件に係る犯罪収益等隠匿）
　中国人の男は、オランダ国内で発生した身代金目的略取事件の身代金約１億8,000万円が、日本国
内に開設された銀行口座に国外から振り込まれた際、銀行担当者に対し商取引に関する手付金等と虚偽
の説明をするとともに、虚偽の商取引に関する契約書を示すなどして、振り込まれた身代金が正当な事
業収益であるように装ったことから、組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙した。
 （11月　神奈川）
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第２項　麻薬特例法に係るマネー・ローンダリング事犯の検挙状況

　平成24年中の麻薬特例法が定めるマネー・ローンダリング事犯の検挙事件数は合計11件であった（表
5-3参照）。
　覚醒剤を密売し、購入客からの代金を他人名義口座に入金させていた事件（事例12）のように、薬物事
犯で得た資金について、巧妙にマネー・ローンダリングを行っている実態がうかがわれる。

　（注） 薬物犯罪収益等とは、薬物犯罪収益、薬物犯罪収益に由来する財産又はこれらの財産とこれらの財産以外の財産とが混
和した財産をいう（麻薬特例法第２条第３項から第５項）。

【事例12】（女性密売人による覚醒剤密売事件に係る薬物犯罪収益の隠匿等）
　覚醒剤末端乱用者の周辺捜査から仕入れ先の女性密売人を割り出し、関係先に対する一斉捜索を実施
して、女性密売人らを覚せい剤取締法違反（所持等）で検挙した。
  捜索の際に押収した預金通帳の精査により、女性密売人が、他人名義の銀行口座を密売専用口座とし
て使用し、密売客から覚醒剤の代金合計約140万円を振込入金させていたほか、自らは収入がなかっ
たかのように装い、生活保護費を不正受給していたことから、麻薬特例法違反（薬物犯罪収益等隠匿）
及び詐欺でも検挙した。 （２月　石川）

第３節　平成24年中における起訴前の犯罪による収益の没収保全状況

　犯罪による収益が、犯罪組織の維持・拡大や将来の犯罪活動への投資等に利用されることを防止するため、
これを剝奪することが重要である。犯罪による収益の没収・追徴は、裁判所の判決により言い渡されるが、
没収・追徴の判決が言い渡される前に、犯罪による収益の隠匿や費消等が行われることのないよう、警察は、
組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法に定める起訴前の没収保全措置を積極的に活用して没収の実効性を確保し
ている。

第１項　組織的犯罪処罰法に係る起訴前の没収保全状況

　平成24年中の組織的犯罪処罰法に係る起訴前の没収保全命令の発出件数（司法警察員請求分）は148件
で、12年の同法施行以降、最多の件数となった。

表5-3【麻薬特例法に係るマネー・ローンダリング事犯の検挙事件数】

年
区分

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

薬物犯罪収益等隠匿（６条） 8  
（2）

5  
（3）

3  
（2）

5  
（3）

5  
（4）

10  
（4）

5  
（1）

8  
（4）

8  
（3）

8  
（2）

薬物犯罪収益等収受（７条） 2  
（2）

0  
（0）

2  
（2）

5  
（2）

2  
（1）

2  
（1）

5  
（3）

1  
（1）

0  
（0）

3  
（2）

合 計 10  
（4）

5  
（3）

5  
（4）

10  
（5）

7  
（5）

12  
（5）

10  
（4）

9  
（5）

8  
（3）

11  
（4）

注：括弧内は暴力団構成員等によるものを示す。
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　これを前提犯罪別に見ると、風営適正化法違反が38件、賭博場開張等図利・常習賭博が26件、売春事犯
が16件、わいせつ物頒布等が15件、ヤミ金融事犯が９件等であった（表5-4参照）。

　19年以降、命令件数は年を追うごとに大幅に増加しているが、この一因として、18年12月の改正組織
的犯罪処罰法の施行により、これまで没収・追徴ができなかった詐欺、ヤミ金融事犯、窃盗、盗品等有償譲
受け等の罪に係る犯罪被害財産についても没収・追徴が可能となり、同法第13条第３項（犯罪被害財産の
没収）の規定が適用されてきたことがある。また、23年７月、無許可の風俗営業や無免許の銀行営業等の
罪が新たに前提犯罪とされ、没収対象財産の範囲は更に拡大した。起訴前の没収保全手続は、犯罪者から犯
罪収益等を剝奪するために司法警察員に与えられている重要な手法であり、今後も同手続を効果的に活用し
て、検察庁との連携を図りながら犯罪組織による犯罪収益等の利用を阻止していくことが求められている。
「犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給等に関する法律」に基づいて行われる検察官による犯罪被害
財産の被害者への回復に貢献していくためにも、引き続き犯罪被害財産に対する起訴前の没収保全命令の請
求を積極的に行い、没収の裁判の執行を確実なものにすることが求められている。
  24年中に発出された起訴前の没収保全命令としては、無許可の風俗営業による犯罪収益に対する没収保
全が多くみられるほか、金銭債権を没収の対象としている組織的犯罪処罰法の利点を活かし、預金債権のほ
か代金返還請求権や立替払金債権を没収保全した事例がみられる。

表5-4 【組織的犯罪処罰法に係る起訴前の没収保全命令の件数及び金額】

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

7  
（3）

7  
（5）

8  
（0）

9  
（3）

21  
（7）

44  
（21）

54  
（23）

70  
（36）

101  
（30）

148  
（39）

注１：司法警察員が請求したものに限る。
　２：括弧内は暴力団構成員等によるものを示す。

年 金銭債権等総額 その他

平成15年 12,809,068円 土地　6,600㎡

平成16年 12,079,511円

平成17年 564,953,561円

平成18年 52,680,512円

平成19年 268,801,546円

平成20年 314,239,728円

平成21年 270,188,760円 外貨　750USドル

平成22年 160,597,150円

土地　605.95㎡ 
建物　１棟 

普通乗用車　２台 
ネックレス　１本

平成23年 134,764,985円

平成24年 3,380,337,707円
軽乗用車　１台 

普通乗用車　１台 
マンション　１室
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【事例13】（ゴルフ会員権売買契約不履行に係る代金返還請求権に対する起訴前の没収保全命令）
　無許可風俗営業を営んでいた男は、知人からゴルフ会員権を購入する際、無許可風俗営業で得た収益
からその代金を支払ったが、男が検挙されたことでゴルフ倶楽部が会員権譲渡を承諾せず売買契約は不
履行となり、男に代金の返還を請求する権利が発生したことから、売買契約不履行に係る40万円の代
金返還請求権に対し、押収した現金約７万5,000円及び預金債権約４万5,000円と併せて起訴前の没
収保全命令の発出を受けた。 （２月　山形）

【事例14】（暴力団排除条項に反して購入・詐取した不動産に対する起訴前の没収保全命令）
  六代目山口組傘下組織構成員の男は、暴力団排除条項により暴力団構成員等の反社会的勢力との売買
契約を拒否している不動産仲介販売業者から、暴力団構成員であることを隠してマンションの一室を購
入していたことから、詐欺によって得たマンションの一室に対して起訴前の没収保全命令の発出を受け
た。 （６月　京都）

【事例15】（弁護士法違反（法律事務の周旋）に係る報酬に対する起訴前の没収保全命令）
　会社役員の女らは、自らが弁護士でなく、同会社が弁護士法人でもないのに、報酬を得る目的で債務
整理手続や過払金返還請求等の和解交渉等の事務について司法書士事務所を紹介するなどして周旋する
ことを業とし、紹介した司法書士事務所から周旋の報酬を得ていたことから、その報酬である現金約
3,300万円に対して起訴前の没収保全命令の発出を受けた。 （６月　警視庁）

無許可風俗営業
で得た犯罪収益

①会員権の売買契約
に基づく支払い ②会員権の名

義変更要求

④名義変更不可
③不承諾

⑤返還請求権無許可風俗営
業店経営者

ゴルフ会員権
名義人 ゴルフ倶楽部

売買契約不履行により
既払いの現金に対し
返還請求権が発生 返還請求権40万円に

起訴前の没収保全命令
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【事例16】 （無許可風俗営業の収益として振り込まれる予定の立替払金債権に対する起訴前の没収保全
命令）

　無許可でラウンジを営業していた飲食店経営の女は、クレジットカード会社と契約し、一部の客はク
レジットカードにより支払いをしていたが、そのクレジットカード会社から振り込まれる予定であった
約４万8,000円の立替払金債権に対して、押収した預金債権約32万円と併せて起訴前の没収保全命令
の発出を受けた。 （７月　岡山）

第２項　麻薬特例法に係る起訴前の没収保全状況

　平成24年中の麻薬特例法に係る起訴前の没収保全命令の発出件数（司法警察員請求分）は16件であった
（表5-5参照）。
　発出された起訴前の没収保全命令としては、宅配便を利用して覚醒剤を密売することにより得た収益（現
金及び預金債権）に対する起訴前の没収保全命令（事例17）等がある。

表5-5【麻薬特例法に係る起訴前の没収保全命令の件数及び金額】

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

8  
（2）

5  
（2）

8  
（5）

3  
（2）

4  
（3）

7  
（5）

8  
（5）

13  
（7）

14  
（4）

16  
（8）

注１：司法警察員が請求したものに限る。
　２：括弧内は暴力団構成員等によるものを示す。　

年次 金銭債権等総額 その他

平成15年 47,839,109円

平成16年 67,440,983円

平成17年 92,619,024円

平成18年 10,432,915円

平成19年 45,032,829円

平成20年 23,344,267円

平成21年 29,215,674円

平成22年 33,591,421円

トラベラーズチェック　11,500USドル 
ネックレス　１本 

腕時計　２個 
普通乗用車　１台

平成23年 11,678,611円
外貨　5,000USドル 

普通乗用車　３台 
鍵　１個

平成24年 30,026,428 円
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【事例17】 （稲川会傘下組織幹部らによる覚醒剤密売事件に係る薬物犯罪収益等に対する起訴前の没収
保全命令）

　覚醒剤末端乱用者の供述から宅配便利用の覚醒剤密売情報を入手し、内偵捜査により判明した薬物隠
匿倉庫に対する捜索を実施して多量の覚醒剤を押収するとともに、被疑者らを覚せい剤取締法違反（営
利目的所持等）で検挙して、同人らが覚醒剤の密売で得た薬物犯罪収益として特定した現金約250万
円及び預金債権約58万円に対して起訴前の没収保全命令の発出を受けた。 （２月　千葉・愛媛）

第４節　没収・追徴規定の適用状況

第１項  組織的犯罪処罰法に係る没収・追徴規定の適用状況

　第一審裁判所において行われる通常の公判手続（通常第一審）における組織的犯罪処罰法の没収・追徴規
定の適用状況は表5-6のとおりである。

第２項　麻薬特例法に係る没収・追徴規定の適用状況

　第一審裁判所において行われる通常の公判手続（通常第一審）における麻薬特例法の没収・追徴規定の適
用状況は表5-7のとおりである。

表5-6【組織的犯罪処罰法の没収・追徴規定の通常第一審における適用状況】

年次
没　収 追　徴 総　数

人員 金額 人員 金額 人員 金額
平成19年 29 104,020 67 603,680 96 707,700
平成20年 40 335,721 79 560,791 119 896,512
平成21年 98 105,774 129 3,414,672 227 3,520,446
平成22年 54 81,136 101 1,445,143 155 1,526,280
平成23年 93 60,899 93 819,683 186 880,582

注１：「犯罪白書」による。
　２：金額の単位は、千円（千円未満切り捨て）である。
　３：共犯者に重複して言い渡された没収・追徴は、重複部分を控除した金額を計上している。
　４：外国通貨は、判決日現在の為替レートで日本円に換算している。

表５-７【麻薬特例法の没収・追徴規定の通常第一審における適用状況】

年次
没　収 追　徴 総　数

人員 金額 人員 金額 人員 金額
平成19年 53 153,830 285 1,128,689 338 1,282,519 
平成20年 61 93,695 362 1,391,545 423 1,485,240 
平成21年 68 34,087 350 1,428,732 418 1,462,820 
平成22年 46 27,660 328 1,260,916 374 1,288,576 
平成23年 69 21,277 273 850,882 342 872,160 

注１：「犯罪白書」による。
　２：金額の単位は、千円（千円未満切り捨て）である。
　３：共犯者に重複して言い渡された没収・追徴は、重複部分を控除した金額を計上している。
　４：外国通貨は、判決日現在の為替レートで日本円に換算している。
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第５節　国境を越えて行われる資金実態の隠蔽
　複数の金融機関等の口座間で資金移動を行うことにより、不正な取引で得た資金を公正な取引で得た資金
のようにみせかけ、真の資金の出所や所有者、資金の実態を隠蔽しようとする行為は、国境を超えて敢行さ
れることも多い。

【事例18】（大手企業による巨額損失隠し事件）
　国内大手企業の経営陣は、有価証券の運用等で発生した多額の損失を隠し、会社の倒産や経営責任を
免れるため、海外に飛ばした損失を抱えた金融商品を簿外処理するとともに、架空ののれん代を計上す
るなどの方法により、その損失を隠し
ていたことから金融商品取引法違反等
で検挙した。
　同社は、含み損を抱えた有価証券を
海外の受け皿ファンドに買い取らせる
ため、複数のルートを使用して資金を
海外に移転し、集めた資金で含み損を
抱えた有価証券を買い取らせて、いわ
ゆる「飛ばし」を行い、損失を受け皿
ファンドに移し替えた上で、実態とか
け離れた高額な企業買収を実施して損
失の隠蔽を図っていた。
 （２月　警視庁）

資金の流れ

リヒテンシュタインの
銀行 子会社の

ファンド
実態と

かけ離れた
企業買収

含み損のある有価証券

ドイツの
銀行支店 ケイマン諸島

日本

シンガポール

リヒテンシュタイン

受け皿
法人

国内大手企業1

2 3

“飛ばし”

【事例19】（投資顧問会社による詐欺事件）
　多数の企業年金基金と投資一任契約を結んで資金を運用していた投資顧問会社の社長らは、運用に失
敗した事実を隠し、運用が好調であるかのように装って新規顧客の勧誘を続け、資金を集めていたこと
から詐欺罪で検挙した。
　同社は、傘下ファンド管理会社と海
外銀行との間で信託契約を結び、集め
た資金を同銀行に送り込んで運用する
ことで本邦の検査等を困難にし、さら
にその資金を秘匿性の高い海外銀行に
移すなどして、徹底的に運用実態を秘
匿していた。 （６月　警視庁）

証券会社

投資
顧問
会社

顧客

資金の流れ

投資事業組合 信託銀行

受託銀行
（バミューダの銀行）ファンド管理会社

日本

ケイマン諸島
英ヴァージン諸島

シンガポール
香港

運用資金として送金

還流（解約資金に充当等）

信託約款
代理人
委託契約

投資一任契約

支配

支配

支配
指図

指図

証券会社 受託銀行代理人
（香港の銀行）

運用の失敗

49

CW6_A2258D05.indd   49 2013/03/22   10:05:23



第１節　国際機関の活動

第１項　FATF

１　FATFとは
　FATFは、マネー・ローンダリング対策における国際協力を推進するため、平成元年（1989年）のアル
シュ・サミット経済宣言を受けて設置された政府間会合であり、13年（2001年）９月の米国同時多発テ
ロ事件発生以降は、テロ資金供与に関する国際的な対策と協力の推進にも指導的な役割を果たしている。
　FATFへの参加国・地域及び国際機関は、24年（2012年）12月末現在、我が国を含む34の国・地域

　経済・金融サービスのグローバル化が進んでいる現代社会においては、瞬時に国境を越えて資金を移動さ

せることが可能であり、犯罪組織やテロ組織等が、犯罪による収益の他国への移転、第三国を経由させての

テロ資金の供与等により、取締当局の追及を免れようと試みる事例は少なくない。

　また、マネー・ローンダリング対策やテロ資金供与対策が不十分な又はそれらの対策に非協力的な国・地

域は、犯罪組織等によって、マネー・ローンダリングやテロ資金供与のための抜け道として悪用されること

となる。

　このような状況の下で、国境を越えて行われる犯罪による収益の移転状況を的確に追跡して、マネー・ロー

ンダリングやテロ資金供与を発見し、また、犯罪組織等が国際的な金融システムを利用してマネー・ローン

ダリングやテロ資金供与を試みることを防止するためには、各国の関係諸機関の緊密な連携・協力が不可欠

であるほか、各国が足並みをそろえて、最新のマネー・ローンダリングやテロ資金供与の手口等を踏まえた

必要かつ十分な対策を実践することが重要である。

　そのため、今日では、FATFを始めとする様々な国際機関において、国際的なマネー・ローンダリング対

策及びテロ資金供与対策が講じられている。

　我が国のFIUは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策を責務とする機関の一つとして、金

融庁に特定金融情報室（JAFIO: Japan Financial Intelligence Office）として設置されて以降、FATF等

の国際機関の活動に積極的に参画している。

　平成19年４月に我が国のFIUとして警察庁に新たに設置された犯罪収益移転防止管理官（JAFIC）にお

いても、金融庁特定金融情報室による参画状況を踏襲することはもとより、国際機関における意思決定、汎

世界的で効果的なマネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の実現等に対し、より積極的に参画し

ていくことが必要である。

　なお、本章は国際連携の推進に係る記述であることから、犯罪収益移転防止管理官を国際的な通称である

JAFICとして表記する。

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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及び２国際機関である。

２　活動内容
（１）　主な活動内容
　　FATFの主な活動内容は以下のとおりである。
　　①�　マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策に関する国際基準（FATF勧告）の策定及び見

直し
　　②　FATF参加国・地域相互間におけるFATF勧告の遵守状況の監視（相互審査）
　　③　FATF非参加国・地域におけるFATF勧告遵守の推奨
　　④　マネー・ローンダリング及びテロ資金供与の手口及び傾向に関する研究

（２）　FATF勧告
　ア　「40の勧告」
　　�　FATFは、平成２年（1990年）、マネー・ローンダリング対策のために各国が法執行、刑事法制及

び金融規制の各分野でとるべき措置として「40の勧告」を策定した。
　　�　その後、FATFは、８年（1996年）、疑わしい取引の届出制度の義務づけ等を含む改訂を行い、さ

らに、その後の世界的なマネー・ローンダリングの方法・技術の巧妙化・複雑化を踏まえ、その対策を
向上させるため、15年（2003年）６月には、「40の勧告」の再改訂を行った。

　　　「40の勧告」に盛り込まれた主な点は以下のとおりである（表6-1参照）。
　　　○　マネー・ローンダリングの罪として処罰すべき範囲の拡大及び明確化
　　　○　本人確認等顧客管理の徹底
　　　○　法人形態を利用したマネー・ローンダリングへの対応
　　　○�　特定の非金融業者（不動産業者、宝石商・貴金属商等）及び職業専門家（法律家、会計士等）へ

のFATF勧告の適用
　　　○�　FIU、監督当局、法執行当局等、マネー・ローンダリングに携わる政府諸機関の国内及び国際的

な協調
　イ　「９の特別勧告」
　　�　FATFは、平成13年（2001年）９月の米国同時多発テロ事件発生後の同年10月、臨時会合を開催

し、テロ資金供与に関する「８の特別勧告」を策定した。この「８の特別勧告」については、16年（2004
年）10月、「キャッシュ・クーリエ（現金運搬人）」に関する９番目の特別勧告が追加され、「９の特別
勧告」となった。

　　　「９の特別勧告」の主な内容は以下のとおりである（表6-1参照）。
　　　○　テロ資金供与行為の犯罪化
　　　○　テロリズムに関係する疑わしい取引の届出の義務付け
　　　○　電信送金に対する正確かつ有用な送金人情報の付記
　ウ　新「40の勧告」
　　�　FATFでは、第４次相互審査に向けて、現行の「40の勧告」及び「９の特別勧告」の改定作業が行

われてきたが、平成24年（2012年）２月、「40の勧告」及び「９の特別勧告」を一本化、新「40
の勧告」として改訂した（表6-2参照）。

　　　新「40の勧告」に盛り込まれた主な点は以下のとおりである。
　　　○　リスク・ベース・アプローチの強化
　　　○　法人・信託、電信送金システムに関する透明性の向上
　　　○�　マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策のための当局の機能及び国際協力体制の強化

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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 （３）　相互審査
　�　FATFは、各参加国・地域に対し、順次、その他の参加国により構成される審査団を派遣して、審査対
象国におけるマネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の法制、監督・取締体制、マネー・ロー
ンダリング事犯の捜査状況等の様々な観点から、FATF勧告の遵守状況について相互に審査している。

３　対日相互審査
　我が国は平成６年（1994年）、10年（1998年）にFATFによる相互審査を受けたほか、最近では19
年（2007年）後半から20年（2008年）後半までの間に、第３次対日相互審査を受け、JAFICは関係省
庁とともにこれに対応した。

（１）　第３次FATF対日相互審査の実施
　�　相互審査は、大きく分けて①FATFの質問票への回答、②審査対象国の現状を審査団が直接確認する現
地調査、③全体会合での審議の３つの手続により構成される。我が国は、平成20年（2008年）１月、
質問票への回答を提出し、同年３月には、東京及び大阪において現地調査を受け、同年10月、ブラジル
で開催された全体会合において、第３次対日相互審査の最終評価が採択された。

（２）　相互審査結果の概要
　�　評価はC（履行）、LC（概ね履行）、PC（一部履行）、NC（不履行）の４段階あり、「40の勧告」「９
の特別勧告」それぞれについて評価が付された。我が国の結果は表6-1のとおりであり、Cが４個、LCが
19個、PCが15個、NCが10個であった（なお、我が国には適用外（N/A）の勧告が１つある。）。
　�　FIUに関する勧告（勧告26）については、FIU機能が金融庁から国家公安委員会・警察庁に移管された
ことについて積極的に評価できるとされた一方、更なる人的体制等の強化が必要であるとの指摘を受けた
（評価：LC）。
　�　また、金融機関における顧客管理措置に関する勧告（勧告５）については、真の受益者、取引目的の確
認や継続的な顧客管理等の措置を法令等で直接規定すべきである、写真のない身分証明書による本人確認
の場合に追加的な確認方法の導入を検討すべきであるなどの指摘を受けた（評価：NC）（表6-1参照）。
　�　審査結果は公表されることとなっており、第３次対日相互審査の結果も、FATFのウェブサイト（http://
www.fatf-gafi.org/）及び財務省のウェブサイト（http://www.mof.go.jp/international_policy/
convention/fatf/fatfhoudou_201030.htm）上で公表されている。

（３）　相互審査結果のフォローアップ
　ア　フォローアップの手続
　　�　FATFで定められた手続上、審査対象国は、重要勧告（勧告１、５、10及び13並びに特別勧告Ⅱ及

びⅣ）の評価が１つでもPC又はNCであった場合、フォローアップの対象となり、その改善状況及び
統計全般を定期的に全体会合の場で報告しなければならない。

　　�　そして、重要勧告を含めた16の勧告（重要勧告のほか、勧告３、４、23、26、35、36及び40
並びに特別勧告Ⅰ、Ⅲ及びⅤ）がC又はLCの評価を受ける程度にまで改善されたと承認された場合には、
フォローアップの対象から外れることとされ、審査対象国は、相互審査の最終評価決定後から３年以内
にフォローアップの対象から外れるように改善措置をとることが望ましいとされている。

　イ　改善状況の報告
　　�　我が国は、勧告５がNC、特別勧告ⅡがPCであることから、フォローアップの対象となっており、

相互審査以降、「FATF勧告実施に関する関係省庁連絡会議」等を開催するなどして、相互審査におけ
る指摘事項の改善に向けて精力的に取り組んでいる。

　　�　特に、NCの評価を受けた顧客管理については、犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改
正する法律が平成23年４月28日に、同法の整備政令が24年３月26日に公布され、これにより、取
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引目的や実質的支配者の確認等が義務化されたことにより、相互審査での指摘事項に対して相当程度の
改善が図られた。これらを中心に、これまで過去４回（22年（2010年）10月、23年（2011年）
10月、24年（2012年）６月、同年10月）にわたり、FATFの全体会合において、改善状況の報告
を行ったところであるが、引き続き、我が国の進捗状況について報告を行う予定である。

４　JAFICの参画状況等
　我が国は、平成元年（1989年）のFATFの
設立当初からの参加国であり、年３回の全体会
合、マネー・ローンダリングの手口分析等を行
うタイポロジー作業部会等に参加してきたほ
か、10年（1998年）７月から11年（1999
年）６月までの間には、議長国を務めるなど、
FATFの活動に積極的に貢献してきた。FIUが
JAFICに移管された後も、JAFICは、マネー・
ローンダリング対策及びテロ資金供与対策のた
めの新たな枠組み作りに向けた議論等に積極的
に参加しており、毎年開催される全体会合及び
作業部会にも職員を派遣している。

【FATF全体会合】

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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注：評価のレベルは以下のとおり。
　　C（履行）、LC（概ね履行）、PC（一部履行）、NC（不履行）、N/A（適用外）

勧告 勧告の概要 評価

40の勧告

1 資金洗浄罪 LC

2 資金洗浄罪―認識及び法人への刑罰 LC

3 没収・凍結措置 LC

4 勧告に整合的な守秘義務 C

5 金融機関における顧客管理 NC

6
外国における重要な公的地位を有す
る者との取引

NC

7
コルレス銀行（国際決済のために為
替業務代行の契約を結んだ銀行）の
業務

NC

8 新技術の悪用及び非対面取引 PC

9 顧客管理措置の第三者依存 N/A

10 本人確認・取引記録の保存義務 LC

11 通常でない取引への注意義務 PC

12
DNFBP（指定非金融業者及び職業専
門家）における顧客管理

NC

13
金融機関における疑わしい取引の届
出（STR）

LC

14 届出者の保護義務 LC

15 内部管理規定の整備義務 NC

16 DNFBPによるSTR PC

17 義務の不履行に対する制裁措置 LC

18
シェルバンク（実態のない銀行）の
禁止

PC

19 他の報告様式 C

20 他の職業専門家及び安全な取引技術 C

21 高リスク国への特段の注意 NC

22 海外支店・現法への勧告の適用 NC

23 金融機関に対する監督義務 LC

24 DNFBPに対する監督義務 PC

勧告 勧告の概要 評価

25 ガイドライン及びフィードバック LC

26 FIU LC

27 資金洗浄・テロ資金供与の捜査 LC

28 関係当局の権限 C

29 監督当局 LC

30 資源、資質、訓練 LC

31 国内関係当局間の協力 LC

32 統計 LC

33 法人―受益所有権者 NC

34 法的取極（信託）―受益所有権者 NC

35 条約 PC

36 法律上の相互援助 PC

37 双罰性 PC

38 外国からの要請による資産凍結等 LC

39 犯人引渡 PC

40 国際協力（外国当局との情報交換） LC

９の特別勧告

Ⅰ 国連諸文書の批准 PC

Ⅱ テロ資金供与の犯罪化 PC

Ⅲ テロリストの資産の凍結・没収 PC

Ⅳ テロに関するSTR LC

Ⅴ テロ対策に関する国際協力 PC

Ⅵ 代替的送金システム PC

Ⅶ 電信送金のルール LC

Ⅷ 非営利団体（NPO） PC

Ⅸ
国境における申告及び開示（キャッ
シュ・クーリエ）

NC

表6-1【「40の勧告」「９の特別勧告」の概要及び第３次FATF対日相互審査結果】
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表6-2【新「40の勧告」の概要】

注：�表中、「新勧告」は新「40の勧告」、「旧勧告」は新勧告に対応する「40の勧告」及び「９の特別勧告」における勧告の番
号を示す。

　　�「旧勧告」中、アラビア数字は「40の勧告」、ギリシア数字は「９の特別勧告」における勧告の番号の番号、「―」は新た
に設けられた勧告を示す。

新勧告 旧勧告 勧告の概要

1 ―
リスク評価とリスク・ベース・ア
プローチ

2 31 国内関係当局間の協力

3
1
2

資金洗浄の犯罪化

4 3 犯罪収益の没収・保全措置

5 Ⅱ テロ資金供与の犯罪化

6 Ⅲ テロリストの資産凍結

7 ―
大量破壊兵器の拡散に関与する者
への金融制裁

8 Ⅷ 非営利団体（NPO）の悪用防止

9 4 金融機関の守秘義務

10 5 顧客管理

11 10 本人確認・取引記録の保存義務

12 6
PEPs（重要な公的地位を有する
者）

13 7 コルレス契約

14 Ⅵ 代替的送金サービス

15 8 新技術の悪用防止

16 Ⅶ 電信送金（送金人情報の付記義務）

17 9 顧客管理措置の第三者依存

18
15
22

金融機関における内部管理規定の
整備義務、海外支店・現法への勧
告の適用

19 21
勧告履行に問題がある国・地域へ
の対応

20
13
Ⅳ

金融機関における資金洗浄、テロ
に関する疑わしい取引の届出

新勧告 旧勧告 勧告の概要

21 14 届出者の保護義務

22 12 DNFBPにおける顧客管理

23 16
DNFBPによる疑わしい取引の報
告義務

24 33 法人の受益所有者

25 34 法的取極の受益所有者

26 23 金融機関に対する監督義務

27 29 監督当局の権限の確保

28 24 DNFBPに対する監督義務

29 26 FIUの設置義務

30 27 資金洗浄・テロ資金供与の捜査

31 28 捜査関係等資料の入手義務

32 Ⅸ
キャッシュ・クーリエ（現金運搬
者）への対応

33 32 包括的統計の整備

34 25 ガイドラインの策定義務

35 17 義務の不履行に対する制裁措置

36
35
Ⅰ

国連諸文書の批准

37
36
Ⅴ

法律上の相互援助、国際協力

38 38 外国からの要請による資産凍結等

39 39 犯人引渡

40 40 国際協力（外国当局との情報交換）
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第２項　APG

１　APGとは
　APG（Asia/Pacific�Group�on�Money�Laundering：アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グルー
プ）は、アジア・太平洋地域のFATF非参加国・地域におけるマネー・ローンダリング対策を促進するため、
平成９年（1997年）２月、タイで開催されたFATF第４回アジア・太平洋マネー・ローンダリング・シン
ポジウムにおいて設置が決定された国際協力の枠組みである。
　24年（2012年）12月末現在、APGには、我が国を含む41の国・地域が参加している。

２　活動内容
　APGの主な活動内容は以下のとおりである。
　　①　アジア・太平洋地域におけるFATF勧告の実施の推奨・促進
　　②�　域内諸国・地域におけるマネー・ローンダリング防止、テロ資金供与防止に関する法律の制定の促

進
　　③�　APG参加国・地域におけるマネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の実施状況の相互

審査
　　④　域内におけるマネー・ローンダリングの手口、傾向等についての情報交換、分析等

３　JAFICの参画状況等
　我が国は、APG設置当初からの参加国であ
り、平成10年（1998年）３月の第１回年次
会合及び11年（1999年）３月の第２回タイ
ポロジー会合が東京で開催されたほか、16年
（2004年）７月から18年（2006年）６月
までの間には、オーストラリアとともに共同議
長国を務めるなど、FATF同様、APGの活動に
も積極的に貢献してきた。
　この取組は、FIU機能がJAFICに移管された
後も変更はなく、JAFICは、設置以降、年次会
合及びタイポロジー会合に職員を派遣し、各国
FIUにおける情報分析の手法、最新のマネー・
ローンダリングの手口・傾向等についての議論
に参加している。

第３項　エグモント・グループ

１　エグモント・グループとは
　エグモント・グループ（Egmont�Group）は、平成７年（1995年）４月、マネー・ローンダリング対
策に取り組んでいる各国FIU間の情報交換、研修、専門知識に関する協力等を目的として、欧州主要国及び
米国のFIUを中心的なメンバーとして発足した国際フォーラムであり、その名称は、発足時の会合の開催地
（ベルギーのエグモント宮殿）に由来する。
　エグモント・グループは、当初、非公式なフォーラムとして発足したものの、19年（2007年）５月に

【APGタイポロジー会合（ベトナム）】
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開催されたバミューダ年次会合において、エグモント・グループ憲章が採択されたほか、カナダに常設の事
務局が設置されるなど、現在は公式機関として国際的に認められている。
　エグモント・グループには、24年（2012年）12月末現在、131の国・地域のFIUが加盟している。

２　活動内容
　エグモント・グループにおいては、各国FIUの代表が一同に会する年次会合のほかに、以下のような作業
部会があり、年２回程度の会合が開催されている。
　　①�　新規加盟を申請しているFIUの加盟審査、加盟FIU間の諸問題に関して法的な検討等を行う法制作

業部会
　　②　未加盟FIUの加盟促進を担当するアウトリーチ作業部会
　　③　FIU職員のトレーニング手法の検討及びトレーニングセミナーの開催を担当する訓練作業部会
　　④　事例研究・分析手法の研究等を行うオペレーショナル作業部会
　　⑤　加盟FIUのITシステムに関する助言、分析支援ソフトウェアの研究等を行うIT作業部会

３　JAFICの参画状況
　我が国は、平成12年（2000年）２月、
金融監督庁（後の金融庁）にJAFIOが設
置されたことを踏まえて、エグモント・グ
ループへの加盟申請を行い、同年５月にパ
ナマで開催された第８回年次会合において
加盟が承認された。
　その後、JAFIOは、年次会合及び各作
業部会の会合に職員を派遣して、エグモン
ト・グループ憲章の起草作業に参加し、ま
た、ミャンマーFIU（エグモント・グルー
プ未加盟）の加盟手続におけるスポンサー
FIUとなることを受託（タイFIUと共同）
するなど、エグモント・グループの活動に
積極的に参画してきた。
　19年（2007年）４月、JAFIOに代わってJAFICが発足し、新たに我が国のFIUとしての機能を担うこ
ととなったことに伴い、改めて、エグモント・グループへの加盟申請を行い、同年５月にバミューダで開催
された第15回年次会合において、日本の新たなFIUとして加盟を承認された。
　JAFICは、エグモント・グループへの加盟以降、年次会合及び作業部会にそれぞれ職員を派遣して、FIU
間の情報交換に関する行動規範等に関する議論に参加している。
　また、JAFICは、JAFIOから引き継いでミャンマーFIUの加盟手続におけるスポンサーFIUとなっている
ほか、23年（2011年）には、エグモント・グループからの要請を受け、パキスタンFIUのスポンサーFIU
（米国FIUと共同）となることを受託した。

【エグモント・グループ年次会合（ロシア）】

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center

5857

CW6_A2258D06.indd   57 2013/03/22   10:09:17



第２節　平成24年中における国際連携の推進状況

第１項　国際機関の活動への参画状況

　JAFICは、表6-3のとおり、それぞれ職員を派遣して、国際機関の活動に積極的に参画した。

第２項　外国FIUとの情報交換

１　情報交換枠組みの設定状況
　国境を越えて行われる犯罪収益やテロ資金の移
転状況を的確に追跡して、マネー・ローンダリン
グやテロ資金供与を発見するためには、外国FIU
との間で、それぞれが保有する疑わしい取引に関
する情報を積極的に交換することが必要である。
　他方、犯罪収益移転防止法第13条（改正前の
第12条）は、JAFICから外国FIUに対する疑わ
しい取引に関する情報の提供にあたっては、外国
における当該情報の使用制限等について定めた枠
組みを設定することを求めている。
　これを受け、JAFICは、外国FIUとの間で、提
供情報の使用制限等について定めた当局間文書を
取り交わすことで所要の枠組みを設定している。
　JAFICは、より多くの国・地域のFIUとの間で、積極的な情報交換を可能とするために、外国FIUとの間
で情報交換枠組みを設定するための交渉に取り組んでいる。
　JAFICは、平成19年（2007年）４月の設置以降、24年（2012年）末までに、46の国・地域のFIU
との間で情報交換枠組みを設定している（表6-4参照）。

表6-3【平成24年中における国際機関の活動への参画状況】

日　程 会 合 名 開催場所

FATF

１月 特別会合 パリ（フランス）

２月 全体会合 パリ（フランス）

６月 全体会合 ローマ（イタリア）

９月 作業部会 パリ（フランス）

10月 全体会合 パリ（フランス）

APG

７月 年次会合 ブリスベン（オーストラリア）

11月 タイポロジー会合 ハノイ（ベトナム）

12月 ワークショップ ソウル（韓国）

エグモント･グループ
１月 作業部会 マニラ（フィリピン）

７月 年次会合 セントピーターズバーグ（ロシア）

【蘭領アルバFIUとの枠組み設定】
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２　情報交換の状況
　JAFICは、外国FIUとの間で、積極的かつ迅速な情報交換を行っている。
　JAFICは、疑わしい取引に関する情報の分析体制を強化しており、これに伴って、外国FIUとの情報交換
も活発となっている。平成24年（2012年）は、疑わしい取引に関する情報の分析の結果浮かび上がった
不自然・不合理な海外向けの送金又は海外からの送金について、関連する外国FIUに対して海外向け送金後
の資金フロー、海外からの送金の原資等に関する情報提供要請を100件行った（表6-5参照）。

　これら情報提供要請のほか、各国FIU間では、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策上有益
と認められる情報について、自発的な情報提供を行っている。
　24年（2012年）中に、JAFICが外国FIUとの間で情報交換を実施した件数は、合計174件であった（表
6-6参照）。

表6-5【JAFICと外国FIU間の犯罪による収益に関する情報の提供要請件数】

年
区分

平成20年
（2008年）

平成21年
（2009年）

平成22年
（2010年）

平成23年
（2011年）

平成24年
（2012年）

外国FIUからJAFICに対する情報提供要
請件数（外国→日本）

60 47 54 � 63 � 53

JAFICから外国FIUに対する情報提供要
請件数（日本→外国）

30 51 78 136 100

注：犯罪による収益に関する情報は、疑わしい取引に関する情報のほか、公刊情報等の関連情報を含む。

表6-4【JAFICと情報交換枠組みを設定済みの国・地域】

設定年 設定国・地域

平成19年（2007年）
香港、タイ、マレーシア、ベルギー、オーストラリア、米国、シンガポール、
カナダ、インドネシア、英国、ブラジル、フィリピン�

平成20年（2008年） スイス、イタリア、ポルトガル、韓国、ルーマニア

平成21年（2009年） パラグアイ、フランス、カタール�

平成22年（2010年） トルコ、メキシコ、ルクセンブルク�、チリ、フィンランド、インド

平成23年（2011年）
ナイジェリア、中国、カンボジア、マカオ、キプロス、アルゼンチン、スペイン、
サンマリノ

平成24年（2012年）
モンテネグロ、オランダ、ドイツ、ケイマン諸島、チェコ、モンゴル、アルバ、
コロンビア、レバノン、スウェーデン、ペルー、アルメニア

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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　情報交換をより円滑に行うため、JAFICは、外国FIUにおける情報分析技術の習得、外国捜査機関におけ
る資金情報の活用状況の調査等の諸活動を実施するとともに、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供
与対策上、特に緊密な連携が必要と認められる国・地域、未だ情報交換枠組みが未設定の国・地域のFIUを
訪問するなど、今後の情報交換の活性化に向けた協議等を実施している。

３　協議等の状況
　平成24年（2012年）における外国FIUや国際機関との協議等の状況は以下のとおり。
　 ２月� アラブ首長国連邦FIUとの協議（アブダビ）
　 ３月� 中国FIUとの情報交換（北京）
� 米国FIUとの情報交換（ワシントン）
� バミューダFIUとの協議（ハミルトン）
� チェコFIUとの情報交換（プラハ）
� リヒテンシュタインFIUとの協議（ファドゥーツ）
　 ６月� エグモント・グループ事務局との情報交換（トロント）
　 ９月� 米国FIUとの情報交換（東京）
　10月� マルタFIUとの協議（ヴァレッタ）
� アルメニアFIUとの情報交換（エレバン）
� イスラエルFIUとの協議（テルアビブ）
　11月� 英領ヴァージン諸島FIUとの協議（ロードタウン）
� ボリビアFIUとの協議（ラパス）
� カザフスタンFIUとの協議（アスタナ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注：（　）内は開催地

表6-6【JAFICと外国FIU間の犯罪による収益に関する情報の交換件数】

年
区分

平成20年
（2008年）

平成21年
（2009年）

平成22年
（2010年）

平成23年
（2011年）

平成24年
（2012年）

外国FIUからの情報提供（外国→日本） � 63 � 70 � 89 146 113

JAFICからの要請に基づく提供件数 � 21 � 52 � 66 128 � 84

自発的な提供件数 � 42 � 18 � 23 � 18 � 29

外国FIUに対する情報提供（日本→外国） � 61 � 50 � 63 � 80 � 61

外国FIUからの要請に基づく提供件数� � 58 � 44 � 56 � 64 � 52

自発的な提供件数 � � 3 � � 6 � � 7 � 16 � � 9

合　　　計� 124 120 152 226 174

【リヒテンシュタインFIUとの協議】 【英領ヴァージン諸島FIUとの協議】
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（目的）
第一条　この法律は、犯罪による収益が組織的な犯罪を助長するために使用されるとともに、これが移転して事業活動に用い
られることにより健全な経済活動に重大な悪影響を与えるものであること、及び犯罪による収益の移転が没収、追徴その他
の手続によりこれを剝奪し、又は犯罪による被害の回復に充てることを困難にするものであることから、犯罪による収益の
移転を防止すること（以下「犯罪による収益の移転防止」という。）が極めて重要であることに鑑み、特定事業者による顧
客等の本人特定事項（第四条第一項第一号に規定する本人特定事項をいう。第三条第一項において同じ。）等の確認、取引
記録等の保存、疑わしい取引の届出等の措置を講ずることにより、組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律
（平成十一年法律第百三十六号。以下「組織的犯罪処罰法」という。）及び国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を
助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（平成三年法律第九十四号。以下「麻
薬特例法」という。）による措置と相まって、犯罪による収益の移転防止を図り、併せてテロリズムに対する資金供与の防
止に関する国際条約等の的確な実施を確保し、もって国民生活の安全と平穏を確保するとともに、経済活動の健全な発展に
寄与することを目的とする。
（定義）
第二条　この法律において「犯罪による収益」とは、組織的犯罪処罰法第二条第四項に規定する犯罪収益等又は麻薬特例法第
二条第五項に規定する薬物犯罪収益等をいう。
２　この法律において「特定事業者」とは、次に掲げる者をいう。
　一　銀行
　二　信用金庫
　三　信用金庫連合会
　四　労働金庫
　五　労働金庫連合会
　六　信用協同組合
　七　信用協同組合連合会
　八　農業協同組合
　九　農業協同組合連合会
　十　漁業協同組合
　十一　漁業協同組合連合会
　十二　水産加工業協同組合
　十三　水産加工業協同組合連合会
　十四　農林中央金庫
　十五　株式会社商工組合中央金庫
　十六　株式会社日本政策投資銀行
　十七　保険会社
　十八　保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第七項に規定する外国保険会社等
　十九　保険業法第二条第十八項に規定する少額短期保険業者
　二十　共済水産業協同組合連合会
　二十一　金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二条第九項に規定する金融商品取引業者
　二十二　金融商品取引法第二条第三十項に規定する証券金融会社
　二十三　金融商品取引法第六十三条第三項に規定する特例業務届出者
　二十四　信託会社
　二十五　信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第五十条の二第一項の登録を受けた者
二十六　不動産特定共同事業法（平成六年法律第七十七号）第二条第五項に規定する不動産特定共同事業者（信託会社又は
金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和十八年法律第四十三号）第一条第一項の認可を受けた金融機関であって、
不動産特定共同事業法第二条第四項に規定する不動産特定共同事業を営むものを含む。）
二十七　無尽会社

犯罪による収益の移転防止に関する法律
（平成十九年法律第二十二号）
（平成二十五年四月一日現在において施行されているもの）
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　二十八　貸金業法（昭和五十八年法律第三十二号）第二条第二項に規定する貸金業者
　二十九　貸金業法第二条第一項第五号に規定する者のうち政令で定める者
　三十　資金決済に関する法律（平成二十一年法律第五十九号）第二条第三項に規定する資金移動業者
　三十一　商品先物取引法（昭和二十五年法律第二百三十九号）第二条第二十三項に規定する商品先物取引業者
三十二　社債、株式等の振替に関する法律（平成十三年法律第七十五号）第二条第二項に規定する振替機関（同法第四十八
条の規定により振替機関とみなされる日本銀行を含む。）

　三十三　社債、株式等の振替に関する法律第二条第四項に規定する口座管理機関
　三十四　電子記録債権法（平成十九年法律第百二号）第二条第二項に規定する電子債権記録機関
　三十五　独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構
三十六　本邦において両替業務（業として外国通貨（本邦通貨以外の通貨をいう。）又は旅行小切手の売買を行うことをいう。）
を行う者
三十七　顧客に対し、その指定する機械類その他の物品を購入してその賃貸（政令で定めるものに限る。）をする業務を行
う者
三十八　それを提示し又は通知して、特定の販売業者から商品若しくは権利を購入し、又は特定の役務提供事業者（役務の
提供の事業を営む者をいう。以下この号において同じ。）から有償で役務の提供を受けることができるカードその他の物
又は番号、記号その他の符号（以下「クレジットカード等」という。）をこれにより商品若しくは権利を購入しようとす
る者又は役務の提供を受けようとする者（以下「利用者たる顧客」という。）に交付し又は付与し、当該利用者たる顧客
が当該クレジットカード等を提示し又は通知して特定の販売業者から商品若しくは権利を購入し、又は特定の役務提供事
業者から有償で役務の提供を受けたときは、当該販売業者又は役務提供事業者に当該商品若しくは権利の代金又は当該役
務の対価に相当する額の金銭を直接に又は第三者を経由して交付するとともに、当該利用者たる顧客から、あらかじめ定
められた時期までに当該代金若しくは当該対価の合計額の金銭を受領し、又はあらかじめ定められた時期ごとに当該合計
額を基礎としてあらかじめ定められた方法により算定して得た額の金銭を受領する業務を行う者
三十九　宅地建物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）第二条第三号に規定する宅地建物取引業者（信託会社又は金
融機関の信託業務の兼営等に関する法律第一条第一項の認可を受けた金融機関であって、宅地建物取引業法第二条第二号
に規定する宅地建物取引業（別表において単に「宅地建物取引業」という。）を営むもの（第二十一条第一項第十五号に
おいて「みなし宅地建物取引業者」という。）を含む。）
四十　金、白金その他の政令で定める貴金属若しくはダイヤモンドその他の政令で定める宝石又はこれらの製品（以下「貴
金属等」という。）の売買を業として行う者
四十一　顧客に対し、自己の居所若しくは事務所の所在地を当該顧客が郵便物（民間事業者による信書の送達に関する法律
（平成十四年法律第九十九号）第二条第三項に規定する信書便物並びに大きさ及び重量が郵便物に類似する貨物を含む。
以下同じ。）を受け取る場所として用い、又は自己の電話番号を当該顧客が連絡先の電話番号として用いることを許諾し、
当該自己の居所若しくは事務所において当該顧客宛ての郵便物を受け取ってこれを当該顧客に引き渡し、又は当該顧客宛
ての当該電話番号に係る電話（ファクシミリ装置による通信を含む。以下同じ。）を受けてその内容を当該顧客に連絡し、
若しくは当該顧客宛ての若しくは当該顧客からの当該電話番号に係る電話を当該顧客が指定する電話番号に自動的に転送
する役務を提供する業務を行う者

　四十二　弁護士（外国法事務弁護士を含む。）又は弁護士法人
　四十三　司法書士又は司法書士法人
　四十四　行政書士又は行政書士法人
四十五　公認会計士（公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）第十六条の二第五項に規定する外国公認会計士を含む。）
又は監査法人

　四十六　税理士又は税理士法人
３　この法律において「顧客等」とは、顧客（前項第三十八号に掲げる特定事業者にあっては、利用者たる顧客）又はこれに
準ずる者として政令で定める者をいう。
（国家公安委員会の責務等）
第三条　国家公安委員会は、特定事業者による顧客等の本人特定事項等の確認、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出等の
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措置が的確に行われることを確保するため、特定事業者に対し犯罪による収益の移転に係る手口に関する情報の提供その他
の援助を行うとともに、犯罪による収益の移転防止の重要性について国民の理解を深めるよう努めるものとする。
２　国家公安委員会は、特定事業者により届け出られた疑わしい取引に関する情報その他の犯罪による収益に関する情報が、
刑事事件の捜査及び犯則事件の調査並びに犯罪による収益の移転防止に関する国際的な情報交換その他の協力に有効に活用
されるよう、迅速かつ的確にその集約、整理及び分析を行うものとする。
３　国家公安委員会その他の関係行政機関及び地方公共団体の関係機関は、犯罪による収益の移転防止について相互に協力す
るものとする。
（取引時確認等）
第四条　特定事業者（第二条第二項第四十二号に掲げる特定事業者（第十一条において「弁護士等」という。）を除く。以下
同じ。）は、顧客等との間で、別表の上欄に掲げる特定事業者の区分に応じそれぞれ同表の中欄に定める業務（以下「特定
業務」という。）のうち同表の下欄に定める取引（次項第二号において「特定取引」といい、同項前段に規定する取引に該
当するものを除く。）を行うに際しては、主務省令で定める方法により、当該顧客等について、次の各号（第二条第二項第
四十三号から第四十六号までに掲げる特定事業者にあっては、第一号）に掲げる事項の確認を行わなければならない。
一　本人特定事項（自然人にあっては氏名、住居（本邦内に住居を有しない外国人で政令で定めるものにあっては、主務省
令で定める事項）及び生年月日をいい、法人にあっては名称及び本店又は主たる事務所の所在地をいう。以下同じ。）
二　取引を行う目的
三　当該顧客等が自然人である場合にあっては職業、当該顧客等が法人である場合にあっては事業の内容
四　当該顧客等が法人である場合において、その事業経営を実質的に支配することが可能となる関係にあるものとして主務
省令で定める者があるときにあっては、その者の本人特定事項

２　特定事業者は、顧客等との間で、特定業務のうち次の各号のいずれかに該当する取引を行うに際しては、主務省令で定め
るところにより、当該顧客等について、前項各号に掲げる事項並びに当該取引がその価額が政令で定める額を超える財産の
移転を伴う場合にあっては、資産及び収入の状況（第二条第二項第四十三号から第四十六号までに掲げる特定事業者にあっ
ては、前項第一号に掲げる事項）の確認を行わなければならない。この場合において、第一号イ又はロに掲げる取引に際し
て行う同項第一号に掲げる事項の確認は、第一号イ又はロに規定する関連取引時確認を行った際に採った当該事項の確認の
方法とは異なる方法により行うものとし、資産及び収入の状況の確認は、第八条第一項の規定による届出を行うべき場合に
該当するかどうかの判断に必要な限度において行うものとする。
　一　次のいずれかに該当する取引として政令で定めるもの
　　イ�　取引の相手方が、その取引に関連する他の取引の際に行われた前項若しくはこの項（これらの規定を第五項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）又は第四項の規定による確認（ロにおいて「関連取引時確認」という。）に係る
顧客等又は代表者等（第六項に規定する代表者等をいう。ロにおいて同じ。）になりすましている疑いがある場合にお
ける当該取引

　　ロ�　関連取引時確認が行われた際に当該関連取引時確認に係る事項を偽っていた疑いがある顧客等（その代表者等が当該
事項を偽っていた疑いがある顧客等を含む。）との取引

二　特定取引のうち、犯罪による収益の移転防止に関する制度の整備が十分に行われていないと認められる国又は地域とし
て政令で定めるもの（以下この号において「特定国等」という。）に居住し又は所在する顧客等との間におけるものその
他特定国等に居住し又は所在する者に対する財産の移転を伴うもの
三　前二号に掲げるもののほか、犯罪による収益の移転防止のために厳格な顧客管理を行う必要性が特に高いと認められる
取引として政令で定めるもの

３　第一項の規定は、当該特定事業者が他の取引の際に既に同項又は前項（これらの規定を第五項の規定により読み替えて適
用する場合を含む。）の規定による確認（当該確認について第六条の規定による確認記録の作成及び保存をしている場合に
おけるものに限る。）を行っている顧客等との取引（これに準ずるものとして政令で定める取引を含む。）であって政令で定
めるものについては、適用しない。
４　特定事業者は、顧客等について第一項又は第二項の規定による確認を行う場合において、会社の代表者が当該会社のため
に当該特定事業者との間で第一項又は第二項前段に規定する取引（以下「特定取引等」という。）を行うときその他の当該
特定事業者との間で現に特定取引等の任に当たっている自然人が当該顧客等と異なるとき（次項に規定する場合を除く。）は、
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当該顧客等の当該確認に加え、当該特定取引等の任に当たっている自然人についても、主務省令で定めるところにより、そ
の者の本人特定事項の確認を行わなければならない。
５　特定事業者との間で現に特定取引等の任に当たっている自然人が顧客等と異なる場合であって、当該顧客等が国、地方公
共団体、人格のない社団又は財団その他政令で定めるもの（以下この項において「国等」という。）であるときには、第一
項又は第二項の規定の適用については、次の表の第一欄に掲げる顧客等の区分に応じ、同表の第二欄に掲げる規定中同表の
第三欄に掲げる字句は、それぞれ同表の第四欄に掲げる字句とする。

国等（人格のない社団又
は財団を除く。）

第一項 次の各号（第二条第二項第四十三号から第四十六号
までに掲げる特定事業者にあっては、第一号）

第一号

第一項
第一号

本人特定事項 当該特定事業者との間で現に特定取引等の
任に当たっている自然人の本人特定事項

第二項 前項各号に掲げる事項並びに当該取引がその価額が
政令で定める額を超える財産の移転を伴う場合に
あっては、資産及び収入の状況（第二条第二項第
四十三号から第四十六号までに掲げる特定事業者に
あっては、前項第一号に掲げる事項）

前項第一号に掲げる事項

人格のない社団又は財団 第一項 次の各号 第一号から第三号まで

第一項
第一号

本人特定事項 当該特定事業者との間で現に特定取引等の
任に当たっている自然人の本人特定事項

第一項
第三号

当該顧客等が自然人である場合にあっては職業、当
該顧客等が法人である場合にあっては事業の内容

事業の内容

第二項 前項各号に掲げる事項並びに当該取引がその価額が
政令で定める額を超える財産の移転を伴う場合に
あっては、資産及び収入の状況

前項第一号から第三号までに掲げる事項

６　顧客等及び代表者等（前二項に規定する現に特定取引等の任に当たっている自然人をいう。以下同じ。）は、特定事業者
が第一項若しくは第二項（これらの規定を前項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第四項の規定による確
認（以下「取引時確認」という。）を行う場合において、当該特定事業者に対して、当該取引時確認に係る事項を偽っては
ならない。
（特定事業者の免責）
第五条　特定事業者は、顧客等又は代表者等が特定取引等を行う際に取引時確認に応じないときは、当該顧客等又は代表者等
がこれに応ずるまでの間、当該特定取引等に係る義務の履行を拒むことができる。
（確認記録の作成義務等）
第六条　特定事業者は、取引時確認を行った場合には、直ちに、主務省令で定める方法により、当該取引時確認に係る事項、
当該取引時確認のためにとった措置その他の主務省令で定める事項に関する記録（以下「確認記録」という。）を作成しな
ければならない。
２　特定事業者は、確認記録を、特定取引等に係る契約が終了した日その他の主務省令で定める日から、七年間保存しなけれ
ばならない。
（取引記録等の作成義務等）
第七条　特定事業者（次項に規定する特定事業者を除く。）は、特定業務に係る取引を行った場合には、少額の取引その他の
政令で定める取引を除き、直ちに、主務省令で定める方法により、顧客等の確認記録を検索するための事項、当該取引の期
日及び内容その他の主務省令で定める事項に関する記録を作成しなければならない。
２　第二条第二項第四十三号から第四十六号までに掲げる特定事業者は、特定受任行為の代理等（別表第二条第二項第四十三
号に掲げる者の項の中欄に規定する特定受任行為の代理等をいう。以下この条において同じ。）を行った場合には、その価
額が少額である財産の処分の代理その他の政令で定める特定受任行為の代理等を除き、直ちに、主務省令で定める方法によ
り、顧客等の確認記録を検索するための事項、当該特定受任行為の代理等を行った期日及び内容その他の主務省令で定める
事項に関する記録を作成しなければならない。
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３　特定事業者は、前二項に規定する記録（以下「取引記録等」という。）を、当該取引又は特定受任行為の代理等の行われ
た日から七年間保存しなければならない。
（疑わしい取引の届出等）
第八条　特定事業者（第二条第二項第四十三号から第四十六号までに掲げる特定事業者を除く。）は、取引時確認の結果その
他の事情を勘案して、特定業務において収受した財産が犯罪による収益である疑いがあり、又は顧客等が特定業務に関し組
織的犯罪処罰法第十条の罪若しくは麻薬特例法第六条の罪に当たる行為を行っている疑いがあると認められる場合において
は、速やかに、政令で定めるところにより、政令で定める事項を行政庁に届け出なければならない。
２　特定事業者（その役員及び使用人を含む。）は、前項の規定による届出（以下「疑わしい取引の届出」という。）を行おう
とすること又は行ったことを当該疑わしい取引の届出に係る顧客等又はその者の関係者に漏らしてはならない。
３　行政庁（都道府県知事又は都道府県公安委員会に限る。）は、疑わしい取引の届出を受けたときは、速やかに、当該疑わ
しい取引の届出に係る事項を主務大臣に通知するものとする。
４　行政庁（都道府県知事及び都道府県公安委員会を除く。）又は前項の主務大臣（国家公安委員会を除く。）は、疑わしい取
引の届出又は同項の通知を受けたときは、速やかに、当該疑わしい取引の届出又は通知に係る事項を国家公安委員会に通知
するものとする。
（外国為替取引に係る通知義務）
第九条　特定事業者（第二条第二項第一号から第十五号まで及び第三十号に掲げる特定事業者に限る。以下この条において同
じ。）は、顧客と本邦から外国（本邦の域外にある国又は地域をいい、政令で定める国又は地域を除く。以下この条におい
て同じ。）へ向けた支払に係る為替取引（小切手の振出しその他の政令で定める方法によるものを除く。）を行う場合におい
て、当該支払を他の特定事業者又は外国所在為替取引業者（外国に所在して業として為替取引を行う者をいう。以下この条
において同じ。）に委託するときは、当該顧客に係る本人特定事項その他の事項で主務省令で定めるものを通知して行わな
ければならない。
２　特定事業者は、他の特定事業者から前項又はこの項の規定による通知を受けて本邦から外国へ向けた支払の委託又は再委
託を受けた場合において、当該支払を他の特定事業者又は外国所在為替取引業者に再委託するときは、当該通知に係る事項
を通知して行わなければならない。
３　特定事業者は、外国所在為替取引業者からこの条の規定に相当する外国の法令の規定による通知を受けて外国から本邦へ
向けた支払又は外国から他の外国へ向けた支払の委託又は再委託を受けた場合において、当該支払を他の特定事業者又は外
国所在為替取引業者に再委託するときは、当該通知に係る事項（主務省令で定める事項に限る。）を通知して行わなければ
ならない。
４　特定事業者は、他の特定事業者から前項又はこの項の規定による通知を受けて外国から本邦へ向けた支払又は外国から他
の外国へ向けた支払の再委託を受けた場合において、当該支払を他の特定事業者又は外国所在為替取引業者に再委託すると
きは、当該通知に係る事項（主務省令で定める事項に限る。）を通知して行わなければならない。
（取引時確認等を的確に行うための措置）
第十条　特定事業者は、取引時確認、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出等の措置を的確に行うため、当該取引時確認を
した事項に係る情報を最新の内容に保つための措置を講ずるものとするほか、使用人に対する教育訓練の実施その他の必要
な体制の整備に努めなければならない。
（弁護士等による本人特定事項の確認等に相当する措置）
第十一条　弁護士等による顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認、確認記録の作成及び保存、取引記録等の作成及び保存
並びにこれらを的確に行うための措置に相当する措置については、第二条第二項第四十三号から第四十六号までに掲げる特
定事業者の例に準じて日本弁護士連合会の会則で定めるところによる。
２　第五条の規定は、前項の規定により定められた日本弁護士連合会の会則の規定により弁護士等が行う本人特定事項の確認
に相当する措置について準用する。
３　政府及び日本弁護士連合会は、犯罪による収益の移転防止に関し、相互に協力するものとする。
（捜査機関等への情報提供等）
第十二条　国家公安委員会は、疑わしい取引の届出に係る事項、第八条、この条及び次条に規定する国家公安委員会の職務に
相当する職務を行う外国の機関から提供された情報並びにこれらを整理し又は分析した結果（以下「疑わしい取引に関する
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情報」という。）が検察官、検察事務官若しくは司法警察職員又は税関職員若しくは証券取引等監視委員会の職員（以下こ
の条において「検察官等」という。）による組織的犯罪処罰法別表若しくは第二条第二項第二号イからニまでに掲げる罪、
同項第三号若しくは第四号に規定する罪、組織的犯罪処罰法第九条第一項から第三項まで、第十条若しくは第十一条の罪、
麻薬特例法第二条第二項各号に掲げる罪又は麻薬特例法第六条若しくは第七条の罪に係る刑事事件の捜査又は犯則事件の調
査に資すると認めるときは、これを検察官等に提供するものとする。
２　検察官等は、前項に規定する罪に係る刑事事件の捜査又は犯則事件の調査のため必要があると認めるときは、国家公安委
員会に対し、疑わしい取引に関する情報の記録の閲覧若しくは謄写又はその写しの送付を求めることができる。
（外国の機関への情報提供）
第十三条　国家公安委員会は、前条第一項に規定する外国の機関に対し、その職務（第八条、前条及びこの条に規定する国家
公安委員会の職務に相当するものに限る。次項において同じ。）の遂行に資すると認める疑わしい取引に関する情報を提供
することができる。
２　前項の規定による疑わしい取引に関する情報の提供については、当該疑わしい取引に関する情報が前条第一項に規定する
外国の機関の職務の遂行以外に使用されず、かつ、次項の規定による同意がなければ外国の刑事事件の捜査（その対象たる
犯罪事実が特定された後のものに限る。）又は審判（以下この条において「捜査等」という。）に使用されないよう適切な措
置がとられなければならない。
３　国家公安委員会は、外国からの要請があったときは、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、第一項の規定により提
供した疑わしい取引に関する情報を当該要請に係る刑事事件の捜査等に使用することについて同意をすることができる。
一　当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪が政治犯罪であるとき、又は当該要請が政治犯罪について捜
査等を行う目的で行われたものと認められるとき。
二　国際約束（第一項の規定による疑わしい取引に関する情報の提供に関する国際約束をいう。第五項において同じ。）に
別段の定めがある場合を除き、当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪に係る行為が日本国内において
行われたとした場合において、その行為が日本国の法令によれば罪に当たるものでないとき。
三　日本国が行う同種の要請に応ずる旨の要請国の保証がないとき。
４　国家公安委員会は、前項の同意をする場合においては、あらかじめ、同項第一号及び第二号に該当しないことについて法
務大臣の確認を、同項第三号に該当しないことについて外務大臣の確認を、それぞれ受けなければならない。
５　第一項の規定による疑わしい取引に関する情報の提供が、疑わしい取引に関する情報を使用することができる外国の刑事
事件の捜査等（政治犯罪についての捜査等以外の捜査等に限る。）の範囲を定めた国際約束に基づいて行われたときは、そ
の範囲内における当該疑わしい取引に関する情報の使用については、第三項の同意があるものとみなす。
（報告）
第十四条　行政庁は、この法律の施行に必要な限度において、特定事業者に対しその業務に関して報告又は資料の提出を求め
ることができる。
（立入検査）
第十五条　行政庁は、この法律の施行に必要な限度において、当該職員に特定事業者の営業所その他の施設に立ち入らせ、帳
簿書類その他の物件を検査させ、又はその業務に関し関係人に質問させることができる。
２　前項の規定により立入検査をする当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提
示しなければならない。
３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。
４　第一項の規定は、特定事業者である日本銀行については、適用しない。
（指導等）
第十六条　行政庁は、この法律に定める特定事業者による措置の適正かつ円滑な実施を確保するため必要があると認めるとき
は、特定事業者に対し、必要な指導、助言及び勧告をすることができる。
（是正命令）
第十七条　行政庁は、特定事業者がその業務に関して第四条第一項若しくは第二項（これらの規定を同条第五項の規定により
読み替えて適用する場合を含む。）若しくは第四項、第六条、第七条、第八条第一項若しくは第二項又は第九条の規定に違
反していると認めるときは、当該特定事業者に対し、当該違反を是正するため必要な措置をとるべきことを命ずることがで
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きる。
（国家公安委員会の意見の陳述）
第十八条　国家公安委員会は、特定事業者がその業務に関して前条に規定する規定に違反していると認めるときは、行政庁（都
道府県公安委員会を除く。以下この条において同じ。）に対し、当該特定事業者に対し前条の規定による命令を行うべき旨
又は他の法令の規定により当該違反を理由として業務の停止その他の処分を行うことができる場合にあっては、当該特定事
業者に対し当該処分を行うべき旨の意見を述べることができる。
２　国家公安委員会は、前項の規定により意見を述べるため必要な限度において、特定事業者に対しその業務に関して報告若
しくは資料の提出を求め、又は相当と認める都道府県警察に必要な調査を行うことを指示することができる。
３　前項の指示を受けた都道府県警察の警視総監又は道府県警察本部長は、同項の調査を行うため特に必要があると認められ
るときは、あらかじめ国家公安委員会の承認を得て、当該職員に、特定事業者の営業所その他の施設に立ち入らせ、帳簿書
類その他の物件を検査させ、又はその業務に関し関係人に質問させることができる。この場合においては、第十五条第二項
から第四項までの規定を準用する。
４　国家公安委員会は、前項の承認をしようとするときは、あらかじめ、行政庁（行政庁が都道府県知事である場合にあって
は、主務大臣を経由して当該都道府県知事）にその旨を通知しなければならない。
５　前項の通知を受けた行政庁は、政令で定めるところにより、国家公安委員会に対し、第十五条第一項の規定による権限の
行使と第三項の規定による都道府県警察の権限の行使との調整を図るため必要な協議を求めることができる。この場合にお
いて、国家公安委員会は、その求めに応じなければならない。
（主務省令への委任）
第十九条　この法律に定めるもののほか、この法律を実施するため必要な事項は、主務省令で定める。
（経過措置）
第二十条　この法律の規定に基づき政令又は主務省令を制定し、又は改廃する場合においては、その政令又は主務省令で、そ
の制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定
めることができる。
（行政庁等）
第二十一条　この法律における行政庁は、次の各号に掲げる特定事業者の区分に応じ、当該特定事業者に係る事項に関して、
それぞれ当該各号に定める者とする。
一　第二条第二項第一号から第三号まで、第六号、第七号、第十七号から第十九号まで、第二十一号から第二十五号まで、
第二十七号から第三十号まで及び第四十五号に掲げる特定事業者　内閣総理大臣
二　第二条第二項第四号及び第五号に掲げる特定事業者　内閣総理大臣及び厚生労働大臣
三　第二条第二項第八号及び第九号に掲げる特定事業者　農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）第九十八条第
一項に規定する行政庁
四　第二条第二項第十号から第十三号まで及び第二十号に掲げる特定事業者　水産業協同組合法（昭和二十三年法律第
二百四十二号）第百二十七条第一項に規定する行政庁
五　第二条第二項第十四号に掲げる特定事業者　農林水産大臣及び内閣総理大臣
六　第二条第二項第十五号に掲げる特定事業者　株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律第七十四号）第五十六条第
二項に規定する主務大臣
七　第二条第二項第十六号に掲げる特定事業者　株式会社日本政策投資銀行法（平成十九年法律第八十五号）第二十九条第
一項に規定する主務大臣
八　第二条第二項第二十六号に掲げる特定事業者　不動産特定共同事業法第四十九条第一項に規定する主務大臣
九　第二条第二項第三十一号に掲げる特定事業者　商品先物取引法第三百五十四条第一項に規定する主務大臣
十　第二条第二項第三十二号から第三十四号までに掲げる特定事業者（次号に掲げる者を除く。）　内閣総理大臣及び法務大
臣
十一　第二条第二項第三十二号及び第三十三号に掲げる特定事業者のうち国債を取り扱う者　内閣総理大臣、法務大臣及び
財務大臣
十二　第二条第二項第三十五号に掲げる特定事業者及び同項第四十一号に掲げる特定事業者のうち顧客宛ての電話を受けて
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その内容を当該顧客に連絡し、又は顧客宛ての若しくは顧客からの電話を当該顧客が指定する電話番号に自動的に転送す
る役務を提供する業務を行う者　総務大臣
十三　第二条第二項第三十六号及び第四十六号に掲げる特定事業者　財務大臣
十四　第二条第二項第三十七号、第三十八号及び第四十号に掲げる特定事業者並びに同項第四十一号に掲げる特定事業者の
うち顧客宛ての郵便物を受け取ってこれを当該顧客に引き渡す役務を提供する業務を行う者　経済産業大臣
十五　第二条第二項第三十九号に掲げる特定事業者　宅地建物取引業法第三条第一項の免許をした国土交通大臣又は都道府
県知事（みなし宅地建物取引業者である特定事業者にあっては、国土交通大臣）
十六　第二条第二項第四十三号に掲げる特定事業者　法務大臣
十七　第二条第二項第四十四号に掲げる特定事業者　都道府県知事
２　前項の規定にかかわらず、第九条第一項に規定する特定事業者（第二条第二項第十五号に掲げる特定事業者を除く。）に
係る第九条に定める事項に関する行政庁は、前項に定める行政庁及び財務大臣とする。
３　第一項の規定にかかわらず、特定事業者のうち金融商品取引法第三十三条の二に規定する登録を受けた者が登録金融機関
業務（同法第三十三条の五第一項第三号に規定する登録金融機関業務をいう。第六項第二号において同じ。）を行う場合には、
当該登録金融機関業務に係る事項に関する行政庁は、内閣総理大臣とする。
４　第一項の規定にかかわらず、第二条第二項第四十号に掲げる特定事業者のうち古物営業法（昭和二十四年法律第百八号）
第三条第一項の許可を受けた者が同法第二条第一項の古物である貴金属等の売買の業務を行う場合及び同号に掲げる特定事
業者のうち質屋営業法（昭和二十五年法律第百五十八号）第二条第一項の許可を受けた者が同法第十九条第一項の流質物で
ある貴金属等の売却の業務を行う場合には、これらの業務に係る事項に関する行政庁は、都道府県公安委員会とする。この
場合において、道公安委員会の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、方面公安委員会に行わせることができる。
５　内閣総理大臣は、この法律による権限（金融庁の所掌に係るものに限り、政令で定めるものを除く。）を金融庁長官に委
任する。
６　金融庁長官は、前項の規定により委任された権限（第八条、第十六条及び第十七条に関するものを除く。次項において「金
融庁長官権限」という。）のうち、次に掲げる行為に係るものを証券取引等監視委員会に委任する。ただし、報告又は資料
の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。
　一　第二条第二項第二十一号及び第二十三号に掲げる特定事業者による行為
　二　登録金融機関業務に係る行為
７　金融庁長官は、政令で定めるところにより、金融庁長官権限のうち、第二条第二項第二十二号、第三十二号及び第三十三
号に掲げる特定事業者による行為（前項各号に掲げる行為を除く。）に係るものを証券取引等監視委員会に委任することが
できる。
８　前二項の場合において、証券取引等監視委員会が行う報告又は資料の提出の命令についての行政不服審査法（昭和三十七
年法律第百六十号）による不服申立ては、証券取引等監視委員会に対してのみ行うことができる。
９　この法律に規定する行政庁の権限に属する事務（この法律の規定により都道府県知事又は都道府県公安委員会の権限に属
することとされている事務を除く。）の一部は、政令で定めるところにより、都道府県知事が行うこととすることができる。
10　前各項に規定するもののほか、第八条及び第十四条から第十八条までの規定による行政庁の権限の行使に関して必要な事
項は、政令で定める。
（主務大臣等）
第二十二条　この法律における主務大臣は、次のとおりとする。
一　次のイからホまでに掲げる特定事業者の区分に応じ、当該特定事業者に係る事項（次号から第四号までに掲げる事項を
除く。）に関して、それぞれ当該イからホまでに定める大臣
イ　ロからホまでに掲げる特定事業者以外の特定事業者　前条第一項に定める行政庁である大臣
ロ　第二条第二項第八号及び第九号に掲げる特定事業者　農業協同組合法第九十八条第二項に規定する主務大臣
ハ　第二条第二項第十号から第十三号まで及び第二十号に掲げる特定事業者　水産業協同組合法第百二十七条第二項に規
定する主務大臣

ニ　第二条第二項第三十九号に掲げる特定事業者　国土交通大臣
ホ　第二条第二項第四十四号に掲げる特定事業者　総務大臣
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二　前条第二項に規定する特定事業者に係る同項に規定する事項　前号イからハまでに定める大臣及び財務大臣
三　前条第三項に規定する特定事業者に係る同項に規定する事項　内閣総理大臣
四　前条第四項に規定する特定事業者に係る同項に規定する事項　国家公安委員会
２　この法律における主務省令は、内閣総理大臣、総務大臣、法務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業
大臣及び国土交通大臣が共同で発する命令とする。
（事務の区分）
第二十三条　この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務のうち次に掲げる者に係るものは、地方自治法
（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。
一　農業協同組合法第十条第一項第三号の事業を行う農業協同組合及び農業協同組合連合会
二　水産業協同組合法第十一条第一項第四号の事業を行う漁業協同組合
三　水産業協同組合法第八十七条第一項第四号の事業を行う漁業協同組合連合会
四　水産業協同組合法第九十三条第一項第二号の事業を行う水産加工業協同組合
五　水産業協同組合法第九十七条第一項第二号の事業を行う水産加工業協同組合連合会
（罰則）
第二十四条　第十七条の規定による命令に違反した者は、二年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併
科する。
第二十五条　次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一　第十四条若しくは第十八条第二項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出を
した者
二　第十五条第一項若しくは第十八条第三項の規定による当該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、
又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

第二十六条　顧客等又は代表者等の本人特定事項を隠蔽する目的で、第四条第六項の規定に違反する行為（当該顧客等又は代
表者等の本人特定事項に係るものに限る。）をした者は、一年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併
科する。
第二十七条　他人になりすまして特定事業者（第二条第二項第一号から第十五号まで及び第三十五号に掲げる特定事業者に限
る。以下この条において同じ。）との間における預　貯金契約（別表第二条第二項第一号から第三十六号までに掲げる者の
項の下欄に規定する預貯金契約をいう。以下この項において同じ。）に係る役務の提供を受けること又はこれを第三者にさ
せることを目的として、当該預貯金契約に係る預貯金通帳、預貯金の引出用のカード、預貯金の引出し又は振込みに必要な
情報その他特定事業者との間における預貯金契約に係る役務の提供を受けるために必要なものとして政令で定めるもの（以
下この条において「預貯金通帳等」という。）を譲り受け、その交付を受け、又はその提供を受けた者は、一年以下の懲役
若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。通常の商取引又は金融取引として行われるものであることその他
の正当な理由がないのに、有償で、預貯金通帳等を譲り受け、その交付を受け、又はその提供を受けた者も、同様とする。
２　相手方に前項前段の目的があることの情を知って、その者に預貯金通帳等を譲り渡し、交付し、又は提供した者も、同項
と同様とする。通常の商取引又は金融取引として行われるものであることその他の正当な理由がないのに、有償で、預貯金
通帳等を譲り渡し、交付し、又は提供した者も、同様とする。
３　業として前二項の罪に当たる行為をした者は、三年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
４　第一項又は第二項の罪に当たる行為をするよう、人を勧誘し、又は広告その他これに類似する方法により人を誘引した者
も、第一項と同様とする。
第二十八条　他人になりすまして第二条第二項第三十号に掲げる特定事業者（以下この項において「資金移動業者」という。）
との間における為替取引により送金をし若しくは送金を受け取ること又はこれらを第三者にさせることを目的として、当該
為替取引に係る送金の受取用のカード、送金又はその受取に必要な情報その他資金移動業者との間における為替取引による
送金又はその受取に必要なものとして政令で定めるもの（以下「為替取引カード等」という。）を譲り受け、その交付を受け、
又はその提供を受けた者は、一年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。通常の商取引として
行われるものであることその他の正当な理由がないのに、有償で、為替取引カード等を譲り受け、その交付を受け、又はそ
の提供を受けた者も、同様とする。
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２　相手方に前項前段の目的があることの情を知って、その者に為替取引カード等を譲り渡し、交付し、又は提供した者も、
同項と同様とする。通常の商取引として行われるものであることその他の正当な理由がないのに、有償で、為替取引カード
等を譲り渡し、交付し、又は提供した者も、同様とする。
３　業として前二項の罪に当たる行為をした者は、三年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
４　第一項又は第二項の罪に当たる行為をするよう、人を勧誘し、又は広告その他これに類似する方法により人を誘引した者
も、第一項と同様とする。
第二十九条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して次の各号
に掲げる規定の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に
対して各本条の罰金刑を科する。
一　第二十四条　三億円以下の罰金刑
二　第二十五条　二億円以下の罰金刑
三　第二十六条　同条の罰金刑
（金融商品取引法の準用）
第三十条　金融商品取引法第九章の規定は、第二十一条第六項各号に掲げる行為に係る第二十六条及び前条第三号に規定する
罪の事件について準用する。
附　則　　［略］

別表（第四条関係）

第二条第二項第一号から第
三十六号までに掲げる者

金融に関する業務その他の政令で定める業務 預貯金契約（預金又は貯金の受入れを内容とする契約
をいう。）の締結、為替取引その他の政令で定める取引

第二条第二項第三十七号に
掲げる者

同号に規定する業務 同号に規定する物品の賃貸借契約の締結その他の政令
で定める取引

第二条第二項第三十八号に
掲げる者

同号に規定する業務 クレジットカード等の交付又は付与を内容とする契約
の締結その他の政令で定める取引

第二条第二項第三十九号に
掲げる者

宅地建物取引業のうち、宅地（宅地建物取引業
法第二条第一号に規定する宅地をいう。以下こ
の表において同じ。）若しくは建物（建物の一
部を含む。以下この表において同じ。）の売買
又はその代理若しくは媒介に係るもの

宅地又は建物の売買契約の締結その他の政令で定める
取引

第二条第二項第四十号に掲
げる者

貴金属等の売買の業務 貴金属等の売買契約の締結その他の政令で定める取引

第二条第二項第四十一号に
掲げる者

同号に規定する業務 同号に規定する役務の提供を行うことを内容とする契
約の締結その他の政令で定める取引

第二条第二項第四十三号に
掲げる者

司法書士法（昭和二十五年法律第百九十七号）
第三条若しくは第二十九条に定める業務又はこ
れらに付随し、若しくは関連する業務のうち、
顧客のためにする次に掲げる行為又は手続（政
令で定めるものを除く。）についての代理又は
代行（以下この表において「特定受任行為の代
理等」という。）に係るもの
一�　宅地又は建物の売買に関する行為又は手続
二�　会社の設立又は合併に関する行為又は手続
その他の政令で定める会社の組織、運営又は
管理に関する行為又は手続（会社以外の法人、
組合又は信託であって政令で定めるものに係
るこれらに相当するものとして政令で定める
行為又は手続を含む。）

三�　現金、預金、有価証券その他の財産の管理
又は処分（前二号に該当するものを除く。）

特定受任行為の代理等を行うことを内容とする契約の
締結その他の政令で定める取引
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第二条第二項第四十四号に
掲げる者

行政書士法（昭和二十六年法律第四号）第一条
の二、第一条の三若しくは第十三条の六に定め
る業務又はこれらに付随し、若しくは関連する
業務のうち、特定受任行為の代理等に係るもの

特定受任行為の代理等を行うことを内容とする契約の
締結その他の政令で定める取引

第二条第二項第四十五号に
掲げる者

公認会計士法第二条第二項若しくは第三十四条
の五第一号に定める業務又はこれらに付随し、
若しくは関連する業務のうち、特定受任行為の
代理等に係るもの

特定受任行為の代理等を行うことを内容とする契約の
締結その他の政令で定める取引

第二条第二項第四十六号に
掲げる者

税理士法（昭和二十六年法律第二百三十七号）
第二条若しくは第四十八条の五に定める業務又
はこれらに付随し、若しくは関連する業務のう
ち、特定受任行為の代理等に係るもの

特定受任行為の代理等を行うことを内容とする契約の
締結その他の政令で定める取引
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　政府は、本法施行に当たり、次の事項について十分配慮すべきである。

一　警察の特定事業者に対する報告徴収・立入り検査については、本来の目的を超え、濫用されることがないようにすること。
また、一般国民への不当な権利侵害がないよう、留意すること。
　　さらに、警察の行政庁に対する意見陳述については、本来の目的を超え、濫用されることがないようにすること。
二　犯罪による収益の移転防止のための制度に係る今後の検討については、本法において士業等特定事業者が「疑わしい取引」
の届出義務の対象外とされている趣旨に鑑み、これらの事業者が有する自治の原則または守秘義務の遵守等に十分に配慮す
ること。また検討状況の公開が逐次行われること。
三　「疑わしい取引」については、政令で定める事項を行政庁に届け出ることとなっているが、これら判断の要件が明確でな
い場合、士業を除く特定事業者はその判断に窮し、正当な取引を含めて膨大な記録の保存・報告を余儀なくされるおそれが
ある。「疑わしい取引」の判断要件をできるかぎり明定するとともに、広く周知させること。また政省令等の規定に当たっ
ては、特定事業者の意見を十分に取り入れること。
四　本人確認・取引記録の保存が特定事業者の業務等に負担とならないよう配慮すること。
五　法施行に当たっては、職務上の守秘義務を有するいわゆる士業等特定事業者に十分配慮した運用がなされること。
六　届出情報の整理・分析を国家公安委員会が行うにあたっては、外部に対する情報の漏洩等が発生しないよう特に留意する
こと。また内閣官房情報セキュリティセンターが平成十八年に実施した「府省庁の情報セキュリティ対策の実施状況に関す
る重点検査及び評価結果」における警察庁に対する評価結果に鑑み、情報セキュリティ対策の早急な改善と情報管理の徹底
を図ること。

（平成十九年三月二十九日　参議院内閣委員会）

　政府は、本法の施行に当たり、次の事項について万全を期すべきである。

一、犯罪による収益の移転防止及びテロ資金対策においては、国際的な連携を十分に図ること。また、金融活動作業部会（FATF）
等におけるルール作りにおいては、我が国の国情を踏まえつつ、主体的な役割を果たすことができるよう体制を整えること。
二、本法による措置の実施に当たっては、国民及び特定事業者に過度な負担を負わせ、その結果、健全な経済活動を萎縮させ
ることがないよう十分配慮すること。
三、本法により新たに疑わしい取引の届出を行うこととなる特定事業者に対し、疑わしい取引の判断要件をできる限り明確に
示すこと。
四、本法において疑わしい取引の届出が義務付けられていない、いわゆる士業等特定事業者が、疑わしい取引と認識して自ら
届出を行った場合については、免責を受けることを可能とする等、守秘義務との両立を図ることができるような措置を検討
すること。
五、疑わしい取引の届出に係る情報の取扱いについては、特定事業者から届出を受ける行政庁はもとより、当該情報その他の
犯罪による収益に関する情報の集約、整理及び分析を行う国家公安委員会において、外部への漏洩等が発生しないよう、情
報管理の徹底等に十分留意すること。
六、国家公安委員会が金融情報機関（FIU）としての機能を十分発揮できるよう、金融庁のノウハウを活用するほか、情報の
集約、整理及び分析に当たる人材の育成等体制整備を図ること。
七、国家公安委員会による行政庁への意見陳述及び都道府県警察による特定事業者への立入検査等については、本来の目的を
超え、濫用されることがないようにすること。また、一般国民への不当な権利侵害がないよう留意すること。
八、本法の施行状況等を勘案して行われる犯罪による収益の移転防止のための制度の検討に当たっては、士業等特定事業者が
有する自治の原則又は守秘義務の遵守、並びにこれらの事業者が疑わしい取引の届出の対象とされていない趣旨等に十分配
慮すること。

犯罪による収益の移転防止に関する法律案に対する附帯決議

犯罪による収益の移転防止に関する法律案に対する附帯決議
（平成十九年三月二十三日　衆議院内閣委員会）
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（定義）
第一条　この政令において、「犯罪による収益」、「特定事業者」、「顧客等」、「代表者等」、「取引時確認」、「疑わしい取引の届出」
又は「特定受任行為の代理等」とは、犯罪による収益の移転防止に関する法律（以下「法」という。）第二条各項、第四条
第六項、第八条第二項又は別表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項に規定する犯罪による収益、特定事業者、顧客等、
代表者等、取引時確認、疑わしい取引の届出又は特定受任行為の代理等をいう。
（法第二条第二項第二十九号に規定する政令で定める者）
第二条　法第二条第二項第二十九号に規定する政令で定める者は、貸金業法施行令（昭和五十八年政令第百八十一号）第一条
の二第三号に掲げる者とする。
（法第二条第二項第三十七号に規定する政令で定める賃貸）
第三条　法第二条第二項第三十七号に規定する政令で定める賃貸は、次の要件を満たす賃貸とする。
一　賃貸に係る契約が、当該賃貸の期間の中途においてその解除をすることができないものであること又はこれに準ずるも
のとして主務省令で定めるものであること。
二　賃貸を受ける者が当該賃貸に係る機械類その他の物品の使用からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することが
でき、かつ、当該物品の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこととされているものであること。
（貴金属等）
第四条　法第二条第二項第四十号に規定する政令で定める貴金属は、金、白金、銀及びこれらの合金とする。
２　法第二条第二項第四十号に規定する政令で定める宝石は、ダイヤモンドその他の貴石、半貴石及び真珠とする。
（顧客に準ずる者）
第五条　法第二条第三項に規定する顧客に準ずる者として政令で定める者は、信託の受益者（勤労者財産形成促進法（昭和
四十六年法律第九十二号）第六条第一項に規定する勤労者財産形成貯蓄契約、同条第二項に規定する勤労者財産形成年金貯
蓄契約及び同条第四項に規定する勤労者財産形成住宅貯蓄契約（以下「勤労者財産形成貯蓄契約等」という。）、同法第六条
の二第一項に規定する勤労者財産形成給付金契約（以下単に「勤労者財産形成給付金契約」という。）、同法第六条の三第一
項に規定する勤労者財産形成基金契約（以下単に「勤労者財産形成基金契約」という。）、確定給付企業年金法（平成十三年
法律第五十号）第六十五条第三項に規定する資産管理運用契約、企業年金基金が同法第六十六条第一項の規定により締結す
る同法第六十五条第一項各号に掲げる契約及び同法第六十六条第二項に規定する信託の契約（以下「資産管理運用契約等」
という。）、社債、株式等の振替に関する法律（平成十三年法律第七十五号）第五十一条第一項の規定により締結する加入者
保護信託契約、確定拠出年金法（平成十三年法律第八十八号）第八条第二項に規定する資産管理契約（以下単に「資産管理
契約」という。）その他主務省令で定める契約に係るものを除く。）とする。
（金融機関等の特定業務）
第六条　法別表第二条第二項第一号から第三十六号までに掲げる者の項に規定する政令で定める業務は、次の各号に掲げる特
定事業者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める業務とする。
一　法第二条第二項第一号から第七号まで及び第十四号から第二十号までに掲げる特定事業者、同項第二十一号に掲げる特
定事業者（第七号に掲げる者を除く。）並びに同項第二十二号、第二十四号、第二十七号、第三十二号及び第三十四号に
掲げる特定事業者　当該特定事業者が行う業務
二　法第二条第二項第八号及び第九号に掲げる特定事業者　農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）第十条第一
項第二号に掲げる事業（当該特定事業者が同項第三号に掲げる事業を併せ行う場合に限る。）、同項第三号に掲げる事業（こ
れらの事業に附帯する事業を含む。）若しくは同項第十号に掲げる事業（当該事業に附帯する事業を含む。）又は同条第六
項若しくは第七項に規定する事業に係る業務
三　法第二条第二項第十号に掲げる特定事業者　水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）第十一条第一項第
三号に掲げる事業（当該特定事業者が同項第四号に掲げる事業を併せ行う場合に限る。）、同項第四号に掲げる事業（これ
らの事業に附帯する事業を含む。）若しくは同項第十一号に掲げる事業（当該事業に附帯する事業を含む。）又は同条第三
項から第五項までに規定する事業に係る業務
四　法第二条第二項第十一号に掲げる特定事業者　水産業協同組合法第八十七条第一項第三号に掲げる事業（当該特定事業
者が同項第四号に掲げる事業を併せ行う場合に限る。）若しくは同項第四号に掲げる事業（これらの事業に附帯する事業
を含む。）又は同条第四項から第六項までに規定する事業に係る業務

犯罪による収益の移転防止に関する法律施行令
（平成二十年政令第二十号）
（平成二十五年四月一日現在において施行されているもの）
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五　法第二条第二項第十二号に掲げる特定事業者　水産業協同組合法第九十三条第一項第一号に掲げる事業（当該特定事業
者が同項第二号に掲げる事業を併せ行う場合に限る。）、同項第二号に掲げる事業（これらの事業に附帯する事業を含む。）
若しくは同項第六号の二に掲げる事業（当該事業に附帯する事業を含む。）又は同条第二項から第四項までに規定する事
業に係る業務
六　法第二条第二項第十三号に掲げる特定事業者　水産業協同組合法第九十七条第一項第一号に掲げる事業（当該特定事業
者が同項第二号に掲げる事業を併せ行う場合に限る。）若しくは同項第二号に掲げる事業（これらの事業に附帯する事業
を含む。）又は同条第三項から第五項までに規定する事業に係る業務
七　法第二条第二項第二十一号に掲げる特定事業者（金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二十八条第一項に
規定する第一種金融商品取引業又は同条第四項に規定する投資運用業を行う者を除く。）　金融商品取引法第二十八条第二
項に規定する第二種金融商品取引業又は同条第三項に規定する投資助言・代理業に係る業務
八　法第二条第二項第二十三号に掲げる特定事業者　金融商品取引法第六十三条第二項に規定する適格機関投資家等特例業
務
九　法第二条第二項第二十五号に掲げる特定事業者　信託法（平成十八年法律第百八号）第三条第三号に掲げる方法によっ
てする信託に係る事務に関する業務
十　法第二条第二項第二十六号に掲げる特定事業者　不動産特定共同事業法（平成六年法律第七十七号）第二条第四項に規
定する不動産特定共同事業に係る業務
十一　法第二条第二項第二十八号に掲げる特定事業者　貸金業法（昭和五十八年法律第三十二号）第二条第一項に規定する
貸金業に係る業務
十二　法第二条第二項第二十九号に掲げる特定事業者　貸金業法第二条第一項本文に規定する貸付けの業務
十三　法第二条第二項第三十号に掲げる特定事業者　資金決済に関する法律（平成二十一年法律第五十九号）第二条第二項
に規定する資金移動業に係る業務
十四　法第二条第二項第三十一号に掲げる特定事業者　商品先物取引法（昭和二十五年法律第二百三十九号）第二条第
二十二項に規定する商品先物取引業に係る業務
十五　法第二条第二項第三十三号に掲げる特定事業者　社債、株式等の振替に関する法律第四十五条第一項に規定する振替
業
十六　法第二条第二項第三十五号に掲げる特定事業者　独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法（平成十七年法律
第百一号）第十三条第一項各号に掲げる業務又は同法附則第二条第一項各号に掲げる業務
十七　法第二条第二項第三十六号に掲げる特定事業者　同号に規定する両替業務
（金融機関等の特定取引）
第七条　次の各号に掲げる法の規定に規定する政令で定める取引は、当該各号に定める取引（犯罪による収益の移転に利用さ
れるおそれがない取引として主務省令で定めるものを除く。）とする。
一　法別表第二条第二項第一号から第三十六号までに掲げる者の項　次のいずれかに該当する取引
　　イ　預金又は貯金の受入れを内容とする契約の締結
　　ロ�　定期積金等（銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）第二条第四項に規定する定期積金等をいう。）の受入れを内容

とする契約の締結
　　ハ�　信託（受益権が金融商品取引法第二条第一項に規定する有価証券に表示される権利（同項第十二号から第十四号まで

に掲げる受益証券に表示される権利を除く。）又は同条第二項の規定により有価証券とみなされる権利（同項第一号及
び第二号に掲げるものを除く。）である信託及び担保付社債信託法（明治三十八年法律第五十二号）第二条第一項に規
定する信託契約に係る信託を除く。以下この条において同じ。）に係る契約の締結

　　ニ�　信託行為、信託法第八十九条第一項に規定する受益者指定権等の行使、信託の受益権の譲渡その他の行為による信託
の受益者との間の法律関係の成立（リに規定する行為に係るものを除く。）

　　ホ�　保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第一項に規定する保険業を行う者が保険者となる保険契約の締結
　　ヘ�　農業協同組合法第十条第一項第十号又は水産業協同組合法第十一条第一項第十一号、第九十三条第一項第六号の二若

しくは第百条の二第一項第一号に規定する共済に係る契約（以下「共済に係る契約」という。）の締結
　　ト�　保険業法第二条第一項に規定する保険業を行う者が保険者となる保険契約若しくは郵政民営化法等の施行に伴う関係
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法律の整備等に関する法律（平成十七年法律第百二号）第二条の規定による廃止前の簡易生命保険法（昭和二十四年法
律第六十八号）第三条に規定する簡易生命保険契約（チにおいて「保険契約」という。）又は共済に係る契約に基づく
年金（人の生存を事由として支払が行われるものに限る。）、満期保険金、満期返戻金、解約返戻金又は満期共済金の支
払（勤労者財産形成貯蓄契約等、勤労者財産形成給付金契約、勤労者財産形成基金契約、資産管理運用契約等及び資産
管理契約に基づくものを除く。）

　　チ�　保険契約又は共済に係る契約の契約者の変更
　　リ�　金融商品取引法第二条第八項第一号から第六号まで若しくは第十号に掲げる行為又は同項第七号から第九号までに掲

げる行為により顧客等に有価証券（同条第一項に規定する有価証券又は同条第二項の規定により有価証券とみなされる
権利をいう。以下同じ。）を取得させる行為を行うことを内容とする契約の締結

　　ヌ�　金融商品取引法第二十八条第三項各号又は第四項各号に掲げる行為を行うことを内容とする契約の締結（当該契約に
より金銭の預託を受けない場合を除く。）

　　ル�　有価証券の貸借又はその媒介若しくは代理を行うことを内容とする契約の締結
　　ヲ�　無尽業法（昭和六年法律第四十二号）第一条に規定する無尽に係る契約の締結
　　ワ�　不動産特定共同事業法第二条第三項に規定する不動産特定共同事業契約の締結又はその代理若しくは媒介
　　カ�　金銭の貸付け又は金銭の貸借の媒介（手形の割引、売渡担保その他これらに類する方法によってする金銭の交付又は

当該方法によってする金銭の授受の媒介を含む。）を内容とする契約の締結
　　ヨ�　商品先物取引法第二条第二十二項各号に掲げる行為を行うことを内容とする契約の締結
　　タ�　現金、持参人払式小切手（小切手法（昭和八年法律第五十七号）第五条第一項第三号に掲げる持参人払式として振り

出された小切手又は同条第二項若しくは第三項の規定により持参人払式小切手とみなされる小切手をいい、同法第
三十七条第一項に規定する線引がないものに限る。）、自己宛小切手（同法第六条第三項の規定により自己宛に振り出さ
れた小切手をいい、同法第三十七条第一項に規定する線引がないものに限る。以下タにおいて同じ。）又は無記名の公
社債（所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第二条第一項第九号に掲げる公社債をいう。）の本券若しくは利札の受
払いをする取引（本邦通貨と外国通貨の両替並びに旅行小切手の販売及び買取りを除く。）であって、当該取引の金額
が二百万円（現金の受払いをする取引で為替取引又は自己宛小切手の振出しを伴うものにあっては、十万円）を超える
もの

　　レ�　他の特定事業者（法第二条第二項第一号から第十五号まで及び第三十号に掲げる特定事業者に限る。）が行う為替取
引（当該他の特定事業者がソに規定する契約に基づき行うものを除く。）のために行う現金の支払を伴わない預金又は
貯金の払戻しであって、当該払戻しの金額が十万円を超えるもの

　　ソ�　イに掲げる取引を行うことなく為替取引又は自己宛小切手（小切手法第六条第三項の規定により自己宛に振り出され
た小切手をいう。）の振出しを継続的に又は反復して行うことを内容とする契約の締結

　　ツ�　貸金庫の貸与を行うことを内容とする契約の締結
　　ネ�　社債、株式等の振替に関する法律第十二条第一項又は第四十四条第一項の規定による社債等の振替を行うための口座

の開設を行うことを内容とする契約の締結
　　ナ�　電子記録債権法（平成十九年法律第百二号）第七条第一項の規定による電子記録を行うことを内容とする契約の締結
　　ラ�　保護預りを行うことを内容とする契約の締結
　　ム�　二百万円を超える本邦通貨と外国通貨の両替又は二百万円を超える旅行小切手の販売若しくは買取り
　　ウ�　外国銀行（銀行法第十条第二項第八号に規定する外国銀行をいう。）の業務の代理又は媒介として行うイ、ロ、カ若

しくはソに掲げる取引（ソに掲げる取引にあっては、為替取引に係るものに限る。）又はイ、ロ、カ若しくはソに規定
する契約（ソに規定する契約にあっては、為替取引に係るものに限る。）に基づく取引

二　法別表第二条第二項第三十七号に掲げる者の項　同項に規定する賃貸借契約の締結
三　法別表第二条第二項第三十八号に掲げる者の項　同項に規定する契約の締結
四　法別表第二条第二項第三十九号に掲げる者の項　同項に規定する売買契約の締結又はその代理若しくは媒介
五　法別表第二条第二項第四十号に掲げる者の項　その代金の額が二百万円を超える貴金属等（法第二条第二項第四十号に
規定する貴金属等をいう。以下同じ。）の売買契約の締結
六　法別表第二条第二項第四十一号に掲げる者の項　同項に規定する契約の締結
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２　特定事業者が前項第一号ハ又はニに掲げる取引を行う場合において、信託の受益者が特定されていないとき若しくは存在
しないとき、信託の受益者が受益の意思表示をしていないとき又は信託の受益者の受益権に停止条件若しくは期限が付され
ているときは、特定事業者が当該受益者の特定若しくは存在、当該受益の意思表示又は当該停止条件の成就若しくは当該期
限の到来を知った時に当該受益者について同号ニに規定する法律関係が成立したものとみなして、同号ニの規定を適用する。
（司法書士等の特定業務）
第八条　法別表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項の中欄各号列記以外の部分に規定する政令で定めるものは、次に掲げ
るものとする。
一　租税の納付
二　罰金、科料、追徴に係る金銭又は保釈に係る保証金の納付
三　過料の納付
四　成年後見人、保険業法第二百四十二条第二項又は第四項の規定により選任される保険管理人その他法律の規定により人
又は法人のために当該人又は法人の財産の管理又は処分を行う者として裁判所又は主務官庁により選任される者がその職
務として行う当該人又は法人の財産の管理又は処分

２　法別表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項の中欄第二号に規定する政令で定める会社の組織、運営又は管理に関する
行為又は手続は、次の各号に掲げる会社の区分に応じ、当該各号に定める事項に関する行為又は手続とする。
一　株式会社　次のいずれかの事項
　　イ　設立
　　ロ　組織変更、合併、会社分割、株式交換又は株式移転
　　ハ　定款の変更
　　ニ　取締役若しくは執行役の選任又は代表取締役若しくは代表執行役の選定
二　持分会社　次のいずれかの事項
　　イ　設立
　　ロ　組織変更、合併又は合同会社にあっては、会社分割
　　ハ　定款の変更
　　ニ　業務を執行する社員又は持分会社を代表する社員の選任
３　法別表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項の中欄第二号に規定する会社以外の法人、組合又は信託であって政令で定
めるものは、次に掲げるものとする。
一　投資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法律第百九十八号）第二条第十二項に規定する投資法人
二　特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人
三　資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百五号）第二条第三項に規定する特定目的会社
四　一般社団法人又は一般財団法人
五　民法（明治二十九年法律第八十九号）第六百六十七条に規定する組合契約によって成立する組合
六　商法（明治三十二年法律第四十八号）第五百三十五条に規定する匿名組合契約によって成立する匿名組合
七　投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成十年法律第九十号）第二条第二項に規定する投資事業有限責任組合
八　有限責任事業組合契約に関する法律（平成十七年法律第四十号）第二条に規定する有限責任事業組合
九　信託法第二条第十二項に規定する限定責任信託
４　法別表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項の中欄第二号に規定する政令で定める行為又は手続は、次の各号に掲げる
区分に応じ、当該各号に定める事項に関する行為又は手続とする。
一　前項第一号に掲げる法人　次のいずれかの事項
　　イ　設立
　　ロ　合併
　　ハ　規約の変更
　　ニ　執行役員の選任
二　前項第二号に掲げる法人　次のいずれかの事項
　　イ　設立
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　　ロ　合併
　　ハ　定款の変更
　　ニ　理事の選任
三　前項第三号に掲げる法人　次のいずれかの事項
　　イ　設立
　　ロ　定款の変更
　　ハ　取締役の選任又は代表取締役の選定
四　前項第四号に掲げる法人　次のいずれかの事項
　　イ　設立
　　ロ　合併
　　ハ　定款の変更
　　ニ　理事の選任又は代表理事の選定
　　ホ�　特例民法法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十八年法律第五十号）第四十二条第二項に規定する特例民法法人
をいう。）にあっては、同法第四十四条又は第四十五条の規定による公益社団法人若しくは公益財団法人又は通常の一
般社団法人若しくは一般財団法人への移行

五　前項第五号から第八号までに掲げる組合　組合契約の締結又は変更
六　前項第九号に掲げる信託　次のいずれかの事項
　　イ　信託行為
　　ロ　信託の変更、併合又は分割
　　ハ　受託者の変更
（司法書士等の特定取引）
第九条　法別表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項から第二条第二項第四十六号に掲げる者の項までに規定する政令で定
める取引は、特定受任行為の代理等（同表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項の中欄第三号に掲げる財産の管理又は処
分に係る特定受任行為の代理等にあっては、当該財産の価額が二百万円以下のものを除く。）を行うことを内容とする契約
の締結（犯罪による収益の移転に利用されるおそれがない取引として主務省令で定めるものを除く。）とする。　
（法第四条第一項第一号に規定する政令で定める外国人）
第十条　法第四条第一項第一号に規定する本邦内に住居を有しない外国人で政令で定めるものは、本邦に在留する外国人で
あって、その所持する旅券（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）第二条第五号に掲げる旅券をい
う。）又は乗員手帳（出入国管理及び難民認定法第二条第六号に掲げる乗員手帳をいう。）の記載によって当該外国人のその
属する国における住居を確認することができないものとする。
（法第四条第二項に規定する政令で定める額）
第十一条　法第四条第二項に規定する政令で定める額は、二百万円とする。
（厳格な顧客管理を行う必要性が特に高いと認められる取引等）
第十二条　法第四条第二項第一号に規定する政令で定める取引は、その締結が同条第一項に規定する特定取引に該当すること
となる契約に基づく取引であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。
一　その取引の相手方が当該契約の締結に際して行われた取引時確認（当該契約の締結が他の取引の際に既に取引時確認を
行っている顧客等との間で行う取引であるため法第四条第三項の規定により同条第一項の規定を適用しないこととされる
取引に該当する場合にあっては、当該取引時確認。次号において「契約時確認」という。）に係る顧客等又は代表者等に
なりすましている疑いがある場合における当該取引
二　契約時確認が行われた際に当該契約時確認に係る事項を偽っていた疑いがある顧客等（その代表者等が当該事項を偽っ
ていた疑いがある顧客等を含む。）との間で行う取引

２　法第四条第二項第二号に規定する政令で定める国又は地域は、次に掲げるとおりとする。
一　イラン
二　北朝鮮
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（既に確認を行っている顧客等との取引に準ずる取引等）
第十三条��法第四条第三項に規定する顧客等との取引に準ずるものとして政令で定める取引は、次の各号のいずれかに該当す
る取引とする。
一　当該特定事業者が他の特定事業者に委託して行う第七条第一項第一号に定める取引であって、当該他の特定事業者が他
の取引の際に既に取引時確認（当該他の特定事業者が当該取引時確認について法第六条の規定による確認記録（同条第一
項に規定する確認記録をいう。次号において同じ。）の作成及び保存をしている場合におけるものに限る。）を行っている
顧客等との間で行うもの��

二　当該特定事業者が合併、事業譲渡その他これらに準ずるものにより他の特定事業者の事業を承継した場合における当該
他の特定事業者が他の取引の際に既に取引時確認を行っている顧客等との間で行う取引（当該他の特定事業者が当該特定
事業者に対し当該取引時確認について法第六条第一項の規定により作成した確認記録を引き継ぎ、当該特定事業者が当該
確認記録の保存をしている場合におけるものに限る。）

２　法第四条第三項に規定する政令で定めるものは、当該特定事業者（前項第一号に掲げる取引にあっては、同号に規定する
他の特定事業者）が、主務省令で定めるところにより、その顧客等が既に取引時確認を行っている顧客等であることを確か
める措置をとった取引（当該取引の相手方が当該取引時確認に係る顧客等又は代表者等になりすましている疑いがあるもの
及び当該取引時確認が行われた際に当該取引時確認に係る事項を偽っていた疑いがある顧客等（その代表者等が当該事項を
偽っていた疑いがある顧客等を含む。）との間で行うものを除く。）とする。
（法第四条第五項に規定する政令で定めるもの）
第十四条　法第四条第五項に規定する政令で定めるものは、次に掲げるものとする。
一　独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人
二　国又は地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの二分の一以上を出資している法人（前号、次号及び
第五号に掲げるものを除く。）
三　外国政府、外国の政府機関、外国の地方公共団体、外国の中央銀行又は我が国が加盟している国際機関
四　勤労者財産形成貯蓄契約等を締結する勤労者
五　金融商品取引法施行令（昭和四十年政令第三百二十一号）第二十七条の二各号に掲げる有価証券（金融商品取引法第
六十七条の十八第四号に規定する取扱有価証券に該当するものを除く。）の発行者
六　前各号に掲げるものに準ずるものとして主務省令で定めるもの
（少額の取引等）
第十五条　法第七条第一項に規定する政令で定める取引は、次に掲げるものとする。
一　財産移転（財産に係る権利の移転及び財産の占有の移転をいう。以下この条において同じ。）を伴わない取引
二　その価額が一万円以下の財産の財産移転に係る取引
三　前号に掲げるもののほか、次のイ又はロに掲げる特定事業者の区分に応じ、当該イ又はロに定める取引
　　イ�　法第二条第二項第一号から第三十六号までに掲げる特定事業者　二百万円以下の本邦通貨間の両替又は二百万円以下

の本邦通貨と外国通貨の両替若しくは二百万円以下の旅行小切手の販売若しくは買取り
　　ロ�　法第二条第二項第四十号に掲げる特定事業者　その代金の額が二百万円以下の貴金属等の売買
四　前三号に掲げるもののほか、財産移転を把握するために法第七条第一項に規定する記録を作成する必要がない取引とし
て主務省令で定めるもの

２　法第七条第二項に規定する政令で定める特定受任行為の代理等は、次に掲げるものとする。
一　法別表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項の中欄第三号に掲げる財産の管理又は処分に係る特定受任行為の代理等
のうち、当該財産の価額が二百万円以下のもの
二　前号に掲げるもののほか、財産移転を把握するために法第七条第二項に規定する記録を作成する必要がない特定受任行
為の代理等として主務省令で定めるもの
（疑わしい取引の届出の方法等）
第十六条　疑わしい取引の届出をしようとする特定事業者は、文書その他主務省令で定める方法により、主務省令で定める様
式に従って、疑わしい取引の届出をしなければならない。
２　法第八条第一項に規定する政令で定める事項は、次に掲げる事項とする。
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一　疑わしい取引の届出を行う特定事業者の名称及び所在地
二　疑わしい取引の届出の対象となる取引（以下この項において「対象取引」という。）が発生した年月日及び場所
三　対象取引が発生した業務の内容
四　対象取引に係る財産の内容
五　特定事業者において知り得た対象取引に係る法第四条第一項各号に掲げる事項
六　疑わしい取引の届出を行う理由
七　その他主務省令で定める事項
（通知義務の対象とならない外国為替取引の方法）
第十七条　法第九条第一項に規定する政令で定める方法は、小切手又は手形の振出しその他これらに準ずるものとして主務省
令で定める方法とする。
（協議の求めの方法）
第十八条　法第十八条第五項の規定による協議の求めは、文書又はファクシミリ装置による通信により行うものとする。
（方面公安委員会への権限の委任）
第十九条　法の規定により道公安委員会の権限に属する事務は、道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、
当該方面公安委員会が行う。この場合において、法第八条第三項の規定による国家公安委員会への通知は、道公安委員会を
経由して行うものとする。
（証券取引等監視委員会への検査等の権限の委任等）
第二十条　法第二十一条第五項の規定により金融庁長官に委任された権限（同条第六項の規定により証券取引等監視委員会に
委任されたものを除く。）のうち、法第二条第二項第二十二号、第三十二号及び第三十三号に掲げる特定事業者に対する法
第十四条及び第十五条第一項に定めるものは、証券取引等監視委員会に委任する。ただし、報告又は資料の提出を命ずる権
限は、金融庁長官が自ら行使することを妨げない。
２　証券取引等監視委員会は、前項の規定により委任された権限を行使したときは、速やかに、その結果について金融庁長官
に報告しなければならない。
（銀行等に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第二十一条　法第二十一条第五項の規定により金融庁長官に委任された権限（以下「金融庁長官権限」という。）のうち法第
十四条、第十五条第一項、第十六条及び第十七条に定めるもの（登録金融機関業務（法第二十一条第三項に規定する登録金
融機関業務をいう。次項において同じ。）に係る事項に関するものを除く。以下「金融庁長官検査・是正命令等権限」という。）
で、法第二条第二項第一号、第二号、第六号、第二十四号、第二十五号及び第三十号に掲げる特定事業者（以下この条にお
いて「銀行等」という。）に対するものは、その本店（銀行法第四十七条第一項に規定する主たる外国銀行支店及び信託業
法（平成十六年法律第百五十四号）第五十三条第一項に規定する主たる支店を含む。）又は主たる事務所若しくは営業所（以
下この条において「本店等」という。）の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合
にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。
２　金融庁長官権限のうち法第十四条及び第十五条第一項に定めるもの（登録金融機関業務に係る事項に関するものを除く。
以下「金融庁長官検査等権限」という。）で、銀行等の本店等以外の事務所、営業所その他の施設（以下この条において「支
店等」という。）に対するものについては、前項に規定する財務局長及び福岡財務支局長のほか、当該支店等の所在地を管
轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）も行使することができ
る。
３　前項の規定により銀行等の支店等に対して報告若しくは資料の提出の求め又は質問若しくは立入検査（以下この項におい
て「検査等」という。）を行った財務局長又は福岡財務支局長は、当該銀行等の本店等又は当該支店等以外の支店等に対し
て検査等の必要を認めたときは、当該本店等又は当該支店等以外の支店等に対し、検査等を行うことができる。
（労働金庫等に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第二十二条　金融庁長官及び厚生労働大臣は、法第二条第二項第四号及び第五号に掲げる特定事業者に対する法第十四条及び
第十五条第一項に定める権限（金融庁長官の場合にあっては、金融庁長官検査等権限）を行使する場合においては、それぞ
れ単独にその権限を行使することを妨げない。
２　金融庁長官は、前項の規定によりその権限を単独に行使したときは、速やかに、その結果を厚生労働大臣に通知するもの
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とする。
３　厚生労働大臣は、第一項の規定によりその権限を単独に行使したときは、速やかに、その結果を金融庁長官に通知するも
のとする。
４　法第二条第二項第四号に掲げる特定事業者に対する金融庁長官検査等権限は、その主たる事務所の所在地を管轄する財務
局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官
が自らその権限を行使することを妨げない。
５　法第二条第二項第四号に掲げる特定事業者に対する金融庁長官検査等権限並びに法第十四条及び第十五条第一項に定める
厚生労働大臣の権限に属する事務は、一の都道府県の区域を越えない区域を地区とする法第二条第二項第四号に掲げる特定
事業者（以下この条において「都道府県労働金庫」という。）に関するものに限り、都道府県知事が行うものとする。ただし、
金融庁長官又は厚生労働大臣が自らその権限を行使することを妨げない。
６　都道府県知事は、前項本文の規定に基づき、法第十四条の規定により都道府県労働金庫から報告を徴し、若しくはこれに
対し資料の提出を命じ、又は法第十五条第一項の規定により都道府県労働金庫の検査を行った場合には、その結果を金融庁
長官及び厚生労働大臣に報告しなければならない。
７　法第二条第二項第四号に掲げる特定事業者が行う疑わしい取引の届出を受ける事務は、都道府県労働金庫に関するものに
限り、都道府県知事が行うものとする。
（農業協同組合等に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第二十三条　金融庁長官及び農林水産大臣は、法第二条第二項第八号及び第九号に掲げる特定事業者（以下この条において「農
業協同組合等」という。）並びに同項第十号から第十三号までに掲げる特定事業者（以下この条において「漁業協同組合等」
という。）に対する法第十四条及び第十五条第一項に定める権限（金融庁長官の場合にあっては、金融庁長官検査等権限）
を行使する場合においては、それぞれ単独にその権限を行使することを妨げない。この場合においては、前条第二項及び第
三項の規定を準用する。
２　農業協同組合等及び漁業協同組合等に対する金融庁長官検査等権限は、その主たる事務所の所在地を管轄する財務局長（当
該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官が自らそ
の権限を行使することを妨げない。
３　農業協同組合等に対する法第十四条及び第十五条第一項に定める農林水産大臣の権限（地方農政局の管轄区域を越えない
区域を地区とする農業協同組合等（以下この項において「地方農業協同組合」という。）に対するものに限る。）は、地方農
業協同組合の主たる事務所の所在地を管轄する地方農政局長に委任する。ただし、農林水産大臣が自らその権限を行使する
ことを妨げない。
４　農業協同組合等及び漁業協同組合等に対する金融庁長官検査等権限並びに法第十四条及び第十五条第一項に定める農林水
産大臣の権限に属する事務は、都道府県の区域を地区とする法第二条第二項第九号、第十一号又は第十三号に掲げる特定事
業者（以下この条において「都道府県連合会」という。）に関するものに限り、都道府県知事が行うものとする。ただし、
金融庁長官又は農林水産大臣が自らその権限を行使することを妨げない。
５　都道府県知事は、前項本文の規定に基づき、法第十四条の規定により都道府県連合会から報告を徴し、若しくはこれらに
対し資料の提出を命じ、又は法第十五条第一項の規定により都道府県連合会の検査を行った場合には、その結果を金融庁長
官及び農林水産大臣に報告しなければならない。
６　金融庁長官及び農林水産大臣は、法第十四条の規定により都道府県連合会から報告を徴し、若しくはこれらに対し資料の
提出を命じ、又は法第十五条第一項の規定により都道府県連合会の検査を行った場合には、その結果を関係都道府県知事に
通知するものとする。
（農林中央金庫に係る取引に関する行政庁の権限行使）
第二十四条　金融庁長官及び農林水産大臣は、法第二条第二項第十四号に掲げる特定事業者に対する法第十四条及び第十五条
第一項に定める権限（金融庁長官の場合にあっては、金融庁長官検査等権限）を行使する場合においては、それぞれ単独に
その権限を行使することを妨げない。この場合においては、第二十二条第二項及び第三項の規定を準用する。
（株式会社商工組合中央金庫に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第二十五条　金融庁長官、財務大臣及び経済産業大臣は、法第二条第二項第十五号に掲げる特定事業者に対する法第十四条及
び第十五条第一項に定める権限（金融庁長官の場合にあっては、金融庁長官検査等権限）を行使する場合においては、それ
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ぞれ単独にその権限を行使することを妨げない。
２　前項に規定する行政庁は、同項の規定によりその権限を単独に行使したときは、速やかに、その結果を他の同項に規定す
る行政庁に通知するものとする。
３　法第二条第二項第十五号に掲げる特定事業者に対する金融庁長官検査等権限は、その本店の所在地を管轄する財務局長（当
該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官が自らそ
の権限を行使することを妨げない。
４　第二十一条第二項及び第三項の規定は、金融庁長官検査等権限で法第二条第二項第十五号に掲げる特定事業者の本店以外
の営業所その他の施設に対するものについて準用する。
（株式会社日本政策投資銀行に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第二十六条　金融庁長官及び財務大臣は、法第二条第二項第十六号に掲げる特定事業者に対する法第十四条及び第十五条第一
項に定める権限（金融庁長官の場合にあっては、金融庁長官検査等権限）を行使する場合においては、それぞれ単独にその
権限を行使することを妨げない。この場合においては、第二十二条第二項及び第三項の規定を準用する。
２　法第二条第二項第十六号に掲げる特定事業者に対する金融庁長官検査等権限は、その本店の所在地を管轄する財務局長（当
該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官が自らそ
の権限を行使することを妨げない。
３　第二十一条第二項及び第三項の規定は、金融庁長官検査等権限で法第二条第二項第十六号に掲げる特定事業者の本店以外
の営業所その他の施設に対するものについて準用する。
（保険会社等に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第二十七条　法第二条第二項第十七号及び第十八号に掲げる特定事業者に対する金融庁長官検査等権限並びに同項第十九号に
掲げる特定事業者に対する金融庁長官検査・是正命令等権限は、その本店又は主たる事務所若しくは保険業法第百八十七条
第一項第四号に規定する日本における主たる店舗（以下この条において「本店等」という。）の所在地を管轄する財務局長（当
該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官が自らそ
の権限を行使することを妨げない。
２　第二十一条第二項及び第三項の規定は、金融庁長官検査等権限で法第二条第二項第十七号から第十九号までに掲げる特定
事業者の本店等以外の営業所、事務所その他の施設に対するものについて準用する。
（金融商品取引業者等に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第二十八条　金融庁長官権限のうち法第十四条、第十六条及び第十七条に定めるもので、法第二条第二項第一号から第十八号
まで、第二十七号及び第二十九号に掲げる特定事業者（金融商品取引法第三十三条の二に規定する登録を受けた者に限る。）
並びに同項第二十一号から第二十三号までに掲げる特定事業者（以下この条において「金融商品取引業者等」という。）に
対するものは、その本店又は主たる事務所（外国法人又は外国に住所を有する個人にあっては、国内における主たる営業所
又は事務所。以下この条において「本店等」という。）の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区
域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。
２　第二十一条第二項及び第三項の規定は、金融庁長官権限のうち法第十四条に定めるもので金融商品取引業者等の本店等以
外の営業所、事務所その他の施設（以下この条において「支店等」という。）に対するものについて準用する。
３　金融庁長官権限のうち法第二十一条第六項の規定により証券取引等監視委員会に委任された権限及び第二十条第一項の規
定により証券取引等監視委員会に委任された権限（法第二条第二項第二十二号に掲げる特定事業者に対するものに限る。）は、
金融商品　取引業者等の本店等の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあって
は、福岡財務支局長）に委任する。ただし、証券取引等監視委員会が自らその権限を行使することを妨げない。
４　前項に規定する証券取引等監視委員会の権限で金融商品取引業者等の支店等に対するものについては、同項に規定する財
務局長及び福岡財務支局長のほか、当該支店等の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にあ
る場合にあっては、福岡財務支局長）も行使することができる。
５　前項の規定により金融商品取引業者等の支店等に対して報告若しくは資料の提出の求め又は質問若しくは立入検査（以下
この項において「検査等」という。）を行った財務局長又は福岡財務支局長は、当該金融商品取引業者等の本店等又は当該
支店等以外の支店等に対して検査等の必要を認めたときは、当該本店等又は当該支店等以外の支店等に対し、検査等を行う
ことができる。
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６　第三項の規定は、証券取引等監視委員会の指定する金融商品取引業者等に対する同項に規定する証券取引等監視委員会の
権限については、適用しない。この場合における第四項の規定の適用については、同項中「同項に規定する財務局長及び福
岡財務支局長」とあるのは、「証券取引等監視委員会」とする。
７　証券取引等監視委員会は、前項の規定による指定をした場合には、その旨を公示するものとする。これを取り消したとき
も、同様とする。
（不動産特定共同事業者に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第二十九条　法第二条第二項第二十六号に掲げる特定事業者（以下この条において「不動産特定共同事業者」という。）に対
する金融庁長官検査等権限は、その主たる事務所の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内に
ある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。
２　第二十一条第二項及び第三項の規定は、金融庁長官検査等権限で不動産特定共同事業者の主たる事務所以外の事務所に対
するものについて準用する。
３　不動産特定共同事業者に対する金融庁長官検査等権限並びに法第十四条及び第十五条第一項に定める国土交通大臣の権限
に属する事務は、その都道府県の区域内において行われるものに限り、都道府県知事が行うものとする。ただし、金融庁長
官及び国土交通大臣が自らその権限を行使することを妨げない。
４　都道府県知事は、前項本文の規定に基づき、法第十四条の規定により不動産特定共同事業者から報告を徴し、若しくはこ
れに対し資料の提出を命じ、又は法第十五条第一項の規定により不動産特定共同事業者の検査を行った場合には、その結果
を金融庁長官及び国土交通大臣に報告しなければならない。
５　不動産特定共同事業者が行う疑わしい取引の届出を受ける事務は、不動産特定共同事業法第三条第一項に規定する都道府
県知事の許可を受けた者に関するものに限り、都道府県知事が行うものとする。
（貸金業者に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第三十条　法第二条第二項第二十八号に掲げる特定事業者（以下この条において「貸金業者」という。）に対する金融庁長官
検査・是正命令等権限は、その主たる営業所又は事務所（以下この条において「主たる営業所等」という。）の所在地を管
轄する財務局長（これらの所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただ
し、金融庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。
２　第二十一条第二項及び第三項の規定は、金融庁長官検査等権限で貸金業者の主たる営業所等以外の営業所又は事務所に対
するものについて準用する。
３　貸金業者に対する金融庁長官検査等権限に属する事務は、貸金業法第三条第一項に規定する都道府県知事の登録を受けた
者（以下この条において「都道府県貸金業者」という。）に関するものに限り、都道府県知事が行うものとする。ただし、
金融庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。
４　都道府県知事は、前項本文の規定に基づき、法第十四条の規定により都道府県貸金業者から報告を徴し、若しくはこれに
対し資料の提出を命じ、又は法第十五条第一項の規定により都道府県貸金業者の検査を行った場合には、その結果を金融庁
長官に報告しなければならない。
５　貸金業者が行う疑わしい取引の届出を受ける事務は、都道府県貸金業者に関するものに限り、都道府県知事が行うものと
する。
（商品先物取引業者に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第三十一条　法第二条第二項第三十一号に掲げる特定事業者（以下この条において「商品先物取引業者」という。）に対する
法第十四条、第十五条第一項、第十六条及び第十七条に定める農林水産大臣及び経済産業大臣の権限は、その本店又は主た
る事務所（外国の法令に準拠して設立された法人又は外国に住所を有する者にあっては、国内における主たる営業所又は事
務所。以下この条において「本店等」という。）の所在地を管轄する地方農政局長及び経済産業局長に委任する。ただし、
農林水産大臣及び経済産業大臣が自らその権限を行使することを妨げない。
２　法第十四条及び第十五条第一項に定める農林水産大臣及び経済産業大臣の権限で、商品先物取引業者の本店等以外の支店
その他の営業所又は事務所（外国の法令に準拠して設立された法人又は外国に住所を有する者にあっては、国内における従
たる営業所又は事務所。以下この条において「支店等」という。）に対するものについては、前項に規定する地方農政局長
及び経済産業局長のほか、当該支店等の所在地を管轄する地方農政局長及び経済産業局長も行使することができる。
３　前項の規定により商品先物取引業者の支店等に対して報告若しくは資料の提出の求め又は質問若しくは立入検査（以下こ
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の項において「検査等」という。）を行った地方農政局長及び経済産業局長は、当該商品先物取引業者の本店等又は当該支
店等以外の支店等に対して検査等の必要を認めたときは、当該本店等又は当該支店等以外の支店等に対し、検査等を行うこ
とができる。
（電子債権記録機関に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第三十二条　法第二条第二項第三十四号に掲げる特定事業者に対する金融庁長官権限のうち法第十四条及び第十五条第一項に
定めるものは、その本店の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福
岡財務支局長）に委任する。ただし、金融庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。
２　第二十一条第二項及び第三項の規定は、金融庁長官権限のうち法第十四条及び第十五条第一項に定めるもので法第二条第
二項第三十四号に掲げる特定事業者の本店以外の営業所に対するものについて準用する。
（両替業者に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第三十三条　法第二条第二項第三十六号に掲げる特定事業者（以下この条において「両替業者」という。）に対する法第十五
条第一項に定める財務大臣の権限は、その本店又は主たる事務所の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局
の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）に委任する。ただし、財務大臣が自らその権限を行使することを妨
げない。
２　前項に規定する財務大臣の権限で、両替業者の本店又は主たる事務所以外の営業所又は事務所（以下この条において「支
店等」という。）に対するものについては、同項に規定する財務局長のほか、当該支店等の所在地を管轄する財務局長（当
該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）も行使することができる。
３　前項の規定により両替業者の支店等に対して質問又は立入検査を行った財務局長又は福岡財務支局長は、当該両替業者の
本店若しくは主たる事務所又は当該支店等以外の支店等に対して質問又は立入検査の必要を認めたときは、当該本店若しく
は主たる事務所又は当該支店等以外の支店等に対し、質問又は立入検査を行うことができる。
４　両替業者に対する法第十四条に定める財務大臣の権限については、前三項の規定により両替業者に関して財務局長及び福
岡財務支局長に委任された質問又は立入検査の権限を行使するために必要な限度において、当該財務局長及び福岡財務支局
長も行使することができる。
５　前各項の規定は、財務大臣の指定する両替業者に対する第一項、第二項及び前項に規定する財務大臣の権限については、
適用しない。
６　財務大臣は、前項の規定による指定をした場合には、その旨を告示するものとする。これを取り消したときも、同様とす
る。
（宅地建物取引業者に係る取引に関する行政庁の権限委任等）
第三十四条　法第二条第二項第三十九号に掲げる特定事業者（以下この条において「宅地建物取引業者」という。）に対する
法第十四条、第十五条第一項、第十六条及び第十七条に定める国土交通大臣の権限は、その本店又は主たる事務所の所在地
を管轄する地方整備局長及び北海道開発局長に委任する。ただし、国土交通大臣が自らその権限を行使することを妨げない。
２　前項に規定する国土交通大臣の権限で、宅地建物取引業者の支店、従たる事務所又は宅地建物取引業法施行令（昭和
三十九年政令第三百八十三号）第一条の二第二号に掲げる事務所（以下この条において「支店等」という。）に対するもの
については、同項に規定する地方整備局長及び北海道開発局長のほか、当該支店等の所在地を管轄する地方整備局長及び北
海道開発局長も行使することができる。
３　宅地建物取引業者が行う疑わしい取引の届出を受ける事務は、宅地建物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）第三
条第一項に規定する国土交通大臣の免許を受けた者に関するものに限り、第一項に規定する地方整備局長及び北海道開発局
長が行うものとする。
（司法書士等に係る取引等に関する行政庁の権限委任等）
第三十五条　法第二条第二項第四十三号に掲げる特定事業者に対する法第十四条、第十五条第一項及び第十六条に定める法務
大臣の権限は、その事務所（司法書士法人にあっては、主たる事務所）の所在地を管轄する法務局及び地方法務局の長に委
任する。ただし、法務大臣が自らその権限を行使することを妨げない。
２　前項に規定する法務大臣の権限で、法第二条第二項第四十三号に掲げる特定事業者（司法書士法人に限る。次項において
同じ。）の主たる事務所以外の事務所（以下この条において「従たる事務所」という。）に対するものについては、前項に規
定する法務局及び地方法務局の長のほか、当該従たる事務所の所在地を管轄する法務局及び地方法務局の長も行使すること
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ができる。
３　前項の規定により法第二条第二項第四十三号に掲げる特定事業者の従たる事務所に対して報告若しくは資料の提出の求め若し
くは質問若しくは立入検査又は指導、助言若しくは勧告（以下この条及び次条において「検査・指導等」という。）を行った法
務局又は地方法務局の長は、当該特定事業者の主たる事務所又は当該従たる事務所以外の従たる事務所に対して検査・指導等
の必要を認めたときは、当該主たる事務所又は当該従たる事務所以外の従たる事務所に対し、検査・指導等を行うことができる。
（税理士等に係る取引等に関する行政庁の権限委任等）
第三十六条　法第二条第二項第四十六号に掲げる特定事業者に対する法第十四条、第十五条第一項及び第十六条に定める財務
大臣の権限は、国税庁長官に委任する。ただし、財務大臣が自らその権限を行使することを妨げない。
２　前項の規定により国税庁長官に委任された権限は、当該特定事業者の事務所（税理士法人にあっては、主たる事務所）の
所在地を管轄する国税局長及び税務署長に委任する。ただし、国税庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。
３　第一項に規定する財務大臣の権限で、法第二条第二項第四十六号に掲げる特定事業者（税理士法人に限る。次項において
同じ。）の主たる事務所以外の事務所（以下この条において「従たる事務所」という。）に対するものについては、前項に規
定する国税局長及び税務署長のほか、当該従たる事務所の所在地を管轄する国税局長及び税務署長も行使することができる。
４　前項の規定により法第二条第二項第四十六号に掲げる特定事業者の従たる事務所に対して検査・指導等を行った国税局長
又は税務署長は、当該特定事業者の主たる事務所又は当該従たる事務所以外の従たる事務所に対して検査・指導等の必要を
認めたときは、当該主たる事務所又は当該従たる事務所以外の従たる事務所に対し、検査・指導等を行うことができる。
（外国為替取引に係る通知義務に関する行政庁の権限委任等）
第三十七条　法第九条第一項に規定する特定事業者（以下この条において「外国為替取引業者」という。）に係る法第九条に
定める事項に関する行政庁は、当該外国為替取引業者に対する法第十四条及び第十五条第一項に定める権限（金融庁長官の
場合にあっては、金融庁長官検査等権限）を行使する場合においては、それぞれ単独にその権限を行使することを妨げない。
２　前項に規定する行政庁は、同項の規定によりその権限を単独に行使したときは、速やかに、その結果を当該外国為替取引
業者について権限を有する他の行政庁に通知するものとする。
３　第一項に規定する行政庁たる財務大臣の権限のうち法第十五条第一項に定めるものは、外国為替取引業者の本店又は主た
る事務所の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）
に委任する。ただし、財務大臣が自らその権限を行使することを妨げない。
４　前項に規定する財務大臣の権限で、外国為替取引業者の本店又は主たる事務所以外の営業所又は事務所（以下この条にお
いて「支店等」という。）に対するものについては、同項に規定する財務局長のほか、当該支店等の所在地を管轄する財務
局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、福岡財務支局長）も行使することができる。
５　前項の規定により外国為替取引業者の支店等に対して質問又は立入検査を行った財務局長又は福岡財務支局長は、当該外
国為替取引業者の本店若しくは主たる事務所又は当該支店等以外の支店等に対して質問又は立入検査の必要を認めたとき
は、当該本店若しくは主たる事務所又は当該支店等以外の支店等に対し、質問又は立入検査を行うことができる。
６　第一項に規定する行政庁たる財務大臣の権限のうち法第十四条に定めるものについては、前三項の規定により外国為替取
引業者に関して財務局長及び福岡財務支局長に委任された質問又は立入検査の権限を行使するために必要な限度において、
当該財務局長及び福岡財務支局長も行使することができる。
７　第三項から前項までの規定は、財務大臣の指定する外国為替取引業者に対する第三項、第四項及び前項に規定する財務大
臣の権限については、適用しない。
８　第三十三条第六項の規定は、前項の規定による指定について準用する。
（法定受託事務等）
第三十八条　第二十二条第五項から第七項まで、第二十三条第四項及び第五項、第二十九条第三項から第五項まで並びに第
三十条第三項から第五項までの規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方自治法（昭和二十二年法律第
六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。
２　都道府県知事が前項に規定する事務を行うこととする場合においては、法中同項に規定する事務に係る行政庁に関する規
定は、都道府県知事に関する規定として都道府県知事に適用があるものとする。

附　則　　［略］
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（定義）
第一条　この命令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
一　特定事業者　犯罪による収益の移転防止に関する法律（以下「法」という。）第二条第二項に規定する特定事業者をいう。
二　顧客等　法第二条第三項に規定する顧客等をいう。
三　本人特定事項　法第四条第一項第一号に規定する本人特定事項をいう。
四　関連取引時確認　法第四条第二項第一号イに規定する関連取引時確認をいう。
五　特定取引等　法第四条第四項に規定する特定取引等をいう。
六　国等　法第四条第五項に規定する国等をいう。
七　代表者等　法第四条第六項に規定する代表者等をいう。
八　取引時確認　法第四条第六項に規定する取引時確認をいう。
九　確認記録　法第六条第一項に規定する確認記録をいう。
十　取引記録等　法第七条第三項に規定する取引記録等をいう。
十一　特定受任行為の代理等　法別表第二条第二項第四十三号に掲げる者の項に規定する特定受任行為の代理等をいう。
（令第三条第一号に規定する主務省令で定めるもの等）
第二条　犯罪による収益の移転防止に関する法律施行令（以下「令」という。）第三条第一号に規定する主務省令で定めるも
のは、賃貸に係る契約のうち解除することができない旨の定めがないものであって、賃借人が、当該契約に基づく期間の中
途において当該契約に基づく義務に違反し、又は当該契約を解除する場合において、未経過期間に係る賃貸料のおおむね全
部を支払うこととされているものとする。
２　機械類その他の物品の賃貸につき、その賃貸の期間（当該物品の賃貸に係る契約の解除をすることができないものとされ
ている期間に限る。）において賃貸を受ける者から支払を受ける賃貸料の額の合計額がその物品の取得のために通常要する
価額のおおむね百分の九十に相当する額を超える場合には、当該物品の賃貸は、令第三条第二号の物品の使用に伴って生ず
る費用を実質的に負担すべきこととされているものであることに該当するものとする。
（信託の受益者から除かれる者に係る契約）
第三条　令第五条に規定する主務省令で定める契約は、次の各号に掲げるものとする。
一　法人税法（昭和四十年法律第三十四号）附則第二十条第三項に規定する適格退職年金契約（次条第一項第三号ロにおい
て単に「適格退職年金契約」という。）
二　賃金の支払の確保等に関する法律（昭和五十一年法律第三十四号）第三条又は第五条に規定する措置として行われる信
託契約
三　所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第三十条第一項に規定する退職手当等の給付に充てるため有価証券及び金銭の
管理処分を行うことを目的とする信託契約
四　被用者（法人の役員を含む。以下同じ。）の給与等（所得税法第二十八条第一項に規定する給与等をいう。以下同じ。）
から控除される金銭を信託金とする信託契約
五　信託契約であって、当該信託契約に基づき株券を取得する行為が金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府
令（平成五年大蔵省令第十四号。次号において「定義府令」という。）第十六条第一項第七号の二イからヘまでに掲げる
全ての要件に該当するもの
六　信託契約であって、次に掲げる全ての要件に該当するもの
　　イ�　発行会社等（株券の発行会社又はその被支配会社等（定義府令第六条第三項に規定する被支配会社等をいう。）若し

くは関係会社（定義府令第七条第二項に規定する関係会社をいう。）をいう。ハにおいて同じ。）を委託者とする金銭の
信託契約であって、当該信託契約に係る信託の受託者が当該発行会社の株券を取得し、又は買い付けるものであること。

　　ロ�　対象従業員（定義府令第十六条第一項第七号の二イ（１）に規定する対象従業員をいう。以下ロにおいて同じ。）の
勤続年数、業績、退職事由その他の事由を勘案して定められた一定の基準に応じて当該信託契約に係る信託の受託者が
取得し、若しくは買い付けた当該発行会社の株券又は当該株券の売却代金の交付を行うことを定める規則（労働基準法
（昭和二十二年法律第四十九号）第八十九条の規定により届け出たものに限る。）に基づき、対象従業員若しくは対象
従業員であった者又はこれらの者の相続人その他の一般承継人に当該株券又は当該売却代金の交付を行うものであるこ
と。

犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則
（平成二十年内閣府、総務省、法務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省令第一号）
（平成二十五年四月一日現在において施行されているもの）
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　　ハ�　当該信託契約に基づく信託金の払込みに充てられる金銭の全額を発行会社等が拠出するものであること。
　　ニ�　当該信託契約に係る信託の受託者に新株予約権が付与される場合にあっては、当該新株予約権の全てが発行会社によ

り付与されるものであること。
七　公益信託ニ関スル法律（大正十一年法律第六十二号）第一条に規定する公益信託に係る信託契約
八　厚生年金基金が締結する厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第百三十条の二第一項及び第二項（同法第
百三十六条の三第二項において準用する場合を含む。）並びに同法第百三十六条の三第一項第一号及び第五号ヘに規定す
る信託の契約、企業年金連合会が締結する同法第百五十九条の二第一項及び第二項、同法第百六十四条第三項において準
用する同法第百三十六条の三第一項第一号及び第五号ヘ、同法第百六十四条第三項において準用する同法第百三十六条の
三第二項において準用する同法第百三十条の二第二項並びに確定給付企業年金法（平成十三年法律第五十号）第九十一条
の七において準用する同法第六十六条第一項の規定による同法第六十五条第一項第一号及び同法第九十一条の七において
準用する同法第六十六条第二項に規定する信託の契約、国民年金基金が締結する国民年金法（昭和三十四年法律第
百四十一号）第百二十八条第三項並びに国民年金基金令（平成二年政令第三百四号）第三十条第一項第一号及び第五号ヘ
並びに第二項に規定する信託の契約、国民年金基金連合会が締結する国民年金法第百三十七条の十五第四項並びに国民年
金基金令第五十一条第一項において準用する同令第三十条第一項第一号及び第五号ヘ並びに第二項に規定する信託の契約
並びに年金積立金管理運用独立行政法人が締結する年金積立金管理運用独立行政法人法（平成十六年法律第百五号）第
二十一条第一項第三号に規定する信託の契約
（犯罪による収益の移転に利用されるおそれがない取引）
第四条　令第七条第一項に規定する主務省令で定める取引は、次の各号に掲げる取引とする。
一　令第七条第一項第一号ハ又はニに掲げる取引のうち、次に掲げるもの
　　イ�　金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第四十三条の二第二項の規定による信託に係る契約の締結又は同項

の規定による信託に係る信託行為若しくは信託法（平成十八年法律第百八号）第八十九条第一項に規定する受益者を指
定する権利の行使による当該信託の受益者との間の法律関係の成立

　　ロ�　金融商品取引業等に関する内閣府令（平成十九年内閣府令第五十二号）第百四十三条の二第一項に規定する顧客区分
管理信託に係る契約の締結又は同項に規定する顧客区分管理信託に係る信託行為若しくは信託法第八十九条第一項に規
定する受益者を指定する権利の行使による当該信託の受益者との間の法律関係の成立

　　ハ�　資金決済に関する法律（平成二十一年法律第五十九号）第十六条第一項に規定する発行保証金信託契約の締結又は同
項に規定する発行保証金信託契約若しくは信託法第八十九条第一項に規定する受益者を指定する権利の行使による当該
発行保証金信託契約に係る信託の受益者との間の法律関係の成立

　　ニ�　資金決済に関する法律第四十五条第一項に規定する履行保証金信託契約の締結又同項に規定する履行保証金信託契約
若しくは信託法第八十九条第一項に規定する受益者を指定する権利の行使による当該履行保証金信託契約に係る信託の
受益者との間の法律関係の成立

　　ホ�　商品先物取引法施行規則（平成十七年農林水産省・経済産業省令第三号）第九十八条第一項第一号及び第九十八条の
三第一項第一号の規定による信託に係る契約の締結又はこれらの規定による信託に係る信託行為若しくは信託法第
八十九条第一項に規定する受益者を指定する権利の行使による当該信託の受益者との間の法律関係の成立

二�　令第七条第一項第一号ホ、ヘ又はチに掲げる取引のうち、保険契約（同号トに規定する保険契約をいう。以下同じ。）
又は共済に係る契約（同号ヘに規定する共済に係る契約をいう。以下同じ。）であって次に掲げるものに係るもの

　　イ�　年金（人の生存を事由として支払が行われるものに限る。ロにおいて同じ。）、満期保険金、満期返戻金又は満期共済
金を支払う旨の定め（ロにおいて「満期保険金等の定め」という。）がないもの（期間の限定がなく、人の死亡を事由
として支払が行われるものであって、かつ、保険料又は共済掛金を一時に払い込むことを内容とするものを除く。）

　　ロ�　満期保険金等の定めがあるもののうち、当該保険契約又は共済に係る契約に基づき払い込まれる保険料（保険業法施
行規則（平成八年大蔵省令第五号）第五十三条第一項第四号（同令第百六十条において準用する場合を含む。）に規定
する既契約の責任準備金、返戻金の額その他の被保険者のために積み立てられている額を含む。）又は共済掛金（既契
約の責任準備金、返戻金の額その他の被共済者のために積み立てられている額を含む。）の総額の百分の八十に相当す
る金額が年金、満期保険金、満期返戻金及び満期共済金の金額の合計を超えるもの（同令第七十四条第一号イ及び第三
号に掲げる保険契約（同令第八十三条第一号ロ及びニに掲げるものを除く。）、同令第百五十三条第一号イ及び第三号に
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掲げる保険契約並びに特別の勘定に属するものとして経理される財産の価額により共済金その他の給付金の金額が変動
する共済に係る契約その他これに準ずる共済に係る契約を除く。）

三　令第七条第一項第一号トに掲げる取引のうち、次に掲げるものに係るもの
　　イ　前号イ又はロに掲げるもの
　　ロ�　適格退職年金契約、団体扱い保険（保険契約のうち、被用者の給与等から控除される金銭を保険料とするものをいう。

第十五条第八号において同じ。）若しくは保険業法施行規則第八十三条第一号イからホまで若しくは同号リからヲまで
に掲げる保険契約又はこれらに相当する共済に係る契約

四　令第七条第一項第一号リに掲げる取引のうち、金融商品取引法第二条第十七項に規定する取引所金融商品市場若しくは
同法第六十七条第二項に規定する店頭売買有価証券市場又はこれらに準ずる有価証券の売買若しくは同法第二条第二十三
項に規定する外国市場デリバティブ取引を行う外国（金融庁長官が指定する国又は地域に限る。）の市場において、当該
市場における取引に参加できる資格に基づき、当該市場の取引に参加して行うもの
五　令第七条第一項第一号リ又はルに掲げる取引のうち、特定事業者及び日本銀行の間で行われるもので、日本銀行におい
て振替決済がされるもの
六　令第七条第一項第一号カに掲げる取引のうち、次に掲げるもの
　　イ　特定事業者及び日本銀行の間で行われるもので、日本銀行において振替決済がされるもの
　　ロ　第二号イ若しくはロ又は第三号ロに掲げるものに基づくもの
　　ハ�　法第二条第二項第三十八号に規定する利用者たる顧客が同号に規定するクレジットカード等を利用することなく特定

の販売業者又は役務の提供の事業を営む者からの商品若しくは権利の購入又は役務の提供を条件として、当該販売業者
又は当該役務の提供の事業を営む者に当該商品若しくは当該権利の代金又は当該役務の対価に相当する額を交付し、当
該利用者から当該金額を受領する取引に係るもの

七　令第七条第一項第一号タに掲げる取引のうち、次に掲げるもの
　　イ　令第七条第一項第一号タに規定する無記名の公社債の本券又は利札を担保に提供するもの
　　ロ　国又は地方公共団体に対する金品の納付又は納入に係るもの
　　ハ�　現金の受払いをする取引で為替取引又は令第七条第一項第一号タに規定する自己宛小切手の振出しを伴うもののう

ち、顧客等の預金又は貯金の受入れ又は払戻しのために行うもの（当該取引の金額が二百万円を超えるものを除く。）
　　ニ�　現金の受払いをする取引で為替取引を伴うもののうち、商品若しくは権利の代金又は役務の対価の支払のために行わ

れるものであって、当該支払を受ける者により、当該支払を行う顧客等又はその代表者等の、法第二条第二項第一号か
ら第十五号まで及び第三十号に掲げる特定事業者（以下「特定金融機関」という。）の例に準じた取引時確認並びに確
認記録の作成及び保存に相当する措置が行われているもの（当該取引の金額が二百万円を超えるものを除く。）

八　令第七条第一項第一号ネに掲げる取引のうち、社債、株式等の振替に関する法律（平成十三年法律第七十五号）第
六十九条の二第三項本文（同法第二百七十六条（第一号に係る部分に限る。）において準用する場合を含む。）、第
百二十七条の六第三項本文、第百三十一条第三項本文（同法第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第
二百三十九条第一項及び第二百七十六条（第二号に係る部分に限る。）において準用する場合を含む。）、第百六十七条第
三項本文（同法第二百七十六条（第三号に係る部分に限る。）において準用する場合を含む。）及び第百九十六条第三項本
文（同法第二百七十六条（第四号に係る部分に限る。）において準用する場合を含む。）に規定する申出による口座の開設
に係るもの
九　令第七条第一項第一号イ、リ、ル、カ、ネ又はラに掲げる取引のうち、特定通信手段（特定事業者及び日本銀行並びに
これらに相当する者で外国に本店又は主たる事務所を有するもの（以下この号において「外国特定事業者」という。）の
間で利用される国際的な通信手段であって、当該通信手段によって送信を行う特定事業者及び日本銀行並びに外国特定事
業者を特定するために必要な措置が講じられているものとして金融庁長官が指定するものをいう。）を利用する特定事業
者及び日本銀行並びに外国特定事業者を顧客等とするものであって、当該特定通信手段を介して確認又は決済の指示が行
われるもの（外国特定事業者との取引については、金融庁長官が指定する国又は地域に本店又は主たる事務所を有するも
のとの取引を除く。）
十　令第七条第一項第二号に定める取引のうち、賃貸人が賃貸を受ける者から一回に受け取る賃貸料の額が十万円以下のも
の
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十一　令第七条第一項第五号に定める取引のうち、代金の支払の方法が現金以外のもの
十二　令第七条第一項第六号に定める取引のうち、次に掲げるもの
　　イ�　電話を受けて行う業務に係るものであって、電話による連絡を受ける際には法第二条第二項第四十一号に掲げる特定

事業者のうち顧客宛ての電話を受けてその内容を当該顧客に連絡する役務を提供する業務を行う者であることが容易に
判別できる商号その他の文言を明示する旨をその内容に含む契約の締結（当該内容が当該契約に係る契約書に記載され
ている場合に限る。）

　　ロ�　電話（ファクシミリ装置による通信を含む。）を受けて行う業務であって、商品、権利若しくは役務に関する説明若
しくは相談又は商品、権利若しくは役務を提供する契約についての申込みの受付若しくは締結を行う業務に係る契約の
締結

十三　令第七条第一項各号に定める取引のうち、次に掲げるもの
　　イ�　国又は地方公共団体を顧客等とし、当該取引の任に当たっている当該国又は地方公共団体の職員が法令上の権限に基

づき、かつ、法令上の手続に従い行う取引であって、当該職員が当該権限を有することを当該国若しくは地方公共団体
が証明する書類又はこれに類するものが提示され又は送付されたもの

　　ロ�　破産管財人又はこれに準ずる者が法令上の権限に基づき行う取引であって、その選任を裁判所が証明する書類又はこ
れに類するものが提示され又は送付されたもの

２　令第九条に規定する主務省令で定める取引は、次の各号に掲げる取引とする。
一　令第九条に規定する特定受任行為の代理等を行うことを内容とする契約の締結のうち、任意後見契約に関する法律（平
成十一年法律第百五十号）第二条第一号に規定する任意後見契約の締結
二　前号に規定する特定受任行為の代理等を行うことを内容とする契約の締結のうち、前項第十三号イ又はロに掲げる取引
（顧客等の本人特定事項の確認方法）
第五条　法第四条第一項に規定する主務省令で定める方法のうち同項第一号に掲げる事項に係るものは、次の各号に掲げる顧
客等の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める方法とする。
一　自然人である顧客等（次号に掲げる者を除く。）　次に掲げる方法のいずれか
　　イ�　当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等の本人確認書類（次条に規定する書類をいう。以下同じ。）のうち同条

第一号又は第四号に定めるもの（同条第一号ロ及びトに掲げるものを除く。）の提示（同条第一号ヘに掲げる書類（一
を限り発行又は発給されたものを除く。ロにおいて同じ。）の代表者等からの提示を除く。）を受ける方法

　　ロ�　当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等の本人確認書類のうち次条第一号ロ、ヘ又はトに掲げるものの提示（同
号ヘに掲げる書類の提示にあっては、当該書類の代表者等からの提示に限る。）を受けるとともに、当該本人確認書類
に記載されている当該顧客等の住居に宛てて、預金通帳その他の当該顧客等との取引に係る文書（以下「取引関係文書」
という。）を書留郵便若しくはその取扱いにおいて引受け及び配達の記録をする郵便又はこれらに準ずるもの（以下「書
留郵便等」という。）により、その取扱いにおいて転送をしない郵便物又はこれに準ずるもの（以下「転送不要郵便物等」
という。）として送付する方法

　　ハ�　当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等の本人確認書類のうち次条第一号若しくは第四号に定めるもの又はその
写しの送付を受けて当該本人確認書類又はその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）を第十六条第一項第二号に
掲げる方法により確認記録に添付するとともに、当該本人確認書類又はその写しに記載されている当該顧客等の住居に
宛てて、取引関係文書を書留郵便等により、転送不要郵便物等として送付する方法

　　ニ�　その取扱いにおいて名宛人本人若しくは差出人の指定した名宛人に代わって受け取ることができる者に限り交付する
郵便又はこれに準ずるもの（特定事業者に代わって住居を確認し、本人確認書類の提示を受け、並びに第十七条第一項
第一号、第三号（括弧書を除く。）及び第十一号に掲げる事項を当該特定事業者に伝達する措置がとられているものに
限る。）により、当該顧客等に対して、取引関係文書を送付する方法

　　ホ�　当該顧客等から、電子署名及び認証業務に関する法律（平成十二年法律第百二号。以下この項において「電子署名法」
という。）第四条第一項に規定する認定を受けた者が発行し、かつ、その認定に係る業務の用に供する電子証明書（当
該顧客等の氏名、住居及び生年月日の記録のあるものに限る。）及び当該電子証明書により確認される電子署名法第二
条第一項に規定する電子署名が行われた特定取引等に関する情報の送信を受ける方法���

　　ヘ�　当該顧客等から、電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（平成十四年法律第百五十三号。以下この号
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において「公的個人認証法」という。）第三条第六項の規定に基づき都道府県知事が発行した電子証明書（以下この号
において「公的電子証明書」という。）及び当該公的電子証明書により確認される公的個人認証法第二条第一項に規定
する電子署名が行われた特定取引等に関する情報の送信を当該公的電子証明書により確認される同項に規定する電子署
名が行われた特定認証業務（電子署名法第二条第三項に規定する特定認証業務をいう。以下この号において同じ。）の
利用の申込みに関する情報の送信と同時に受ける方法（特定事業者が公的個人認証法第十七条第四項に規定する署名検
証者である場合に限る。この場合において、当該特定事業者が同条第一項に規定する行政機関等であるときは、当該申
込みに関する情報については送信を受けることを要しない。）

　　ト�　当該顧客等から、公的個人認証法第十七条第一項に規定する総務大臣の認定を受けた者であって、同条第四項に規定
する署名検証者である者が発行し、かつ、当該認定を受けた者が行う特定認証業務の用に供する電子証明書（当該顧客
等の氏名、住居及び生年月日の記録のあるものに限り、当該顧客等に係る公的個人認証法第三条第三項に規定する利用
者確認が、当該顧客等から、公的電子証明書及びヘに規定する申込みに関する情報の送信を受ける方法又は電子署名及
び認証業務に関する法律施行規則（平成十三年総務省、法務省、経済産業省令第二号）第五条第一項各号に規定する方
法により行われて発行されるものに限る。）及び当該電子証明書により確認される電子署名法第二条第一項に規定する
電子署名が行われた特定取引等に関する情報の送信を受ける方法

二　法第四条第一項第一号に規定する外国人である顧客等（第七条第一項第一号に掲げる特定取引等に係る者に限る。）　当
該顧客等から旅券等（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）第二条第五号に掲げる旅券又は同条
第六号に掲げる乗員手帳をいい、当該顧客等の氏名及び生年月日の記載があるものに限る。以下同じ。）であって、第七
条第一項第一号に定める事項の記載があるものの提示を受ける方法
三　法人である顧客等　次に掲げる方法のいずれか
　　イ�　当該法人の代表者等から本人確認書類のうち次条第二号又は第四号に定めるものの提示を受ける方法
　　ロ�　当該法人の代表者等から本人確認書類のうち次条第二号若しくは第四号に定めるもの又はその写しの送付を受けて当

該本人確認書類又はその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）を第十六条第一項第二号に掲げる方法により確認
記録に添付するとともに、当該本人確認書類又はその写しに記載されている当該顧客等の本店、主たる事務所、支店（会
社法（平成十七年法律第八十六号）第九百三十三条第三項の規定により支店とみなされるものを含む。）又は日本に営
業所を設けていない外国会社の日本における代表者の住居（以下「本店等」という。）に宛てて、取引関係文書を書留
郵便等により、転送不要郵便物等として送付する方法

　　ハ�　当該法人の代表者等から、商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第十二条の二第一項及び第三項の規定に基
づき登記官が作成した電子証明書並びに当該電子証明書により確認される電子署名法第二条第一項に規定する電子署名
が行われた特定取引等に関する情報の送信を受ける方法

２　特定事業者は、前項第一号イからハまで又は第三号イ若しくはロに掲げる方法により本人特定事項の確認を行う場合にお
いて、当該本人確認書類又はその写しに当該顧客等の現在の住居又は本店若しくは主たる事務所の所在地の記載がないとき
は、当該顧客等又はその代表者等から、当該記載がある当該顧客等の本人確認書類若しくは次の各号に掲げる書類のいずれ
か（本人確認書類を除き、領収日付の押印又は発行年月日の記載があるもので、その日が特定事業者が提示又は送付を受け
る日前六月以内のものに限る。以下「補完書類」という。）の提示を受け、又は当該本人確認書類若しくはその写し若しく
は当該補完書類若しくはその写しの送付を受けて当該本人確認書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）
若しくは当該補完書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）を第十六条第一項第二号に掲げる方法によ
り確認記録に添付することにより、当該顧客等の現在の住居又は本店若しくは主たる事務所の所在地を確認することができ
る。この場合においては、前項の規定にかかわらず、同項第一号ロ若しくはハ又は第三号ロに規定する取引関係文書は、当
該本人確認書類若しくは当該補完書類又はその写しに記載されている当該顧客等の住居又は本店等に宛てて送付するものと
する。
一　国税又は地方税の領収証書又は納税証明書
二　所得税法第七十四条第二項に規定する社会保険料の領収証書
三　公共料金（日本国内において供給される電気、ガス及び水道水その他これに準ずるものに係る料金をいう。）の領収証
書
四　当該顧客等が自然人である場合にあっては、前各号に掲げるもののほか、官公庁から発行され、又は発給された書類そ
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の他これに類するもので、当該顧客等の氏名及び住居の記載があるもの
五　日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、本人確認書類のうち
次条第一号又は第二号に定めるものに準ずるもの（当該顧客等が自然人の場合にあってはその氏名及び住居、法人の場合
にあってはその名称及び本店又は主たる事務所の所在地の記載があるものに限る。）

３　特定事業者は、第一項第三号ロに掲げる方法により本人特定事項の確認を行う場合においては、当該顧客等の本店等に代
えて、当該顧客等の代表者等から、当該顧客等の営業所であると認められる場所の記載がある当該顧客等の本人確認書類若
しくは補完書類の提示を受け、又は当該本人確認書類若しくはその写し若しくは当該補完書類若しくはその写しの送付を受
けて当該本人確認書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）若しくは当該補完書類若しくはその写し（特
定事業者が作成した写しを含む。）を第十六条第一項第二号に掲げる方法により確認記録に添付するとともに、当該場所に
宛てて取引関係文書を送付することができる。
４　特定事業者は、第一項第一号ロ若しくはハ又は第三号ロに掲げる方法により本人特定事項の確認を行う場合においては、
取引関係文書を書留郵便等により転送不要郵便物等として送付することに代えて、次の各号に掲げる方法のいずれかによる
ことができる。
一　当該特定事業者の役職員が、当該本人確認書類又はその写しに記載されている当該顧客等の住居又は本店等に赴いて当
該顧客等（法人である場合にあっては、その代表者等）に取引関係文書を交付する方法（次号に規定する場合を除く。）
二　当該特定事業者の役職員が、当該顧客等の本人確認書類若しくは補完書類又はその写しに記載されている当該顧客等の
住居又は本店等に赴いて当該顧客等（法人である場合にあっては、その代表者等）に取引関係文書を交付する方法（当該
本人確認書類若しくは補完書類又はその写しを用いて第二項の規定により当該顧客等の現在の住居又は本店若しくは主た
る事務所の所在地を確認した場合に限る。）
三　当該特定事業者の役職員が、当該顧客等の本人確認書類若しくは補完書類又はその写しに記載されている当該顧客等の
営業所であると認められる場所に赴いて当該顧客等の代表者等に取引関係文書を交付する方法（当該顧客等の代表者等か
ら、当該本人確認書類若しくは補完書類の提示を受け、又は当該本人確認書類若しくはその写し若しくは当該補完書類若
しくはその写しの送付を受けて当該本人確認書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）若しくは当該
補完書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）を第十六条第一項第二号に掲げる方法により確認記録
に添付する場合に限る。）
（本人確認書類）
第六条　前条第一項に規定する方法において、特定事業者が提示又は送付を受ける書類は、次の各号に掲げる区分に応じ、そ
れぞれ当該各号に定める書類のいずれかとする。ただし、第一号ハからホまでに掲げる本人確認書類及び第三号に定める本
人確認書類並びに有効期間又は有効期限のある第一号ヘ及びト、第二号ロに掲げる本人確認書類並びに第四号に定める本人
確認書類にあっては特定事業者が提示又は送付を受ける日において有効なものに、その他の本人確認書類にあっては特定事
業者が提示又は送付を受ける日前六月以内に作成されたものに限る。
一　自然人（第三号及び第四号に掲げる者を除く。）　次に掲げる書類のいずれか
　　イ　特定取引等を行うための申込み又は承諾に係る書類に顧客等が押印した印鑑に係る印鑑登録証明書
　　ロ�　印鑑登録証明書（イに掲げるものを除く。）、戸籍の謄本若しくは抄本（戸籍の附票の写しが添付されているものに限

る。）、住民票の写し又は住民票の記載事項証明書（地方公共団体の長の住民基本台帳の氏名、住所その他の事項を証す
る書類をいう。）

　　ハ�　国民健康保険、健康保険、船員保険、後期高齢者医療若しくは介護保険の被保険者証、健康保険日雇特例被保険者手
帳、国家公務員共済組合若しくは地方公務員共済組合の組合員証又は私立学校教職員共済制度の加入者証（当該自然人
の氏名、住居及び生年月日の記載があるものに限る。）

　　ニ�　国民年金法第十三条第一項に規定する国民年金手帳、児童扶養手当証書、特別児童扶養手当証書、母子健康手帳、身
体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳又は戦傷病者手帳（当該自然人の氏名、住居及び生年月日の記載が
あるものに限る。）

　　ホ�　運転免許証等（道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）第九十二条第一項に規定する運転免許証及び同法第百四条
の四第五項に規定する運転経歴証明書をいう。）、出入国管理及び難民認定法第十九条の三に規定する在留カード、日本
国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成三年法律第七十一号）第七条第
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一項に規定する特別永住者証明書、住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十条の四十四第一項に規定す
る住民基本台帳カード（当該自然人の氏名、住居及び生年月日の記載があるものに限る。）又は旅券等

　　ヘ�　イからホまでに掲げるもののほか、官公庁から発行され、又は発給された書類その他これに類するもので、当該自然
人の氏名、住居及び生年月日の記載があり、かつ、当該官公庁が当該自然人の写真を貼り付けたもの

　　ト�　イからヘまでに掲げるもののほか、官公庁から発行され、又は発給された書類その他これに類するもので、当該自然
人の氏名、住居及び生年月日の記載があるもの

二　法人（第四号に掲げる者を除く。）　次に掲げる書類のいずれか
　　イ�　当該法人の設立の登記に係る登記事項証明書（当該法人が設立の登記をしていないときは、当該法人を所轄する行政

機関の長の当該法人の名称及び本店又は主たる事務所の所在地を証する書類）又は印鑑登録証明書（当該法人の名称及
び本店又は主たる事務所の所在地の記載があるものに限る。）

　　ロ�　イに掲げるもののほか、官公庁から発行され、又は発給された書類その他これに類するもので、当該法人の名称及び
本店又は主たる事務所の所在地の記載があるもの

三　前条第一項第二号に掲げる者　旅券等
四　外国人（日本の国籍を有しない自然人をいい、本邦に在留しているもの（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及
び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定第九条第一項又は日本
国における国際連合の軍隊の地位に関する協定第三条第一項の規定により本邦に入国し在留しているものを除く。）を除
く。）及び外国に本店又は主たる事務所を有する法人　第一号又は第二号に定めるもののほか、日本国政府の承認した外
国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、第一号又は第二号に定めるものに準ずるもの（自
然人の場合にあってはその氏名、住居及び生年月日の記載があるものに、法人の場合にあってはその名称及び本店又は主
たる事務所の所在地の記載があるものに限る。）
（本邦内に住居を有しない外国人の住居に代わる本人特定事項等）
第七条　法第四条第一項第一号に規定する主務省令で定める事項は、次の各号に掲げる特定取引等の区分に応じ、それぞれ当
該各号に定める事項とする。
一　令第七条第一項第一号タ若しくはムに掲げる取引又は同項第五号に定める取引（当該貴金属等の引渡しと同時にその代
金の全額を受領する場合におけるものに限る。）　国籍及び旅券等の番号
二　前号に掲げる取引以外の取引　住居
２　前項第一号に掲げる取引を行う場合において、出入国管理及び難民認定法の規定により認められた在留又は上陸に係る旅
券又は許可書に記載された期間（第十七条第一項第二十四号において「在留期間等」という。）が九十日を超えないと認め
られるときは、法第四条第一項第一号の本邦内に住居を有しないことに該当するものとする。
（取引を行う目的の確認方法）
第八条　法第四条第一項（同条第五項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）に規定する主務省令で定める方法のう
ち同条第一項第二号に掲げる事項に係るものは、当該顧客等又はその代表者等から申告を受ける方法とする。
（職業及び事業の内容の確認方法）
第九条　法第四条第一項（同条第五項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）に規定する主務省令で定める方法のう
ち同条第一項第三号に掲げる事項に係るものは、次の各号に掲げる顧客等の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める方法と
する。
一　自然人又は人格のない社団若しくは財団である顧客等　当該顧客等又はその代表者等から申告を受ける方法
二　法人である顧客等（次号に掲げる者を除く。）　当該法人の次に掲げる書類（ハに掲げる書類及び有効期間又は有効期限
のないニに掲げる書類にあっては特定事業者が確認する日前六月以内に作成されたものに、有効期間又は有効期限のある
ニに掲げる書類にあっては特定事業者が確認する日において有効なものに限る。）のいずれか又はその写しを確認する方
法　

　　イ　定款（これに相当するものを含む。次条第二項第一号において同じ。）
　　ロ�　イに掲げるもののほか、法令の規定により当該法人が作成することとされている書類で、当該法人の事業の内容の記

載があるもの
　　ハ�　当該法人の設立の登記に係る登記事項証明書（当該法人が設立の登記をしていないときは、当該法人を所轄する行政
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機関の長の当該法人の事業の内容を証する書類）
　　ニ�　ハに掲げるもののほか、官公庁から発行され、又は発給された書類その他これに類するもので、当該法人の事業の内

容の記載があるもの
三　外国に本店又は主たる事務所を有する法人である顧客等　前号に定めるもののほか、次に掲げる書類のいずれか又はそ
の写しを確認する方法

　　イ　外国の法令の規定により当該法人が作成することとされている書類で、当該法人の事業の内容の記載があるもの
　　ロ�　日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、当該法人の事業の

内容の記載があるもの（有効期間又は有効期限のあるものにあっては特定事業者が確認する日において有効なものに、
その他のものにあっては特定事業者が確認する日前六月以内に作成されたものに限る。）

（実質的支配者の確認方法等）
第十条　法第四条第一項に規定する主務省令で定める方法のうち同項第四号に掲げる事項に係るものは、当該顧客等の代表者
等から申告を受ける方法とする。
２　法第四条第一項第四号に規定する主務省令で定める者（以下「実質的支配者」という。）は、次の各号に掲げる法人の区
分に応じ、それぞれ当該各号に定める者とする。　
一　株式会社、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法律第百九十八号）第二条第十二項に規定する投資法人、
資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百五号）第二条第三項に規定する特定目的会社その他のその法人の議決権（会
社法第三百八条第一項その他これに準ずる同法以外の法令（外国の法令を含む。）の規定により行使することができない
とされる議決権を含み、同法第四百二十三条第一項に規定する役員等（会計監査人を除く。）の選任及び定款の変更に関
する議案（これらの議案に相当するものを含む。）の全部につき株主総会（これに相当するものを含む。）において議決権
を行使することができない株式（これに相当するものを含む。以下この号において同じ。）に係る議決権を除く。以下こ
の号において同じ。）が当該議決権に係る株式の保有数又は当該株式の総数に対する当該株式の保有数の割合に応じて与
えられる法人（定款の定めにより当該法人に該当することとなる法人を除く。）　　当該法人の議決権の総数の四分の一を
超える議決権を有している者（他の者が当該法人の議決権の総数の二分の一を超える議決権を有している場合を除く。）
二　前号に掲げる法人以外の法人　当該法人を代表する権限を有している者
（代表者等の本人特定事項の確認方法）
第十一条　法第四条第五項の規定により読み替えて適用する同条第一項の規定又は同条第四項（同条第一項に係る部分に限
る。）の規定による代表者等の本人特定事項の確認の方法については、第五条第一項（同項第一号に係る部分に限る。）及び
第二項の規定を準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下
欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第五条第一項第一号イ 当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等 当該代表者等から当該代表者等
提示（同条第一号ヘに掲げる書類（一を限り発行又は発給され
たものを除く。ロにおいて同じ。）の代表者等からの提示を除く。）

提示

第五条第一項第一号ロ 当該顧客等又はその代表者等 当該代表者等
当該顧客等の 当該代表者等の
次条第一号ロ、ヘ 次条第一号ロ
提示（同号ヘに掲げる書類の提示にあっては、当該書類の代表
者等からの提示に限る。）

提示

当該顧客等との 当該代表者等との
第五条第一項第一号ハ 当該顧客等又はその代表者等 当該代表者等

当該顧客等の 当該代表者等の
第五条第一項第一号ニからトまで 当該顧客等 当該代表者等
第五条第二項 当該顧客等の 当該代表者等の

当該顧客等又はその代表者等 当該代表者等
当該顧客等が 当該代表者等が
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２　特定事業者は、前項において準用する第五条第一項第一号ロからニまでに掲げる方法により本人特定事項の確認を行う場
合においては、当該代表者等の住居に代えて、当該代表者等から、当該代表者等に係る顧客等（国等（人格のない社団又は
財団、令第十四条第四号に掲げるもの及び第十五条第六号から第十号までに掲げるものを除く。）に限る。次項第三号にお
いて同じ。）の本店等若しくは営業所若しくは当該代表者等が所属する官公署であると認められる場所の記載がある当該顧
客等若しくは当該代表者等の本人確認書類若しくは補完書類の提示を受け、又は当該本人確認書類若しくはその写し若しく
は当該補完書類若しくはその写しの送付を受けて当該本人確認書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）
若しくは当該補完書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）を第十六条第一項第二号に掲げる方法によ
り確認記録に添付するとともに、当該場所に宛てて取引関係文書を送付することができる。
３　特定事業者は、第一項において準用する第五条第一項第一号ロ又はハに掲げる方法により本人特定事項の確認を行う場合
においては、取引関係文書を書留郵便等により転送不要郵便物等として送付することに代えて、次の各号に掲げる方法のい
ずれかによることができる。
一　当該特定事業者の役職員が、当該本人確認書類又はその写しに記載されている当該代表者等の住居に赴いて当該代表者
等に取引関係文書を交付する方法（次号に規定する場合を除く。）
二　当該特定事業者の役職員が、当該代表者等の本人確認書類若しくは補完書類又はその写しに記載されている当該代表者
等の住居に赴いて当該代表者等に取引関係文書を交付する方法（当該本人確認書類若しくは補完書類又はその写しを用い
て第一項において準用する第五条第二項の規定により当該代表者等の現在の住居を確認した場合に限る。）
三　当該特定事業者の役職員が、当該代表者等に係る顧客等又は当該代表者等の本人確認書類若しくは補完書類又はその写
しに記載されている当該顧客等の本店等若しくは営業所又は当該代表者等が所属する官公署であると認められる場所に赴
いて当該代表者等に取引関係文書を交付する方法（当該代表者等から、当該本人確認書類若しくは補完書類の提示を受け、
又は当該本人確認書類若しくはその写し若しくは当該補完書類若しくはその写しの送付を受けて当該本人確認書類若しく
はその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）若しくは当該補完書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写し
を含む。）を第十六条第一項第二号に掲げる方法により確認記録に添付する場合に限る。）

４　第一項の代表者等は、次の各号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に該当することにより当該顧客等のために特
定取引等の任に当たっていると認められる代表者等をいうものとする。
一　顧客等が自然人である場合　次のいずれかに該当すること。
　　イ　当該代表者等が、当該顧客等の同居の親族又は法定代理人であること。
　　ロ�　当該代表者等が、当該顧客等が作成した委任状その他の当該代表者等が当該顧客等のために当該特定取引等の任に当

たっていることを証する書面を有していること。
　　ハ�　当該顧客等に電話をかけることその他これに類する方法により当該代表者等が当該顧客等のために当該特定取引等の

任に当たっていることが確認できること。
　　ニ�　イからハまでに掲げるもののほか、特定事業者（令第十三条第一項第一号に掲げる取引にあっては、同号に規定する

他の特定事業者。次号ホ及び第十四条第二項において同じ。）が当該顧客等と当該代表者等との関係を認識しているこ
とその他の理由により当該代表者等が当該顧客等のために当該特定取引等の任に当たっていることが明らかであること。

二　前号に掲げる場合以外の場合（顧客等が人格のない社団又は財団である場合を除く。）　次のいずれかに該当すること。
　　イ　前号ロに掲げること。
　　ロ�　当該代表者等が、当該顧客等が発行した身分証明書その他の当該顧客等の役職員であることを示す書面（当該代表者

等の氏名の記載があるものに限る。）を有していること。
　　ハ　当該代表者等が、当該顧客等の役員として登記されていること。
　　ニ�　当該顧客等の本店等若しくは営業所又は当該代表者等が所属すると認められる官公署に電話をかけることその他これ

に類する方法により当該代表者等が当該顧客等のために当該特定取引等の任に当たっていることが確認できること。
　　ホ�　イからニまでに掲げるもののほか、特定事業者が当該顧客等と当該代表者等との関係を認識していることその他の理

由により当該代表者等が当該顧客等のために当該特定取引等の任に当たっていることが明らかであること。
（法第四条第一項に規定する取引に際して行う確認の方法の特例）
第十二条　第五条、第八条、第九条、第十条第一項及び前条の規定にかかわらず、特定事業者は、次の各号に掲げる方法のい
ずれかにより法第四条第一項（同条第五項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第四項（同条第一項に係る
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部分に限る。）の規定による確認を行うことができる。ただし、取引の相手方が当該各号に規定する取引時確認若しくは相
当する確認に係る顧客等若しくは代表者等になりすましている疑いがある取引又は当該取引時確認若しくは相当する確認が
行われた際に当該取引時確認若しくは相当する確認に係る事項を偽っていた疑いがある顧客等若しくは代表者等（その代表
者等が当該事項を偽っていた疑いがある顧客等又は代表者等を含む。）との間における取引を行う場合は、この限りでない。
一　令第七条第一項第一号ハからヨまで及びソに掲げる取引並びに同項第二号及び第三号に定める取引のうち、特定の預金
又は貯金口座における口座振替の方法により決済されるものにあっては、当該口座が開設されている他の特定事業者が当
該預金又は貯金口座に係る同項第一号イに掲げる取引を行う際に当該顧客等又はその代表者等について取引時確認を行
い、かつ、当該取引時確認に係る確認記録を保存していることを確認する方法（この方法を用いようとする特定事業者と
当該他の特定事業者が、あらかじめ、この方法を用いることについて合意をしている場合に限る。）
二　令第七条第一項第一号ハからヨまで及びソに掲げる取引並びに同項第二号及び第三号に定める取引のうち、法第二条第
二項第三十八号に規定するクレジットカード等を使用する方法により決済されるものにあっては、当該クレジットカード
等を交付し、又は付与した他の特定事業者が当該クレジットカード等に係る令第七条第一項第三号に定める取引を行う際
に当該顧客等又はその代表者等について取引時確認（前号に掲げる方法によるものを除く。）を行い、かつ、当該取引時
確認に係る確認記録を保存していることを確認する方法（この方法を用いようとする特定事業者と当該他の特定事業者が、
あらかじめ、この方法を用いることについて合意をしている場合に限る。）
三　当該特定事業者が、法第四条第一項（同条第五項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び第四項（同条第
一項に係る部分に限る。）の規定による確認に相当する確認（当該確認について確認記録に相当する記録の作成及び保存
をしている場合におけるものに限る。）を行っている顧客等又は代表者等については、第十四条に定める方法に相当する
方法により既に当該確認を行っていることを確認するととも　に、当該記録を確認記録として保存する方法

２　前条第四項の規定は、前項各号に掲げる方法により代表者等の本人特定事項の確認を行う場合に準用する。
（厳格な顧客管理を行う必要性が特に高いと認められる取引に際して行う確認の方法）
第十三条　法第四条第二項（同条第五項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第四項（同条第二項に係る部分
に限る。）の規定による顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認の方法は、次の各号に掲げる方法とする。この場合にお
いて、同条第二項第一号に掲げる取引に際して当該確認（第一号に掲げる方法が第二号ロに掲げる方法によるもの（関連取
引時確認が、同項に規定する取引に際して行われたものであって、第一号に掲げる方法が第二号ロに掲げる方法によるもの
である場合におけるものを除く。）を除く。）を行うときは、関連取引時確認において用いた本人確認書類（その写しを用い
たものを含む。）及び補完書類（その写しを用いたものを含む。）以外の本人確認書類若しくは補完書類又はその写しの少な
くとも一を用いるものとする。
一　第五条又は第十一条に規定する方法
二　次のイ又はロに掲げる前号に掲げる方法の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める方法
　　イ�　第五条第一項第一号イからニまで（これらの規定を第十一条第一項において準用する場合を含む。）、第二号並びに第

三号イ及びロに掲げる方法　当該顧客等又は当該代表者等から、当該顧客等若しくは当該代表者等の住居若しくは本店
若しくは主たる事務所の所在地の記載がある当該顧客等若しくは当該代表者等の本人確認書類（当該方法において用い
たもの（その写しを用いたものを含む。）を除く。）若しくは補完書類（当該方法において用いたもの（その写しを用い
たものを含む。）を除く。）の提示を受け、又は当該本人確認書類若しくはその写し若しくは当該補完書類若しくはその
写しの送付を受けて当該本人確認書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）若しくは当該補完書類
若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）を第十六条第一項第二号に掲げる方法により確認記録に添付
する方法

　　ロ�　第五条第一項第一号ホからトまで（これらの規定を第十一条第一項において準用する場合を含む。）及び第三号ハに
掲げる方法　当該顧客等又は当該代表者等から、当該顧客等若しくは当該代表者等の本人確認書類の提示を受け、又は
当該本人確認書類若しくはその写しの送付を受けて当該本人確認書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを
含む。）を第十六条第一項第二号に掲げる方法により確認記録に添付する方法（当該本人確認書類又はその写しに当該
顧客等又は当該代表者等の現在の住居又は本店若しくは主たる事務所の所在地の記載がないときは、当該方法に加え、
当該顧客等又は当該代表者等から、当該記載がある当該顧客等若しくは当該代表者等の補完書類の提示を受け、又は当
該補完書類若しくはその写しの送付を受けて当該補完書類若しくはその写し（特定事業者が作成した写しを含む。）を
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同号に掲げる方法により確認記録に添付する方法）
２　法第四条第二項（同条第五項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による同条第一項第二号及び第三号
に掲げる事項の確認の方法は、第八条及び第九条に規定する方法とする。　
３　法第四条第二項の規定による同条第一項第四号に掲げる事項の確認の方法は、次の各号に掲げる法人の区分に応じ、それ
ぞれ当該各号に定める書類又はその写し及び当該各号に掲げる法人に実質的支配者がある場合にあっては、当該実質的支配
者の本人確認書類又はその写し（当該本人確認書類又はその写しに当該実質的支配者の現在の住居又は本店若しくは主たる
事務所の所在地の記載がないときは、当該本人確認書類又はその写し及び当該記載がある当該実質的支配者の補完書類又は
その写し）を確認する方法とする。
一　第十条第二項第一号に掲げる法人　株主名簿、金融商品取引法第二十四条第一項に規定する有価証券報告書その他これ
らに類する当該法人の議決権の保有状況を示す書類
二　第十条第二項第二号に掲げる法人　次に掲げる書類（有効期間又は有効期限のあるものにあっては特定事業者が確認す
る日において有効なものに、その他のものにあっては特定事業者が確認する日前六月以内に作成されたものに限る。）の
いずれか

　　イ�　当該法人の設立の登記に係る登記事項証明書（当該法人が設立の登記をしていないときは、当該法人を所轄する行政
機関の長の当該法人を代表する権限を有している者を証する書類）

　　ロ�　イに掲げるもののほか、官公庁から発行され、又は発給された書類その他これに類するもので、当該法人を代表する
権限を有している者を証するもの

　　ハ�　外国に本店又は主たる事務所を有する法人にあっては、イ及びロに掲げるもののほか、日本国政府の承認した外国政
府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、当該法人を代表する権限を有している者を証する
もの

４　法第四条第二項の規定による資産及び収入の状況の確認の方法は、次の各号に掲げる顧客等の区分に応じ、それぞれ当該
各号に定める書類又はその写しの一又は二以上を確認する方法とする。
一　自然人である顧客等　次に掲げる書類
　　イ　源泉徴収票（所得税法第二百二十六条第一項に規定する源泉徴収票をいう。）
　　ロ　確定申告書
　　ハ　預貯金通帳
　　ニ�　イからハまでに掲げるもののほか、これらに類する当該顧客等の資産及び収入の状況を示す書類
　　ホ�　当該顧客等の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）に係るイからニ

までに掲げるもの
二　法人である顧客等　次に掲げる書類
　　イ　貸借対照表
　　ロ　損益計算書
　　ハ　イ及びロに掲げるもののほか、これらに類する当該法人の資産及び収入の状況を示す書類
（顧客等について既に取引時確認を行っていることを確認する方法）
第十四条　令第十三条第二項に規定する主務省令で定める方法は、次の各号に掲げることのいずれかにより顧客等（国等であ
る場合にあっては、その代表者等又は当該国等（人格のない社団又は財団を除く。）。以下この条において同じ。）が確認記
録に記録されている顧客等と同一であることを確認するとともに、当該確認を行った取引に係る第二十一条第一号から第三
号までに掲げる事項を記録し、当該記録を当該取引の行われた日から七年間保存する方法とする。
一　預貯金通帳その他の顧客等が確認記録に記録されている顧客等と同一であることを示す書類その他の物の提示又は送付
を受けること。
二　顧客等しか知り得ない事項その他の顧客等が確認記録に記録されている顧客等と同一であることを示す事項の申告を受
けること。

２　前項の規定にかかわらず、特定事業者は、顧客等又は代表者等と面識がある場合その他の顧客等が確認記録に記録されて
いる顧客等と同一であることが明らかな場合は、当該顧客等が確認記録に記録されている顧客等と同一であることを確認し
たものとすることができる。
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（国等に準ずる者）
第十五条　令第十四条第六号に規定する主務省令で定めるものは、次の各号に掲げるものとする。
一　勤労者財産形成基金
二　厚生年金基金
三　国民年金基金
四　国民年金基金連合会
五　企業年金基金
六　令第七条第一項第一号イ又はロに規定する契約のうち、被用者の給与等から控除される金銭を預金若しくは貯金又は同
号ロに規定する定期積金等とするものを締結する被用者
七　第三条第四号に掲げる信託契約を締結する被用者
八　団体扱い保険又はこれに相当する共済に係る契約を締結する被用者
九　令第七条第一項第一号リに規定する契約のうち、被用者の給与等から控除される金銭を当該行為の対価とするものを締
結する被用者
十　令第七条第一項第一号カに規定する契約のうち、被用者の給与等から控除される金銭により返済がされるものを締結す
る被用者
十一　有価証券の売買を行う外国（国家公安委員会及び金融庁長官が指定する国又は地域に限る。）の市場に上場又は登録
している会社
（確認記録の作成方法）
第十六条　法第六条第一項に規定する主務省令で定める方法は、次の各号に掲げる方法とする。
一　確認記録を文書、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら
れる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）又はマイクロフィルムを用いて
作成する方法
二　次のイからホまでに掲げる場合に応じ、それぞれ当該イからホまでに定めるもの（以下「添付資料」という。）を文書、
電磁的記録又はマイクロフィルム（ロに掲げる場合にあっては、電磁的記録に限る。）を用いて確認記録に添付する方法

　　イ�　第五条第一項第一号ハ（第十一条第一項において準用する場合を含む。）又は第三号ロに掲げる方法により本人特定
事項の確認を行ったとき　当該本人確認書類又はその写し

　　ロ�　第五条第一項第一号ホからトまで（これらの規定を第十一条第一項において準用する場合を含む。）又は第三号ハに
掲げる方法により本人特定事項の確認を行ったとき　当該方法により本人特定事項の確認を行ったことを証するに足り
る電磁的記録

　　ハ�　本人確認書類若しくは補完書類又はその写しの送付を受けることにより第五条第二項（第十一条第一項において準用
する場合を含む。）の規定により顧客等又は代表者等の現在の住居又は本店若しくは主たる事務所の所在地の確認を行っ
たとき　当該本人確認書類若しくは補完書類又はその写し

　　ニ�　本人確認書類若しくは補完書類又はその写しの送付を受けることにより、第五条第三項若しくは第十一条第二項の規
定により当該各項に規定する場所に宛てて取引関係文書を送付したとき又は第五条第四項若しくは第十一条第三項の規
定により第五条第四項第三号若しくは第十一条第三項第三号に規定する場所に赴いて取引関係文書を交付したとき　当
該本人確認書類若しくは補完書類又はその写し

　　ホ�　本人確認書類若しくは補完書類又はその写しの送付を受けることにより第十三条第一項第二号に掲げる方法により本
人特定事項の確認を行ったとき　当該本人確認書類若しくは補完書類又はその写し

２　前項第二号に掲げる方法において確認記録に添付した添付資料は、当該確認記録の一部とみなす。
（確認記録の記録事項）
第十七条　法第六条第一項に規定する主務省令で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。
一　取引時確認を行った者の氏名その他の当該者を特定するに足りる事項
二　確認記録の作成者の氏名その他の当該者を特定するに足りる事項
三　顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認のために本人確認書類の提示を受けたとき（第十三条第一項第二号に掲げる
方法において本人確認書類の提示を受けたときを除く。）は、当該提示を受けた日付及び時刻（当該提示を受けた本人確
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認書類の写しを確認記録に添付し、確認記録と共に次条第一項に定める日から七年間保存する場合にあっては、日付に限
る。）
四　顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認のために本人確認書類又はその写しの送付を受けたとき（第十三条第一項第
二号に掲げる方法において本人確認書類又はその写しの送付を受けたときを除く。）は、当該送付を受けた日付
五　第五条第一項第一号ロからニまで（これらの規定を第十一条第一項において準用する場合を含む。）又は第三号ロに掲
げる方法により顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認を行ったときは、特定事業者が取引関係文書を送付した日付
六　第五条第四項又は第十一条第三項の規定により顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認を行ったときは、当該各項に
規定する交付を行った日付
七　第十三条第一項第二号に掲げる方法において本人確認書類若しくは補完書類の提示を受け、又は本人確認書類若しくは
その写し若しくは補完書類若しくはその写しの送付を受けたときは、当該提示又は当該送付を受けた日付
八　法第四条第一項第二号から第四号までに掲げる事項又は資産及び収入の状況の確認を行ったときは、確認を行った事項
に応じ、確認を行った日付
九　取引時確認を行った取引の種類
十　顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認を行った方法
十一　顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認のために本人確認書類又は補完書類の提示を受けたときは、当該本人確認
書類又は補完書類の名称、記号番号その他の当該本人確認書類又は補完書類を特定するに足りる事項
十二　本人確認書類又は補完書類の提示を受けることにより第五条第二項（第十一条第一項において準用する場合を含む。）
の規定により顧客等又は代表者等の現在の住居又は本店若しくは主たる事務所の所在地の確認を行ったときは、当該本人
確認書類又は補完書類の名称、記号番号その他の当該本人確認書類又は補完書類を特定するに足りる事項
十三　本人確認書類又は補完書類の提示を受けることにより、第五条第三項若しくは第十一条第二項の規定により当該各項
に規定する場所に宛てて取引関係文書を送付したとき又は第五条第四項若しくは第十一条第三項の規定により第五条第四
項第三号若しくは第十一条第三項第三号に規定する場所に赴いて取引関係文書を交付したときは、営業所の名称、所在地
その他の当該場所を特定するに足りる事項及び当該本人確認書類又は補完書類の名称、記号番号その他の当該本人確認書
類又は補完書類を特定するに足りる事項
十四　顧客等の本人特定事項（顧客等が国等である場合にあっては、当該国等の名称、所在地その他の当該国等を特定する
に足りる事項）
十五　代表者等による取引のときは、当該代表者等の本人特定事項、当該代表者等と顧客等との関係及び当該代表者等が顧
客等のために特定取引等の任に当たっていると認めた理由
十六　顧客等（国等（人格のない社団又は財団を除く。）を除く。次号において同じ。）が取引を行う目的
十七　顧客等の職業又は事業の内容並びに顧客等が法人である場合にあっては、事業の内容の確認を行った方法及び書類の
名称その他の当該書類を特定するに足りる事項
十八　顧客等（国等を除く。）が法人であるときは、実質的支配者の有無並びにその確認を行った方法及び書類の名称その
他の当該書類を特定するに足りる事項
十九　実質的支配者があるときは、当該実質的支配者の本人特定事項並びにその確認を行った方法並びに本人確認書類及び
補完書類の名称、記号番号その他の当該本人確認書類及び補完書類を特定するに足りる事項
二十　資産及び収入の状況の確認を行ったときは、当該確認を行った方法及び書類の名称その他の当該書類を特定するに足
りる事項
二十一　顧客等が自己の氏名及び名称と異なる名義を取引に用いるときは、当該名義並びに顧客等が自己の氏名及び名称と
異なる名義を用いる理由
二十二　取引記録等を検索するための口座番号その他の事項
二十三　法第四条第二項第一号に掲げる取引に際して確認を行ったときは、関連取引時確認に係る確認記録を検索するため
の当該関連取引時確認を行った日付その他の事項
二十四　第七条第二項の規定により在留期間等の確認を行ったときは、同項に規定する旅券又は許可書の名称、日付、記号
番号その他の当該旅券又は許可書を特定するに足りる事項

２　特定事業者は、添付資料を確認記録に添付するとき又は前項第三号の規定により本人確認書類の写しを確認記録に添付す
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るときは、同項各号に掲げるもののうち当該添付資料又は当該本人確認書類の写しに記載がある事項については、同項の規
定にかかわらず、確認記録に記録しないことができる。
３　特定事業者は、第一項第十四号から第十九号まで及び第二十一号から第二十三号までに掲げる事項に変更又は追加がある
ことを知った場合は、当該変更又は追加に係る内容を確認記録に付記するものとし、既に確認記録又は同項第三号の規定に
より添付した本人確認書類の写し若しくは添付資料に記録され、又は記載されている内容（過去に行われた当該変更又は追
加に係る内容を除く。）を消去してはならない。この場合において、特定事業者は、確認記録に付記することに代えて、変
更又は追加に係る内容の記録を別途作成し、当該記録を確認記録と共に保存することとすることができる。
（確認記録の保存期間の起算日）
第十八条　法第六条第二項に規定する主務省令で定める日は、取引終了日及び取引時確認済みの取引に係る取引終了日のうち
後に到来する日とする。
２　前項に規定する「取引終了日」とは、次の各号に掲げる確認記録を作成した特定取引等の区分に応じ、それぞれ当該各号
に定める日とする。
一　令第七条第一項第一号イからヘまで、チからヌまで、ル（媒介又は代理を行うことを内容とする契約を除く。）、ワ（代
理又は媒介を除く。）、カ（媒介を除く。）若しくはソからラまでに掲げる取引、同項第二号、第三号、第五号若しくは第
六号に定める取引又は令第九条に規定する取引　当該取引に係る契約が終了した日
二　前号に掲げる取引以外の取引　当該取引が行われた日
３　第一項に規定する「取引時確認済みの取引に係る取引終了日」とは、法第四条第三項の規定により同条第一項の規定を適
用しないこととされる取引があった場合において、前項の規定中「確認記録を作成した特定取引等」とあるのを「取引時確
認済みの顧客等との特定取引等」と読み替えて同項の規定を適用したときにおける同項に定める日とする。
（取引記録等の作成・保存義務の対象から除外される取引等）
第十九条　令第十五条第一項第四号に規定する主務省令で定める取引は、次の各号に掲げるものとする。
一　自動預払機その他これに準ずる機械を通じてされる顧客等と他の特定事業者との間の取引（為替取引のために当該他の
特定事業者が行う現金の支払を伴わない預金又は貯金の払戻しを除く。）
二　保険契約又は共済に係る契約に基づき一定金額の保険料又は共済掛金を定期的に収受する取引
三　当せん金付証票法（昭和二十三年法律第百四十四号）第二条第一項に規定する当せん金付証票又はスポーツ振興投票の
実施等に関する法律（平成十年法律第六十三号）第二条に規定するスポーツ振興投票券の販売及び当該当せん金付証票に
係る当せん金品又は当該スポーツ振興投票券に係る払戻金であって二百万円以下のものの交付
四　その代金の額が二百万円を超える法第二条第二項第四十号に規定する貴金属等の売買のうち、当該代金の支払の方法が
現金以外のもの
五　法第二条第二項第四十一号に規定する業務で現金を内容とする郵便物の受取及び引渡しに係るもの以外のものに係る取
引

２　令第十五条第二項第二号に規定する主務省令で定める特定受任行為の代理等は、任意後見契約に関する法律第二条第四号
に規定する任意後見人の事務として行う特定受任行為の代理等とする。
（取引記録等の作成方法）
第二十条　法第七条第一項及び第二項に規定する主務省令で定める方法は、文書、電磁的記録又はマイクロフィルムを用いて
作成する方法とする。
（取引記録等の記録事項）
第二十一条　法第七条第一項及び第二項に規定する主務省令で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。
一　口座番号その他の顧客等の確認記録を検索するための事項（確認記録がない場合にあっては、氏名その他の顧客等又は
取引若しくは特定受任行為の代理等を特定するに足りる事項）
二　取引又は特定受任行為の代理等の日付
三　取引又は特定受任行為の代理等の種類
四　取引又は特定受任行為の代理等に係る財産の価額
五　財産移転（令第十五条第一項第一号に規定する財産移転をいう。）を伴う取引又は特定受任行為の代理等にあっては、
当該取引又は特定受任行為の代理等及び当該財産移転に係る移転元又は移転先（当該特定事業者が行う取引又は特定受任
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行為の代理等が当該財産移転に係る取引、行為又は手続の一部分である場合は、それを行った際に知り得た限度において
最初の移転元又は最後の移転先をいう。以下この条において同じ。）の名義その他の当該財産移転に係る移転元又は移転
先を特定するに足りる事項
六　前各号に掲げるもののほか、顧客との間で行う為替取引（本邦から外国へ向けた支払又は外国から本邦へ向けた支払に
係るものを除く。）が当該取引を行う特定金融機関と移転元又は移転先に係る特定金融機関（以下この号において「他の
特定金融機関」という。）との間の資金決済を伴うものであり、かつ、当該取引に係る情報の授受が当該取引を行う顧客
に係る特定金融機関と当該他の特定金融機関との間において電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報
通信の技術を利用する方法をいう。）により行われる場合には、次のイ又はロに掲げる区分に応じ、それぞれ当該イ又は
ロに定めることを行うに足りる事項

　　イ�　他の特定金融機関への資金の支払を伴う取引である場合　他の特定金融機関から当該他の特定金融機関に保存されて
いる取引記録等に基づき当該取引に係る顧客の確認を求められたときに、求められた日から三営業日以内に当該取引を
特定して当該顧客の確認記録を検索すること（確認記録がない場合にあっては、求められた日から三営業日以内に当該
取引及び氏名又は名称その他の当該顧客に関する事項を特定すること。）。

　　ロ�　他の特定金融機関からの資金の受取を伴う取引である場合　他の特定金融機関との間で授受される当該取引に係る情
報を検索すること。

七　第一号から第五号までに掲げるもののほか、次のイからハまでに掲げる場合においては、当該イからハまでに定める事
項

　　イ�　特定金融機関が法第九条第一項の規定により他の特定金融機関又は外国所在為替取引業者（同項に規定する外国所在
為替取引業者をいう。以下同じ。）に通知する場合　当該通知をした事項

　　ロ�　特定金融機関が外国所在為替取引業者から法第九条の規定に相当する外国の法令の規定による通知を受けて外国から
本邦へ向けた支払の委託又は再委託を受けた場合であって、当該支払を他の特定金融機関又は外国所在為替取引業者に
再委託しないとき　当該通知を受けた事項

　　ハ�　特定金融機関が他の特定金融機関から法第九条第三項又は第四項の規定による通知を受けて外国から本邦へ向けた支
払の委託又は再委託を受けた場合であって、当該支払を他の特定金融機関又は外国所在為替取引業者に再委託しないと
き当該通知を受けた事項

（届出様式等）
第二十二条　令第十六条第一項の規定による届出をしようとする特定事業者は、別記様式第一号から第三号までの届出書を行
政庁に提出しなければならない。
２　前項に規定する届出書の提出については、当該届出書に記載すべきこととされている事項を記録した電磁的記録媒体（電
磁的記録に係る記録媒体をいう。）及び別記様式第四号の電磁的記録媒体提出票を提出することにより行うことができる。
（通知義務の対象とならない外国為替取引の方法）
第二十三条　令第十七条に規定する主務省令で定める方法は、公職選挙郵便規則等の一部を改正する省令（平成十九年総務省
令第百十三号）附則第五条第三項の規定によりなおその効力を有するものとされる同令附則第二条の規定による廃止前の国
際郵便為替規則（平成十五年総務省令第十号）第二条第一項に規定する通常為替、払込為替及び払出為替とする。
（特定事業者の通知事項等）
第二十四条　法第九条第一項に規定する主務省令で定めるものは、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める
事項とする。
一　自然人　次に掲げる事項
　　イ　氏名
　　ロ�　住居又は第十七条第一項第十一号に掲げる事項若しくは顧客識別番号（顧客と支払に係る為替取引を行う特定事業者

が管理している当該顧客を特定するに足りる記号番号をいう。次号ロにおいて同じ。）
　　ハ　次の（１）又は（２）に掲げる区分に応じ、それぞれ当該（１）又は（２）に定める事項
　　　（１）　預金又は貯金口座を用いる場合　当該口座の口座番号

（２）　預金又は貯金口座を用いない場合　取引参照番号（顧客と支払に係る為替取引を行う特定事業者が当該取引を特
定するに足りる記号番号をいう。）
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二　法人　次に掲げる事項
　　イ　名称
　　ロ　本店若しくは主たる事務所の所在地又は顧客識別番号
　　ハ　前号ハに掲げる事項
２　法第九条第三項及び第四項に規定する主務省令で定める事項は、前項に規定する事項に相当する事項とする。
（特定金融機関の体制の整備）
第二十五条　特定金融機関は、外国所在為替取引業者との間で委託契約又は受託契約を締結して為替取引を行う場合には、当
該外国所在為替取引業者が行う犯罪による収益の移転を防止するための体制の整備の状況並びに当該外国所在為替取引業者
の営業の実態及び法に相当する外国の法令を執行する外国の当局が当該外国所在為替取引業者に対して行う監督の実態につ
いて情報を収集し、かつ、これらの評価を行う体制の整備、当該契約の締結に係る審査の手順を定めた社内規則の整備その
他の必要な体制の整備に努めなければならない。
（身分証明書の様式等）
第二十六条　法第十五条第一項又は第十八条第三項の規定による立入検査をする職員の携帯する身分を示す証明書（次項にお
いて「身分証明書」という。）の様式は、別記様式第五号のとおりとする。ただし、次の各号に掲げるものについては、こ
の限りでない。
一　金融庁若しくは証券取引等監視委員会又は財務局若しくは福岡財務支局の職員が立入検査（財務大臣の権限によるもの
を除く。）をするときに携帯すべき証明書�
二　法第二条第二項第八号から第十四号まで又は第二十号に掲げる特定事業者に対して農林水産省の職員が立入検査をする
ときに携帯すべき証明書

２　法第二十一条第一項から第四項までに規定する行政庁、総務省、法務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省
及び国土交通省の内部部局（法第十五条第一項の規定による立入検査に関する事務を所掌するものに限る。）の局長並びに
外局及び地方支分部局の長（立入検査の権限の委任を受けた者に限る。）、都道府県知事又は警視総監若しくは道府県警察本
部長は、当該職員に対し、身分証明書を発行することができる。
（立入検査に関する協議）
第二十七条　協議（法第十八条第五項に規定する協議をいう。以下この条において同じ。）の求めは、国家公安委員会が法第
十八条第四項の通知を発出してから二週間以内に行うものとする。
２　行政庁が都道府県知事である場合は、主務大臣に対しても文書又はファクシミリ装置による通信により協議の求めに係る
事項を通知するものとする。
３　国家公安委員会及び行政庁は、協議において次の各号に掲げる事項を行うものとする。
一　相互に情報若しくは資料又は意見を交換すること。
二　立入検査の権限を行使する場合は共同で行うよう協議の相手方から求められたときはこれに応じ、その日時、方法等に
ついて調整を図ること。
三　前二号に掲げるもののほか、特定事業者の負担の軽減、事実を確認するための資料の適時の収集、立入検査の効率的な
実施等に関し必要な事項について調整を図ること。

４　国家公安委員会及び行政庁は、やむを得ない場合を除き、協議の求めが行われた日から一月以内に調整を図るものとする。
（外国通貨によりなされる取引の換算基準）
第二十八条　法、令及びこの命令を適用する場合における本邦通貨と外国通貨との間又は異種の外国通貨相互間の換算は、次
の各号に掲げる区分及び方法による場合を除き、当該規定においてその額について当該換算をすべき取引又は特定受任行為
の代理等が行われる日における外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第七条第一項に規定する基準
外国為替相場又は裁定外国為替相場を用いて行うものとする。
一　法別表第二条第二項第一号から第三十六号までに掲げる者の項に規定する政令で定める業務に係る取引のうち、本邦通貨と
外国通貨との売買を伴うもの　当該本邦通貨と外国通貨との売買において適用される実勢外国為替相場を用いて換算する方法
二　両替のうち本邦通貨と外国通貨との売買に係るもの　当該本邦通貨と外国通貨との売買において適用される実勢外国為
替相場を用いて換算する方法

附　則　　［略］　　　　　　　　別記様式　［略］

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center

1009999

CW6_A2258D09.indd   100 2013/03/22   10:31:09



　　第一章　総則
（目的）
第一条　この法律は、組織的な犯罪が平穏かつ健全な社会生活を著しく害し、及び犯罪による収益がこの種の犯罪を助長する
とともに、これを用いた事業活動への干渉が健全な経済活動に重大な悪影響を与えることにかんがみ、組織的に行われた殺
人等の行為に対する処罰を強化し、犯罪による収益の隠匿及び収受並びにこれを用いた法人等の事業経営の支配を目的とす
る行為を処罰するとともに、犯罪による収益に係る没収及び追徴の特例等について定めることを目的とする。
（定義）
第二条　この法律において「団体」とは、共同の目的を有する多数人の継続的結合体であって、その目的又は意思を実現する
行為の全部又は一部が組織（指揮命令に基づき、あらかじめ定められた任務の分担に従って構成員が一体として行動する人
の結合体をいう。以下同じ。）により反復して行われるものをいう。
２　この法律において「犯罪収益」とは、次に掲げる財産をいう。
一　財産上の不正な利益を得る目的で犯した別表に掲げる罪の犯罪行為（日本国外でした行為であって、当該行為が日本国
内において行われたとしたならばこれらの罪に当たり、かつ、当該行為地の法令により罪に当たるものを含む。）により
生じ、若しくは当該犯罪行為により得た財産又は当該犯罪行為の報酬として得た財産
二　次に掲げる罪の犯罪行為（日本国外でした行為であって、当該行為が日本国内において行われたとしたならばイ、ロ又
はニに掲げる罪に当たり、かつ、当該行為地の法令により罪に当たるものを含む。）により提供された資金

　　イ�　覚せい剤取締法（昭和二十六年法律第二百五十二号）第四十一条の十（覚せい剤原料の輸入等に係る資金等の提供等）
の罪

　　ロ　売春防止法（昭和三十一年法律第百十八号）第十三条（資金等の提供）の罪
　　ハ　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十三年法律第六号）第三十一条の十三（資金等の提供）の罪
　　ニ　サリン等による人身被害の防止に関する法律（平成七年法律第七十八号）第七条（資金等の提供）の罪
三　不正競争防止法（平成五年法律第四十七号）第十八条第一項の違反行為に係る同法第二十一条第二項第七号（外国公務
員等に対する不正の利益の供与等）の罪の犯罪行為（日本国外でした行為であって、当該行為が日本国内において行われ
たとしたならば当該罪に当たり、かつ、当該行為地の法令により罪に当たるものを含む。）により供与された財産
四　公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金の提供等の処罰に関する法律（平成十四年法律第六十七号）第二条（資金提供）
に規定する罪に係る資金

３　この法律において「犯罪収益に由来する財産」とは、犯罪収益の果実として得た財産、犯罪収益の対価として得た財産、
これらの財産の対価として得た財産その他犯罪収益の保有又は処分に基づき得た財産をいう。
４　この法律において「犯罪収益等」とは、犯罪収益、犯罪収益に由来する財産又はこれらの財産とこれらの財産以外の財産
とが混和した財産をいう。
５　この法律において「薬物犯罪収益」とは、国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るた
めの麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（平成三年法律第九十四号。以下「麻薬特例法」という。）第二条第
三項に規定する薬物犯罪収益をいう。
６　この法律において「薬物犯罪収益に由来する財産」とは、麻薬特例法第二条第四項に規定する薬物犯罪収益に由来する財
産をいう。
７　この法律において「薬物犯罪収益等」とは、麻薬特例法第二条第五項に規定する薬物犯罪収益等をいう。
　　　第二章　組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の没収等
（組織的な殺人等）
第三条　次の各号に掲げる罪に当たる行為が、団体の活動（団体の意思決定に基づく行為であって、その効果又はこれによる
利益が当該団体に帰属するものをいう。以下同じ。）として、当該罪に当たる行為を実行するための組織により行われたと
きは、その罪を犯した者は、当該各号に定める刑に処する。
一　刑法（明治四十年法律第四十五号）第九十六条（封印等破棄）の罪　五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金又は
これらの併科
二　刑法第九十六条の二（強制執行妨害目的財産損壊等）の罪　五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金又はこれらの
併科

組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（抄）
（平成十一年法律第百三十六号）
（平成二十五年一月一日現在において施行されているもの）
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三　刑法第九十六条の三（強制執行行為妨害等）の罪　五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金又はこれらの併科
四　刑法第九十六条の四（強制執行関係売却妨害）の罪　五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金又はこれらの併科
五　刑法第百八十六条第一項（常習賭博）の罪　五年以下の懲役
六　刑法第百八十六条第二項（賭博場開張等図利）の罪　三月以上七年以下の懲役
七　刑法第百九十九条（殺人）の罪　死刑又は無期若しくは六年以上の懲役
八　刑法第二百二十条（逮捕及び監禁）の罪　三月以上十年以下の懲役
九　刑法第二百二十三条第一項又は第二項（強要）の罪　五年以下の懲役
十　刑法第二百二十五条の二（身の代金目的略取等）の罪　無期又は五年以上の懲役
十一　刑法第二百三十三条（信用毀損及び業務妨害）の罪　五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金
十二　刑法第二百三十四条（威力業務妨害）の罪　五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金
十三　刑法第二百四十六条（詐欺）の罪　一年以上の有期懲役
十四　刑法第二百四十九条（恐喝）の罪　一年以上の有期懲役
十五　刑法第二百六十条前段（建造物等損壊）の罪　七年以下の懲役
２　団体に不正権益（団体の威力に基づく一定の地域又は分野における支配力であって、当該団体の構成員による犯罪その他
の不正な行為により当該団体又はその構成員が継続的に利益を得ることを容易にすべきものをいう。以下この項において同
じ。）を得させ、又は団体の不正権益を維持し、若しくは拡大する目的で、前項各号（第五号、第六号及び第十三号を除く。）
に掲げる罪を犯した者も、同項と同様とする。
（未遂罪）
第四条　前条第一項第七号、第九号、第十号（刑法第二百二十五条の二第一項に係る部分に限る。）、第十三号及び第十四号に
掲げる罪に係る前条の罪の未遂は、罰する。
（組織的な身の代金目的略取等における解放による刑の減軽）
第五条　第三条第一項第十号に掲げる罪に係る同条の罪を犯した者が、公訴が提起される前に、略取され又は誘拐された者を
安全な場所に解放したときは、その刑を減軽する。
（組織的な殺人等の予備）
第六条　次の各号に掲げる罪で、これに当たる行為が、団体の活動として、当該行為を実行するための組織により行われるも
のを犯す目的で、その予備をした者は、当該各号に定める刑に処する。ただし、実行に着手する前に自首した者は、その刑
を減軽し、又は免除する。
一　刑法第百九十九条（殺人）の罪　五年以下の懲役
二　刑法第二百二十五条（営利目的等略取及び誘拐）の罪（営利の目的によるものに限る。）　二年以下の懲役
２　第三条第二項に規定する目的で、前項各号に掲げる罪の予備をした者も、同項と同様とする。
（組織的な犯罪に係る犯人蔵匿等）
第七条　禁錮以上の刑が定められている罪に当たる行為が、団体の活動として、当該行為を実行するための組織により行われ
た場合において、次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役又は二十万円以下の罰金に処する。
一　その罪を犯した者を蔵匿し、又は隠避させた者
二　その罪に係る他人の刑事事件に関する証拠を隠滅し、偽造し、若しくは変造し、又は偽造若しくは変造の証拠を使用し
た者
三　その罪に係る自己若しくは他人の刑事事件の捜査若しくは審判に必要な知識を有すると認められる者又はその親族に対
し、当該事件に関して、正当な理由がないのに面会を強請し、又は強談威迫の行為をした者
四　その罪に係る被告事件に関し、当該被告事件の審判に係る職務を行う裁判員若しくは補充裁判員若しくはこれらの職に
あった者又はその親族に対し、面会、文書の送付、電話をかけることその他のいかなる方法をもってするかを問わず、威
迫の行為をした者
五　その罪に係る被告事件に関し、当該被告事件の審判に係る職務を行う裁判員若しくは補充裁判員の選任のために選定さ
れた裁判員候補者若しくは当該裁判員若しくは補充裁判員の職務を行うべき選任予定裁判員又はその親族に対し、面会、
文書の送付、電話をかけることその他のいかなる方法をもってするかを問わず、威迫の行為をした者

２　禁錮以上の刑が定められている罪が第三条第二項に規定する目的で犯された場合において、前項各号のいずれかに該当す
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る者も、同項と同様とする。
（団体に属する犯罪行為組成物件等の没収）
第八条　団体の構成員が罪（これに当たる行為が、当該団体の活動として、当該行為を実行するための組織により行われたも
の、又は第三条第二項に規定する目的で行われたものに限る。）を犯した場合、又は当該罪を犯す目的でその予備罪（これ
に当たる行為が、当該団体の活動として、当該行為を実行するための組織により行われたもの、及び同項に規定する目的で
行われたものを除く。）を犯した場合において、当該犯罪行為を組成し、又は当該犯罪行為の用に供し、若しくは供しよう
とした物が、当該団体に属し、かつ、当該構成員が管理するものであるときは、刑法第十九条第二項本文の規定にかかわら
ず、その物が当該団体及び犯人以外の者に属しない場合に限り、これを没収することができる。ただし、当該団体において、
当該物が当該犯罪行為を組成し、又は当該犯罪行為の用に供され、若しくは供されようとすることの防止に必要な措置を講
じていたときは、この限りでない。
（不法収益等による法人等の事業経営の支配を目的とする行為）
第九条　第二条第二項第一号若しくは第三号の犯罪収益若しくは薬物犯罪収益（麻薬特例法第二条第二項各号に掲げる罪の犯
罪行為により得た財産又は当該犯罪行為の報酬として得た財産に限る。第十三条第一項第三号及び同条第四項において同
じ。）、これらの保有若しくは処分に基づき得た財産又はこれらの財産とこれらの財産以外の財産とが混和した財産（以下「不
法収益等」という。）を用いることにより、法人等（法人又は法人でない社団若しくは財団をいう。以下この条において同じ。）
の株主等（株主若しくは社員又は発起人その他の法人等の設立者をいう。以下同じ。）の地位を取得し、又は第三者に取得
させた者が、当該法人等又はその子法人の事業経営を支配する目的で、その株主等の権限又は当該権限に基づく影響力を行
使し、又は当該第三者に行使させて、次の各号のいずれかに該当する行為をしたときは、五年以下の懲役若しくは千万円以
下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一　当該法人等又はその子法人の役員等（取締役、執行役、理事、管理人その他いかなる名称を有するものであるかを問わ
ず、法人等の経営を行う役職にある者をいう。以下この条において同じ。）を選任し、若しくは選任させ、解任し、若し
くは解任させ、又は辞任させること。
二　当該法人等又はその子法人を代表すべき役員等の地位を変更させること（前号に該当するものを除く。）。
２　不法収益等を用いることにより、法人等に対する債権を取得し、又は第三者に取得させた者が、当該法人等又はその子法
人の事業経営を支配する目的で、当該債権の取得又は行使に関し、次の各号のいずれかに該当する行為をしたときも、前項
と同様とする。不法収益等を用いることにより、法人等に対する債権を取得しようとし、又は第三者に取得させようとする
者が、当該法人等又はその子法人の事業経営を支配する目的で、当該債権の取得又は行使に関し、これらの各号のいずれか
に該当する行為をした場合において、当該債権を取得し、又は第三者に取得させたときも、同様とする。
一　当該法人等又はその子法人の役員等を選任させ、若しくは解任させ、又は辞任させること。
二　当該法人等又はその子法人を代表すべき役員等の地位を変更させること（前号に該当するものを除く。）。
３　不法収益等を用いることにより、法人等の株主等に対する債権を取得し、又は第三者に取得させた者が、当該法人等又は
その子法人の事業経営を支配する目的で、当該債権の取得又は行使に関し、当該株主等にその権限又は当該権限に基づく影
響力を行使させて、前項各号のいずれかに該当する行為をしたときも、第一項と同様とする。不法収益等を用いることによ
り、法人等の株主等に対する債権を取得しようとし、又は第三者に取得させようとする者が、当該法人等又はその子法人の
事業経営を支配する目的で、当該債権の取得又は行使に関し、当該株主等にその権限又は当該権限に基づく影響力を行使さ
せて、これらの各号のいずれかに該当する行為をした場合において、当該債権を取得し、又は第三者に取得させたときも、
同様とする。
４　この条において「子法人」とは、一の法人等が株主等の議決権（株主総会において決議をすることができる事項の全部に
つき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法（平成十七年法律第八十六号）第八百七十九条
第三項の規定により議決権を有するものとみなされる株式についての議決権を含む。以下この項において同じ。）の総数の
百分の五十を超える数の議決権を保有する法人をいい、一の法人等及びその子法人又は一の法人等の子法人が株主等の議決
権の総数の百分の五十を超える数の議決権を保有する法人は、当該法人等の子法人とみなす。
（犯罪収益等隠匿）
第十条　犯罪収益等（公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金の提供等の処罰に関する法律第二条第二項に規定する罪に係る
資金を除く。以下この項及び次条において同じ。）の取得若しくは処分につき事実を仮装し、又は犯罪収益等を隠匿した者は、
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五年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。犯罪収益（同法第二条第二項に規定する罪に係
る資金を除く。）の発生の原因につき事実を仮装した者も、同様とする。
２　前項の罪の未遂は、罰する。
３　第一項の罪を犯す目的で、その予備をした者は、二年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。
（犯罪収益等収受）
第十一条　情を知って、犯罪収益等を収受した者は、三年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
ただし、法令上の義務の履行として提供されたものを収受した者又は契約（債権者において相当の財産上の利益を提供すべ
きものに限る。）の時に当該契約に係る債務の履行が犯罪収益等によって行われることの情を知らないでした当該契約に係
る債務の履行として提供されたものを収受した者は、この限りでない。
（国外犯）
第十二条　第九条第一項から第三項まで及び前二条の罪は、刑法第三条の例に従う。
（犯罪収益等の没収等）
第十三条　次に掲げる財産は、不動産若しくは動産又は金銭債権（金銭の支払を目的とする債権をいう。以下同じ。）である
ときは、これを没収することができる。
一　犯罪収益（第六号に掲げる財産に該当するものを除く。）
二　犯罪収益に由来する財産（第六号に掲げる財産に該当する犯罪収益の保有又は処分に基づき得たものを除く。）
三　第九条第一項の罪に係る株主等の地位に係る株式又は持分であって、不法収益等（薬物犯罪収益、その保有若しくは処
分に基づき得た財産又はこれらの財産とこれらの財産以外の財産とが混和した財産であるもの（第四項において「薬物不
法収益等」という。）を除く。以下この項において同じ。）を用いることにより取得されたもの
四　第九条第二項又は第三項の罪に係る債権であって、不法収益等を用いることにより取得されたもの（当該債権がその取
得に用いられた不法収益等である財産の返還を目的とするものであるときは、当該不法収益等）
五　第十条又は第十一条の罪に係る犯罪収益等
六　不法収益等を用いた第九条第一項から第三項までの犯罪行為又は第十条若しくは第十一条の犯罪行為により生じ、若し
くはこれらの犯罪行為により得た財産又はこれらの犯罪行為の報酬として得た財産
七　第三号から前号までの財産の果実として得た財産、これらの各号の財産の対価として得た財産、これらの財産の対価と
して得た財産その他これらの各号の財産の保有又は処分に基づき得た財産

２　前項各号に掲げる財産が犯罪被害財産（次に掲げる罪の犯罪行為によりその被害を受けた者から得た財産又は当該財産の
保有若しくは処分に基づき得た財産をいう。以下同じ。）であるときは、これを没収することができない。同項各号に掲げ
る財産の一部が犯罪被害財産である場合において、当該部分についても、同様とする。
一　財産に対する罪
二　刑法第二百二十五条の二第二項の罪に係る第三条（組織的な拐取者身の代金取得等）の罪
三　刑法第二百二十五条の二第二項（拐取者身の代金取得等）又は第二百二十七条第四項後段（収受者身の代金取得等）の
罪
四　出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和二十九年法律第百九十五号）第五条第一項後段（高金利
の受領）、第二項後段（業として行う高金利の受領）若しくは第三項後段（業として行う著しい高金利の受領）、第五条の
二第一項後段（高保証料の受領）若しくは第五条の三第一項後段（保証料がある場合の高金利の受領）、第二項後段（保
証があり、かつ、変動利率による利息の定めがある場合の高金利の受領）若しくは第三項後段（根保証がある場合の高金
利の受領）の罪、同法第五条第一項後段若しくは第二項後段、第五条の二第一項後段若しくは第五条の三第一項後段、第
二項後段若しくは第三項後段の違反行為に係る同法第八条第一項（高金利の受領等の脱法行為）の罪、同法第五条第三項
後段の違反行為に係る同法第八条第二項（業として行う著しい高金利の受領の脱法行為）の罪又は同法第一条若しくは第
二条第一項の違反行為に係る同法第八条第三項（元本を保証して行う出資金の受入れ等）の罪
五　海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律（平成二十一年法律第五十五号）第二条第四号に係る海賊行為に係
る同法第三条第一項（人質強要に係る海賊行為）又は第四条（人質強要に係る海賊行為致死傷）の罪
六　別表第四十一号、第五十二号、第六十五号、第七十一号、第七十六号又は第七十八号に掲げる罪
３　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、犯罪被害財産（第一項各号に掲げる財産の一部が犯罪
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被害財産である場合における当該部分を含む。以下この項において同じ。）を没収することができる。
一　前項各号に掲げる罪の犯罪行為が、団体の活動として、当該犯罪行為を実行するための組織により行われたもの、又は
第三条第二項に規定する目的で行われたものであるとき、その他犯罪の性質に照らし、前項各号に掲げる罪の犯罪行為に
より受けた被害の回復に関し、犯人に対する損害賠償請求権その他の請求権の行使が困難であると認められるとき。
二　当該犯罪被害財産について、その取得若しくは処分若しくは発生の原因につき事実を仮装し、又は当該犯罪被害財産を
隠匿する行為が行われたとき。
三　当該犯罪被害財産について、情を知って、これを収受する行為が行われたとき。
４　次に掲げる財産は、これを没収する。ただし、第九条第一項から第三項までの罪が薬物犯罪収益又はその保有若しくは処
分に基づき得た財産とこれらの財産以外の財産とが混和した財産に係る場合において、これらの罪につき次に掲げる財産の
全部を没収することが相当でないと認められるときは、その一部を没収することができる。
一　第九条第一項の罪に係る株主等の地位に係る株式又は持分であって、薬物不法収益等を用いることにより取得されたも
の
二　第九条第二項又は第三項の罪に係る債権であって、薬物不法収益等を用いることにより取得されたもの（当該債権がそ
の取得に用いられた薬物不法収益等である財産の返還を目的とするものであるときは、当該薬物不法収益等）
三　薬物不法収益等を用いた第九条第一項から第三項までの犯罪行為により得た財産又は当該犯罪行為の報酬として得た財
産
四　前三号の財産の果実として得た財産、前三号の財産の対価として得た財産、これらの財産の対価として得た財産その他
前三号の財産の保有又は処分に基づき得た財産

５　前項の規定により没収すべき財産について、当該財産の性質、その使用の状況、当該財産に関する犯人以外の者の権利の
有無その他の事情からこれを没収することが相当でないと認められるときは、同項の規定にかかわらず、これを没収しない
ことができる。
（犯罪収益等が混和した財産の没収等）
第十四条　前条第一項各号又は第四項各号に掲げる財産（以下「不法財産」という。）が不法財産以外の財産と混和した場合
において、当該不法財産を没収すべきときは、当該混和により生じた財産（次条第一項において「混和財産」という。）の
うち当該不法財産（当該混和に係る部分に限る。）の額又は数量に相当する部分を没収することができる。
（没収の要件等）
第十五条　第十三条の規定による没収は、不法財産又は混和財産が犯人以外の者に帰属しない場合に限る。ただし、犯人以外
の者が、犯罪の後情を知って当該不法財産又は混和財産を取得した場合（法令上の義務の履行として提供されたものを収受
した場合又は契約（債権者において相当の財産上の利益を提供すべきものに限る。）の時に当該契約に係る債務の履行が不
法財産若しくは混和財産によって行われることの情を知らないでした当該契約に係る債務の履行として提供されたものを収
受した場合を除く。）は、当該不法財産又は混和財産が犯人以外の者に帰属する場合であっても、これを没収することがで
きる。
２　地上権、抵当権その他の権利がその上に存在する財産を第十三条の規定により没収する場合において、犯人以外の者が犯
罪の前に当該権利を取得したとき、又は犯人以外の者が犯罪の後情を知らないで当該権利を取得したときは、これを存続さ
せるものとする。
（追徴）
第十六条　第十三条第一項各号に掲げる財産が不動産若しくは動産若しくは金銭債権でないときその他これを没収することが
できないとき、又は当該財産の性質、その使用の状況、当該財産に関する犯人以外の者の権利の有無その他の事情からこれ
を没収することが相当でないと認められるときは、その価額を犯人から追徴することができる。ただし、当該財産が犯罪被
害財産であるときは、この限りでない。
２　前項ただし書の規定にかかわらず、第十三条第三項各号のいずれかに該当するときは、その犯罪被害財産の価額を犯人か
ら追徴することができる。
３　第十三条第四項の規定により没収すべき財産を没収することができないとき、又は同条第五項の規定によりこれを没収し
ないときは、その価額を犯人から追徴する。
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（両罰規定）
第十七条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して第九条第一
項から第三項まで、第十条又は第十一条の罪を犯したときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても各本条の罰
金刑を科する。
　　　第三章　没収に関する手続等の特例
（第三者の財産の没収手続等）
第十八条　不法財産である債権等（不動産及び動産以外の財産をいう。第十九条第一項及び第二十一条において同じ。）が被
告人以外の者（以下この条において「第三者」という。）に帰属する場合において、当該第三者が被告事件の手続への参加
を許されていないときは、没収の裁判をすることができない。
２　第十三条の規定により、地上権、抵当権その他の第三者の権利がその上に存在する財産を没収しようとする場合において、
当該第三者が被告事件の手続への参加を許されていないときも、前項と同様とする。
３　地上権、抵当権その他の第三者の権利がその上に存在する財産を没収する場合において、第十五条第二項の規定により当
該権利を存続させるときは、裁判所は、没収の言渡しと同時に、その旨を宣告しなければならない。
４　第十五条第二項の規定により存続させるべき権利について前項の宣告がない没収の裁判が確定したときは、当該権利を有
する者で自己の責めに帰することのできない理由により被告事件の手続において権利を主張することができなかったもの
は、当該権利について、これを存続させるべき場合に該当する旨の裁判を請求することができる。
５　前項の裁判があったときは、刑事補償法（昭和二十五年法律第一号）に定める処分された没収物に係る補償の例により、
補償を行う。
６　第一項及び第二項に規定する財産の没収に関する手続については、この法律に特別の定めがあるもののほか、刑事事件に
おける第三者所有物の没収手続に関する応急措置法（昭和三十八年法律第百三十八号）の規定を準用する。
（犯罪被害財産の没収手続等）
第十八条の二　裁判所は、第十三条第三項の規定により犯罪被害財産を没収し、又は第十六条第二項の規定により犯罪被害財
産の価額を追徴するときは、その言渡しと同時に、没収すべき財産が犯罪被害財産である旨又は追徴すべき価額が犯罪被害
財産の価額である旨を示さなければならない。
２　第十三条第三項の規定により没収した犯罪被害財産及び第十六条第二項の規定により追徴した犯罪被害財産の価額に相当
する金銭は、犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律（平成十八年法律第八十七号）に定めるところによ
る被害回復給付金の支給に充てるものとする。
（没収された債権等の処分等）
第十九条　没収された債権等は、検察官がこれを処分しなければならない。
２　債権の没収の裁判が確定したときは、検察官は、当該債権の債務者に対し没収の裁判の裁判書の抄本を送付してその旨を
通知するものとする。
（没収の裁判に基づく登記等）
第二十条　権利の移転について登記又は登録（以下「登記等」という。）を要する財産を没収する裁判に基づき権利の移転の
登記等を関係機関に嘱託する場合において、没収により効力を失った処分の制限に係る登記等若しくは没収により消滅した
権利の取得に係る登記等があり、又は当該没収に関して次章第一節の規定による没収保全命令若しくは附帯保全命令に係る
登記等があるときは、併せてその抹消を嘱託するものとする。
（刑事補償の特例）
第二十一条　債権等の没収の執行に対する刑事補償法による補償の内容については、同法第四条第六項の規定を準用する。
　　　第四章　保全手続
　　　　第一節　没収保全
（没収保全命令）
第二十二条　裁判所は、別表若しくは第二条第二項第二号イからニまでに掲げる罪、同項第三号若しくは第四号に規定する罪
又は第九条第一項から第三項まで、第十条若しくは第十一条の罪に係る被告事件に関し、不法財産であってこの法律その他
の法令の規定により没収することができるもの（以下「没収対象財産」という。）に当たると思料するに足りる相当な理由
があり、かつ、これを没収するため必要があると認めるときは、検察官の請求により、又は職権で、没収保全命令を発して、
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当該没収対象財産につき、この節の定めるところにより、その処分を禁止することができる。
２　裁判所は、地上権、抵当権その他の権利がその上に存在する財産について没収保全命令を発した場合又は発しようとする
場合において、当該権利が没収により消滅すると思料するに足りる相当な理由がある場合であって当該財産を没収するため
必要があると認めるとき、又は当該権利が仮装のものであると思料するに足りる相当な理由があると認めるときは、検察官
の請求により、又は職権で、附帯保全命令を別に発して、当該権利の処分を禁止することができる。
３　没収保全命令又は附帯保全命令には、被告人の氏名、罪名、公訴事実の要旨、没収の根拠となるべき法令の条項、処分を
禁止すべき財産又は権利の表示、これらの財産又は権利を有する者（名義人が異なる場合は、名義人を含む。）の氏名、発
付の年月日その他最高裁判所規則で定める事項を記載し、裁判長又は受命裁判官が、これに記名押印しなければならない。
４　裁判長は、急速を要する場合には、第一項若しくは第二項に規定する処分をし、又は合議体の構成員にこれをさせること
ができる。
５　没収保全（没収保全命令による処分の禁止をいう。以下同じ。）に関する処分は、第一回公判期日までは、裁判官が行う。
この場合において、裁判官は、その処分に関し、裁判所又は裁判長と同一の権限を有する。
６　没収保全がされた不動産又は動産については、刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）の規定により押収すること
を妨げない。
（起訴前の没収保全命令）
第二十三条　裁判官は、前条第一項又は第二項に規定する理由及び必要があると認めるときは、公訴が提起される前であって
も、検察官又は司法警察員（警察官たる司法警察員については、国家公安委員会又は都道府県公安委員会が指定する警部以
上の者に限る。次項において同じ。）の請求により、同条第一項又は第二項に規定する処分をすることができる。
２　司法警察員は、その請求により没収保全命令又は附帯保全命令が発せられたときは、速やかに、関係書類を検察官に送付
しなければならない。
３　第一項の規定による没収保全は、没収保全命令が発せられた日から三十日以内に当該保全がされた事件につき公訴が提起
されないときは、その効力を失う。ただし、共犯に対して公訴が提起された場合において、その共犯に関し、当該財産につ
き前条第一項に規定する理由があるときは、この限りでない。
４　裁判官は、やむを得ない事由があると認めるときは、検察官の請求により、三十日ごとに、前項の期間を更新することが
できる。この場合において、更新の裁判は、検察官に告知された時にその効力を生ずる。
５　第一項又は前項の規定による請求は、請求する者の所属する官公署の所在地を管轄する地方裁判所の裁判官にしなければ
ならない。
６　第一項又は第四項の規定による請求を受けた裁判官は、没収保全に関し、裁判所又は裁判長と同一の権限を有する。
７　検察官は、第一項の規定による没収保全が、公訴の提起があったためその効力を失うことがなくなるに至ったときは、そ
の旨を没収保全命令を受けた者（被告人を除く。）に通知しなければならない。この場合において、その者の所在が分から
ないため、又はその他の理由によって、通知をすることができないときは、通知に代えて、その旨を検察庁の掲示場に七日
間掲示して公告しなければならない。
（没収保全に関する裁判の執行）
第二十四条　没収保全に関する裁判で執行を要するものは、検察官の指揮によって、これを執行する。
２　没収保全命令の執行は、当該命令により処分を禁止すべき財産を有する者にその謄本が送達される前であっても、するこ
とができる。
（没収保全の効力）
第二十五条　没収保全がされた財産（以下「没収保全財産」という。）について当該保全がされた後にされた処分は、没収に
関しては、その効力を生じない。ただし、第三十七条第一項の規定により没収の裁判をすることができない場合における同
項に規定する手続（第四十条第三項の規定により第三十七条第一項の規定を準用する手続を含む。）及び没収保全財産に対
して実行することができる担保権の実行としての競売の手続による処分については、この限りでない。
（代替金の納付）
第二十六条　裁判所は、没収保全財産を有する者の請求により、適当と認めるときは、決定をもって、当該没収保全財産に代
わるものとして、その財産の価額に相当する金銭（以下「代替金」という。）の額を定め、その納付を許すことができる。
２　裁判所は、前項の請求について決定をするには、検察官の意見を聴かなければならない。
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３　第一項の決定に対しては、即時抗告をすることができる。
４　代替金の納付があったときは、没収保全は、代替金についてされたものとみなす。
（不動産の没収保全）
第二十七条　不動産（民事執行法（昭和五十四年法律第四号）第四十三条第一項に規定する不動産及び同条第二項の規定によ
り不動産とみなされるものをいう。以下この条（第七項本文を除く。）、次条、第二十九条第一項及び第三十五条第一項にお
いて同じ。）の没収保全は、その処分を禁止する旨の没収保全命令を発して行う。
２　前項の没収保全命令の謄本及び第二十三条第四項の規定による更新の裁判の裁判書の謄本（以下「更新の裁判の謄本」と
いう。）は、不動産の所有者（民事執行法第四十三条第二項の規定により不動産とみなされる権利についてはその権利者とし、
当該不動産又は権利に係る名義人が異なる場合は名義人を含む。）に送達しなければならない。
３　不動産の没収保全命令の執行は、没収保全の登記をする方法により行う。
４　前項の登記は、検察事務官が嘱託する。この場合において、嘱託は、検察官が没収保全命令の執行を指揮する書面に基づ
いて、これを行う。
５　不動産の没収保全の効力は、没収保全の登記がされた時に生ずる。
６　不動産の没収保全の効力が生じたときは、検察官は、当該不動産の所在する場所に公示書を掲示する方法その他相当の方
法により、その旨を公示する措置を執らなければならない。
７　不動産の登記請求権を保全するための処分禁止の仮処分の登記の後に没収保全の登記がされた場合において、その仮処分
の債権者が保全すべき登記請求権に係る登記をするときは、没収保全の登記に係る処分の制限は、仮処分の登記に係る権利
の取得又は消滅と抵触しないものとみなす。ただし、その権利の取得を当該債権者に対抗することができない者を不動産を
有する者として当該没収保全の登記がされたときは、この限りでない。
８　民事執行法第四十六条第二項及び第四十八条第二項の規定は、不動産の没収保全について準用する。この場合において、
同法第四十六条第二項中「債務者」とあるのは「没収保全財産を有する者」と、同法第四十八条第二項中「前項」とあるの
は「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律第二十七条第四項」と、「執行裁判所」とあるのは「登記の嘱
託をした検察事務官の所属する検察庁の検察官」と読み替えるものとする。
（船舶等の没収保全）
第二十八条　登記される船舶、航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）の規定により登録を受けた飛行機若しくは回転翼
航空機（第三十五条第一項において単に「航空機」という。）、道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）の規定に
より登録を受けた自動車（同項において単に「自動車」という。）、建設機械抵当法（昭和二十九年法律第九十七号）の規定
により登記を受けた建設機械（同項において単に「建設機械」という。）又は小型船舶の登録等に関する法律（平成十三年
法律第百二号）の規定により登録を受けた小型船舶（同項において単に「小型船舶」という。）の没収保全については、不
動産の没収保全の例による。
（動産の没収保全）
第二十九条　動産（不動産及び前条に規定する物以外の物をいう。以下この条において同じ。）の没収保全は、その処分を禁
止する旨の没収保全命令を発して行う。
２　前項の没収保全命令の謄本及び更新の裁判の謄本は、動産の所有者（名義人が異なる場合は、名義人を含む。）に送達し
なければならない。
３　動産の没収保全の効力は、没収保全命令の謄本が所有者に送達された時に生ずる。
４　刑事訴訟法の規定による押収がされていない動産又は同法第百二十一条第一項の規定により、看守者を置き、若しくは所
有者その他の者に保管させている動産について、没収保全の効力が生じたときは、検察官は、公示書をはり付ける方法その
他相当の方法により、その旨を公示する措置を執らなければならない。
（債権の没収保全）
第三十条　債権の没収保全は、債権者（名義人が異なる場合は、名義人を含む。以下この条において同じ。）に対し債権の取
立てその他の処分を禁止し、及び債務者に対し債権者への弁済を禁止する旨の没収保全命令を発して行う。
２　前項の没収保全命令の謄本及び更新の裁判の謄本は、債権者及び債務者に送達しなければならない。
３　債権の没収保全の効力は、没収保全命令の謄本が債務者に送達された時に生ずる。
４　民事執行法第百五十条、第百五十六条第一項及び第三項並びに第百六十四条第五項の規定は、債権の没収保全について準
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用する。この場合において、同法第百五十条及び第百五十六条第一項中「差押え」とあり、及び同法第百五十条中「差押命
令」とあるのは「没収保全」と、同条中「裁判所書記官は、申立てにより」とあるのは「検察事務官は、検察官が没収保全
命令の執行を指揮する書面に基づいて」と、同法第百五十六条第一項及び第三項中「第三債務者」とあるのは「債務者」と、
同項中「執行裁判所」とあるのは「没収保全命令を発した裁判所」と、同法第百六十四条第五項中「差し押さえられた債権」
とあるのは「没収保全がされた債権」と、「支払又は供託」とあるのは「供託」と、「裁判所書記官は、申立てにより」とあ
るのは「検察事務官は、検察官が登記等の抹消の嘱託を指揮する書面に基づいて」と、「債権執行の申立てが取り下げられ
たとき、又は差押命令の取消決定が確定したときも」とあるのは「没収保全が効力を失つたとき、又は代替金が納付された
ときも」と読み替えるものとする。
（その他の財産権の没収保全）
第三十一条　第二十七条から前条までに規定する財産以外の財産権（以下この条において「その他の財産権」という。）の没
収保全については、この条に特別の定めがあるもののほか、債権の没収保全の例による。
２　その他の財産権で債務者又はこれに準ずる者がないもの（次項に規定するものを除く。）の没収保全の効力は、没収保全
命令の謄本が権利者に送達された時に生ずる。
３　第二十七条第三項から第五項まで及び第七項並びに民事執行法第四十八条第二項の規定は、その他の財産権で権利の移転
について登記等を要するものについて準用する。この場合において、同項中「前項」とあるのは「組織的な犯罪の処罰及び
犯罪収益の規制等に関する法律第三十一条第三項において準用する同法第二十七条第四項」と、「執行裁判所」とあるのは「登
記等の嘱託をした検察事務官の所属する検察庁の検察官」と読み替えるものとする。
（没収保全命令の取消し）
第三十二条　没収保全の理由若しくは必要がなくなったとき、又は没収保全の期間が不当に長くなったときは、裁判所は、検
察官若しくは没収保全財産を有する者（その者が被告人であるときは、その弁護人を含む。）の請求により、又は職権で、
決定をもって、没収保全命令を取り消さなければならない。
２　裁判所は、検察官の請求による場合を除き、前項の決定をするときは、検察官の意見を聴かなければならない。
（没収保全命令の失効）
第三十三条　没収保全命令は、無罪、免訴若しくは公訴棄却（刑事訴訟法第三百三十八条第四号及び第三百三十九条第一項第
一号の規定による場合を除く。）の裁判の告知があったとき、又は有罪の裁判の告知があった場合において没収の言渡しが
なかったときは、その効力を失う。
２　刑事訴訟法第三百三十八条第四号又は第三百三十九条第一項第一号の規定による公訴棄却の裁判があった場合における没
収保全の効力については、第二十三条第三項及び第四項の規定を準用する。この場合において、同条第三項中「没収保全命
令が発せられた日」とあるのは、「公訴棄却の裁判が確定した日」と読み替えるものとする。
（失効等の場合の措置）
第三十四条　没収保全が効力を失ったとき、又は代替金が納付されたときは、検察官は、速やかに、検察事務官に当該没収保
全の登記等の抹消の嘱託をさせ、及び公示書の除去その他の必要な措置を執らなければならない。この場合において、没収
保全の登記等の抹消の嘱託は、検察官がその嘱託を指揮する書面に基づいて、これを行う。
（没収保全財産に対する強制執行の手続の制限）
第三十五条　没収保全がされた後に、当該保全に係る不動産、船舶（民事執行法第百十二条に規定する船舶をいう。）、航空機、
自動車、建設機械若しくは小型船舶に対し強制競売の開始決定がされたとき又は当該保全に係る動産（同法第百二十二条第
一項に規定する動産をいう。第四十二条第二項において同じ。）に対し強制執行による差押えがされたときは、強制執行に
よる売却のための手続は、没収保全が効力を失った後又は代替金が納付された後でなければ、することができない。
２　没収保全がされている債権（民事執行法第百四十三条に規定する債権をいう。以下同じ。）に対し強制執行による差押命
令又は差押処分が発せられたときは、当該差押えをした債権者は、差押えに係る債権のうち没収保全がされた部分について
は、没収保全が効力を失った後又は代替金が納付された後でなければ、取立て又は同法第百六十三条第一項の規定による請
求をすることができない。
３　第一項の規定は、没収保全がされた後に強制執行による差押命令又は差押処分が発せられた債権で、条件付若しくは期限
付であるもの又は反対給付に係ることその他の事由によりその取立てが困難であるものについて準用する。
４　没収保全がされているその他の財産権（民事執行法第百六十七条第一項に規定するその他の財産権をいう。）に対する強
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制執行については、没収保全がされている債権に対する強制執行の例による。
（第三債務者の供託）
第三十六条　金銭債権の債務者（以下「第三債務者」という。）は、没収保全がされた後に当該保全に係る債権について強制
執行による差押命令又は差押処分の送達を受けたときは、その債権の全額に相当する金銭を債務の履行地の供託所に供託す
ることができる。
２　第三債務者は、前項の規定による供託をしたときは、その事情を没収保全命令を発した裁判所に届け出なければならない。
３　第一項の規定による供託がされた場合においては、差押命令を発した執行裁判所又は差押処分をした裁判所書記官は、供
託された金銭のうち、没収保全がされた金銭債権の額に相当する部分については没収保全が効力を失ったとき又は代替金が
納付されたときに、その余の部分については供託されたときに、配当又は弁済金の交付を実施しなければならない。
４　第一項及び第二項の規定は、強制執行による差押えがされている金銭債権について没収保全がされた場合における第三債
務者の供託について準用する。この場合において、同項中「没収保全命令を発した裁判所」とあるのは、「執行裁判所（差
押処分がされている場合にあっては、当該差押処分をした裁判所書記官）」と読み替えるものとする。
５　第一項（前項において準用する場合を含む。）の規定による供託がされた場合における民事執行法第百六十五条（同法第
百六十七条の十四において同法第百六十五条（第三号及び第四号を除く。）の規定を準用する場合を含む。以下この項にお
いて同じ。）の規定の適用については、同条第一号中「第百五十六条第一項又は第二項」とあるのは、「組織的な犯罪の処罰
及び犯罪収益の規制等に関する法律第三十六条第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）」とする。
（強制執行に係る財産の没収の制限）
第三十七条　没収保全がされる前に強制競売の開始決定又は強制執行による差押えがされている財産については、没収の裁判
をすることができない。ただし、差押債権者の債権が仮装のものであるとき、差押債権者が没収対象財産であることの情を
知りながら強制執行の申立てをしたものであるとき、又は差押債権者が犯人であるときは、この限りでない。
２　没収対象財産の上に存在する地上権その他の権利であって附帯保全命令による処分の禁止がされたものについて、当該処
分の禁止がされる前に強制競売の開始決定又は強制執行による差押えがされていた場合において、当該財産を没収するとき
は、その権利を存続させるものとし、没収の言渡しと同時に、その旨の宣告をしなければならない。ただし、差押債権者の
債権が仮装のものであるとき、差押債権者が没収により当該権利が消滅することの情を知りながら強制執行の申立てをした
ものであるとき、又は差押債権者が犯人であるときは、この限りでない。
３　強制競売の開始決定又は強制執行による差押えがされている財産について没収保全命令が発せられた場合における当該財
産については、差押債権者（被告人である差押債権者を除く。）が被告事件の手続への参加を許されていないときは、没収
の裁判をすることができない。前項に規定する場合における財産の没収についても、同様とする。
４　第十八条第四項及び第五項の規定は第二項の規定により存続させるべき権利について同項の宣告がない没収の裁判が確定
した場合について、同条第六項の規定は前項の没収に関する手続について準用する。
（強制執行の停止）
第三十八条　裁判所は、強制競売の開始決定又は強制執行による差押えがされている財産について没収保全命令を発した場合
又は発しようとする場合において、前条第一項ただし書に規定する事由があると思料するに足りる相当な理由があると認め
るときは、検察官の請求により、又は職権で、決定をもって、強制執行の停止を命ずることができる。
２　検察官が前項の決定の裁判書の謄本を執行裁判所（差押処分がされている場合にあっては、当該差押処分をした裁判所書
記官。以下この項において同じ。）に提出したときは、執行裁判所は、強制執行を停止しなければならない。この場合にお
ける民事執行法の規定の適用については、同法第三十九条第一項第七号の文書の提出があったものとみなす。
３　裁判所は、没収保全が効力を失ったとき、代替金が納付されたとき、第一項の理由がなくなったとき、又は強制執行の停
止の期間が不当に長くなったときは、検察官若しくは差押債権者の請求により、又は職権で、決定をもって、同項の決定を
取り消さなければならない。第三十二条第二項の規定は、この場合に準用する。
（担保権の実行としての競売の手続との調整）
第三十九条　没収保全財産の上に存在する担保権で、当該保全がされた後に生じたもの又は附帯保全命令による処分の禁止が
されたものの実行（差押えを除く。）は、没収保全若しくは附帯保全命令による処分の禁止が効力を失った後又は代替金が
納付された後でなければ、することができない。
２　担保権の実行としての競売の手続が開始された後に当該担保権について附帯保全命令が発せられた場合において、検察官
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が当該命令の謄本を提出したときは、執行裁判所は、その手続を停止しなければならない。この場合における民事執行法の
規定の適用については、同法第百八十三条第一項第七号（同法第百八十九条、第百九十二条又は第百九十三条第二項におい
て準用する場合を含む。）の文書の提出があったものとみなす。
（その他の手続との調整）
第四十条　第三十五条の規定は、没収保全がされている財産に対し滞納処分（国税徴収法（昭和三十四年法律第百四十七号）
による滞納処分及びその例による滞納処分をいう。以下同じ。）による差押えがされた場合又は没収保全がされている財産
を有する者について破産手続開始の決定、再生手続開始の決定若しくは承認援助手続における外国倒産処理手続の承認援助
に関する法律（平成十二年法律第百二十九号）第二十八条第一項の規定による禁止の命令（第三項において「破産手続開始
決定等」という。）がされた場合若しくは没収保全がされている財産を有する会社その他の法人について更生手続開始の決
定若しくは特別清算開始の命令（同項において「更生手続開始決定等」という。）がされた場合におけるこれらの手続の制
限について準用する。
２　第三十六条の規定は没収保全がされている金銭債権に対し滞納処分による差押えがされた場合又は滞納処分による差押え
がされている金銭債権について没収保全がされた場合における第三債務者の供託について、同条第一項、第二項及び第四項
の規定は没収保全がされている金銭債権に対し仮差押えの執行がされた場合又は仮差押えの執行がされている金銭債権につ
いて没収保全がされた場合における第三債務者の供託について準用する。
３　第三十七条の規定は没収保全がされる前に当該保全に係る財産に対し仮差押えの執行がされていた場合又は没収対象財産
の上に存在する地上権その他の権利であって附帯保全命令による処分の禁止がされたものについて当該処分の禁止がされる
前に仮差押えの執行がされていた場合におけるこれらの財産の没収の制限について、同条第一項本文の規定は没収保全がさ
れる前に当該保全に係る財産に対し滞納処分による差押えがされていた場合又は没収保全がされる前に当該保全に係る財産
を有する者について破産手続開始決定等がされていた場合若しくは没収保全がされる前に当該保全に係る財産を有する会社
その他の法人について更生手続開始決定等がされていた場合におけるこれらの財産の没収の制限について、同条第二項本文
の規定は没収対象財産の上に存在する地上権その他の権利であって附帯保全命令による処分の禁止がされたものについて当
該処分の禁止がされる前に滞納処分による差押えがされていた場合又は没収対象財産の上に存在する地上権その他の権利で
あって附帯保全命令による処分の禁止がされたものを有する者について当該処分の禁止がされる前に破産手続開始決定等が
されていた場合若しくは没収対象財産の上に存在する地上権その他の権利であって附帯保全命令による処分の禁止がされた
ものを有する会社その他の法人について当該処分の禁止がされる前に更生手続開始決定等がされていた場合におけるこれら
の財産の没収の制限について準用する。
４　第三十八条の規定は、仮差押えの執行がされている財産について没収保全命令を発した場合又は発しようとする場合にお
ける強制執行の停止について準用する。
（附帯保全命令の効力等）
第四十一条　附帯保全命令は、当該命令に係る没収保全が効力を有する間、その効力を有する。ただし、代替金が納付された
ときは、この限りでない。
２　附帯保全命令による処分の禁止については、特別の定めがあるもののほか、没収保全に関する規定を準用する。
　　　　第二節　追徴保全
（追徴保全命令）
第四十二条　裁判所は、別表若しくは第二条第二項第二号イからニまでに掲げる罪、同項第三号若しくは第四号に規定する罪
又は第九条第一項から第三項まで、第十条若しくは第十一条の罪に係る被告事件に関し、この法律その他の法令の規定によ
り不法財産の価額を追徴すべき場合に当たると思料するに足りる相当な理由がある場合において、追徴の裁判の執行をする
ことができなくなるおそれがあり、又はその執行をするのに著しい困難を生ずるおそれがあると認めるときは、検察官の請
求により、又は職権で、追徴保全命令を発して、被告人に対し、その財産の処分を禁止することができる。
２　追徴保全命令は、追徴の裁判の執行のため保全することを相当と認める金額（第四項において「追徴保全額」という。）
を定め、特定の財産について発しなければならない。ただし、動産については、目的物を特定しないで発することができる。
３　追徴保全命令においては、処分を禁止すべき財産について、追徴保全命令の執行の停止を得るため、又は追徴保全命令の
執行としてされた処分の取消しを得るために被告人が納付すべき金銭（以下「追徴保全解放金」という。）の額を定めなけ
ればならない。
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４　追徴保全命令には、被告人の氏名、罪名、公訴事実の要旨、追徴の根拠となるべき法令の条項、追徴保全額、処分を禁止
すべき財産の表示、追徴保全解放金の額、発付の年月日その他最高裁判所規則で定める事項を記載し、裁判長又は受命裁判
官が、これに記名押印しなければならない。
５　第二十二条第四項及び第五項の規定は、追徴保全（追徴保全命令による処分の禁止をいう。以下同じ。）について準用する。
（起訴前の追徴保全命令）
第四十三条　裁判官は、第十六条第三項の規定により追徴すべき場合に当たると思料するに足りる相当な理由がある場合にお
いて、前条第一項に規定する必要があると認めるときは、公訴が提起される前であっても、検察官の請求により、同項に規
定する処分をすることができる。
２　第二十三条第三項本文及び第四項から第六項までの規定は、前項の規定による追徴保全について準用する。
（追徴保全命令の執行）
第四十四条　追徴保全命令は、検察官の命令によってこれを執行する。この命令は、民事保全法（平成元年法律第九十一号）
の規定による仮差押命令と同一の効力を有する。
２　追徴保全命令の執行は、追徴保全命令の謄本が被告人又は被疑者に送達される前であっても、これをすることができる。
３　追徴保全命令の執行は、この法律に特別の定めがあるもののほか、民事保全法その他仮差押えの執行の手続に関する法令
の規定に従ってする。この場合において、これらの法令の規定において仮差押命令を発した裁判所が保全執行裁判所として
管轄することとされる仮差押えの執行については、第一項の規定による命令を発した検察官の所属する検察庁の対応する裁
判所が管轄する。
（金銭債権の債務者の供託）
第四十五条　追徴保全命令に基づく仮差押えの執行がされた金銭債権の債務者が、当該債権の額に相当する額の金銭を供託し
たときは、債権者の供託金の還付請求権につき、当該仮差押えの執行がされたものとみなす。
２　前項の規定は、追徴保全解放金の額を超える部分に係る供託金については、これを適用しない。
（追徴保全解放金の納付と追徴等の裁判の執行）
第四十六条　追徴保全解放金が納付された後に、追徴の裁判が確定したとき、又は仮納付の裁判の言渡しがあったときは、納
付された金額の限度において追徴又は仮納付の裁判の執行があったものとみなす。
２　追徴の言渡しがあった場合において、納付された追徴保全解放金が追徴の金額を超えるときは、その超過額は、被告人に
還付しなければならない。
（追徴保全命令の取消し）
第四十七条　裁判所は、追徴保全の理由若しくは必要がなくなったとき、又は追徴保全の期間が不当に長くなったときは、検
察官、被告人若しくはその弁護人の請求により、又は職権で、決定をもって、追徴保全命令を取り消さなければならない。
第三十二条第二項の規定は、この場合に準用する。
（追徴保全命令の失効）
第四十八条　追徴保全命令は、無罪、免訴若しくは公訴棄却（刑事訴訟法第三百三十八条第四号及び第三百三十九条第一項第
一号の規定による場合を除く。）の裁判の告知があったとき、又は有罪の裁判の告知があった場合において追徴の言渡しが
なかったときは、その効力を失う。
２　刑事訴訟法第三百三十八条第四号又は第三百三十九条第一項第一号の規定による公訴棄却の裁判があった場合における追
徴保全命令の効力については、第三十三条第二項の規定を準用する。
（失効等の場合の措置）
第四十九条　追徴保全命令が効力を失ったとき、又は追徴保全解放金が納付されたときは、検察官は、速やかに、第四十四条
第一項の規定によりした命令を取り消し、かつ、追徴保全命令に基づく仮差押えの執行の停止又は既にした仮差押えの執行
の取消しのため、必要な措置を執らなければならない。
　　　　第三節　雑則
（送達）
第五十条　没収保全又は追徴保全（追徴保全命令に基づく仮差押えの執行を除く。以下この節において同じ。）に関する書類
の送達については、最高裁判所規則に特別の定めがある場合を除き、民事訴訟に関する法令の規定を準用する。この場合に
おいて、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）第百十条第三項に規定する公示送達以外の公示送達については、その経過に
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より送達の効力が生ずる期間は、同法第百十二条第一項本文及び第二項の規定にかかわらず、七日間とする。
（上訴提起期間中の処分等）
第五十一条　上訴の提起期間内の事件でまだ上訴の提起がないもの又は上訴中の事件で訴訟記録が上訴裁判所に到達していな
いものについて、没収保全又は追徴保全に関する処分をすべき場合には、原裁判所がこれをしなければならない。
（不服申立て）
第五十二条　没収保全又は追徴保全に関して裁判所のした決定に対しては、抗告をすることができる。ただし、没収又は追徴
すべき場合に該当すると思料するに足りる相当な理由がないこと（第二十二条第二項の規定による決定に関しては同項に規
定する理由がないことを、第三十八条第一項（第四十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定による決定に関し
ては第三十八条第一項に規定する理由がないことを含む。）を理由としてすることはできない。
２　没収保全又は追徴保全に関して裁判官のした裁判に不服がある者は、その裁判官の所属する裁判所（簡易裁判所の裁判官
がした裁判に対しては、当該簡易裁判所の所在地を管轄する地方裁判所）にその裁判の取消し又は変更を請求することがで
きる。前項ただし書の規定は、この場合に準用する。
３　前項の規定による不服申立てに関する手続については、刑事訴訟法第四百二十九条第一項に規定する裁判官の裁判の取消
し又は変更の請求に係る手続の例による。
（準用）
第五十三条　没収保全及び追徴保全に関する手続については、この法律に特別の定めがあるもののほか、刑事訴訟法の規定を
準用する。
　　　第五章　削除
第五十四条から第第五十八条　削除
　　　第六章　没収及び追徴の裁判の執行及び保全についての国際共助手続等　［略］
附　則　　［略］

別表　（第二条、第十三条、第二十二条、第四十二条、第五十九条関係）
一　第三条（組織的な殺人等）、第四条（未遂罪）若しくは第六条第一項第一号（組織的な殺人の予備）の罪、同号に掲げる
罪に係る同条第二項（団体の不正権益に係る殺人の予備）の罪又は第十条第一項（犯罪収益等隠匿）若しくは第二項（未遂
罪）の罪
二イ　刑法第九十六条の五（加重封印等破棄等）の罪
　ロ�　刑法第百八条（現住建造物等放火）、第百九条第一項（非現住建造物等放火）若しくは第百十条第一項（建造物等以外

放火）の罪、同法第百十五条の規定により同法第百九条第一項若しくは第百十条第一項の例により処断すべき罪又はこれ
らの罪（同法第百十条第一項の罪及び同項の例により処断すべき罪を除く。）の未遂罪

　ハ�　刑法第百三十七条（あへん煙吸食器具輸入等）若しくは第百三十九条第二項（あへん煙吸食のための場所提供）の罪又
はこれらの罪の未遂罪

　ニ�　刑法第百四十八条（通貨偽造及び行使等）若しくは第百四十九条（外国通貨偽造及び行使等）の罪若しくはこれらの罪
の未遂罪又は同法第百五十三条（通貨偽造等準備）の罪

　ホ�　刑法第百五十五条第一項（有印公文書偽造）若しくは第二項（有印公文書変造）の罪、これらの規定の例により処断す
べき罪、同法第百五十七条第一項（公正証書原本不実記載）の罪若しくはその未遂罪若しくはこれらの罪（同法第
百五十七条第一項の罪の未遂罪を除く。）に係る同法第百五十八条（偽造公文書行使等）の罪、同法第百五十九条第一項（有
印私文書偽造）若しくは第二項（有印私文書変造）の罪若しくはこれらの罪に係る同法第百六十一条（偽造私文書等行使）
の罪又は同法第百六十一条の二（電磁的記録不正作出及び供用）の罪

　ヘ　刑法第百六十二条（有価証券偽造等）又は第百六十三条（偽造有価証券行使等）の罪
　ト�　刑法第百六十三条の二から第百六十三条の五まで（支払用カード電磁的記録不正作出等、不正電磁的記録カード所持、

支払用カード電磁的記録不正作出準備、未遂罪）の罪
　チ　刑法第百七十五条（わいせつ物頒布等）の罪
　リ　刑法第百八十六条（常習賭博及び賭博場開張等図利）の罪
　ヌ�　刑法第百九十七条から第百九十七条の四まで（収賄、受託収賄及び事前収賄、第三者供賄、加重収賄及び事後収賄、あっ
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せん収賄）の罪
　ル　刑法第百九十九条（殺人）の罪又はその未遂罪
　ヲ　刑法第二百四条（傷害）又は第二百五条（傷害致死）の罪
　ワ　刑法第二百二十条（逮捕及び監禁）又は第二百二十一条（逮捕等致死傷）の罪
　カ�　刑法第二百二十四条から第二百二十八条まで（未成年者略取及び誘拐、営利目的等略取及び誘拐、身の代金目的略取等、

所在国外移送目的略取及び誘拐、人身売買、被略取者等所在国外移送、被略取者引渡し等、未遂罪）の罪
　ヨ�　刑法第二百三十五条から第二百三十六条まで（窃盗、不動産侵奪、強盗）、第二百三十八条から第二百四十一条まで（事

後強盗、昏酔強盗、強盗致死傷、強盗強姦及び同致死）又は第二百四十三条（未遂罪）の罪
　タ　刑法第二百四十六条から第二百五十条まで（詐欺、電子計算機使用詐欺、背任、準詐欺、恐喝、未遂罪）の罪
　レ　刑法第二百五十三条（業務上横領）の罪
　ソ　刑法第二百五十六条第二項（盗品有償譲受け等）の罪
　ツ　刑法第二百六十条（建造物等損壊及び同致死傷）の罪又は同条の例により処断すべき罪
三　爆発物取締罰則（明治十七年太政官布告第三十二号）第一条から第六条まで（爆発物の使用、製造等）の罪
四　外国において流通する貨幣紙幣銀行券証券偽造変造及び模造に関する法律（明治三十八年法律第六十六号）第一条（偽造
等）、第二条（偽造外国流通貨幣等の輸入）、第三条第一項（偽造外国流通貨幣等の行使等）若しくは第四条（偽造等準備）
の罪又はこれらの罪の未遂罪
五　印紙犯罪処罰法（明治四十二年法律第三十九号）第一条（偽造等）又は第二条（偽造印紙等の使用等）の罪
六　暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）第一条ノ二第一項（加重傷害）若しくは第二項（未遂罪）又は
第一条ノ三（常習傷害等）の罪
七　盗犯等の防止及び処分に関する法律（昭和五年法律第九号）第二条から第四条まで（常習特殊強窃盗、常習累犯強窃盗、
常習強盗致傷等）の罪
八　金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和十八年法律第四十三号）第十八条第二号（損失補てんに係る利益の収受
等）の罪
九　農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）第九十九条の六第一号（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
十　職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第六十三条（暴行等による職業紹介等）の罪
十一　児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第六十条第一項（児童淫行）の罪
十二　郵便法（昭和二十二年法律第百六十五号）第八十五条第一項（切手類の偽造等）の罪又はその未遂罪
十三　金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第百九十七条（虚偽有価証券届出書等の提出等）、第百九十七条の二
第十一号から第十三号まで（内部者取引等）又は第二百条第十四号（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
十四　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年法律第百二十二号）第四十九条第一号（無許可営業）
の罪
十五　大麻取締法（昭和二十三年法律第百二十四号）第二十四条の三（使用等）の罪
十六　船員職業安定法（昭和二十三年法律第百三十号）第百十一条（暴行等による職業紹介等）の罪
十七　競馬法（昭和二十三年法律第百五十八号）第三十条（無資格競馬等）又は第三十二条の二後段（加重収賄）の罪
十八　消費生活協同組合法（昭和二十三年法律第二百号）第九十八条の四（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
十九　医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第七十一条の七から第七十一条の十まで（役員の特別背任、代表社会医療法人
債権者等の特別背任、未遂罪、虚偽文書行使等）又は第七十一条の十二第一項（社会医療法人債権者の権利の行使に関する
収賄）の罪
二十　自転車競技法（昭和二十三年法律第二百九号）第五十六条（無資格自転車競走等）又は第六十条後段（加重収賄）の罪
二十一　水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）第百二十九条の三第一号（損失補てんに係る利益の収受等）
の罪
二十二　中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）第百十二条の三（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
二十三　協同組合による金融事業に関する法律（昭和二十四年法律第百八十三号）第十条の二の二（損失補てんに係る利益の
収受等）の罪
二十四　弁護士法（昭和二十四年法律第二百五号）第七十七条第三号（非弁護士の法律事務の取扱い等）又は第四号（業とし

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center

114113113

CW6_A2258D11.indd   114 2013/03/22   10:32:51



て行う譲り受けた権利の実行）の罪
二十五　外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第六十九条の六（国際的な平和及び安全の維持を妨げ
ることとなる無許可取引等）の罪
二十六　小型自動車競走法（昭和二十五年法律第二百八号）第六十一条（無資格小型自動車競走等）又は第六十五条後段（加
重収賄）の罪
二十七　商品先物取引法（昭和二十五年法律第二百三十九号）第三百六十三条第九号（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
二十八　毒物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号）第三条の違反行為に係る同法第二十四条第一号（無登録販売等）
の罪又は同法第二十四条の二第一号（興奮等の作用を有する毒物等の販売等）の罪
二十九　投資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法律第百九十八号）第二百二十八条（執行役員等の特別背任）、
第二百二十八条の二（代表投資法人債権者等の特別背任）、第二百三十条（虚偽文書行使等）、第二百三十四条第一項（投資
主等の権利の行使に関する収賄）、第二百三十六条第二項（投資主の権利の行使に関する利益の受供与）若しくは第四項（投
資主の権利の行使に関する利益の受供与等についての威迫行為）又は第二百四十三条第二号（損失補てんに係る利益の収受
等）の罪
三十　信用金庫法（昭和二十六年法律第二百三十八号）第九十条の四の二（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
三十一　モーターボート競走法（昭和二十六年法律第二百四十二号）第六十五条（無資格モーターボート競走等）又は第
七十二条後段（加重収賄）の罪
三十二　覚せい剤取締法第四十一条の三（覚醒剤の使用、覚醒剤原料の輸入等）、第四十一条の四（管理外覚醒剤の施用等）、
第四十一条の七（覚醒剤原料の輸入等の予備）、第四十一条の十（覚醒剤原料の輸入等に係る資金等の提供等）又は第
四十一条の十三（覚醒剤原料の譲渡しと譲受けとの周旋）の罪
三十三　出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）第七十三条の二第一項（不法就労助長）、第七十三条
の三（在留カード偽造等）、第七十三条の四（偽造在留カード等所持）、第七十三条の五（在留カード偽造等準備）、第
七十四条（集団密航者を不法入国させる行為等）、第七十四条の二（集団密航者の輸送）、第七十四条の四（集団密航者の収
受等）若しくは第七十四条の六（不法入国等援助等）の罪又は同法第七十四条の八第二項（営利目的の不法入国者等の蔵匿
等）の罪若しくはその未遂罪
三十四　長期信用銀行法（昭和二十七年法律第百八十七号）第二十五条の二の二（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
三十五　麻薬及び向精神薬取締法（昭和二十八年法律第十四号）第六十四条の三（ジアセチルモルヒネ等の施用等）又は第
六十六条の二（麻薬の施用等）の罪
三十六　武器等製造法（昭和二十八年法律第百四十五号）第三十一条（銃砲の無許可製造）、第三十一条の二（銃砲弾の無許
可製造）若しくは第三十一条の三第一号（銃砲及び銃砲弾以外の武器の無許可製造）の罪又は猟銃の製造に係る同条第四号
（猟銃の無許可製造）の罪
三十七　労働金庫法（昭和二十八年法律第二百二十七号）第百条の四の二（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
三十八　関税法（昭和二十九年法律第六十一号）第百八条の四から第百九条の二まで（輸出してはならない貨物の輸出、輸入
してはならない貨物の輸入、輸入してはならない貨物の保税地域への蔵置等）の罪
三十九　出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律第五条（高金利等）、第五条の二第一項（高保証料）、第五条
の三（保証料がある場合の高金利等）若しくは第八条第一項（高金利等の脱法行為）若しくは第二項（業として行う著しい
高金利の脱法行為）の罪又は同法第一条若しくは第二条第一項の違反行為に係る同法第八条第三項（元本を保証して行う出
資金の受入れ等）の罪
四十　日本中央競馬会法（昭和二十九年法律第二百五号）第三十七条第一項後段（加重収賄）の罪
四十一　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）第二十九条（不正の手段による補
助金等の受交付等）の罪
四十二　売春防止法第六条第一項（周旋）、第七条（困惑等による売春）、第八条第一項（対償の収受等）、第十条（売春をさ
せる契約）、第十一条第二項（業として行う場所の提供）、第十二条（売春をさせる業）又は第十三条（資金等の提供）の罪
四十三　銃砲刀剣類所持等取締法第三十一条から第三十一条の四まで（拳銃等の発射、輸入、所持、譲渡し等）、第三十一条
の七から第三十一条の九まで（拳銃実包の輸入、所持、譲渡し等）、第三十一条の十一から第三十一条の十三まで（猟銃の
所持等、拳銃等の輸入の予備、拳銃等の輸入に係る資金等の提供）、第三十一条の十五（拳銃等の譲渡しと譲受けの周旋等）、
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第三十一条の十六第一項第一号（拳銃等及び猟銃以外の銃砲等の所持）、第二号（拳銃部品の所持）若しくは第三号（拳銃
部品の譲渡し等）若しくは第二項（未遂罪）、第三十一条の十七（拳銃等としての物品の輸入等）、第三十一条の十八第一号
（拳銃実包の譲渡しと譲受けの周旋）又は第三十二条第一号（拳銃部品の譲渡しと譲受けの周旋等）の罪
四十四　特許法（昭和三十四年法律第百二十一号）第百九十六条又は第百九十六条の二（特許権等の侵害）の罪
四十五　商標法（昭和三十四年法律第百二十七号）第七十八条又は第七十八条の二（商標権等の侵害）の罪
四十六　薬事法（昭和三十五年法律第百四十五号）第八十三条の九（業として行う指定薬物の製造等）又は第八十四条第五号
（業として行う医薬品の販売等）の罪
四十七　金融機関の合併及び転換に関する法律（昭和四十三年法律第八十六号）第七十一条（設立委員の特別背任）又は第
七十三条第一項（株主等の権利の行使に関する収賄）の罪
四十八　著作権法（昭和四十五年法律第四十八号）第百十九条第一項又は第二項（著作権等の侵害等）の罪
四十九　航空機の強取等の処罰に関する法律（昭和四十五年法律第六十八号）第一条（航空機の強取等）、第二条（航空機強
取等致死）又は第四条（航空機の運航阻害）の罪
五十　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）第二十五条第一項第一号（無許可廃棄物処理業）、
第七号（名義貸し）、第八号（廃棄物処理施設の無許可設置）、第十三号（産業廃棄物の処理の受託）若しくは第十四号（不
法投棄）の罪又は同号に掲げる罪に係る同条第二項（不法投棄の罪に係る未遂罪）の罪
五十一　航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律（昭和四十九年法律第八十七号）第一条から第五条まで（航空危
険、航行中の航空機を墜落させる行為等、業務中の航空機の破壊等、業務中の航空機内への爆発物等の持込み、未遂罪）の
罪
五十二　人質による強要行為等の処罰に関する法律（昭和五十三年法律第四十八号）第一条から第四条まで（人質による強要
等、加重人質強要、人質殺害）の罪
五十三　無限連鎖講の防止に関する法律（昭和五十三年法律第百一号）第五条（開設等）の罪
五十四　銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）第六十一条第一号（無免許営業）又は第六十三条の二の二（損失補てんに係
る利益の収受等）の罪
五十五　細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関する条約等の実施に関する法律（昭
和五十七年法律第六十一号）第九条（生物兵器等の使用等）又は第十条（生物兵器等の製造等）の罪
五十六　貸金業法（昭和五十八年法律第三十二号）第四十七条第二号（無登録営業）の罪
五十七　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十年法律第八十八号）第五十八条
（有害業務目的労働者派遣）の罪又は同法第四条第一項に係る同法第五十九条第一号（禁止業務についての労働者派遣事業）
の罪
五十八　日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成三年法律第七十一号）第
二十六条から第二十八条まで（特別永住者証明書偽造等、偽造特別永住者証明書等所持、特別永住者証明書偽造等準備）の
罪
五十九　麻薬特例法第六条第一項（薬物犯罪収益等隠匿）又は第二項（未遂罪）の罪
六十　協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成五年法律第四十四号）第五十七条（虚偽文書行使等）の罪
六十一　不動産特定共同事業法（平成六年法律第七十七号）第五十三条第五号（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
六十二　化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（平成七年法律第六十五号）第三十八条から第四十条まで（化学
兵器の使用、製造等）の罪
六十三　サリン等による人身被害の防止に関する法律第五条（発散）又は第六条第一項から第三項まで（製造等）の罪
六十四　保険業法（平成七年法律第百五号）第三百十七条の二第二号（損失補てんに係る利益の収受等）、第三百二十二条（取
締役等の特別背任）、第三百二十三条（代表社債権者等の特別背任）、第三百二十五条（虚偽文書行使等）、第三百二十九条
第一項（社員等の権利の行使に関する収賄）又は第三百三十一条第二項（株主等の権利の行使に関する利益の受供与）若し
くは第四項（株主等の権利の行使に関する利益の受供与等についての威迫行為）の罪
六十五　金融機関等の更生手続の特例等に関する法律（平成八年法律第九十五号）第五百四十九条（詐欺更生）の罪
六十六　臓器の移植に関する法律（平成九年法律第百四号）第二十条第一項（臓器売買等）の罪
六十七　スポーツ振興投票の実施等に関する法律（平成十年法律第六十三号）第三十二条（無資格スポーツ振興投票）又は第
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三十七条後段（加重収賄）の罪
六十八　資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百五号）第二百九十七条第一号（損失補てんに係る利益の収受等）、第
三百二条（取締役等の特別背任）、第三百三条（代表特定社債権者等の特別背任）、第三百五条（虚偽文書行使等）、第
三百九条第一項（社員等の権利の行使に関する収賄）又は第三百十一条第三項（社員等の権利の行使に関する利益の受供与）
若しくは第六項（社員等の権利の行使に関する利益の受供与等についての威迫行為）の罪
六十九　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第六十七条（一種病原体等の
発散）、第六十八条第一項から第三項まで（一種病原体等の輸入）、第六十九条（一種病原体等の所持等）又は第七十条（二
種病原体等の輸入）の罪
七十　児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律（平成十一年法律第五十二号）第五条（児童
買春周旋）、第六条第二項（業として行う児童買春勧誘）、第七条第四項から第六項まで（児童ポルノ等の不特定又は多数の
者に対する提供等）又は第八条（児童買春等目的人身売買等）の罪
七十一　民事再生法（平成十一年法律第二百二十五号）第二百五十五条（詐欺再生）の罪
七十二　ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律（平成十二年法律第百四十六号）第十六条（人クローン胚等の人又
は動物の胎内への移植）の罪
七十三　社債、株式等の振替に関する法律（平成十三年法律第七十五号）第二百八十八条第一項（加入者の権利の行使に関す
る収賄）の罪
七十四　農林中央金庫法（平成十三年法律第九十三号）第九十九条の二の二（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
七十五　公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金の提供等の処罰に関する法律第二条（資金提供）又は第三条（資金収集）の
罪
七十六　会社更生法（平成十四年法律第百五十四号）第二百六十六条（詐欺更生）の罪
七十七　仲裁法（平成十五年法律第百三十八号）第五十条から第五十二条まで（収賄、受託収賄及び事前収賄、第三者供賄、
加重収賄及び事後収賄）の罪
七十八　破産法（平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条（詐欺破産）の罪
七十九　信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第九十四条第七号（損失補てんに係る利益の収受等）の罪
八十　会社法第九百六十条から第九百六十二条まで（特別背任、未遂罪）、第九百六十四条（虚偽文書行使等）、第九百六十八
条第一項（株主等の権利の行使に関する収賄）又は第九百七十条第二項（株主の権利の行使に関する利益の受供与）若しく
は第四項（株主の権利の行使に関する利益の受供与等についての威迫行為）の罪
八十一　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第三百三十四条（理事等の特別背任）の
罪
八十二　放射線を発散させて人の生命等に危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律（平成十九年法律第三十八号）第三条
から第七条まで（放射線の発散等、原子核分裂等装置の製造、原子核分裂等装置の所持等、放射性物質等の使用の告知によ
る脅迫、特定核燃料物質の窃取等の告知による強要）の罪
八十三　株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律第七十四号）第七十三条第一項第二号（損失補てんに係る利益の収受
等）の罪
八十四　海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律第三条第一項から第三項まで（船舶の強取等）又は第四条（船舶
強取等致死傷）の罪
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　　　第一章　総則 
（趣旨） 

第一条　この法律は、薬物犯罪による薬物犯罪収益等をはく奪すること等により、規制薬物に係る不正行為が行われる主要な
要因を国際的な協力の下に除去することの重要性にかんがみ、並びに規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図
り、及びこれに関する国際約束の適確な実施を確保するため、麻薬及び向精神薬取締法 （昭和二十八年法律第十四号）、大
麻取締法 （昭和二十三年法律第百二十四号）、あへん法 （昭和二十九年法律第七十一号）及び覚せい剤取締法 （昭和二十六年
法律第二百五十二号）に定めるもののほか、これらの法律その他の関係法律の特例その他必要な事項を定めるものとする。 
（定義） 

第二条　この法律において「規制薬物」とは、麻薬及び向精神薬取締法 に規定する麻薬及び向精神薬、大麻取締法に規定す
る大麻、あへん法に規定するあへん及びけしがら並びに覚せい剤取締法 に規定する覚せい剤をいう。 

２　この法律において「薬物犯罪」とは、次に掲げる罪をいう。 
一　第五条、第八条又は第九条の罪 
二　麻薬及び向精神薬取締法第六十四条 、第六十四条の二、第六十五条、第六十六条、第六十六条の三、第六十六条の四、

第六十八条の二又は第六十九条の五の罪 
三　大麻取締法第二十四条 、第二十四条の二又は第二十四条の七の罪 
四　あへん法第五十一条 、第五十二条又は第五十四条の三の罪 
五　覚せい剤取締法第四十一条 、第四十一条の二又は第四十一条の十一の罪 
六　麻薬及び向精神薬取締法第六十七条 若しくは第六十九条の二 、大麻取締法第二十四条の四 、あへん法第五十三条又は

覚せい剤取締法第四十一条の六 の罪 
七　麻薬及び向精神薬取締法第六十八条 若しくは第六十九条の四 、大麻取締法第二十四条の六 、あへん法第五十四条の二 

又は覚せい剤取締法第四十一条の九 の罪 
３　この法律において「薬物犯罪収益」とは、薬物犯罪の犯罪行為により得た財産若しくは当該犯罪行為の報酬として得た財

産又は前項第七号に掲げる罪に係る資金をいう。 
４　この法律において「薬物犯罪収益に由来する財産」とは、薬物犯罪収益の果実として得た財産、薬物犯罪収益の対価とし

て得た財産、これらの財産の対価として得た財産その他薬物犯罪収益の保有又は処分に基づき得た財産をいう。 
５　この法律において「薬物犯罪収益等」とは、薬物犯罪収益、薬物犯罪収益に由来する財産又はこれらの財産とこれらの財

産以外の財産とが混和した財産をいう。 
　　　第二章　上陸の手続の特例等 

（上陸の手続の特例） 
第三条 　入国審査官は、出入国管理及び難民認定法 （昭和二十六年政令第三百十九号。以下「入管法」という。）第五条第一

項第六号に掲げる者である疑いのある外国人から入管法第六条第二項の申請があった場合において、法務大臣から、薬物犯
罪の捜査に関し、当該外国人を上陸させることが必要であるとの検察官からの通報又は司法警察職員（麻薬取締官、麻薬取
締員、警察官又は海上保安官に限る。次項及び次条第一項において同じ。）からの要請があった旨並びに規制薬物の散逸及
び当該外国人の逃走を防止するための十分な監視体制が確保されていると認められる旨の連絡を受けているときは、入管法
第九条第一項の規定にかかわらず、入管法第五条第一項第六号以外の事項について入管法第七条第一項の審査をした上、当
該外国人の旅券に入管法第九条第一項の上陸許可の証印をすることができる。

２　入国審査官は、入管法第五条第一項第六号に掲げる者である疑いのある外国人につき入管法第十四条第一項、第十五条第
一項若しくは第二項又は第十六条第一項の申請があった場合において、法務大臣から、薬物犯罪の捜査に関し、当該外国人
を上陸させることが必要であるとの検察官からの通報又は司法警察職員からの要請があった旨並びに規制薬物の散逸及び当
該外国人の逃走を防止するための十分な監視体制が確保されていると認められる旨の連絡を受けているときは、入管法第五
条第一項第六号以外の事項について審査をした上、当該外国人の上陸を許可することができる。

３　入国審査官は、法務大臣から、第一項の規定による上陸許可の証印又は前項の規定による上陸の許可を受けている外国人
について、引き続き本邦に在留させておくことが適当でないと認める旨の連絡を受けたときは、速やかに、当該外国人の本
邦への上陸の時において当該外国人が入管法第五条第一項第六号に該当したか否かを審査しなければならない。

国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻
薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（抄）
（平成三年法律第九十四号）
（平成二十五年一月一日現在において施行されているもの）
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４　入国審査官は、前項の規定による審査により、同項に規定する外国人が入管法第五条第一項第六号に該当したと認めると
きは、当該外国人についての第一項の規定による上陸許可の証印又は第二項の規定による上陸の許可を取り消すものとする。
（税関手続の特例）

第四条　税関長は、関税法（昭和二十九年法律第六十一号）第六十七条（同法第七十五条において準用する場合を含む。以下
この項において同じ。）の規定による貨物の検査により、当該検査に係る貨物に規制薬物が隠匿されていることが判明した
場合において、薬物犯罪の捜査に関し、当該規制薬物が外国に向けて送り出され、又は本邦に引き取られることが必要であ
る旨の検察官又は司法警察職員からの要請があり、かつ、当該規制薬物の散逸を防止するための十分な監視体制が確保され
ていると認めるときは、当該要請に応ずるために次に掲げる措置をとることができる。ただし、当該措置をとることが関税
法規の目的に照らし相当でないと認められるときは、この限りでない。
一　当該貨物（当該貨物に隠匿されている規制薬物を除く。）について関税法第六十七条の規定により申告されたところに

従って同条の許可を行うこと。
二　その他当該要請に応ずるために必要な措置

２　前項（第一号を除く。）の規定は、関税法第七十六条第一項ただし書の規定による郵便物中にある信書以外の物の検査に
より、当該信書以外の物に規制薬物が隠匿されていることが判明した場合について準用する。この場合において、当該規制
薬物については、同法第七十四条の規定は、適用しない。

　　　第三章　罰則
（業として行う不法輸入等）

第五条　次に掲げる行為を業とした者（これらの行為と第八条の罪に当たる行為を併せてすることを業とした者を含む。）は、
無期又は五年以上の懲役及び一千万円以下の罰金に処する。
一　麻薬及び向精神薬取締法第六十四条、第六十四条の二（所持に係る部分を除く。）、第六十五条、第六十六条（所持に係

る部分を除く。）、第六十六条の三又は第六十六条の四（所持に係る部分を除く。）の罪に当たる行為をすること。
二　大麻取締法第二十四条又は第二十四条の二（所持に係る部分を除く。）の罪に当たる行為をすること。
三　あへん法第五十一条又は第五十二条（所持に係る部分を除く。）の罪に当たる行為をすること。
四　覚せい剤取締法第四十一条又は第四十一条の二（所持に係る部分を除く。）の罪に当たる行為をすること。
（薬物犯罪収益等隠匿）

第六条　薬物犯罪収益等の取得若しくは処分につき事実を仮装し、又は薬物犯罪収益等を隠匿した者は、五年以下の懲役若し
くは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。薬物犯罪収益の発生の原因につき事実を仮装した者も、同様とする。

２　前項の未遂罪は、罰する。
３　第一項の罪を犯す目的をもって、その予備をした者は、二年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

（薬物犯罪収益等収受）
第七条　情を知って、薬物犯罪収益等を収受した者は、三年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科す

る。ただし、法令上の義務の履行として提供されたものを収受した者又は契約（債権者において相当の財産上の利益を提供
すべきものに限る。）の時に当該契約に係る債務の履行が薬物犯罪収益等によって行われることの情を知らないでした当該
契約に係る債務の履行として提供されたものを収受した者は、この限りでない。
（規制薬物としての物品の輸入等）

第八条　薬物犯罪（規制薬物の輸入又は輸出に係るものに限る。）を犯す意思をもって、規制薬物として交付を受け、又は取
得した薬物その他の物品を輸入し、又は輸出した者は、三年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

２　薬物犯罪（規制薬物の譲渡し、譲受け又は所持に係るものに限る。）を犯す意思をもって、薬物その他の物品を規制薬物
として譲り渡し、若しくは譲り受け、又は規制薬物として交付を受け、若しくは取得した薬物その他の物品を所持した者は、
二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。
（あおり又は唆し）

第九条　薬物犯罪（前条及びこの条の罪を除く。）、第六条の罪若しくは第七条の罪を実行すること又は規制薬物を濫用するこ
とを、公然、あおり、又は唆した者は、三年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。
（国外犯）

第十条　第五条から第七条まで及び前条の罪は、刑法（明治四十年法律第四十五号）第二条の例に従う。
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（薬物犯罪収益等の没収）
第十一条　次に掲げる財産は、これを没収する。ただし、第六条第一項若しくは第二項又は第七条の罪が薬物犯罪収益又は薬

物犯罪収益に由来する財産とこれらの財産以外の財産とが混和した財産に係る場合において、これらの罪につき第三号から
第五号までに掲げる財産の全部を没収することが相当でないと認められるときは、その一部を没収することができる。
一　薬物犯罪収益（第二条第二項第六号又は第七号に掲げる罪に係るものを除く。）
二　薬物犯罪収益に由来する財産（第二条第二項第六号又は第七号に掲げる罪に係る薬物犯罪収益の保有又は処分に基づき

得たものを除く。）
三　第六条第一項若しくは第二項又は第七条の罪に係る薬物犯罪収益等
四　第六条第一項若しくは第二項又は第七条の犯罪行為より生じ、若しくは当該犯罪行為により得た財産又は当該犯罪行為

の報酬として得た財産
五　前二号の財産の果実として得た財産、前二号の財産の対価として得た財産、これらの財産の対価として得た財産その他

前二号の財産の保有又は処分に基づき得た財産
２　前項の規定により没収すべき財産について、当該財産の性質、その使用の状況、当該財産に関する犯人以外の者の権利の

有無その他の事情からこれを没収することが相当でないと認められるときは、同項の規定にかかわらず、これを没収しない
ことができる。

３　次に掲げる財産は、これを没収することができる。
一　薬物犯罪収益（第二条第二項第六号又は第七号に掲げる罪に係るものに限る。）
二　薬物犯罪収益に由来する財産（第二条第二項第六号又は第七号に掲げる罪に係る薬物犯罪収益の保有又は処分に基づき

得たものに限る。）
三　第六条第三項の罪に係る薬物犯罪収益等
四　第六条第三項の犯罪行為より生じ、若しくは当該犯罪行為により得た財産又は当該犯罪行為の報酬として得た財産
五　前二号の財産の果実として得た財産、前二号の財産の対価として得た財産、これらの財産の対価として得た財産その他

前二号の財産の保有又は処分に基づき得た財産
（薬物犯罪収益等が混和した財産の没収等）

第十二条　組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律 （平成十一年法律第百三十六号。以下「組織的犯罪処罰法」
という。）第十四条及び第十五条の規定は、前条の規定による没収について準用する。この場合において、組織的犯罪処罰
法第十四条中「前条第一項各号又は第四項各号」とあるのは、「国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行
為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律第十一条第一項各号又は第三項各号」と読み替え
るものとする。
（追徴）

第十三条　第十一条第一項の規定により没収すべき財産を没収することができないとき、又は同条第二項の規定によりこれを
没収しないときは、その価額を犯人から追徴する。

２　第十一条第三項に規定する財産を没収することができないとき、又は当該財産の性質、その使用の状況、当該財産に関す
る犯人以外の者の権利の有無その他の事情からこれを没収することが相当でないと認められるときは、その価額を犯人から
追徴することができる。
（薬物犯罪収益の推定）

第十四条　第五条の罪に係る薬物犯罪収益については、同条各号に掲げる行為を業とした期間内に犯人が取得した財産であっ
て、その価額が当該期間内における犯人の稼働の状況又は法令に基づく給付の受給の状況に照らし不相当に高額であると認
められるものは、当該罪に係る薬物犯罪収益と推定する。
（両罰規定）

第十五条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して第五条から
第九条までの罪を犯したときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。

　　　第四章　没収に関する手続等の特例
（第三者の財産の没収手続等）

第十六条　第十一条第一項各号又は第三項各号に掲げる財産である債権等（不動産及び動産以外の財産をいう。第十八条にお
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いて同じ。）が被告人以外の者（以下この条において「第三者」という。）に帰属する場合において、当該第三者が被告事件
の手続への参加を許されていないときは、没収の裁判をすることができない。

２　薬物犯罪又は第六条若しくは第七条の罪（以下「薬物犯罪等」という。）に関し、この法律、麻薬及び向精神薬取締法そ
の他の法令の規定により、地上権、抵当権その他の第三者の権利がその上に存在する財産を没収しようとする場合において、
当該第三者が被告事件の手続への参加を許されていないときも、前項と同様とする。

３　組織的犯罪処罰法第十八条第三項から第五項までの規定は、地上権、抵当権その他の第三者の権利がその上に存在する財
産を没収する場合において、第十二条において準用する組織的犯罪処罰法第十五条第二項の規定により当該権利を存続させ
るべきときについて準用する。

４　第一項及び第二項に規定する財産の没収に関する手続については、この法律に特別の定めがあるもののほか、刑事事件に
おける第三者所有物の没収手続に関する応急措置法 （昭和三十八年法律第百三十八号）の規定を準用する。 
（没収された債権等の処分等） 

第十七条　組織的犯罪処罰法第十九条の規定は第十一条の規定による没収について、組織的犯罪処罰法第二十条の規定は権利
の移転について登記又は登録を要する財産を没収する裁判に基づき権利の移転の登記又は登録を関係機関に嘱託する場合に
ついて準用する。この場合において、同条中「次章第一節」とあるのは、「国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を
助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律第五章」と読み替えるものとする。
（刑事補償の特例）

第十八条　債権等の没収の執行に対する刑事補償法 （昭和二十五年法律第一号）による補償の内容については、同法第四条第
六項の規定を準用する。 

　　　第五章　保全手続
（没収保全命令）

第十九条　裁判所は、薬物犯罪等に係る被告事件に関し、この法律、麻薬及び向精神薬取締法その他の法令の規定により没収
することができる財産（以下「没収対象財産」という。）に当たると思料するに足りる相当な理由があり、かつ、当該財産
を没収するため必要があると認めるときは、検察官の請求により、又は職権で、没収保全命令を発して、当該財産につき、
その処分を禁止することができる。

２　裁判所は、地上権、抵当権その他の権利がその上に存在する財産について没収保全命令を発した場合又は発しようとする
場合において、当該権利が没収により消滅すると思料するに足りる相当な理由がある場合であって当該財産を没収するため
必要があると認めるとき、又は当該権利が仮装のものであると思料するに足りる相当の理由があると認めるときは、検察官
の請求により、又は職権で、附帯保全命令を別に発して、当該権利の処分を禁止することができる。

３　裁判官は、前二項に規定する理由及び必要があると認めるときは、公訴が提起される前であっても、検察官又は司法警察
員（麻薬取締官、麻薬取締員、警察官又は海上保安官に限るものとし、警察官たる司法警察員については、国家公安委員会
又は都道府県公安委員会が指定する警部以上の者に限る。）の請求により、前二項に規定する処分をすることができる。

４　前三項に定めるもののほか、これらの規定による処分については、組織的犯罪処罰法第四章の規定による没収保全命令及
び附帯保全命令による処分の禁止の例による。
（追徴保全命令）

第二十条　裁判所は、薬物犯罪等に係る被告事件に関し、第十三条の規定により追徴すべき場合に当たると思料するに足りる
相当な理由がある場合において、追徴の裁判の執行をすることができなくなるおそれがあり、又はその執行をするのに著し
い困難を生ずるおそれがあると認めるときは、検察官の請求により、又は職権で、追徴保全命令を発して、被告人に対し、
その財産の処分を禁止することができる。

２　裁判官は、前項に規定する理由及び必要があると認めるときは、公訴が提起される前であっても、検察官の請求により、
同項に規定する処分をすることができる。

３　前二項に定めるもののほか、これらの規定による処分については、組織的犯罪処罰法第四章の規定による追徴保全命令に
よる処分の禁止の例による。

　　　第六章　没収及び追徴の裁判の執行及び保全についての国際共助手続等　［略］　
附　則　　［略］
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第１　要綱の目的
　この要綱は、犯罪による収益（犯罪による収益の移転防止に関する法律（平成19年法律第22号。以下「法」という。）第
２条第１項に規定する犯罪による収益をいう。以下同じ。）が、組織的な犯罪及びテロリズムを助長するとともに、これを
用いた事業活動への干渉が健全な経済活動に重大な悪影響を与えること、及び犯罪による収益には被害者から不当に得た財
産が含まれることにかんがみ、全国警察が一体的に犯罪収益対策を推進することにより、「組織犯罪対策要綱」及び「テロ
対策推進要綱」に基づく取組みと相まって、犯罪による収益の移転防止、犯罪組織の弱体化及び壊滅、テロ資金供与の防止
等を図るために必要な基本的事項を定めることを目的とする。
第２　犯罪収益対策の基本姿勢
　犯罪収益対策の推進に当たっての基本姿勢は、次のとおりとする。
１　犯罪による収益の移転防止に関する特定事業者（法第２条第２項に規定する特定事業者をいう。以下同じ。）の自主的
な取組み及び国民の理解の促進
２　犯罪による収益に関する情報の分析及び活用
３　犯罪収益関連犯罪（法第11条第１項に規定する罪をいう。以下同じ。）の取締り及び犯罪による収益のはく奪の推進
４　犯罪収益対策に関する国際的な連携の推進
第３　犯罪収益対策の推進
１　推進体制の整備
　法により、FIU（資金情報機関）が金融庁から国家公安委員会に移管され、国家公安委員会が疑わしい取引の届出に係
る情報の集約、整理及び分析を行うとともに、その結果を捜査機関等及び外国FIUに提供することとされ、警察庁では、
組織犯罪対策部の所掌事務に犯罪による収益の移転防止に関する事務が追加され、所要の体制を整備することとしている。
　これを踏まえ、各都道府県警察においても、関係各部門の知見を有する職員により構成され、犯罪収益対策に関し各部
門が実施する施策の総合調整、警察庁から提供される疑わしい取引に関する情報の受領、疑わしい取引に関する情報の的
確な取扱いの確保、犯罪収益関連犯罪の捜査支援等を担当する犯罪収益解明班を設置するとともに、各部門における犯罪
収益関連犯罪の捜査体制を整備する。
２　特定事業者の自主的な取組み及び国民の理解の促進
　警察庁は、特定事業者が法で定める措置を的確に行うために必要な犯罪による収益の移転に係る手口に関する情報を提
供し、措置の実施方法について適切に指導及び助言を行うほか、関係機関と連携して、従業員研修や自主的な取組みの実
施に当たり専門的知見を有する職員を派遣するなどの援助を行う。
　また、警察庁及び都道府県警察においては、関係機関と連携し、法の内容、犯罪組織等の実態及び犯罪による収益が与
える健全な経済活動への悪影響に関する知識を普及するなどして犯罪収益対策の重要性に関する国民の理解を深めるため
の広報啓発活動を行う。
３　犯罪による収益に関する情報の集約、整理及び分析
　（1）警察庁における集約、整理及び分析
　�　警察庁は、犯罪による収益に関する情報の集約、整理及び分析を迅速かつ的確に行うとともに、法第11条及び第12条
の規定に基づき、疑わしい取引に関する情報を捜査機関等及び外国FIUに提供する。
　�　犯罪による収益に関する情報の集約に当たっては、各都道府県警察に対し、次の情報の報告を求める。
　ア　犯罪による収益に関する情報の分析に資するため必要な情報
　イ　アに掲げるもののほか、警察庁において犯罪収益対策を効果的に推進するため必要な情報
　�　また、犯罪による収益に関する情報の整理及び分析に当たっては、情報相互の関連性及び組織犯罪に関連する情報を
総合的に勘案して行う。

　（2）都道府県警察における情報収集
　　各都道府県警察においては、すべての部門が緊密に連携し、次の情報を収集する。
　ア　犯罪による収益の移転の実態に関する情報
　イ　犯罪収益関連犯罪の検挙に資する情報
　ウ　ア及びイに掲げるもののほか、犯罪収益対策を効果的に推進するため必要な情報
４　犯罪収益対策の観点からの取締りの推進

犯罪収益対策推進要綱
（平成十九年四月二十六日付警察庁次長通達）
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　警察庁は、疑わしい取引に関する情報を活用し、犯罪収益関連犯罪の捜査指導及び調整並びに犯罪組織等の実態解明を
行う。
　各都道府県警察においては、組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成11年法律第136号。以下「組
織的犯罪処罰法」という。）、国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び
向精神薬取締法等の特例等に関する法律（平成３年法律第94号。以下「麻薬特例法」という。）等各種法令を適用し、犯
罪組織等の資金源を遮断するため、疑わしい取引に関する情報を活用した犯罪捜査を推進し、積極的に事件化する。犯罪
収益関連犯罪の巧妙化を踏まえ、当該犯罪の事件化に当たっては、不断に創意工夫を図り、効果的かつ適切な情報収集活
動の推進、捜査手法の高度化、関係機関との幅広い連携に努める。
５　犯罪による収益のはく奪の推進
　（1）没収保全請求等の的確な実施
　�　各都道府県警察においては、犯罪収益関連犯罪の捜査に当たっては、単に被疑者の逮捕だけでなく、犯罪による収益
の発見にも努め、これを発見した際には、速やかに、起訴前の没収保全請求を実施するなど、犯罪による収益の移転を
防止するための措置を的確に実施する。

　（2）検察庁との連携
　�　各都道府県警察においては、犯罪による収益の没収又は追徴が的確に図られるよう犯罪による収益のはく奪について
検察庁との緊密な連携を強化する。

　（3）その他の手法の活用
　�　各都道府県警察においては、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法に基づく措置だけでなく、捜索・差押え、国税庁への
課税通報等を積極的に実施し、あらゆる機会をとらえて犯罪による収益のはく奪に資する措置を講ずるよう努める。

６　国際的な連携の推進
　警察庁は、組織的な犯罪及びテロリズムが国際社会の脅威となっているとともに、犯罪による収益の移転が国際的な金
融取引及び商取引を通じて行われていることを踏まえ、外国FIUとの疑わしい取引に関する情報及び犯罪による収益の移
転に係る手口に関する情報の交換、犯罪収益対策に係る国際勧告の改訂及び外国による国際勧告の履行のための支援等の
様々な側面での国際連携の強化に努める。

第４　疑わしい取引に関する情報の的確な取扱い
１　保秘の徹底
　疑わしい取引に関する情報を活用した取締りを行うに当たっては、被疑者その他の関係者に、当該情報を活用したこと
が明らかにならないように保秘を徹底する。
２　漏えい等の防止の徹底
　警察庁においては、疑わしい取引に関する情報取扱規則（平成19年国家公安委員会規則第９号）に基づき、疑わしい取
引に関する情報の取扱いに当たっては、当該情報の漏えい、滅失又はき損の防止を図るため必要かつ適切な措置を講ずる。
　各都道府県警察においては、疑わしい取引に関する情報の取扱いに当たっては、警察情報セキュリティに関する訓令（平
成15年警察庁訓令第３号）等に基づき、当該情報の漏えい、滅失又はき損の防止を図るため必要かつ適切な措置を講ずる。

第５　表彰
　表彰を行うに当たっては、事件検挙に関する功労だけでなく、犯罪による収益のはく奪に関する功労及び犯罪収益対策の
ための各種施策の推進に関する功労についても、積極的に考慮するものとする。
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号 特定事業者 行政庁 届出先担当部局

1 銀行
金融庁長官 金融庁監督局総務課

特定金融情報第２係2 信用金庫
3 信用金庫連合会

4 労働金庫
下記以外の労働金庫 金融庁長官及び厚生労働大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

厚生労働省労働基準局
勤労者生活課労働金庫業務室

一の都道府県の区域を超えない区
域を地区とする労働金庫 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

5 労働金庫連合会 金融庁長官及び厚生労働大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

厚生労働省労働基準局
勤労者生活課労働金庫業務室

6 信用協同組合
金融庁長官 金融庁監督局総務課

特定金融情報第２係7 信用協同組合連合会

8 農業協同組合
※信用事業及び共済事業に係る届出に限る 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

9

農業協同組合連合会
※信用事業及び共済事業に係る届出に限る

（信用事業に係る届出について）
金融庁長官及び農林水産大臣

（信用事業に係る届出について）
金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

各地方農政局の担当部局

（共済事業に係る届出について）
農林水産大臣

（共済事業に係る届出について）
農林水産省経営局協同組織課

北海道を地区とする農業協同組合連合会
※信用事業に係る届出に限る 金融庁長官及び農林水産大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

農林水産省経営局金融調整課

10 漁業協同組合
都道府県の区域を超える区域を地
区とする漁業協同組合 金融庁長官及び農林水産大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

農林水産省水産庁漁政部水産経営課
上記以外の漁業協同組合 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

11 漁業協同組合連合会

都道府県の区域を超える区域を地
区とする漁業協同組合連合会及び
都道府県の区域を地区とする漁業
協同組合連合会

金融庁長官及び農林水産大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

農林水産省水産庁漁政部水産経営課
上記以外の漁業協同組合連合会 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

12 水産加工業協同組合
都道府県の区域を超える区域を
地区とする水産加工業協同組合 金融庁長官及び農林水産大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

農林水産省水産庁漁政部水産経営課
上記以外の水産加工業協同組合 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

疑わしい取引の届出先

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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号 特定事業者 行政庁 届出先担当部局

13 水産加工業協同組合
連合会

都道府県の区域を超える区域を地
区とする水産加工業協同組合連合
会及び都道府県の区域を地区とす
る水産加工業協同組合連合会

金融庁長官及び農林水産大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

農林水産省水産庁漁政部水産経営課
上記以外の
水産加工業協同組合連合会 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

14 農林中央金庫 金融庁長官及び農林水産大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

農林水産省経営局金融調整課

15 株式会社商工組合中央金庫 金融庁長官、財務大臣
及び経済産業大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

財務省大臣官房政策金融課

経済産業省中小企業庁
事業環境部金融課

16 株式会社日本政策投資銀行 財務大臣 財務省大臣官房政策金融課
17 保険会社

金融庁長官 金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係18 保険業法第２条第７項に規定する外国保険会社等

19 保険業法第２条第18項に規定する少額短期保険業者

20 共済水産業協同
組合連合会

都道府県の区域を超える区域を地
区とする共済水産業協同組合連合
会及び都道府県の区域を地区とす
る共済水産業協同組合連合会

農林水産大臣 農林水産省水産庁漁政部水産経営課

上記以外の
共済水産業協同組合連合会 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

21 金融商品取引法第２条第９項に規定する金融商品取引業者

金融庁長官 金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

22 金融商品取引法第２条第30項に規定する証券金融会社
23 金融商品取引法第63条第３項に規定する特例業務届出者
24 信託会社
25 信託業法第50条の２第１項の登録を受けた者

26
不動産特定共同事業法
第２条第５項に規定する
不動産特定共同事業者

主務大臣の許可を受けた
不動産特定共同事業者 金融庁長官及び国土交通大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

国土交通省土地・建設産業局
不動産市場整備課

都道府県知事の許可を受けた
不動産特定共同事業者 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

27 無尽会社
金融庁長官 金融庁監督局総務課

特定金融情報第２係
28 貸金業法第２条第２項

に規定する貸金業者

内閣総理大臣の
登録を受けた貸金業者
都道府県知事の
登録を受けた貸金業者 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

29 主としてコール資金の貸付けまたはその貸借の媒介を業
として行う者で金融庁長官の指定するもの 金融庁長官 金融庁監督局総務課

特定金融情報第２係

30 資金移動業者 金融庁長官 金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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号 特定事業者 行政庁 届出先担当部局

31 商品先物取引法第２条第23項に規定する
商品先物取引業者

農林水産大臣
及び経済産業大臣

農林水産省食料産業局
商品先物グループ

経済産業省商務情報政策局商務課

32

社債、株券等の振替に関する法律第２条第２項に
規定する振替機関 金融庁長官及び法務大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

法務省民事局商事課

国債を取り扱う振替機関 金融庁長官、法務大臣
及び財務大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

法務省民事局商事課

財務省理財局国債企画課

33

社債、株券等の振替に関する法律
第２条第４項に規定する口座管理機関 金融庁長官及び法務大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

法務省民事局商事課

国債を取り扱う口座管理機関 金融庁長官、法務大臣
及び財務大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

法務省民事局商事課

財務省理財局国債企画課

34 電子債権記録機関 金融庁長官及び法務大臣

金融庁監督局総務課
特定金融情報第２係

法務省民事局商事課

35 独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構 総務大臣 総務省情報流通行政局
郵政行政部貯金保険課

36 本邦において両替業務を行う者 財務大臣 財務省国際局調査課外国為替室

37 ファイナンスリース事業者
経済産業大臣

経済産業省商務情報政策局
商取引・消費経済政策課
消費経済企画室

38 クレジットカード事業者 経済産業省商務情報政策局
商取引監督課

39
宅地建物取引業法
第２条第３号に規定する
宅地建物取引業者

国土交通大臣の免許を受けた
宅地建物取引業者 国土交通大臣

免許を受けている
国土交通省の各地方整備局
もしくは北海道開発局

都道府県知事の免許を受けた
宅地建物取引業者 各都道府県知事 各都道府県庁の担当部局

40 宝石・貴金属等
取扱事業者

宝石商
経済産業大臣

経済産業省商務情報政策局
生活文化創造産業課日用品室

貴金属商 経済産業省資源エネルギー庁
資源・燃料部鉱物資源課

古物営業者・質屋営業者 各都道府県公安委員会 各事業者所在地の管轄警察署

JAFIC: Japan Financial Intelligence Center
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号 特定事業者 行政庁 届出先担当部局

41

郵便物受取サービス業者 経済産業大臣 経済産業省商務情報政策局
商取引監督課

電話受付代行業者 総務大臣 総務省総合通信基盤局
電気通信事業部消費者行政課

電話転送サービス事業者 総務大臣 総務省総合通信基盤局
電気通信事業部消費者行政課

各行政庁のお問い合わせ先

行政庁 TEL（代表）

金融庁 03-3506-6000

総務省 03-5253-5111

法務省 03-3580-4111

財務省 03-3581-4111

厚生労働省 03-5253-1111

農林水産省（水産庁を含む） 03-3502-8111

経済産業省（中小企業庁、資源エネルギー庁を含む） 03-3501-1511

国土交通省 03-5253-8111

127127

CW6_A2258D14.indd   127 2013/03/22   10:36:28



警察庁刑事局組織犯罪対策部犯罪収益移転防止管理官

警
察
庁
刑
事
局
組
織
犯
罪
対
策
部
犯
罪
収
益
移
転
防
止
管
理
官

（平成24年）

犯罪収益移転防止管理官（JAFIC）
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